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はじめに 

2010年度に作られた日本ベンチャー学会の特別委員会の一つである制度委員会は、2015年度末で 6
年目を終えた。2 年クールで一つのテーマを議論する形で進めており、これで 3 つのクールが終わっ
たことになる。 
「制度委員会」の新設にあたっては、過去 2 回の報告書にも記したように、タコツボ的な縦型の専
門化が進んだ結果、ベンチャー・コミュニティ全体を俯瞰し、共通の課題を発見して解決するための

横串的な委員会が必要なのではないかという問題意識の下、日本ベンチャー学会に参加する起業家、

ベンチャーキャピタリスト、投資家、知財や監査に関する専門家等々、様々な専門分野をお持ちの委

員にご参集頂き、広い意味での制度、それは単なる法律的な制度だけでなく、歴史的に育まれてきた

文化の基層となるような考え方や慣習といったものも含めた制度について議論し、そうした広義の制

度に対して変革を促すような施策や提言を打ち出すことを目的に「制度委員会」は作られた。 
2010 年度からの第 1 クールでは、「付加価値創造エンジンとしてのコア技術をベースにした成長ベ
ンチャーの輩出」をテーマに、制度委員会委員の方々にそれぞれの立場からの問題提起を行っていた

だき、それをまとめる形で報告書が作成された。 
2012 年度からの第 2 クールでは、「企業家を取り巻く創業環境とその改善策」をテーマに、革新的
な事業を展開する 10名の起業家の方々にゲスト講師として委員会にご参加いただき、彼らから創業当
初の状況やその後の成長過程での問題点などについてお話しいただきながら議論を行った。加えて、

それぞれのゲスト講師のお話は、ケース・スタディ用のケースとしてまとめ、委員長である秦がティ

ーチング・ノートを付けて学会の「会報」に順次掲載した。そして最後に、2年間の制度委員会として、
それぞれのゲスト講師の話から得られた日本の創業環境を中心とした課題を整理し、改善に向けた提

言として報告書にまとめた。 
そして 2014年度から始まった 2014－2015年度の同委員会では、起業家支援活動の事例や起業家教
育の実践をもとに、ベンチャー支援者及び起業家教育にとって必要な要件やベンチャー企業創出のた

めのエコシステムの在り方などを探ることをテーマとした。 
従って第 3 クールの 2014－2015 年度の制度委員会は、全国から起業家教育推進などを含む起業支

援活動を実践しておられる学識経験者、実業家、行政関係者など、加えて起業家教育を行っておられ

る大学人などをお呼びして、ベンチャー創出に向けた取り組みや課題、中でも地方でのベンチャー創

出のエコシステム創出に向けた取り組みや課題についてお話し頂き、議論してきた。 
以下、2014－2015年度の制度委員会活動についてその紹介すると同時に、議論の中で出て来たベン
チャー支援者の要件や支援活動の在り方などについての知見、制度面の整備に向けた提言などをまと

めて前回、前々回と同様に報告書を作成した。この報告書が、日本の起業家、ベンチャーの活躍が一

段と拡大していくことに多少なりとも貢献できることを願っている。 
 
 

2017年 3月 
日本ベンチャー学会 制度委員会 
委員長  秦 信行 
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第 1章 2014-2015年度制度委員会活動状況 
 

2014－2015 年度の制度委員会も前回同様、活動
は大きく1）月例委員会、2）セミナー／パネルディ
スカッション、3）学会全国大会でのセッションの3

つに分類される。2014－2015 年度のそれぞれの活
動の概要は図表1のようにまとめられる。

 

図表 1 2014－2015年度の制度委員会活動 

1）月例委員会（於：如水会館、学士会館） 

（1）野長瀬裕二（山形大学大学院教授） 

テーマ：地域産業の活性化戦略：ハレとケの融合した企業支援 

（2）各務茂夫（東京大学教授） 

テーマ：東京大学におけるベンチャー支援 

（アントレプレナーシップとイノベーション・エコシステム） 

（3）佐藤辰彦（特許業務法人創成国際特許事務所所長・弁理士） 

テーマ：中小・ベンチャー企業への知財支援 

（4）宮城治男（NPO法人 ETIC.代表） 

テーマ：実践型インターンシップを定着させた NPO法人 ETIC.の 20年間 

（5）村口和孝（日本テクノロジーベンチャーパートナーズ代表） 

テーマ：ベンチャーキャピタリストとしてのベンチャー支援 

（6）谷川徹（九州大学特命教授） 

テーマ：九州大学の起業家教育と福岡における起業家支援活動について 

（7）庄司秀樹（東洋システム（株）代表取締役） 

テーマ：社会貢献から始まる福島の復興～東洋システム（株）及び庄司秀樹社長の実践～ 

（8）大滝精一（東北大学大学院教授） 

テーマ：社会イノベーター公志園について 

 

2）セミナー／パネルディスカッション（於：如水会館） 

（1）テーマ：21世紀型の新たな地域イノベーションに向けて －大学及び大学人の地域貢献 

パネリスト：石井芳明（経済産業省）、大滝精一（東北大学大学院教授）、庄司秀樹（東洋シ

ステム（株）代表取締役）、谷川徹（九州大学教授）、山田幸三（上智大学教授） 

コーディネーター：松田修一（早稲田大学名誉教授） 

（2）テーマ：期待される独立系 VCの活躍 

パネリスト：村口和孝（NTVP）、伊藤健吾（Genuine Startups ）、佐俣アンリ（ANRI）、松山

太河（East Ventures）、村田祐介（インキュベイトファンド） 

コーディネーター：秦信行（國學院大學教授） 

（3）テーマ：公認会計士・監査法人による IPOエコシステムの役割 

パネリスト：齊藤直人（新日本有限責任監査法人）、齋藤祐馬（トーマツベンチャーサポート

（株））、杉田純（三優監査法人）、廣渡嘉秀（（株）AGS コンサルティング）、山本守

（有限責任あずさ監査法人） 

コーディネーター：松田修一（早稲田大学名誉教授） 

（4）テーマ：アレン・マイナー、日本のベンチャーを語る 

ゲストスピーカー：アレン・マイナー（サンブリッジグループ CEO） 

コーディネーター：秦信行（國學院大學教授） 
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3）日本ベンチャー学会第18回全国大会（於：小樽商科大学）制度委員会セッション 

（1）講演 講演者：土屋昭義（Myanmar Story Making Co., Ltd. 会長） 

           演題：ミャンマーで次世代教育支援～私立女子大学を目指す～ 

（2）パネルディスカッション テーマ：グローバル視点とベンチャー支援 

パネリスト：田中豊（アートグリーン（株）代表取締役社長／NBC 副会長）、平尾光司（昭和

女子大学学事顧問、日本ベンチャー学会理事）、吉村貞彦（公認会計士、日本ベンチ

ャー学会監事）、土屋昭義（Myanmar Story Making Co., Ltd. 会長） 

コーディネーター：秦信行（國學院大學教授） 

（敬称略 ※肩書は当時のもの） 

 

 
まず月例委員会では、原則毎月の最終月曜日の夕

方にベンチャー支援活動を行っておられるゲストス

ピーカーをお呼びして約1時間活動内容についてお
聞きすると同時に、残りの1時間でその方も交えて
議論を行った。図表 1 にあるように、2014－2015
年度においては8人の方においでいただきお話をし
ていただいた。 
続くセミナー／パネルディスカッションでは、会

をオープンにした上で、表にあるようなテーマの下

に複数のパネリストに来ていただくセミナー形式で

のイベントを2年間で4回実施した。 
その中でアレン・マイナー氏のセミナーはやや特

別で、彼はこの報告書の後ろに掲載している講演内

容を見てもらえばわかるように、2000年少し前から
今日まで約 20 年に亘ってベンチャーキャピタル・
サンブリッジを立ち上げるなど日本のベンチャー支

援活動を実践してこられた人物である。5 年位前に
居を日本から米国シリコンバレーに移された。その

後も日本と米国を頻繁に行き来されてはいるが、ゲ

ストスピーカーとして呼ぶのが難しい人であった。

加えて彼は数少ない外国籍の日本のベンチャーの支

援者であるので、敢えてセミナー／講演会形式で多

くの人に話を聞いていただくことにした。 
3 つ目が日本ベンチャー学会の全国大会での制度
委員会セッションで、2015年度の小樽商科大学での
全国大会では、ミャンマーで女性のためのビジネス

教育を始められた Myanmar Story Making Co,. 
Ltd.の会長である土屋昭義氏を招いて自身の活動に
ついてのご講演をいただいた。同時に、グローバル

な視点からのベンチャー支援活動をテーマにパネル

ディスカッションも行った。 
土屋昭義氏は、20代の頃ベンチャーの領域での古

典的文献である清成忠男・平尾光司・中村秀一郎三

氏の共著である『ベンチャー・ビジネス 頭脳を売

る小さな大企業』を読まれ、それに触発されて浜松

で建設コンサルティング会社を起業された方である。

60代になられ、世界を旅された時にミャンマーにも
立ち寄られ、そこで第二の人生にすべく女性のため

にビジネスを教える学校を始められたとお聞きする。 
これらの活動の具体的な、詳細な内容についは、

第3章をお読みいただきたい。 
続く第 2章では、2年間の制度委員会活動を通じ
て得られた起業家支援、ベンチャー支援や起業家教

育についての知見と、広い意味の制度についての提

言をまとめてみたい。 
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第 2 章 起業家・ベンチャー支援、起業家教育活動等に
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 ・庄司秀樹氏：東洋システム 
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 ・セミナー：21世紀型の新たな地域イノベーションに向けて 

2．専門家としてのベンチャー支援 

 ・佐藤辰彦氏：弁理士 

 ・村口和孝氏：ベンチャーキャピタリスト 

 ・セミナー：期待される独立系VCの活躍 
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 ・セミナー：公認会計士・監査法人によるIPO支援エコシステムの役割 
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 ・各務茂夫氏：東京大学での実践 
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 ・土屋昭義氏（学会全国大会セッション）：ミャンマーでの実践 
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ンチャーパートナーズの村口和孝氏をお呼びして彼
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ご登壇いただき最近の日本のベンチャーキャピタル

の状況について議論してもらった。また、既に述べ

たように、ベンチャーキャピタリストでもあるアレ

ン・マイナー氏には単独でのセミナーを実施してい

ただいた。 
財務・会計の専門家としてベンチャー支援を行っ

ておられる監査法人の公認会計士のみなさんには、

「公認会計士・監査法人による IPO支援エコシステ
ムの役割」というテーマでセミナー／パネルディス

カッションに参加いただき、それぞれの大手監査法

人が実施しておられるベンチャー支援について語っ

てもらった。 
3 つ目が広い意味での起業家・ベンチャー支援で
ある起業家教育を実践されているグループである。 
過去2年間の制度委員会では、月例委員会に東京
大学教授で起業家教育をはじめとして様々なベンチ

ャー支援を実践されている産学連携本部イノベーシ

ョン推進部長の各務茂夫氏に東大での支援活動につ

いてお話しいただいた。さらには数年前から本格的

な起業家教育プログラムを実行されている九州大学

での活動について九州大学特命教授の谷川徹氏に、

九大での起業家教育推進の経緯や現状、さらには課

題についてもお話しいただいた。 
加えて小樽商科大学での学会全国大会では、制度

委員会セッションと称してミャンマーで女性のビジ

ネス教育を始められた土屋昭義氏をゲスト講師に迎

え、グローバルな視点から起業家教育について議論

する機会を得た。 
 

2）地方創生/社会起業家育成等に向けた支

援活動に求められるもの 

日本の総人口はご承知のように 2008年をピーク
に減少局面に入っていることが統計的に確かめられ

ている。日本の総人口の減少は、地方からの人口流

入数が期待できる東京を始めとした大都市部におい

ては直接的な影響は少ないものの、地方においては

大きな影響が出ることが予想される。昨年元総務大

臣の増田寛也氏を座長とする民間の「地方創生会議」

が、全国の自治体の半数は 2040 年までに「消滅」
の危機にさらされるとした推計を発表して話題にな

ったが、確かに現状においても地方の疲弊は急激に

進行しているように思われる。 
こうした事態に対して安倍政権は、「地方創生」を

スローガンに地域の活性化、地方での新しい産業新

興などに向けた政策を喫緊の課題として打ち出して

はいる。同時に、この「地方創生」という課題は深

く考えてみると、戦後、否、明治維新以降日本が進

めてきた中央集権的な国造りのあり方を分権的な国

造りのあり方に抜本的に変えていこうとする非常に

大きな課題、テーマだと言えるように思う。 
地方の問題とは別に、戦後、特に 1955 年以降の
高度経済成長をリードした大企業の時代の綻びが各

所に現れ始め、その限界が明確になりつつある。そ

れが 1990 年代以降の長期の日本経済の低迷、所謂
「失われた20年」に繋がったと考えられる。 
それに対する施策として、新しい事業開発や産業

開発を担う起業家・ベンチャー企業を育成するエコ

システムを整備し、新しい起業家やベンチャー企業

の輩出を活発にする必要がある。中でもここ数年は、

通常の新事業とは少し趣を異にした事業を通じて社

会的な課題も解決に導こうという社会起業・社会起

業家が注目されている。実際、ゲスト講師のお話を

聞くと、社会起業・社会起業家と呼べる人達の数は

日本でも確実に増えているようである。 
彼らは普通の事業を展開する起業家と異なり、確

固たる原体験を有し、それを基に社会的課題を解決

に導くための事業を行うに至っている。彼らの事業

理念は明確であり、それ故に粘り強く成功を求める

意欲も強い。 
以上、今後の日本社会を考えた時に極めて重要な

問題と考えられる2つの問題、すなわち一つは地方
の問題、もう一つは大企業体制に代わる新しい企業

体制の創出という問題、中でも社会起業・社会起業

家の輩出という問題、こうした問題に対して果敢に

挑戦している人達が生まれており、さらにはそうし

た挑戦者を応援し支援する活動を行っている人々も

数多く出てきている。 
既に述べたように、2014－2015 年度の制度委員
会では、図表2にあるように野長瀬氏をはじめとし
た新しい社会創造に向けて挑戦者を支援されている

4 名の方にゲスト講師としてお越しいただき、お話
を頂く機会を得た。加えて「21世紀型の新たな地域
イノベーションに向けて」と題したセミナーも開催

した。それらから得られた知見と課題を以下の3点
にまとめた。 
 
（1）若者の社会的課題に対する意識の向上 

制度委員会でお話いただいたゲスト講師の方々が

異口同音に話されていた事の1つは、最近の若者が
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数年前と違って、社会的な問題や課題に関心を持ち、

その解決に向けた活動に参加するようになってきて

いるということである。 
筆者のような団塊の世代の人間は、若い頃ある意

味過度といってもいいような関心を社会的な問題に

対して持ち、その改善・改革のための運動に直接自

身で関わるか、少なくとも運動に参加する同世代の

人間を多数見てきた経験を持っている。それ故に、

最近の若者が様々な社会的な問題に関心を持たなく

なっていた状況に対しては一部で苦々しく感じてい

る向きもあったかと思う。それがここ数年で少し変

わりつつあるようなのだ。その契機となったのが、

東日本大震災だったということも多くのゲスト講師

の方々が共通に話しておられたことであった。 
大規模な自然災害を目の当たりにすると、被害を

受けた方々への思いもあり、限られた自身の人生の

中で社会全体を変革していくことへの関心が高まる

のであろうか。あるいは、人間の力を遥かに上回る

大自然の脅威を前にして、自身の力の無さを実感す

るが故に、微力は微力なりに何か行動をおこすべき
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 8 

社会起業家支援活動に続いて、ソーシャルビジネ

ス＝社会事業自体の持続性についても問題はある。 
筆者はある社会起業家教育をする組織に関係して

おり、そこで学んでいる方々のビジネスプラン発表

会での審査員も務めている。そこで気付くのは、彼

らが解決したいと考える社会的課題についての原体

験は深刻で、その解決に向けた思いや熱意はよく分

かるのだが、残念ながら持続的なビジネスとして成

立するか、利益を生み出す計画になっているかとな

ると覚束ないものが数多い。それでは事業を継続し

て営んでいくことは難しいし、外部資金の調達も難

しくなる。ビジネスプランの作成においては、事業

環境を踏まえた5年先くらいまでの整合性のあるプ
ランを作成して頂く必要があろうし、そのための財

務に関する知見は最低限社会起業家自身で学ぶか、

支援者、あるいは支援組織が教育していく必要があ

るように思う。 
 
（3）各活動・組織の横断的連携の重要性 

様々な地方を中心に社会起業家と言われる人達を

支援する活動及びその活動組織は、制度委員会で取

り上げた活動・組織以外にもここ 10 年位の間に全
国で数多く生まれているようだ。そうした活動の継

続性への懸念と並んだもう一つの課題として、各活

動・組織の横の連携がまだ余り生まれていないこと

を挙げておきたい。 
20年以上活動が続いているNPO法人ETIC.、そ
こまでの歴史はないものの、組織的な活動としては

かなり大きくなっている社会イノベーター公志園な

どなど、個々の活動がかなりの成果を上げているが、

そうした活動全体の成果をより大きくするために活

動・組織間の横断的な連携をより強化していくこと

が求められよう。 
 
3）弁理士、ベンチャーキャピタリスト、

会計士等専門家の支援活動に求められ

るもの 

（1）本格化する VC投資―増加する独立系 VCへの

期待 

ベンチャーキャピタル（以下 VC）は周知の通り
ベンチャーの輩出・育成において資金提供者という

意味のみならず、起業家と手を携えてベンチャーの

革新的事業を社会的に定着させ経営的に成り立たせ

るための伴走者として重要な役割を担っている。 

日本の VCの多くは、歴史的にみると 1970年代
前半に銀行のみならず証券会社や生損保といった広

義の金融機関の子会社・関係会社として誕生し、

2000 年近くまで長らくそうした金融系列 VC が中
心的な役割を演じてきた。 
加えて、戦後の日本の企業金融は、家計の貯蓄を

預貯金の形で集めそれを貸金として企業に提供する

という間接金融ないしはデット・ファイナンス（負

債金融）中心に行われてきた。一方、企業が発行す

る株式や債券を資金余剰の主体が購入することで資

金を企業に提供する直接金融ないしはエクイティ・

ファイナンス（株主資本金融）は間接金融・デット・

ファイナンスを補完する傍流という位置づけがなさ

れてきた。その意味で、直接金融でありエクイティ・

ファイナンスの一環であるVCによる資金提供（＝
企業側からみると資金調達）は、日本では馴染みの

薄いファイナンス形態であったといえよう。 
そのためもあって、日本ではVCという投資会社
の持ち株比率規制や同じく投資会社の取締役派遣の

禁止といった制度が存在し、ストック・オプション

制度や優先株式の活用といったVC投資活動をより
円滑に行っていくための制度整備も遅れていた。 
しかし、こうしたVCにとっての制度整備の遅れ
は、2000年前後にはほぼ解消した。 
中でも、VC にとって投資回収の重要な手段の一
つである株式市場における東証マザーズなど新興市

場の新設、それに伴う規制緩和＝IPO・上場基準の
緩和は、日本のVCの投資活動を大きく変えるもの
であった。すなわち、一般的に 10 年という期限付
きのファンドを組成しそこに集められた資金を投資

資金として活用するVC投資においては、上場基準
が厳しくベンチャー設立から IPOまでの時間が 20
年～30年と長くなると、ベンチャーの創業時に近い
段階では投資回収が難しいため投資はできなくなる。

日本の株式市場は 2000年近くまでそうした状況で
あった。それが 1999年の東証マザーズの創設で変
わったのだ。 
東証マザーズだけでなくその後各証券取引所で新

興市場の新設、上場基準の緩和が続いた。その結果、

日本のVCにおいてもベンチャーの創業前後、つま
りベンチャーの成長ステージでいうとシード、アー

リー段階での投資を可能にすることになった。2000
年頃までの日本のVCは、投資回収の制約もあり、
投資案件の大半が創業後 10 年以上の企業であり、
ある程度経営が軌道に乗った企業であった。正にあ
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るVCが社史に書いているように「中堅企業投資」
であった。それが 2000年頃から以降は、ベンチャ
ーのシード、アーリーステージへの投資へと変わっ

ていった（勿論それによって投資のリターンが大き

くなる可能性は拡大したが、リスクも大きくなった）。 
同時に、2000年前後からそれまで中心的な存在で
あった金融系列VCに加えて、独立系VCが増加し
始めていった。独立系VCの担い手は、NTVPの村
口和孝氏のように金融系列VCでキャピタリストと
しての経験を積み独立した人達が多い。日本で1972
年に最初のVCが誕生から2000年で約30年、よう
やく親会社を持たない個人が創業するVCが出てき
たわけである。 
欧米と異なり、金融系列VCが中心であった日本
のVCにとって独立系VCがどんな意味を持ってい
るのであろうか。逆に言えば、広義の金融系列 VC
（親会社が必ずしも広義の金融機関でない場合もあ

るため子会社・関係会社VCと言ってもいいかも知
れない）の問題点は何なのだろうか。 
一つはベンチャーキャピタリストの継続性の問題

が挙げられよう。ベンチャーキャピタリストは経験

が大きくものをいう。ファイナンス面の実務的知識

ということであれば、本を読んで理解することも不

可能ではないかもしれないが、ベンチャーが日々遭

遇する様々な個別具体的な問題に対して起業家と一

緒になって適切に対応するとなると経験が決定的に

重要になる。中でも一般的なファンド期限である10
年をキャピタリストとして一回り経験することが重

要なのだ。VC投資の場合、ファンド期限の半分、5
年までの投資段階での問題は相対的に言ってそんな

に大きなものではない。しかし、残りの5年、投資
先企業の経営が計画通りに進まなくなった段階にお

いてキャピタリストの力量が試されることになる。

それぞれのベンチャーが遭遇する問題は様々、その

中でベンチャーキャピタリストが起業家を励ましな

がら手助けしなければならない。時にはそれまでの

起業家に見切りをつけて別の人に経営を任せる必要

が生ずることもある。そうした経験が重要なのだ。 
勿論、金融系VCでも長くそこで働き、経験を積
むことが出来ないわけではない。しかし、特に大き

な金融機関ないしは企業が親会社である場合、グル

ープ全体の人事ローテーションがあるため、長くキ

ャピタリストを続けることが難しいケースが多い。

さらにはそうしたVCではVCが組織化され人材も
いるため、投資後に問題が発生した投資先に関して

はトラブル処理専門の部隊を設けてその部隊に当た

らせるということも行われてきた。そうなると投資

から回収まで一人のキャピタリストが関われない、

経験できないことになる。 
もう一つはキャピタリストの報酬の問題である。

簡単に言えば米国の場合は、VC が LPS（Limited 
Partnership）形態ないしはLLC（Limited Liability 
Company）形態で組成されVC本体への法人税課税
がなされない（税のパススルーという）ため、通常

パートナーを称される個々のキャピタリストに大き

なリターンが直接もたらされる形になっている。一

方日本の VCの場合、VC組織の多くが株式会社に
なっており法人税課税がなされていると同時に、特

に金融系列VCの場合はグループ他社との関係から
系列VC独自の報酬体系を作りにくい状況になって
いる場合が多い。 
勿論、過去の日本のVC投資のパフォーマンスは
平均的にみて必ずしも芳しくなく、それがそもそも

キャピタリストの報酬を芳しいものでない状態にし

ている最大の問題だとも言えなくもないが、金融系

列VCの場合はキャピタリストの報酬を引上げ彼ら
のインセンティブとして活用することが難しい状況

に置かれていることも確かであろう。その点、独立

系VCにおいては、VC独自の報酬体系を作り易い。 
金融系列VCにおいても、工夫をすればキャピタ
リストのインセンティブになるような報酬体系を作

れないではないと思うが、詳細は不明とはいえ仄聞

するに現状のキャピタリストの報酬水準が平均的に

言って魅力的なものではないことは確かなようだ。 
近年、20代、30代の若者の中でベンチャーキャ
ピタリストを志望する人達が出てきている。加えて、

そうした人達に独立系VCのキャピタリストやIPO
を実現した起業家が LPとして投資資金を提供する
ケースも増えている。若いキャピタリスト達はそれ

によって小額のファンドながら独立系VCとしてベ
ンチャー投資活動を始めている。彼らのファンドが

最終的にどの程度のパフォーマンスを上げるのか、
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（2）グローバルな「モノ作り系ベンチャー」への

本格支援と知財戦略の重要性 

現状の日本のベンチャーを見ると、IT関連、ネッ
ト関連のベンチャーが圧倒的に多い。スマートフォ

ンの登場もあってインターネットを活用したビジネ

スが様々に生み出され、それが日本においても事業

として成立することは決して悪いことではないのだ

が、これまで日本の特異分野であった「モノ作り」

分野でのベンチャーの輩出にも期待したい。 
よく言われているように、日本の基礎技術の開発

力においては未だに世界のトップクラスにあるとい

っていい。毎年のように自然科学の分野においてノ

ーベル賞を日本人が受賞していることでも証明され

ているように思う。ただ、それから先というか、そ

の開発された新技術を活用して新しい製品や事業を

生み出すことにおいて近年日本は大きな成果を挙げ

ていない。 
この「モノ作り」分野の事業開発においては、IT
分野と違って通常成果を生むまでに時間もかかるし

お金もかかる。そのため、VC なども敬遠しがちな
分野だと言って良い。ただ、この分野で成果を出せ

ば、グローバルな市場を一気に獲得できる可能性は

高い。その意味でも今後日本で今まで以上に注力し

ていく必要のある分野だといってよい。 
「モノ作り系ベンチャー」を輩出・育成する上で、

知財戦略は最重要な戦略の一つと考えられる。2014
－2015年度制度委員会では、「モノ作り系ベンチャ
ー」においては特に知財戦略が重要な要素を占める

と思われることに鑑みて、「特許業務法人創成国際特

許事務所」所長の佐藤辰彦氏にベンチャーへの知財

支援をテーマにお話いただいた。 
詳しくは、この報告書の後段の佐藤氏の箇所をお

読みいただきたいが、残念ながら日本のベンチャー

においてはまだまだ知財戦略を考えられる専門家は

少ないようであり、佐藤氏のような専門家に支援を

依頼する必要はあるといえよう。同時に、佐藤氏の

事務所もトレーニーを受け入れているようであり、

そうした制度を利用したベンチャー側での知財戦略

における専門人材の育成も急がれよう。 
 
（3）公認会計士の支援による IPO・上場と VCによ

るグロース・ファイナンス 

株式会社が株式を公開（＝IPO、不特定多数の投
資家によって発行済株式数の 20～30％以上を保有
する状態にすること）し、加えて証券取引所に上場

（証券取引所の株式市場で日々会社の株式が売買さ

れるようにすること）することを通じて、株式会社

の資金調達力が格段に強化され、加えて信用力も強

化されることで資金調達力だけでなく人材調達力や

資材調達力も強化されることはご存知の通りである。

同時に IPO、それに続く上場によって、未公開・未
上場段階で投資＝資金提供したVCの資金回収が可
能になることも知られている。その意味で、ベンチ

ャーの成長・発展にとって株式市場、中でも IPO市
場の在り方は重要であり、ベンチャーを IPO・上場
に導き支援する公認会計士及び監査法人という専門

家の役割も同様に重要といってよい。 
2014－2015 制度委員会では、日本を代表する公
認会計士・監査法人の皆様5名にお集まりいただき、
「公認会計士・監査法人による IPO支援エコシステ
ムの役割」と題したセミナーを制度委員会オブザ－

バーの松田修一氏にもご参加いただいて実施した。

詳しくはその模様は、後ろに掲載する各活動状況報

告のところを見ていただきたいが、各監査法人は

様々なセミナー等を展開され IPO 支援エコシステ
ムの構築に向けて活動しておられる。現状の年間

IPO社数 100社時代の到来は、1999年マザーズ創
設以降の新興株式市場における IPO基準、特に形式
（数値）基準の緩和によるところ大だとはいえ、一

部はこうした公認会計士・監査法人の IPO支援活動
の成果と見ることもできよう。 
ただ、ここ数年株式公開＝IPOに対する考え方が
少し変わってきているように思われる。 
ご承知のように米国では 2002年のエンロン、ワ
ールドコムの粉飾決算、そして突然の倒産を契機に、

上場会社の内部統制が厳しく問われることになり、

上場するコストも上がった。その結果、IPOを考え
ていた企業が IPOを敬遠する動きが加速化し、米国
での新規上場企業数は大幅に減少、Venture-backed
企業の IPOも減ってしまった。 
それとどのように関係するのか正確には不明だが、

米国の未上場ベンチャーの中にIPOする前にVC等
から日本円で数十億から時には数百億円の資金を調

達し、その結果時価総額で10億ドル（1ドル＝100
円換算で 1,000 億円）を上回る通称「ユニコーン」
と呼ばれるベンチャーが Uber（ウーバー、配車サ
ービス）やAirbnb（エアービーアンドビー、民泊斡
旋）をはじめかなりの数米国で生まれている。これ

は、近年米国のVCファンドにかなりの資金が出資
されるようになったことも背景にあると考えられる。
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くわえて米国では、IPOのバーが上がった結果、従
来は IPO 市場というか株式市場が担っていた営業
体制の整備やマーケティングにかかる投資を株式市

場に代わってVCが担うようにたっていると考える
こともできよう。要は、米国VCはグロース・ファ
イナンスを行うようになっているのだ。 
一方日本のVCは、制度委員会でゲスト講師にお
呼びしたアレン・マイナー氏が講演で日本のVCの
問題点として指摘されていたように、“middle is 
missing”の状況、換言すると「IPO 急がせすぎ」
の状況にあるという。 
周知のようにVECの統計で見ると、日本ではVC
の追加投資は明らかに少ない。それはVCファンド
の少なさとも関係していようが、同時に日本の VC
は投資先企業に IPOを急がせる傾向がある。マイナ
ー氏に言わせると日本のVCは、資金回収を急ぐた
めに投資先ベンチャーの更なる事業拡大よりも無理

しても利益を出せる体制にもって行くように起業家

を指導し、利益が出ればその段階ですぐに上場させ

てしまう。要は、“middle is missing”、追加投資が
ないというのだ。 
現在の米国VC及び起業家はIPOが難しいことも
あって、シード、アーリーステージでの投資を受け

た後早い段階での IPOはせず、事業をより安定化し、
かつ事業の潜在的な拡大を図るための投資に向かう。

幸いに米国VCはファンド規模も大きいためこうし
た追加投資資金も提供することで更なる経営安定化

と事業拡大を実現し、その後 IPOするか、あるいは
他社への売却によって資金回収する。つまり「ユニ

コーン」を数多く生み出している米国では、規制の

厳しくなった株式市場の一部をVCが肩代わりして
いるということなのだ。 
マイナー氏は日本の場合、早い段階で上場した会

社は、上場時の公募増資でまとまった資金を得るこ

とになるが、その資金で次の大きな投資をしてしま

うと上場後に減益、ないしは悪くすると赤字になり、

上場したが故に株式市場から大きな非難を浴びる事

になりかねない。特に最近は、日本でも上場会社の

様々な規制が厳しくなっており、経営者はそれが怖

くて大きな投資を控えてしまう。その結果 IPO会社
の多くは上場後の成長が止まってしまう結果になる

のではないかというのだ。加えて彼は、日本でもVC
のグロース・ファイナンスの問題をもっと議論して

もいいのではという。 
いずれにしても、株式市場の在り方の問題はベン

チャーの育成において重要な問題である。公認会計

士、監査法人の IPO支援が IPOの活性化に貢献し
たことは認めるとしても、以上の問題も含めた IPO
市場の在り方についての基本的な議論を公認会計士

や監査法人にも望みたい。 
 

4）広い意味の起業家教育活動に求められ

るもの 

（1）大学での起業家教育の一段の充実 

直接的なベンチャー支援というわけではないかも

知れないが、潜在的な起業家予備軍を日本でも数多

く作り出す、ないしは質の高い起業家を生み出すと

いう上において起業家教育も重要なベンチャー支援

活動の一環だと考えられる。 
先の図表 2 をご覧頂くと分かるように、2014－

2015年度制度委員会では、東京大学の各務茂夫氏、
九州大学の谷川徹氏、加えてミャンマーで女性を対

象にした起業家教育を実践しておられる土屋昭義氏

をゲスト講師としてお呼びしお話を伺った。 
中でも谷川氏からは、本格的に起業家育成プログ

ラムを既に全学的に展開されている九州大学の事例

を詳しくお聞きすることが出来た。 
谷川氏の九州大学での実践のお話を伺うと、九州

大学は特別なのかもしれないが、ようやく日本でも

大学においては起業家教育がかなり充実したものに

なってきているように感じた。 
とはいえ、谷川氏も話しておられたが、幾つかの

課題もありそうだ。 
一つは、九州大学でも依然その課題に直面してお

られると伺った問題でもある。それは、学部教育と

は別に全学的なプログラムとして起業家教育を展開

するにあたって、大学の縦割り組織、学部の壁が存

在するという問題である。 
九州大学のプログラムも全学の学生、大学院も含

めて全学の学生がそのプログラムにエントリーする

ことが可能であるのだが、発足後5年も経っていな
がら学生によってはこうした全学的なプログラムに

参加するに際して所属学部や大学院、特に指導教授

に気兼ねしながら履修することもあるという。要は、

古い伝統のある大学では特にそうであるようだが、

起業家教育の最初の問題は、全学的に起業家教育の

位置付けを明確にすることが難しいという点である。

その結果、何となく起業家教育が継子扱いになって

しまい、大学での予算獲得も難しくなる。そうなる
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と持続的な活動ができなくなる危険性が高くなる。 
二つ目は起業家教育の評価、教育成果測定の問題

である。 
事例で紹介しているように、九州大学での起業家

教育プログラムについては、授業アンケートの実施

や学生との間でプログラムについての意見交換会な

ども行い、成果測定にも意を尽くしておられるよう

に見受けられるが、このプログラムの受講者から実

際に何人起業家が生まれたのかなど、より具体的な

成果が示されれば起業家教育の意義はより明確にな

るのではないか。ただ、九州大学のプログラムでも

謳っておられるように、彼らの最終的な目標が、自

ら自立し、何事にも主体的に積極的に挑戦する、そ

うした人材の育成にあるとすればやはりその評価測

定は簡単ではないと思われる。 
先頃出た「日本ベンチャー学会会報75」に大江建
氏が起業家教育の成果測定に関する海外での新しい

手法の開発について紹介しておられたが、そうした

ものが利用可能となるならば起業家教育はさらに効

果的なものになっていくであろう。 
 
（2）初等・中等教育過程での起業家教育の拡充 

大学における起業家教育がかなり充実してきてい

ることは確かのようだ。しかし、それで日本に世界

と同レベルの起業家輩出・育成が出来るのであろう

か。以前から指摘されているように、日本、特に第

二次大戦後の日本では、子供達に「お金」に触らせ

ないように、「お金」に関係する話をするのも子供達

の前では避けるような傾向があった。さらに、自ら

起業家になるよりも、会社人、サラリーマン、それ

も出来るだけ規模の大きな会社の一員になることが

人生設計としてまっとうで、そうした生き方を子供

達に勧めてきたように思う。その結果、日本では諸

外国と異なり、起業家が社会で尊敬されない存在に

なっているのではないか（最近の（「Global 
Entrepreneurship Monitor」をみると起業家の尊敬
度は世界では相当低い）。そうした意味において、大

学だけの起業家教育を充実させても起業家に対する

日本人の意識を変えるのにはかなり時間がかかりそ

うだ。 
私見になるが、私は大学での起業家教育よりも初

等・中等教育課程での起業家教育の方が重要なので

はないかと思っている。その段階では、勿論専門的

な起業家教育というよりは、これからの時代を踏ま

えた場合自立的、主体的、積極的に生きることがよ

り重要になることをまず教え込む必要性があるよう

に思う。その土台があってこそ大学でのより専門的

な起業家教育の成果は上がるのではないか。 
残念ながら筆者は日本の初等・中等教育段階での

起業家教育の現状について知らない。出来れば今後

の制度委員会で初等・中等教育で起業家教育を実践

しておられる方をお呼びして話をお聞きしたいと思

う。 
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第 3 章 2014-2015 年度制度委員会活動の詳細 

1）月例委員会での講演内容と論点整理 
 

（1）月例委員会（2014年4月28日） 

「地域産業の活性化戦略： 
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1．地域産業活性化に関する取り組みとその経緯 
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この短い IR ニュースが報じられた舞台裏には、

いくつかのプロセスがあった。 
X 社の幹部は、筆者がコーディネートする新都心

イブニングサロンの常連であり、X 社の経営戦略・

技術開発について筆者とは日常的にディスカッショ

ンがなされてきた。一方、Y 社は筆者の 2012 年‐

2013 年に訪問した大学発ベンチャー企業の中の 1
社である。Y社については、ICT系技術に特色が有

り、X 社との事業面の相性の良さがあった。そうし

て、2013 年 3 月の新都心イブニングサロンに X 社

の多忙なトップに来場頂き、Y 社にプレゼンを依頼

し、マッチングを行った。その直後、X 社、Y 社の

両者間で業務提携、NDA 締結がなされた。さらに
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一年間のコラボレーション後、Y 社への出資がなさ

れた。グローバルな販路とサービス網を持つX社の

プラットフォームに、Y 社の技術を組み込んだ

WINWIN提携である。 
この事例をお読み頂くと、民俗学で言うところの

「ケ（日常）」と「ハレ（非日常）」の両輪のうち「ケ」、

すなわち日常的コーディネート活動や企業訪問活動

に膨大な手間がかかっていることがおわかりになる

だろう。マッチングの場は「ハレ」であるが、「ケ」

の手間の方が圧倒的にかかっており、この基礎がな

いと尖った先端技術のマッチングは難しい。 
 

1.2 実務経験と問題意識、企業との交流のスタート 

筆者のビジネスキャリアは、1984年に製造業の生

産技術屋からスタートしている。「世界一と言われる

日本の製造現場を経験し、将来は企業戦略を考える

ような仕事をしたい」と生意気な希望を持ち就職活

動を行った。有り難いことにご採用頂いた企業は、

希望通り生産技術へと筆者を配属させ、しばらくす

ると事業管理の仕事に挑む機会を与えて下さった。

事業管理の職場は筆者以外、文系大卒中心であった。

そこで、技術屋として企業内の主な製品の設計図を

片端から分析し、設計VE（Value Engineering）に

よるコスト改善に挑んだ。さらに、子会社工場のコ

スト管理、顧客との価格折衝、利益管理も任せてい

ただいた。 
製品の CostBreakdownStructure を体系的に分

析する。さらに、Front Loading、すなわち納入プ

ロセス初期の企画構想～設計段階の VE／DR
（Design Review）に力を入れていく方法論を海外

文献より学んでいった。この充実した 20 代の日々

に、地方の産業に関する問題意識を持つに至った契

機が訪れた。 
筆者が東京本社で設計VEを実行したところ、地

方の某中小企業の部品が突然不要となった事例が生

じたのだ。地方の某中堅企業の仕事量に影響を与え

た事例も生まれた。企画構想～設計のプロセスが集

中している東京で、若手の技術屋ががむしゃらに仕

事をすると、地方の企業やそこで働く人達に影響を

与えてしまうことがあるのだと認識を持った。 
その後、事業企画、新事業開発の仕事を経て、勤

務していた企業の大リストラを機に、1992年から関

東学園大学に転じ、それからは企業訪問・交流と企

業研究に没頭する日々となった。 
地方都市にて、設計VEで削除されそうな部品を

作っている企業を訪問することがあった。そうした

企業の経営者とは、「他の事業を伸ばそう」あるいは

「他社に売り込んでみよう」と提案して交流が始ま

ることがあった。さらには、設計VEによる削除が

難しい部品を作っている優良企業を訪問した時は、

その技術力や経営戦略を勉強させて頂いた。一方、

どのような優良企業であっても、必ず課題はある。

その課題を一緒に見いだし、解決策を一緒に考える

よう努力することで交流が始まることもあった。 
足を使った交流活動を継続していたところ、1995

年から群馬県太田市にて、定期的に産業界と研究会

を開催することになった。そうした研究会の成果が

行政マンの目にとまり、行政との交流も増えていっ

た。 
その後、学会等（早稲田大学アントレプレヌール

研究会、日本ベンチャー学会）、自治体（埼玉県庁、

さいたま市）、行政機関（経済産業省、文部科学省）、

金融機関等との交流を通じて、東京から埼玉にわた

る首都圏地域の企業訪問が増え、さいたま新都心に

て意欲的企業マッチングを目指した「新都心イブニ

ングサロン」を 2004 年に設立した。特に埼玉県や

さいたま市とは友好関係が構築されており、自治体

の産業政策とのシナジーを目指してきた。 
 

図 1-1 イブニングサロン・ネットワーク 

 
また、首都圏北部地域（北関東）の企業を積極的

に訪問させて頂いた時期もあり、関東経済産業局と

共に産業クラスター推進組織を創設したご縁があっ

た。さらに、東北各県の企業訪問をしていくうちに、

新都心イブニングサロンと連携したいという声を耳
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にする機会が増えた。そうして、各地域の企業を訪

問しているうちに東北地域（山形県：2007年、岩手

県：2008年、福島県：2009年、秋田県：2010年）、

首都圏北部地域（2011年）でも立ち上がり、図1-1
に示される東日本広域のネットワークとなっていっ

た。 
 

2．地域産業活性化理論の再構築と実践 

2.1 既存理論と近年の政策の諸動向 

ベンチャー学界の重鎮である清成忠男先生に、地

域産業に関する研究アプローチについてご指導頂い

たことがある。そのご指導の中で、現在も座右の銘

としていることがある。 
「歴史的な流れを正しく把握することが重要だ」

ということだ。 
地域産業活性化に関連する筆者の元々のバックグ

ラウンドは、生産管理、生産情報システム、事業管

理、経営分析、技術管理、ベンチャー経営、製造業

経営といった諸領域である。清成忠男先生のご指導

を参考に、筆者は、その他の必要な諸領域について

先行研究をサーベイしていった。地域産業に関する

優れた先行研究を調べると、様々なバックグラウン

ドの著者が存在していることがわかった。 
経済学領域では、国際経済学、産業立地、経済地

理、経済史といった領域に加えて、産業組織や取引

コストアプローチ等も重要である。イノベーション

のように経済と経営にまたがる領域もあれば、知識

経営、ファイナンス、会計といった地域企業群の分

析に必要な経営学領域もある。地域産業政策を立案

しようとするなら、政策過程、国家レベルの産業政

策、自治体経営といった領域も必要であり、企業家 
ネットワークの分析には社会学的アプローチも求め

られる。 
地域産業活性化の研究において、自分の得意な部

分をオリジナリティとしつつも、多様な先行研究を

学び、理論的な再構築を体系的に行うのは大変な手
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2.2 イノベーター集積の経済性 

筆者が、イブニングサロン・ネットワークを通じ

て実証しようとしてきたのは、簡易的ではあるもの

の、ハレとケの融合した企業家支援の仕組み作りで

ある。 
日常的なコーディネート活動を実践している世話

人達の「ケ」、マッチングの場の「ハレ」を組み合わ

せて、企業家による「市場の失敗」、行政による「計

画の失敗」を補完する企業家支援の仕組みを構築す

るというコンセプトである。 
Van Horn,R.I. & Harvey,M.G.(1998)が述べてい

るように、大都市圏以外の地方に立地する企業家は、

地域で小さく孤立した存在となりやすく、イノベー

ター集積の経済性の享受が難しい。シリコンバレー

モデルにおけるBeehive effectは、色々な国籍のイ

ノベーター達が蜂の巣のように密集している中で生

じる。こうした効果が期待できないわが国地方圏に

立地している企業家が、イブニングサロン・ネット

ワークを活用することで、擬似的なイノベーター集

積の経済性を享受できるようになる。ここでいうと

ころのイノベーターとは、マーケティング論におけ

る新商品の初期採用者ではなく、イノベーション創

出やその増幅を行う革新者の意味であり、事業機会

に俊敏に反応する意欲的企業家や企業家候補がその

中心的存在となる。 
新都心イブニングサロンは、筆者が企業訪問し「素

晴らしいと感じた企業家」に案内状を出し、「他の企

業家に是非紹介したいと感じた企業家」にプレゼン

を依頼し、マッチングするという原理で第1回目か

ら運営されてきた。昨年、中企庁の幹部がご視察に

なった時に「サポインの採択を受けた企業は手を挙

げてください」と言ったところ、100 人強の参加者

の中で、13人の手が上がった。その他、優れた自社

商品を持っている企業、ものづくり300社に選ばれ

た企業、中堅の上場企業といったイノベーターを列

挙していくと、イノベーター比率の高い状況が再確

認できた。そうした企業家集団に、意欲的大学の教

員をご紹介すると、「東北の大学教員と関東の企業の

連携が始まる」といった事例が生まれることがある。

筆者のバックグラウンドが製造業の元技術者である

ため、技術開発系やものづくり系の企業家の比率が

高いという偏りがあり、それが場の個性ともなって

いる。 
ある地方圏のベンチャー企業は、このネットワー

クを通じて大きな受注を複数得ているが、同時に他

社技術の買い手にもなっている。このように、ある

イノベーターが、他のイノベーターに刺激を受けて

「励起状態」に遷移し、マッチングが成立していく

ことを理想としたネットワークである。大学との関

係については、特定大学との産学連携ありきではな

く、魅力的な産産連携構築を優先し、その活力のあ

る企業群からなる「場」に大学シーズを投入すると

いう思想で運営している。 
1 項の冒頭にて紹介したように、優れた技術を持

ったベンチャーと充実した経営資源を持っている優

良中堅企業の間で商談成立することもある。優れた

技術の買い手となり得る優良中小・中堅企業が来場

者の主力である。 
基本的には、毎回ご出席くださる定期的参加者、

たまにご出席くださる随時参加者、はじめてご出席

される初回参加者、という「イノベーターの三層構

造」が常に成立するように努力している。これは

“ The Strength of Weak Ties ” と い う

Granovetter,M.S.(1973,1983)の著名な先行研究を

参考にした運営方法である。筆者や他の世話人は、

日常的に多数の企業家と交流しているので、まだ参

加したことのないイノベーターを初回参加者として

お誘いすることが出来る。そして、初回参加者の中

からは、その後、定期的参加者、中心人物へと転じ

ていくイノベーターも出てくる。刺激的なイノベー

ターとの初めての出会いの機会も得られ、日本的な

いつもの顔触れの情報交換の機会も得られる。その

ような「三層構造」こそが、接触の利益を生み出す

基盤となる。ちなみに、参加申し込みは、毎回5以

上の都道府県の企業家から頂く。 
 

2.3 ハレとケの融合した企業家支援の在り方 

新都心イブニングサロンの基本理念は、立ち上げ

当初から、1)ボランタリーな広域的産官学連携、2)
企業家を中心とする「接触の利益」の創出、3)非会

員性、中心人物有志によるコモンズ（社会的共有資

産）の形成、というものである。 
1)のボランタリーな広域的産官学連携とは、世話

人という個人の集団がコーディネートし、行政区域

にはしばられず、どの地域のイノベーターにも門戸

を開放するということである。 
2)の企業家を中心とする「接触の利益」の創出と

は、優れた企業家がプレゼンをした時に、その技術

や事業の価値を理解できる企業家達が聴衆として来

場されており、接触の利益を生じやすくするという
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ことである。 
3)の非会員制、中心人物有志によるコモンズの形

成とは、会員制というタイトな縛りはかけず、意欲

的なイノベーターがインフォーマルに場を共有する

という思想である。 
しかしながら、このように理念は立派であるが、

マッチングがある程度コンスタントに生まれるよう

になったのは、実は運営して3年程度経過した時点

のことである。 
その後は、マッチングが成立した後のご相談を頂

く事例が出てくるようになった。三層構造の参加者

をお招きし、弱連結から接触の利益が生まれるよう

になると、次に「大筋は合意したのだが、相手企業

から無理な要求を突きつけられているがどうしよ

う」といった問題が当然出てくる。そこで、図 2-1
に示される通り、契約締結、信頼関係構築といった

取引コストを小さくするための強連結の支援が重要

となる。 
企業間の新結合のフォーメーションが固まると、

創出されたイノベーションの増幅の支援のフェーズ

となる。そもそも、技術開発の必要なイノベーショ

ンの場合、初期段階の不確実性は不可避である。皆

様ご存じの通り、その不確実性が顕在化すると激し

い口論が生じるのは日常茶飯事である。筆者が企業

にて経験したように、企画構想～設計段階において

不確実性を低減させ、相互作用を通じてイノベーシ

ョンを増幅する。そうしたプロセスにおいて、有効

な知財戦略を考えることも重要である。 
筆者ら全ての世話人は他の仕事との兼任であり、

人的リソースが限られている。そのため、現状は簡

易的なスタイルによる実証にとどまっているが、ハ

レとケの融合で実践しようとしている活動を概念図

で示すと図2-1の通りとなる。 

図 2-1 Regional Innovation Engineの支援機能 （野

長瀬,2012） 

図 2-1 に示される Regional Innovation Engine
は、a)イノベーターネットワークという非公式組織、

b)経営資源を有する公式組織、c)公式組織と非公式

組織の調整を行う地域ディレクターといった構成要

素から成り立っている。 
実は、Regional Innovation Engineのような仕組

みの構築や、そのマネジメントに各地域はこれまで

苦労してきた。苦労する理由は、イノベーターネッ

トワークという非公式組織のマネジメントの難易度

が高いところにある。 
先行者利得を手に入れようとするような意欲的企

業家は、他人から「そんなことをやっても儲からな

い」と言われながら新事業に挑む外れ値（outlier）
である。理屈としてはイノベーターネットワーク構

築が重要なことはわかるが、非公式組織のマネジメ

ントに際して、支援者が革新的な企業家達に「一目

置かれる」には、それなりの説得力が必要となる。

個性的企業家同士の自己主張がぶつかる局面も多い。 
各地域で多くのイノベーター達と深く付き合って

いる支援者を見ると、愚直に長期間理念ある活動を

続けている。理想に基づき短期的視点で立ち上げた

ネットワークが、力を失う姿を筆者はいくつも見て

きた。補助金が切れたら運営をやめたといった事例

も多い。 
ケの泥臭い時間を長期的に消費するということは、

厳しい企業家達が喜ぶことを続けようという思い入

れがないととても出来ない。 
経験則で言うなら、少なくとも5年続くかどうか、

可能であれば 10 年続くかどうかが閾値と思える。

筆者の尊敬する企業家の中には、40年経営して赤字

を一度も出していないといった実績を持つ人もいる。

こうした経験豊富な企業家には、コンサルタントや

大学から様々な提案が来るが、彼らは聡明で、支援

者達に対する鑑識眼が厳しい。 
事業に没頭している多忙なイノベーター達は、他

のイノベーター達との刺激的な出会いが期待出来な

いネットワークに、貴重な時間を費やしてまで参加

しようとしない。キーマンが汗をかき続け、鑑識眼

が厳しいイノベーター達が刺激を感じるようなネッ

トワークが存在することは、吸引力ある産業中心地

を目指す上で不可欠な条件である。 
新しいクラスター政策で採択されたコア地域にお

いては、こうしたロジックを組み込もうとする注目

すべき動きも見られることを付記しておこう。 
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2.4 地方圏における支援の在り方 

さいたま新都心地域のように交通の要衝にあり、

一定の産業集積がある大都市圏ではなく、地方圏に

おいては、ハレとケをどのように融合させて

Regional Innovation Engine の構築に向かってい

くべきか。 
実は、産業集積の弱い地方圏ほど、本気でケのコ

ーディネート活動を行うなら、地域内のイノベータ

ーを 100％網羅することが可能となる。首都圏等の

大都市圏ではイノベーターの母数が多く、高い網羅

率を実現することは難しい。 
現在のわが国の課題は、そうした地方圏のビジネ

スコーディネータの生活基盤の確立にある。地方圏

でコーディネート活動を実践している人達の多くは、

行政や大学に短期契約で雇用されたスタッフであり、 
彼らは、長期的視点で活動を続けることが困難で

あるという悩みを抱えている。 
地方圏の場合、企業経営者、大学教員、コンサル

タントで実績のある人が本業延長型で長期間コーデ

ィネート活動している事例を目にする機会が多い。

地方圏ではベンチャーキャピタル（VC）や成果報酬

型のコンサルタントによるハンズオンのコーディネ

ート活動が成立し難い。そのため、本業の確立され

たビジネスコーディネータによる本業延長型の成功

事例が多くなる。 
また、イノベーターネットワークを核とした

Regional Innovation Engine を構築することはエ

コシステムへの第一歩となり得るが、必ずしもハイ

テク産業にフォーカスしなければならないというこ

とではない。良質の農産物を核とした食品産業にフ

ォーカスしたローテクのイノベーターネットワーク

でもよいのである。 
まずは地域においてイノベーターの多い産業分野

の明確化をする必要がある。 
地方圏において行政主導でイブニングサロンを設

立した地域では、ハレの場を「学びと交流の場」と

見なし、情報収集のみを行うところから始めようと

する傾向がある。安定感はあるものの、この方法論

では、短期的な成功事例創出につながりにくい。 
一方、地方圏で企業家主導によりイブニングサロ

ンを設立した事例では、他地域の企業家の力を中核

企業家が積極的に引き出そうとする傾向がある。地

方圏の中核企業家が新都心イブニングサロンで海外

進出のパートナーを見つけた事例もあれば、他地域

からベンチャー企業の研究所誘致につなげた事例も

ある。中核企業家によるアプローチは有効ではある

ものの、中核企業家が引退後、地域で安定的な活動

をいかに継続していくかに留意しなければならない。 
地方圏では、単独地域内にイノベーターの三層構

造を確立するような分母がないため、他地域と連携

してイノベーターネットワークを補強していくこと

が重要となる。 
地方圏で意欲的な企業家を集めると、通常、ほと

んどが既にお互い顔見知りである。この課題を乗り

越え、“Weak Ties”の強さを発揮する状況を実現す

るには、様々な工夫が必要である。放置しておくと、

周囲に刺激的な仲間の少ない地方圏のイノベーター

は、地域外のダイナミズムあるネットワークに吸引

されてしまう。地域産業の吸引力を発揮するのでは

なく、中核的イノベーターが他地域に吸引されてい

くのである。 
大都市圏では、地域を動かすのにパワーが必要で

あるため、各セクターの influencers を世話人・中

心人物等として確保することが求められる。地方圏

では、ビジネスコーディネータとして活躍出来る人

材が限られているので、行政や商工団体等がネット

ワーク構築のための世話人会を地域ぐるみで設立す

るという方法論もあろう。世話人会には、意欲的な

企業家の他に、金融機関、大学、商工団体といった

支援者側からも動きの良いメンバーを選抜すること

が望ましい。 
日本の地方圏でイノベーター比率が高い場を構築

し、いつもそこに行くと刺激し合える仲間がいると

いう雰囲気を作っていくことは簡単ではない。イノ

ベーターを「励起状態」に遷移させるための刺激が

不足しているからである。 
この課題を解決するには、ダイナミズムある地域

への導管を確立することがポイントとなる。イブニ

ングサロン・ネットワークを通じて、地方圏に大都

市圏のイノベーターを紹介してダイナミズムを伝搬

する。あるいは、地方圏から大都市圏にイノベータ

ーを紹介して接触の利益を享受する。さらには、地

方圏同士で協力してダイナミズムを向上させる方法

がある。各地方圏の経営資源リスト、地域インフラ

リストを作成し、情報を共有することも一考に値す

る。 
我が国では、過去にクラスター政策が打ち出され、

地域発のイノベーション創出とその増幅を国家とし

て目指してきた。ポストクラスター政策においては、

これまでに論じたように、1．市場の失敗、計画の
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2.4 地方圏における支援の在り方 

さいたま新都心地域のように交通の要衝にあり、

一定の産業集積がある大都市圏ではなく、地方圏に

おいては、ハレとケをどのように融合させて

Regional Innovation Engine の構築に向かってい

くべきか。 
実は、産業集積の弱い地方圏ほど、本気でケのコ

ーディネート活動を行うなら、地域内のイノベータ

ーを 100％網羅することが可能となる。首都圏等の

大都市圏ではイノベーターの母数が多く、高い網羅

率を実現することは難しい。 
現在のわが国の課題は、そうした地方圏のビジネ

スコーディネータの生活基盤の確立にある。地方圏

でコーディネート活動を実践している人達の多くは、

行政や大学に短期契約で雇用されたスタッフであり、 
彼らは、長期的視点で活動を続けることが困難で

あるという悩みを抱えている。 
地方圏の場合、企業経営者、大学教員、コンサル

タントで実績のある人が本業延長型で長期間コーデ

ィネート活動している事例を目にする機会が多い。

地方圏ではベンチャーキャピタル（VC）や成果報酬

型のコンサルタントによるハンズオンのコーディネ

ート活動が成立し難い。そのため、本業の確立され

たビジネスコーディネータによる本業延長型の成功

事例が多くなる。 
また、イノベーターネットワークを核とした

Regional Innovation Engine を構築することはエ

コシステムへの第一歩となり得るが、必ずしもハイ

テク産業にフォーカスしなければならないというこ

とではない。良質の農産物を核とした食品産業にフ

ォーカスしたローテクのイノベーターネットワーク

でもよいのである。 
まずは地域においてイノベーターの多い産業分野

の明確化をする必要がある。 
地方圏において行政主導でイブニングサロンを設

立した地域では、ハレの場を「学びと交流の場」と

見なし、情報収集のみを行うところから始めようと

する傾向がある。安定感はあるものの、この方法論

では、短期的な成功事例創出につながりにくい。 
一方、地方圏で企業家主導によりイブニングサロ

ンを設立した事例では、他地域の企業家の力を中核

企業家が積極的に引き出そうとする傾向がある。地

方圏の中核企業家が新都心イブニングサロンで海外

進出のパートナーを見つけた事例もあれば、他地域

からベンチャー企業の研究所誘致につなげた事例も

ある。中核企業家によるアプローチは有効ではある

ものの、中核企業家が引退後、地域で安定的な活動

をいかに継続していくかに留意しなければならない。 
地方圏では、単独地域内にイノベーターの三層構

造を確立するような分母がないため、他地域と連携

してイノベーターネットワークを補強していくこと

が重要となる。 
地方圏で意欲的な企業家を集めると、通常、ほと

んどが既にお互い顔見知りである。この課題を乗り

越え、“Weak Ties”の強さを発揮する状況を実現す

るには、様々な工夫が必要である。放置しておくと、

周囲に刺激的な仲間の少ない地方圏のイノベーター

は、地域外のダイナミズムあるネットワークに吸引

されてしまう。地域産業の吸引力を発揮するのでは

なく、中核的イノベーターが他地域に吸引されてい

くのである。 
大都市圏では、地域を動かすのにパワーが必要で

あるため、各セクターの influencers を世話人・中

心人物等として確保することが求められる。地方圏

では、ビジネスコーディネータとして活躍出来る人

材が限られているので、行政や商工団体等がネット

ワーク構築のための世話人会を地域ぐるみで設立す

るという方法論もあろう。世話人会には、意欲的な

企業家の他に、金融機関、大学、商工団体といった

支援者側からも動きの良いメンバーを選抜すること

が望ましい。 
日本の地方圏でイノベーター比率が高い場を構築

し、いつもそこに行くと刺激し合える仲間がいると

いう雰囲気を作っていくことは簡単ではない。イノ

ベーターを「励起状態」に遷移させるための刺激が

不足しているからである。 
この課題を解決するには、ダイナミズムある地域

への導管を確立することがポイントとなる。イブニ

ングサロン・ネットワークを通じて、地方圏に大都

市圏のイノベーターを紹介してダイナミズムを伝搬

する。あるいは、地方圏から大都市圏にイノベータ

ーを紹介して接触の利益を享受する。さらには、地

方圏同士で協力してダイナミズムを向上させる方法

がある。各地方圏の経営資源リスト、地域インフラ

リストを作成し、情報を共有することも一考に値す

る。 
我が国では、過去にクラスター政策が打ち出され、

地域発のイノベーション創出とその増幅を国家とし

て目指してきた。ポストクラスター政策においては、

これまでに論じたように、1．市場の失敗、計画の
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失敗の補完、2．Regional Innovation Engine、そし

て、3．広域的な吸引力、といった特性を備え、ハ

レとケを融合させた企業家支援の仕組みをイメージ

すべき時期に来ている。 
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論点整理 

＜論点整理について＞ 

2012‐2013 年度「制度委員会」では、起業家か

らお聞きした話を「ケーススタディ」のための「ケ

ース」として会報に掲載した上で、制度委員会委員

長である私・秦が巻末にそのケースを学ぶ際のディ

スカッション・ポイント及び補足コメントを「ティ

ーチングノート」として書かせて頂いた。 
今回新たなテーマである「日本における起業家・

ベンチャー支援の現状と課題」の下での制度委員会

の議論については、ゲスト講師の話を「事例紹介」

の「事例」として掲載すると同時に、前回までの「テ

ィーチングノート」に代わって「論点整理」を付け

させて頂いた。それは、日本における起業家・ベン

チャー支援活動に関して、「事例」をお読み頂いた

方々にも考えて頂きたい論点を挙げさせて頂き、私

なりのコメントも付け加えることで、皆さんと一緒

に議論を深めていきたいと考えているからである。 
そうしたプロセスを通じて、日本での起業家・ベ

ンチャー支援活動に対する理解が深化し、活動自体

がより効率的なものになる中で、新たな支援組織や

団体、そして新たな支援者が数多く生まれることを

願っている。 
 

論点 1 「イブニングサロン」が継続している要因 

「事例」を読んで頂いてお分かりいただけるよう

に、野長瀬さんが主催する東日本での「イブニング

サロン」、すなわち地域企業同士の交流の場である研

究会・勉強会は、さいたま新都心での「新都心イブ

ニングサロン」を皮切りに 10 数年前に始まり、そ

の後継続して活動している。そうした野長瀬さんが

言う「ケ」、つまり継続した地道な活動が続けられ、

同じく野長瀬さんの言う所の「ハレ」、すなわち参加

企業同士のマッチングなどの成果を継続的に上げて

いる要因は何か、この点がこの「事例」の最大の論

点といえよう。以下、「事例」を読みながら整理して

みたい。 
要因の第一が、コーディネーター＝世話人である

野長瀬さんの力量であることは間違いなかろう。事

例に書かれているように、「だれが、どのように汗を

かくか」、「キーマンの存在」が重要であることは言

うまでもない。 
この「事例」のタイトルが「地域産業の活性化戦

略：ハレとケの融合した企業支援」とあるように、

野長瀬さんは企業同士のマッチングの実現といった

「ハレ」の成果は、コーディネーター＝世話人によ

る企業訪問、企業への面談といった「ケ」といって

よい日常的な地道な努力によって生まれると考えら

れている。こうした「ハレ」と「ケ」の融合した仕

組み作り、中でも「ケ」における野長瀬さんという

世話人の存在が大きい。 
ではそうしたコーディネーター＝世話人＝キーマ

ンに求められる力量とは何なのか、この点は次の論

点のところで詳しく触れたい。 
第二は、地域産業活性化に関する先行研究に学ぶ

ことである。地域産業活性化についての先行研究は

勿論日本だけでなく世界にある。野長瀬さんがやら

れたように、それらの先行研究を渉猟し、そこから

まずは学ぶことであろう。 
第三は、「サポインの採択を受けた企業」や「優れ

た自社製品を持っている企業」など、野長瀬さんが

「イノベーター」と呼ぶ地域での革新的な企業・起

業家を見つけ出し、彼らを企業交流の場に連れてき

たことである。 
「事例」を読むと分かるように、この「イノベー

ター」こそが地域産業活性化のコアになる。野長瀬
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さんはこの地域の「イノベーター」、つまり彼が「素

晴らしいと感じた企業家」「他の企業家に是非紹介し

たいと感じた企業家」を自らの足で歩いて見つけ出

し、彼らに自ら案内状を出し、プレゼンテーション

を依頼する形で「イブニングサロン」を運営して来

られたわけである。 
私もかつて、地域の中小・中堅企業、ベンチャー

企業の調査を行った経験を持つが、確かに日本の地

域・地方にも、野長瀬さんが「イノベーター」と呼

ぶ革新的な事業を展開する企業や革新的な経営を志

向する起業家は存在する。とはいえ地域の「イノベ

ーター」は地域毎の濃淡が大きいことも確かである。

「イブニングサロン」についても、最初の埼玉地域

の「新都心イブニングサロン」参加企業には「イノ

ベーター」が最も多く、東北に向かうほど地域イノ

ベーターの数は少なくなる。「事例」にも書かれてい

るように、こうした謂わば「イノベーター」過疎の

地域での産業活性化は大きな課題といってよい。「イ

ノベーター」過疎地域では、「集積の経済性」を享受

することは難しいからである。 
この課題を解決すべく「イブニングサロン」では、

「ボランタリーな広域的産官学連携」を基本理念と

することで、「行政区域にしばられず、どの地域の「イ

ノベーター」にも門戸を開放」するという方針が取

られている。その結果「イブニングサロン」間のネ

ットワークを活用することで、「イノベーター」過疎

地域でも「擬似的な集積の経済性」を享受できる仕

組みを工夫している。この点が第四の要因といって

よかろう。 
第五は、それぞれの地域「イブニングサロン」に

おいて「イノベーターの三層構造」が成立するよう

に努力している点である。 
「イノベーターの三層構造」とは「事例」に示さ

れているように、「イブニングサロン」への定期的参

加者、たまに出席する随時参加者、そして初回参加

者のことで、この「三層」が維持されるような運営

が考えられている。これは先行研究の“The 
Strength of Weak Ties”という考え方から学んだこ

とで、これによってサロン参加者同士の「接触の利

益」が大きくなると考えられている。 
中でもポイントは多分、初回参加者＝新規参加者

を如何に獲得するかにあると思われる。 
こうした企業同士の交流会で重要なのは、如何に

参加者の固定化を防ぐか、新しい刺激を会に与え続

けるかにあろう。その意味で新規参加者の開拓が重

要になるが、その活動は「ケ」の活動として日常的

に世話人を中心に行われているようであり、それも

この会が継続的に続いている要因の一つだと考えら

れる。 
但し、「事例」にも指摘されているように、「イノ

ベーター」過疎地域でこの「イノベーターの三層構

造」を作り出すことは難しい。その点を克服すべく、

「事例」の「イブニングサロン」では、上記要因四

で上げた各地域の「イブニングサロン」間のネット

ワークが活用されているといってよかろう。 
第六は、交流の場に参加してもらう企業の業種を

絞ったことである。一般的な経営についての研究会

や勉強会なら参加企業の業種や産業を特定する必要

はないかもしれないが、企業マッチングといった実

践的な成果を上げるためには、ある程度業種・産業

を特定した方が効率的であろう。「イブニングサロ

ン」の場合は、世話人の野長瀬さんのキャリアもあ

って、技術開発やものづくり系企業が中心になって

いる。 
「イブニングサロン」はたまたまコーディネータ

ー＝世話人の野長瀬さんの専門分野から技術開発や

ものづくり系企業といったハイテク産業にフォーカ

スしたネットワークになっているが、「事例」にも述

べられているように、地域の特性に留意し、その地

域でイノベーターの多い産業分野を明確にした上で

ネットワークを考えることが重要といえる。 
以上、当「事例」の野長瀬さんの企業交流会「イ

ブニングサロン」が 10 年以上に亘って継続的に、

活力ある形で運営されてきた要因を整理してみた。

これらの点は、現在活動中の他の同様な地域の企業

交流会や、これから企画されようとしている企業交

流会の運営にとって、重要な示唆を与えてくれるも

のといってよい。 
 

論点 2 コーディネーター＝世話人に求められるもの 

2 番目の論点は地域産業活性化支援を目的とした

企業交流会などのコーディネーター＝世話人＝キー

マンに求められるものは何なのか。この点を解明す

ることは、既に述べたように、こうした会が活力を

失うことなく続いて行く上での最大のポイントとい

ってよい。良きコーディネーター＝世話人なくして、

会の継続は不可能と言っても過言ではない。 
では、良きコーディネーター＝世話人とはどんな

人物であるのか。どんな能力を持っている人である

べきなのか。野長瀬さんのケースを参考に考えてみ
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さんはこの地域の「イノベーター」、つまり彼が「素
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よう。 
野長瀬さんは「事例」にあるように、元々はメー

カーでの生産技術者として社会人としてのキャリア

を始められた。その後そのメーカーの大リストラを

契機に大学に移られ、企業研究を専門とされるなか

で現在のような地域産業活性化に資する企業交流の

仕組みを作り、大学教員としての仕事の他に、そこ

でのコーディネーター＝世話人として活躍しておら

れるわけである。 
野長瀬さんの場合は生産技術や企業研究に専門性

をお持ちであるが、「事例」にも書かれているように、

コーディネーター＝世話役の専門領域は、必ずしも

所謂企業経営に関係する領域でなくても構わないと

思われる。 
とはいえ、「事例」でも示されているように、企業

交流会に集う「イノベーター」、つまり革新的な企業

家達を相手にする以上、鑑識眼に優れた彼らに一目

を置かれ、彼らが常に刺激をうけるような会にして

行くためには、領域・分野はともかくとして、コー

ディネーターとしてそれなりの専門性を有している

ことが求められよう。 
それは野長瀬さんのように、生産技術や生産管理

に関する専門性であれ、地域の行政マンとしての行

政上の専門性や、地域金融機関の人であればコーポ

レート・ファイナンス面の専門的知識、地域の商工

団体職員であれば特定地域産業などに関する知識・

知見でもいいであろう。いずれにしても何らかの分

野の専門性が必要のようだ。 
そうした世話人の専門性以上に重要だと思われる

のが、世話人の地域産業活性化支援に対する思い入

れ、使命感、郷土愛といった姿勢の問題である。 
野長瀬さんのように長期にわたって企業交流会の

世話人を続けていくためには、地域産業活性化の意

義を深く認識した上で、使命感を持つ必要がある。

制度委員会でお聞きした野長瀬さんの話からは、そ

うした使命感、情熱を感じることができた。 
加えて、野長瀬さんもそうだが、通常こうした会

のコーディネーターは本業を持っておられ、その片

手間にやっておられる。「事例」で野長瀬さんが使っ

ておられる言葉で言うと「本業延長型」なのだ。そ

うした場合は尚更、継続性を維持するためには気持

ちや姿勢の問題が重要となろう。 
最後に、これは個々のコーディネーター＝世話人

の力量に関係する問題ではないが、コーディネータ

ー＝世話人の在り方に関する問題提起を2点してお

きたい。 
まず最初は、上記したように日本では「事例」に

見たような企業交流会の世話人は「本業延長型」で

行っているのが大半だと思うが、彼らを専業に、つ

まり交流会を制度的な組織にした上で、専業として

のコーディネーター＝世話役を置くとか、もしくは

行政が世話役を専任職員として置くなど、専任の有

給のコーディネーター＝世話役を置くことはどう考

えたらいいのであろうか。専業であれば、それなり

の職業意識を持ってもらうことも出来、継続して役

割を担ってもらうことにならないであろうか。 
ありうる話ではあるし、既にそうしたものも現実

に存在するかもしれない。しかし、それで企業家支

援の在り方として上手くいくのだろうか。「事例」に

見るようにボランタリーな緩い組織、連携であるこ

とこそが支援活動が長期に継続する要因であるよう

にも思え、答えをすぐに得ることは難しい。とはい

え、検討に値するのではなかろうか。 
もう 1 つは、「事例」にも書かれているように、

コーディネーター＝世話人を複数設け、世話人会と

いう形でチームとした上で交流会などを運営する方

法も考えられる。人選は大変であろうが、企業家、

金融機関、大学、地方自治体、商工団体など地域経

済を構成する様々の分野からコーディネーター＝世

話人を選び、彼らに地域産業活性化のための核にな

ってもらってもらうという方法は効果的だと考えら

れる。 

（日本ベンチャー学会会報Vol.67掲載） 
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（2）月例委員会（2014年 5月 26日） 

「東京大学におけるベンチャー支援 

（アントレプレナーシップと 

イノベーション・エコシステム）」 

各務 茂夫（東京大学教授） 

（以下は月例委員会の内容を広げて全国大会で議論されたもの） 

「我が国におけるイノベーション・エコシ

ステムの構築」 

はじめに 

第 17 回大会のテーマは「我が国におけるイノベ

ーション・エコシステムの構築」とさせて頂いた。

報告要旨集の実行委員長挨拶でも触れたが、イノベ

ーション・エコシステム（生態系）は一朝一夕に構

築できるものではない。米国シリコンバレーにおい

ては、ヒューレット・パッカード社の設立に始まる

70年以上にも及ぶ歴史の中で、単に大学の技術がベ

ンチャーを通して事業化され、新産業を創出し、雇

用を生み出しただけに留まらず、様々な社会の構成

要素やステークホルダー間の“制度的補完性”を伴

った継続的な社会変革が積み重ねって今に至ってい

るのだということを認識する必要がある。我が国は、

このシリコンバレーとよく比較されるが、どのよう

な指標から見ても、まだ大人と子供のような歴然と

した格差がある。しかし、大学人として、あるいは

イノベーションの実務に携わる者としてエコシステ

ムの構築を諦めるわけにはいかない。今後5～10年

間、とにかくもがき苦しむ価値があると考えている。 
一つ目の統一論題：「新たな産学官連携が目指すも

の：オープンイノベーションに向けた大企業とベン

チャー企業との関係進化」。 
エコシステム構築の成立要件として、我が国の最

大の課題の一つであると認識している。起業家教育

やインキュベーション事業に携わる中で多くの大学

発ベンチャーと接点を持っているが、この 1～2 年

だけをとっても、例えばロボットベンチャー企業の

シャフト社、物理シミュレーション技術をエンター

テインメントに応用したベンチャー企業フィジオス

社はともにグーグル社に買収された。なぜグーグル

か？なぜ日本企業でないのか？アンドロイド、

Google Earth、YouTube、これらはすべてグーグル

が買収によって手に入れたものだ。 
我が国ではオープンイノベーションの重要性が叫

ばれながらも、依然として主として製造業の自前主

義を前提とした大企業 R&D のみに目が行きがちだ。

ベンチャー企業のEXIT戦略も、その結果として株

式上場（IPO）に偏リ過ぎている。大企業がグロー

バル市場の中で更なる競争力を獲得したいのであれ

ば、最先端を追求するが故に果敢にリスクを取って

イノベーションに立ち向かうベンチャー企業の買収

は不可欠な戦略オプションのはずだ。また、サイエ

ンス（基礎研究成果）型の大学発ベンチャーは通常

事業化までの足が長く、大企業によるM&Aを視野

に入れないとEXITが難しいという事情も見逃せな

い。GE（ゼネラルエレクトリック）社のCEOで有

名なジャック・ウェルチは、1981年から2001年ま

でのCEO 時代 20 年間で約 900 件もの M&A を手

掛けたといわれている。 
二つ目の統一論題：「アントレプレナーシップ教育

とイノベーション人材の育成：ポスドク研究者・博

士課程学生のキャリアパスの多様化」。 
1970年代以降、米国では大学発技術の事業化とそ

の成功実現に向けて、大学内に技術移転の組織

（TLO）を設け、その組織にはクロスオーバー型の

人材（科学・技術が分かり、ビジネスも分かる）を

登用してプロフェッショナル業務を推進し始めた。

1980年のバイドール法施行以降、この流れはさらに

加速された。現在では TLO 人材のほとんどが博士

号を有している。米国の有力大学では、例えば工学

系と経営管理系（ビジネススクール）、医学系（メデ

ィカル・スクール）と経営管理系の連携等を通して、

サイエンスとビジネスを結び付けるような学部・学

科をまたがったようなカリキュラム・プログラムが

生まれ、クロスオーバー型人材を生み出す多様なア

ントレプレナーシップ教育も提供されている。 
我が国においても研究者人材がアカデミアを志向

するだけでなく、多様なキャリアのオプションを持

ち、クロスオーバー型人材として脱皮し、イノベー

ションの担い手となるような社会をつくれないだろ

うか？アントレプレナーシップ教育にも新たなチャ

ンレンジがあるのではないか？ 
本全国大会では、上記テーマを掲げ、二つの統一

論題に関する全体セッション、あるいは分科会で活

発なご議論を頂いた。実行委員長としてあらためて

感謝申し上げたい。 
本稿では今回の全国大会での討議を踏まえ、私が

感じ・考えたことをやや随想録のようになるが述べ

ていきたい。少し取りとめもない形になるがご容赦

頂きたい。 
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の成功実現に向けて、大学内に技術移転の組織

（TLO）を設け、その組織にはクロスオーバー型の
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1 オープンイノベーション：大企業とベンチャー企

業との関係進化 

1.1 イノベーションの本質：先を見据えリスクを取る 
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氏とお会いする機会があった。少し自慢話になるが、

羽生氏が将棋の七大タイトルを独占する前年の

1995年10月に、竜王・名人（将棋界の2大タイト

ル）羽生義治と直筆署名の入ったアマチュア5段の

免状を頂戴している。私にとっては雲の上の憧れの

先生と対面したことになる。 
羽生氏は15歳でプロ棋士になってから44歳の今

日まで、なぜ最強棋士の座を保てるのか。この事を
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2012 年 5 月、経済産業省と米国国務省が共催す

る「日米イノベーション・アントレプレナーシップ・

カウンシル」という会議が、米国カリフォルニア州

スタンフォード大学で開催され、私も日本側メンバ

ーの一人として出席した。産官学からの助言を得る

ことにより、両国の利益となるイノベーションと起

業の促進のために、どのように日米がより緊密に協

力できるかを議論し、具体的な施策につなげていく

ことが目的だ。 
会議の大きな論点の一つは、大企業とベンチャー

企業の関係論だった。会議当日付（5月12日）のウ

ォール・ストリート・ジャーナル紙に、2012 年 1
～3 月において、フェースブック、グル―ポン、ジ

ンガといった、当時上場した IT 企業によるベンチ

ャー企業買収が記録的ペースで進展しているといっ

た記事が掲載されており話題になった。この3社だ

けで 21 社の買収。フェースブックはその年の 4 月

に、写真共有サービスのインスタグラムを 10 億ド

ル（約800億円）で買収することも発表したばかり

だった。2011年は週1社以上のペースで企業買収を

したグーグルも、12年第1四半期に、公表されてい

るだけでも13社買収していた。 
カウンシルで大企業によるM&Aが取り上げられ

たのも、これがイノベーションのエコシステム構成

する重要な要素だからだ。創業 100 年を 2011 年に

迎えた IBMも、その前年の2010年には15社を買

収していた（公表分のみ）。今や大企業となったグー

グルやフェースブックがベンチャー企業を買収すれ

ば、この“Exit”により創業者だけでなくベンチャ

ーキャピタルも潤うことになり、さらに創業者・幹

部社員は、買収した企業にとどまることもあれば、

起業に再度チャレンジしたり、またはエンジェル投

資家やベンチャーキャピタリストとなって、イノベ

ーション・エコシステムの中に増幅する形で組み込

まれていく。 
 

1.3 大企業：自前主義からの転換 

我が国において、大企業がイノベーションを加速

化するために、従来の自前主義の呪縛から解き放た

れ、自らではとれないリスクを敢えてとるベンチャ

ー企業との連携を求める必要があるのではないか、

あるいはそれはグローバル競争に打ち勝つための戦

略的必然ではないのか？閉ざされた自社内だけで完

結する“R&D マネジメント”から、開かれたベン

チャーのM&A等を通した“Technology Acquisition

マネジメント”への転換が大企業に求められている

のではないか。 
我が国のイノベーション・エコシステムを考える

時、前述したように、オープンイノベーションの重

要性が叫ばれながらも依然として大企業 R&D のみ

に目が行きがちなこと、またベンチャー企業のExit
戦略が結果として株式上場（IPO）に偏っているこ

と、この辺りは見直しが必要だ。大企業がグローバ

ル競争市場の中で更なる成長と競争力を獲得したい

のであれば、最先端を追求するが故に果敢にリスク

を取ってイノベーションに立ち向かうベンチャー企

業の買収は不可欠な戦略オプションのはずだ。大企

業にはベンチャー企業を視野に入れた大きな戦略転

換が求められているのではないか。 
1910年設立の日立製作所、1937年設立のトヨタ

自動車とキヤノン、1946年設立のソニー、1948年

設立の本田技研工業の 5 社の時価総額（2015 年 1
月27日終値）はそれぞれ4.4兆円、26.7兆円、5.3
兆円、3.3 兆円、6.6 兆円。米国企業の GE（1892
年設立）、IBM（1911 年）、マイクロソフト（1975
年）、アップル（1976年）、グーグル（1998年）の

5社の時価総額（2015年1月27日終値）はそれぞ

れ28.9兆円（$1＝￥118で計算）、18.0兆円、41.5
兆円、77.1兆円、42.2兆円。これらの数字は何を示

唆するのだろうか？ 
我が国を代表する企業の多くは 1930 年代から

1940年代に設立されている。これらの会社は今でも、

トヨタ自動車を筆頭に我が国の時価総額ランキング

の上位会社であり、間違いなく戦後の我が国の高度

成長を牽引した成功企業だ。そして、政府関係者、

財界ひいてはメディアに至るまで、こうした“モノ

づくり”の大企業こそが、これからも我が国にイノ

ベーションと経済成長をもたらす源泉であって、し

かも 3.11 以降は化石燃料を輸入するための外貨確

保の観点からも、こうした輸出主導の産業・企業が

重要である、というようなロジックが今でも根強く

支配している。 
21世紀になって、製造業（第 2次産業）のGDP

シェアが25％程度にまで低下し、サービス産業（第

3次産業）が70％を大きく超える中で、日本はモノ

づくりに今後とも依存し続けるつもりなのか？我が

国はここしばらく、この“呪縛”ともいえるモノづ

くりへの偏った観念から抜けきれないでいる。戦後

40 年間以上も続いた成功体験があまりにも大き過

ぎるということなのかもしれない。 
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日本には起業家精神（アントレプレナーシップ）

が欠如していて、結局、大企業の“モノづくり頼み”

にならざるを得ないのだとする議論がある。本当に

そうなのだろうか？ 
モノづくりの成功企業が示すように、少なくとも

戦前から戦後にかけての日本は、まさにアントレプ

レナーシップに満ち満ちたイノベーションの国だっ

た。では今はどうなのだろうか？私は過度の悲観が

実態の正確な見方を歪めているという仮説を持って

いる。 
我々の日常の身の回りにある大きな変化だけを見

ても、AOKIホールディングス（1976年設立）、エ

イチ・アイ・エス（1980年）、ドン・キホーテ（1980
年）、ソフトバンク（1981年）、カルチュア・コンビ

ニエンス・クラブ（1985 年）、ABC マート（1985
年）、ブックオフコーポレーション（1991年）、楽天

（1997年）、ディー・エヌ・エー（1999年）、ミク

シィ（2000年）、グリー（2004年）といった1970
年以降設立の企業が新市場を創造してきたのは明ら

かであり、楽天の時価総額は約 2.2 兆円、ミクシィ

約 3,400 億円（2015 年 1 月 27 日現在）であるが、
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「事業の論理を主導できる経営者」「グローバルな

視点からの市場・競争戦略、知財戦略」「出口を予め

見据えた研究開発戦略」をどう貫徹できるかが、大

学発バイオベンチャー企業成功の鍵である。 
 

2.2 「科学」の言葉を「ビジネス」のコトバに変える 

本年 1 月 22 日、経済産業省は、事務局を務める

「ベンチャー創造協議会」を通じて、ベンチャー向

けの表彰制度として初めて内閣総理大臣賞を設けた

「日本ベンチャー大賞」の受賞者を発表した。内閣

総理大臣賞を受賞したのは（株）ユーグレナ。同社

は、微細藻ユーグレナ（ミドリムシ）を活用した機

能性食品やバイオ燃料・環境技術を手掛ける会社（東

京文京区・出雲充社長）で、2012 年 12 月 20 日に

東証マザーズ市場に上場し、2014年12月、市場第

一部銘柄になった。東京大学産学連携本部が本務と

して運営しているインキュベーション施設「東京大

学アントレプレナープラザ」に昨年まで入居してい

た企業で、入居企業の中では 2011 年に上場したデ

ジタル画像処理技術ベンチャー企業のモルフォ社

（東京文京区・平賀督基社長）に引き続き2社目の

上場企業だ。 
ユーグレナの出雲社長は東大農学部の出身。同社

幹部の中には理系博士課程出身者も多く、研究開発

の責任者である鈴木健吾取締役は上場当時、東京大

学博士課程の現役学生。モルフォの平賀社長も理学

博士。研究成果の事業化が大学発ベンチャーだとす

れば、理系博士・ポスドク（博士研究者）出身者が

起業するのは当たり前のようだが、出雲氏、平賀氏

はむしろ例外で、なかなか一筋縄では行かない。 
前に立ちはだかる大きな壁は、テクノロジー（サ

イエンス＋エンジニアリング）を、純粋に新しい知

識の発見プロセスとして深堀するというベクトルと、

事業化に向けてビジネスの“ニオイ”をぷんぷんさ

せていくというベクトルとは別物であることに起因

する。博士・ポスドク出身者は、テクノロジーやサ

イエンスそのものの探究においてプロかもしれない

が、最初から事業化のプロでもあるケースは稀だ。 
ここで重要なのは、事業化には継続的な資金供給

が不可欠で、イノベーションの加速化には、テクノ

ロジーとベンチャーキャピタル（VC）等のリスクマ

ネーとの橋渡しをする何らかの「プラットフォーム」

が必要になる。 
この「プラットフォーム」の成立には3つの要件

がある。 

第一は、特定技術をベースに、最終的には事業化

が叶わないことがあることも承知の上で、“ビジネス

のニオイ”がするプラン（「ショウケース」）を、た

とえ稚拙であっても、まずは仕上げてみること。シ

ョウケースになればベンチャーキャピタル等のリス

クマネーの提供者とのキャッチボールを始めること

ができる。技術のままでは彼らは触手を伸ばさない。

第二は、実際に事業化プラン作成のために博士課程

学生やポスドクを教育し、起業家見習いとして訓練

する機会を提供することだ。最終的に起業家になら

なくても、その訓練はイノベーション人材として大

学や大企業でも活きるはずだ。ビジネスプランコン

テスト等を通して、優れた事業化プランにはその作

成者に対して、例えばその後2年間については事業

化追求に専念できるよう生活保障の意味合いを持っ

た助成金を出すというような仕組みも有効になる。

第三は、このプラットフォーム自体がオープンであ

ること。大学、大企業、VC、助成金（グラント）提

供者等がこぞって参画できる場があることも重要だ。

NEDO（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構独立行政法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構）が始めたスタートアップイノベ―ター公

募事業（研究開発型ベンチャー支援事業）は上記 3
つの観点から、まさに求められていたプログラムと

いえる。 
ユーグレナもモルフォも起業・ビジネスプランコ

ンテストを何度も経て、自らの事業をブラッシュア

ップし、上場まで漕ぎ着けた。「オープンイノベーシ

ョン・プラットフォーム」ともいうべき場を何とか

実現し、可能な限り多くのショウケースをリスクマ

ネーに近づけ、イノベーションを導きたい。 
 

2.3 イノベーションを成功に導くプロ人材の育成 

2013年6月11日、東証マザーズ市場にペプチド

リーム社（本社目黒区、窪田規一社長）が上場した。

私どものインキュベーション施設「東京大学アント

レプレナープラザ」の入居企業3社目の株式公開企

業だ。 
ペプチドリームは 2006 年 7 月設立。同社のこれ

までの歩みをながめると、サイエンスをイノベーシ

ョンに結実させるためのプロ人材の存在の重要性が

分かる。 
同社事業の技術基盤は東大の菅裕明教授の発明だ。

中でも根幹をなすのが「フレキシザイム」と呼ばれ

る人工 RNA 触媒技術で、同社取締役を兼務する菅
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教授が長年の研究の成果として完成させたものだ。

菅教授は東大以前に米国ニューヨーク州立大学に在

籍していた。同社設立直後の事業としての大きな前

進は、東大専属の技術移転機関である（株）東京大

学 TLO が、東京大学、ニューヨーク州立大学、ペ

プチドリーム社の間に立って、フレキシザイム開発

に係る基本特許に関して、あるいはフレキシザイム

を中心とした包括的な利用に関して、第三者へのサ

ブライセンス権付きの独占実施・許諾権契約を締結

したことだ。これに先立って特許請求の範囲・特許

請求項、あるいは特許明細書を含め、技術移転のプ

ロによる知的財産戦略上の初期設定が妥当だったこ

とも見逃せない。 
また設立直後から、東京大学と密接な連携関係に

ある（株）東京大学エッジキャピタル（UTEC）が

ベンチャーキャピタル投資を開始した。リードイン

ベスターとして、その後のペプチドリームの成長を

ファイナンス面から支援し続けた。菅教授の研究室

に最初に足を運び、同社への出資の道を開いたのは

UTECプリンシパルの片田江舞子氏（当時、現パー

トナー）だ。菅教授は「彼女は（東大で生物学の博

士号を取得した科学者として）ペプチドという技術

を理解した上で、その可能性までも見抜き、この技

術を活用する東大発ベンチャーの設立に導いた。（中

略）科学に対する深い知見を備えている（片田江氏

のような）人材がベンチャーキャピタリストになれ

ば、日本のバイオ業界は飛躍するに違いない。」と評

している（日経ビジネス、2012年 10月 29日号）。 
大学発のオリジナル技術がベンチャー企業を通じ

て社会に実装されイノベーションを創出することは、

アベノミクス成長戦略の柱の一つであるべきだ。科

学・技術とビジネスの両方のリタラシーを有したイ

ノベーション人材の層の厚さをいかに確保できるか

にかかっている。 
 

2.4 日の丸 VCのグローバル化 

2011年2月、米国スタンフォード大学で、「イノ

ベーション・起業・雇用創出促進のための日米対話」

という会議があった。これは経済産業省と米国国務

省の共催で行われ、「イノベーションと起業の促進：

日米協力に向けた好機」と題する円卓会議（モデレ

ータ：アマコスト元駐日米国大使）では、日米双方

から約 40 名の関係者が参集し意見交換を行った。

私も日本側代表の一人として会議に参加し、大学発

ベンチャーの可能性と課題について述べた。 

この会議で注目されたのは、日本ベンチャーキャ

ピタル協会（JVCA）と米国ベンチャーキャピタル

協会（NVCA）との協力によるクロスボーダー投資

機会の追求というテーマだ。安達俊久JVCA副会長

（当時、その後会長、現副会長）とケイト・ミッチ

ェル NVCA 会長から共同提案がなされ、会議後そ

れがプレスリリースされた。日本の起業家精神に火

をつけ雇用創出を実現するために両協会の協力関係

を強化するという。 
我が国のベンチャーキャピタル（VC）は大きな課

題に直面していた。VCの年間投資額（フロー）は、

米国が約 2.9 兆円、日本は 1,700 億円にも満たない

（2013年、VEC「2013年度ベンチャービジネスに
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部を、継続的にリスクマネーの供給源とする仕組み
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不可避だ。 
JVCAの安達副会長は当時「我が国の新たな成長

戦略を実現するためには、ベンチャー企業のグロー

バル化を推進することが喫緊の課題であり、VC に

求められる役割と責任は高まる一方だ。（JVCA ホ

ームページから抜粋）」と述べている。NVCA との

連携もこの一環なのだろう。 
VC を含め、インキュベータ、弁護士・弁理士、

会計士、大学等、イノベーション・エコシステム（生

態系）を構成するプロフェッショナル人材のグロー

バル化も待ったなしだ。 
 

2.5技術移転担う TLOが鍵 

毎年2月から3月にかけて大学の研究成果の技術

移転に関連した国際会議が米国で開催される。会議

を主導するのは大学技術管理者協会（AUTM）とい

う北米の非営利組織。米国、カナダの300以上もの

大学、研究機関から3,000人を超える会員が参加し

ている。多くは大学の技術移転機関（日本ではTLO
と呼ぶが、米国では TTO テクノロジー・トランス

ファー・オフィスが一般的）の専門家だ。 
春先に米国で年次総会があり、大学のオリジナル

技術を特許などの知的財産としてライセンス（実施

許諾）することによってイノベーションにいかに貢

献するかを議論する。学会のような側面もあり、ラ

イセンスの成功・失敗事例を共有化したり、ライセ

ンス業務のプロを養成したりする様々な取り組みも

披露される。 
主要国における特許出願数は、2010年には中国が

日本に追いつき、11年には米国をも凌駕したという

データがある。知的創造活動においてアジアは世界

の中心になりつつある。このようなことも手伝って

数年前から AUTM のアジア版が定期的に開催され

るようになった。この 2013 年 3 月には、日本の同

様な団体である大学技術移転協議会（UNITT）と京

都大学が共催し、「AUTM Asia 2013」が京都市で

開催され、私も講演者の一人として参加した。 
大学の研究成果が技術移転によって大きなイノベ

ーションに結実している事例は数多い。例えば、米

グーグルの基本技術である「ページランク」だ。ウ

ェブページの重要度を決定するためのアルゴリズム

（演算手法）だが、この特許は米スタンフォード大

学に帰属している。同大学は特許のライセンス料と

してグーグルから当初180万株を譲渡された。同社

の上場後、その株式は 2005 年に 3 億 3,600 万ドル

で売却された。 
日本のバイオベンチャー、オンコリスバイオファ

ーマ（東京・港）が開発してきたエイズウイルス

（HIV）感染症治療薬（OBP―601）は 2006 年に

米エール大学からライセンスを取得して臨床試験を

進めてきた。この特許には同大学教授と日本の研究

者も関与している。2010年12月には、同社が米製

薬大手ブリストル・マイヤーズスクイブと全世界に

おけるライセンス契約を総額2億8,600万ドルで締

結した。同契約にはエール大学も交渉当事者として

参画している。 
大学のオリジナルな研究成果が技術移転されイノ

ベーションとして大きな花を咲かせる。大学、ベン

チャー企業、大企業をつなぐオープンイノベーショ

ンの成否を左右するのは技術移転を担うプロフェッ

ショナル人材だ。サイエンス・テクノロジーとビジ

ネスとの縁結び役ともいえる技術移転のプロの育成

はまさにイノベーション創出の鍵だ。「AUTM 
Asia」の更なる発展を願う。 

 
3 アントレプレナーシップ教育再考 

3.1 「アントレプレナーシップ教育＝水泳」論：個

の独立、身につけてこそ 

毎年、東京大学、北京大学双方のビジネスプラン

コンテストで上位入賞した学生同士の交流プログラ

ムを行っている。例年11月あるいは12月に東大生

を北京へ派遣し、年が明けてから北京大生を東京に

招いている。5 日間という短い日程ではあるが、お

互いのビジネスプランを英語で披露し、朝から晩ま

で顔を突き合わせながら濃密な時間を過ごす。日中

の起業家精神に溢れる優秀な学生が互いに刺激し合

って強い友情で結ばれることは素晴らしい。 
私どもが主催する「東京大学アントレプレナー道

場」という起業家育成の教育プログラムは例年4月

に始まり、「初級」「中級」「上級」の 3 つのコース

を経て 10 月にビジネスプランコンテストを行う。

以前はこれで完結していたが、複数の寄付者のご支

援のお蔭で両大学の交流プログラムが「グローバル

コース」として付加され、今年度で 7 回目になる。

この道場とは別に 10 月からの冬学期は大学院工学

系研究科で「イノベーションとアントレプレナーシ

ップ」という英語で教える講義を受け持っている。

また冬学期は工学部の講義も担当しており、年中起

業家教育にどっぷり浸かっている。 
この頃は「起業家教育」ではなく、敢えてカタカ
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ナで「アントレプレナーシップ教育」という言葉を

使っている。それは、単に「会社を起こすための教

育」「ビジネスプランを作成するためのスキル教育」

という狭い意味に捉えられたくないからだ。 
実際に力点を置いているのも「問題設定（発見）

能力」や「問題解決能力」を持った学生の発掘・育

成であり、「高邁なビジョンとしたたかさを併せ持つ

タフな学生」、「頭でっかちでない実行できる学生」

を教育をモットーにしている。 
もちろんビジネスプラン作成の訓練や、学生が体

得すべき基本的スキルの教育、またその活用の実践

の場を提供することも疎かにしない。起業だけが唯

一の目的ではなく、大学研究成果の事業化の成功要

件や知的財産権の重要性の理解を促すなど、広い意

味でイノベーション創出実現にコミットできる人材

を育成したいと願っている。 
東京大学と北京大学との交流プログラムの話に戻

そう。生まれてから常に右肩上がりの経済しか知ら

ない北京大生と、失われた 20 年の中にあった東大

生。コントラストこそ際立つが、練り上げるビジネ

スプランはかなり似通ったものになってきた。キー

ワードは「食の安心・安全」「SNS・つながり」「ク

ラウド」「高齢者ケア」「都会人の農業体験」「都市・

地方の格差問題」など。国境によるギャップはほと

んど感じない。 
北京大の起業家教育を主導するのは共産主義青年

団（共青団）という組織で、中国共産党のリーダー

の登竜門ともいわれている。胡錦濤前国家主席は清

華大学卒の共青団出身者だ。1998年以来、北京大学

共青団は若いリーダーの育成に資するものとして起

業家教育を位置づけ、大きな時間と予算を割いて推

進している。社会に横たわる問題を発見・分析する

こと、その問題を実際に解決するために創造性を発

揮することがリーダーの要件であるとの強い信念だ。 
これは福澤諭吉の「学問のすすめ」に通じるもの

だ。起業家教育の底流には、自ら問題を発見し、た

とえ困難に直面しても、様々な創意工夫の中から問

題解決できる独立した個を育成するという思い、い

わゆる「個の独立」がある。具体的なビジネスプラ

ンをどう描くか、ベンチャーキャピタルからどう資

金調達するかといったことも大切だが、起業を成功

させるためには根本的な能力が問われる。 
それはあたかも小学校の時に全員が必須として水

泳を習うのに似ている。泳げる能力を身につけるこ

とで、体力を高め、いざという時に自らの生命を救

う。まさに人間として不可欠な能力だ。しかも、ひ

とたび、頭と体の筋肉を駆使して体得したものは「一

生もの」で、後年いつでも発揮することができる。

「起業家教育＝水泳」というのが私の持論。溺れる

ことを恐れず、多くの若い人に学んでもらいたい。 
 

3.2 ポスドクのキャリアパス：新産業創出支える人

材に 

「東京大学アントレプレナー道場」という学生起

業家教育プログラムを主催して 10 年が経過した。

今年度は約250名が登録した。このプログラムには

学部・修士の学生に加えて、博士課程学生や「ポス

ドク」という博士号取得後に任期制の職に就いてい

る研究者も参加できる。 
3年前の最優秀チームはポスドクM氏が率いたチ

ーム。高画質のX線CT画像を病院の医師に提供す

るクラウドを用いたサービスを提案したが、M氏は

事業基盤となる技術の発明者だ。その後M氏はハー

バード大学に留学しだが、起業家としての道を真剣

に模索していると聞いている。 
東京大学のインキュベーション施設に入居するベ

ンチャー企業の経営陣の中には博士・ポスドク出身

者は多いし、東京大学エッジキャピタルの投資先で

6 年前に上場したテラ社の矢崎雄一郎社長も医師・

研究者出身、先述したが、4 年前に上場したモルフ

ォ社の平賀督基社長も理学博士だ。ユーグレナ社の

研究開発担当取締役の鈴木健吾氏も上場当時は農学

生命科学研究科の博士課程の学生だった。 
「ポスドク問題」というのがある。1990年代、文

部科学省が主導して大学院重点化計画を推進し大学

院の定員が増え、その結果博士号取得者が増加。

1996年からの第1期「科学技術基本計画」では「ポ

ストク一万人計画」が実施されポスドクの人数も急

増した。ネイチャーやサイエンスといった一流科学

誌に日本の研究室からの論文掲載数が増えるなど、

一定の成果をあげたが、ポスドクの就職先である大

学研究職の定員は増えていない。 
ポスドクの学究生活への志向は極めて強く、修

士・博士課程を通して企業に入るための基本的な素

養・スキル、例えばプロジェクト・マネジメントや

ビジネスの基本知識、協調性や社交性といったこと

も疎かにされがちだ。企業の博士号取得者採用数は

数年前までは減少の一途で、最近は改善されつつあ

るようであるが、将来展望を持てない高齢ポスドク

が毎年大量に溢れる結果を招いている。 
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科学技術創造立国を標榜する我が国にとって、ポ

スドクは、本来イノベーション創出のための戦略的

人材のはずだ。ポスドクの出口をアカデミア一本槍

とするのではなく、ポスドクのキャリアパスとして、

大企業研究者や技術移転プロフェッショナル、科学

が分かるジャーナリスト、さらには大学発ベンチャ

ーの起業を含めた形で、ポスドクの脱皮と変身を促

すような教育の糊代を大学はもっと提供すべきでは

ないか。ポスドクの視野を広げ、キャリアの選択肢

を増やすことは本人のみならず、国のイノベーショ

ン・システムにとっても極めて重要だ。 
 

3.3 尖ることが起業の原点 

アントレプレナーシップ教育用の教材として具体

的な起業家やベンチャー企業の事例を取り上げるこ

とがある。そのためにA4にして20ページほどのケ

ース（事例）作成を行う。2 年ほど前に完成し、教

育で実践し始めているケースが、アキュセラ社の

CEO の窪田良社長（本社米国ワシントン州シアト

ル市）のケースだ。何回もの面談を重ねて書き上げ

た。アキュセラ社は見事 2014 年 2 月マザーズ市場

に上場を果たした。 
1966 年生まれの窪田社長は慶応大医学部卒の眼

科医。2004 年 4 月、米国ワシントン州シアトル市

の自宅地下室でアキュセラ社を創業。同社は、全世

界で数千万人の患者が苦しんでいる失明疾患「加齢

黄斑変性」の革新的治療法を開発している。同社の

画期的特許技術「視覚サイクルモデュレーター

（VCM）」は、従来の投薬方法が眼球への注射に限

られていたのに対し、経口投与可能で、高い安全性

が期待されている。 
2012 年 7 月、同社と大塚製薬は、両社が共同で

取り組む点眼液の臨床試験がフェーズ3を開始した

が、順調に進めば数年後には新薬承認の可能性があ

る。40億ドル（約4,800億円）の市場が今から口を

大きく開けて待っている、まさに夢の薬だ。 
窪田社長は大学院時代の 1997 年、緑内障の原因

の一つである特定遺伝子を発見。この成果は、後に

権威ある緑内障学会の「須田賞」を受賞に繋がる。

しかしこの受賞を契機に窪田は「疾病の原因を知っ

ていても治療できないのでは患者の不幸を増幅して

しまうことすらある。」と痛感するようになる。大学

に残ることを強く求められたが、このまま大学に残

って研究者を続けるのが自分の生きる道ではないと

して治療薬の開発に身を投じることを決意。一度き

りの人生、成功の見込みが小さくても、自分のチャ

レンジが功を奏したら、もしかしたら世界を変える

ことができるかもしれないと直感したという。 
窪田社長が起業できたことは、子供時代、父親の

転勤で、3 年間、米国体験したことが大きく寄与し

ている。尖がり過ぎて日本の学校では違和感の連続

だったが、米国ではまさに水を得た魚で、個性を伸

ばす環境の中で発想が180°転換したという。「人が

やっていないことをやっていいんだ。自分はそうし

よう。」と確信できたという。米国での小学校時代の

体験は“起業家窪田”の形成に少なからぬ影響があ

ったことは間違いない。 
治療薬の開発という大きな山を登ろうと思った時

考えたことは、どのルートでその山に登るかという

ことだった。窪田社長は網膜治療の最先端はどこか

を徹底研究。2000年、米国シアトル市の名門ワシン

トン大学でシニアフェローとして起業への大きな一

歩を踏み出すこととなる。窪田社長には英語の不安

は全くない。ワシントン大学でも大きな成果を上げ

た。網膜という神経細胞の培養技術の発見がそれで、

この基本技術がまさにアキュセラ社の事業基盤とな

った。 
普段の窪田社長は散切りの髪スタイルも手伝って

少年のような面影が強く残っている。何か大きなも

のを背負っているような変にギラギラしたような気

負いがなくいつも自然体だ。しかし、内に秘めたる

パッションは尋常でなく、志が際立って高い分だけ、

戦略性としたたかさを同居させるキャパシティを持

つ素晴らしい起業家だ。事業の進展がますます楽し

みになってきた。 
 

3.4 人を動かす熱い言葉を磨く 

2012年12月に東証マザーズに上場したユーグレ

ナ社の上場記念の祝賀会が 2013 年 1 月にあった。

大学で運営しているインキュベーション施設に同社

が当時入居しているご縁で、私も出席した。先述し

たが、同社はバイオテクノロジー企業として、微細

藻類ユーグレナの屋外大量培養技術による食品・ヘ

ルスケア事業、バイオ燃料を中心としたエネルギ

ー・環境事業を展開している。 
この会で感動したのが出雲充社長の会を締めくく

る挨拶だった。それはスクリーンに投影される映像

を伴う数十分にもわたるもので、出雲社長の人とな

り、2005年設立以来ユーグレナ社が「人と地球を健

康にする」ことを目指して歩んできた歴史、さらに
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科学技術創造立国を標榜する我が国にとって、ポ
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ナ社の上場記念の祝賀会が 2013 年 1 月にあった。

大学で運営しているインキュベーション施設に同社

が当時入居しているご縁で、私も出席した。先述し
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藻類ユーグレナの屋外大量培養技術による食品・ヘ

ルスケア事業、バイオ燃料を中心としたエネルギ
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 31 

は長期ビジョンにまで及ぶ実に素晴らしいものだっ

た。起業家としての熱い思い、高邁なビジョン、夢、

そして上場企業経営者としての将来に対するコミッ

トメントが見事に配されたスピーチだった。ユーグ

レナの日本名ミドリムシに掛けて、参集した関係者

を「緑主（ミドリムシと株主を連想させる出雲社長

の造語）」と呼び、緑主に対して 5 年後には世界一

の“LCC”を就航させると宣言した。この LCC は

ロー・コスト・キャリヤではなく、ロー・カーボン・

キャリアの事。JX 日鉱日石エネルギー、日立プラ

ントテクノロジー、全日本空輸等と取り組むミドリ

ムシによるバイオジェット燃料開発の将来を巧みに

表現していた。 
「スティハングリー、スティフーリッシュ」。ステ

ィーブ・ジョブズ氏がスタンフォード大学卒業式で

行ったスピーチは伝説となっているが、起業家は自

らが発する言葉のパワーをもっと大事にすべきだ。

かつて福沢諭吉は「学問のすすめ」の中で、演説（「ス

ピイチ」と表記）の重要性を強調し、それは「大勢

の人を会して説を述べ、席上にて我思うところを人

に伝うるの法なり。我国には古よりその法あるを聞

かず」と述べている。我が国では効果的なプレゼン

テーションを志向する意識はまだまだ弱い。実態と

しての中身が良いのだから外面は気にしないという

伝統的な技術者意識が見え隠れしないでもない。 
ジョブズ氏の新商品発表会にかける熱意は並々な

らぬものであり、そのためのリハーサルは尋常では

ないほどの根の詰めようだったという。まさに公の

場でのプレゼンテーションが経営者、起業家の最も

重要な仕事の一つと捉えていたのだろう。 
起業家のスピーチあるいはプレゼンテーションは

自社の事業拡大に必要な様々な経営資源を呼び込む

大きな武器だ。起業家が自らの言葉で発する経営理

念、事業成功への確信は、経営陣や従業員を一丸と

なって同じベクトルに向かわせる求心力となり、ベ

ンチャーキャピタルからの資金を引き寄せ、運命共

同体ともなる大企業との連携をも可能とする。 
起業家の熱いメッセージは人を動かし、成功のた

めの次なるアクションを導く。我が国おける新しい

起業家像を出雲社長に見たように感じた。 
 

3.5 ビジョンに対する徹底的な突き詰め 

2013年12月山口県萩市の吉田松陰ゆかりの地を

たずね、松陰神社境内にある松下村塾に直に触れる

ことができた。 

幕末の思想家、教育者、兵学者として、また倒幕・

明治維新の精神的指導者として知られる松陰が自ら

松下村塾という私塾を主宰したのは1857～1858年

のごく僅かな期間だった。学生募集をし、実家の杉

家の宅地内の小屋を増改築して本格的に教育に乗り

出したのは正味わずか一年間。ピーク時には100人

足らずの弟子がいたらしい。この間、久坂玄瑞、高

杉晋作、伊藤博文、山県有朋といった、その後の我

が国の歴史を旋回させる俊才を数多く輩出した。 
吉田松陰は「ビジョン」の明確な人だった。松下

村塾の教育に対しても同様。門人に対して「あなた

方と私の関係は師弟でなく学友である」とし、門人

には「あなた」と呼び、自分のことは「ぼく」とい

った。学問のしもべ（僕）に由来する。藩校である

明倫館には藩士の子弟しか入学できないが、松陰は

向学心に燃える足軽など軽率の家に生まれた若者も

受け入れた。出身、年齢、学力の程度は一切不問。

従ってテキストも統一されたものでなく、門人に教

科書を指定させた。時間割はなく、家が遠く、しか

も松下村塾に通うことを厳禁されていた高杉晋作な

どは深夜に家を抜け出して来る。弟子の都合に合わ

せて講義を行うという“コンビニ塾”だった。教育

の本質は現実に起こっている社会問題を取り上げ、

問題の原因を徹底討論し考究する。「飛耳長目」と名

付けたメモ帳を教場に置き、「いつも耳を立てて目を

大きく見開いて現実を見つめる」ことを強く奨励し

た。 
スタートアップ企業支援を専門とするベンチャー

キャピタル、モビーダジャパンの創業者・CEOで、

ガンホー・オンライン・エンターテイメント代表取

締役会長の孫泰蔵氏には、大学の起業家教育プログ

ラムをはじめたいへんお世話になっている。同氏の

講義はいつも学生と同じ目線で、しかもパッション

に溢れ感動的だ。 
孫氏は起業を志向する学生に対して、まずは何よ

りも「ビジョンを持て（作れ）」とアドバイスした。

ビジョンとは目標とは違うという。売上○○億円、

従業員○百人を目指すというのはビジョンではない。

ビジョンとは字義通り（Vision）、構想する事業が目

に見えるようなものにすること、商品・サービスの

具体的な使われ方や、顧客の満足の様子がストーリ

ーのように描けるものでなければならない。ビジョ

ンに対する徹底的な深い突き詰めがあってはじめて

起業家は困難にぶち当たっても腹が据わっていられ

るという。 
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ビジョンを持った改革者が社会を変えるというこ

となのだろう。ベンチャーマインドの醸成、起業家

教育に携わるものとして、松陰、孫氏からの学びを

実践に結び付けたい。 
 
おわりに 

大学でベンチャー支援やアントレプレナーシップ

教育を本務として従事するようになってからこの 4
月で 12 年目に入る。官民イノベーションプログラ

ムである「特定研究成果活用支援事業」等の始動も

あり、慌ただしさが増す中で、仕事の成果も強く問

われる一年になりそうだが、多少の空回りは敢えて

覚悟でこれまでのやり方を見直し、新しいことにチ

ャレンジし続けたい。 
取り組みたい課題の一つは、アントレプレナーシ

ップ教育に係ることだが、“事業化プランを考え作成

させること”から、いかに“実際に起業すること”

へ、若者の背中を一押しできるかという課題だ。 
アントレプレナーシップ教育やベンチャー企業支

援の仕事をしている関係から、起業家やチャレンジ

精神溢れる学生と接する機会が多い。中には幾多の

困難を乗り越え、新しい市場を創造し、株式上場に

まで漕ぎつけ、世界市場における更なる成長とグロ

ーバル企業への脱皮と変身を目指す次世代の若きリ

ーダーに出会うこともある。彼らは物事に対して前

向きで楽観的であり、高い志と苦難を乗り越える“折

れない心とパッション”を持っている。パッション

（Passion）という言葉には“受難”という意味が

あり、バッハ作曲の有名なマタイ受難曲は英語でSt 
Matthew Passionという。パッションとは受難を前

提として、それに打ち克つ覚悟・情熱と捉えること

ができる。起業家が直面する現代における受難とは、

ヤマト運輸の故小倉昌男氏の例が典型的だが、さし

ずめ既得権益や保守勢力との闘いということだろう

か。 
起業家のパッションの源泉はどこにあるのだろう。

アントレプレナーシップ教育に携わる者として、潜

在的には多くの学生がパッションを持ち得るのだと

すれば、そのパッションというロウソクに点火する

術を知りたいと切実に思う。 
アップル創業者のスティーブ・ジョブズはプレゼ

ンテーションの達人だが、2005年6月12日のスタ

ンフォード大学卒業式での祝賀スピーチは“伝説の

スピーチ”として特に有名だ。起業家あるいは起業

を志す人であれば何回・何十回とご覧になっている

はずだ。 
そのスピーチの中で、ジョブズは彼の“死生観”

ともいえることに言及する。この卒業式の一年前に、

彼はすい臓癌と診断され、医師からその癌は治療不

能なので“死の支度”をするよう告げられる。その

後、そのすい臓癌が極めて例外的な治療可能な癌と

判明し、手術によってジョブズは奇跡的に回復する。

ジョブズは、彼の人生の中で“死に際に最も近づい

た”この体験によって、死が頭の中の純粋な概念か

ら、人間であれば必ず訪れる終着点だと悟る。ジョ

ブズは死を唯一無比の最高の発明とも言い切り、生

のチェンジエージェントとして、死は次なる世代に

バトンを渡すことに寄与していると説く。ジョブズ

の後を引き継ぐ世代が目の前のスタンフォード大卒

業生であり、いずれ彼らも次の世代に引き継ぎので

あるから、時間を無駄にせず、自分が本当にやりた

いことだけをわき目も振らずに貫けというメッセー

ジを最後に送る。 
誤解を恐れずにいえば、死生観あるいは死と隣り

合わせにあるという感覚こそが、人間が志を持ち、

絶望の淵にあっても、自分の最も大事なことを決し

て諦めずにいられるパッションの源泉なのかもしれ

ない。確かに多くの偉大な起業家や革命家には、戦

争、飢餓、天災、事故、病気といったものに伴うあ

る種の死生観があったように思う。 
現代の一見平和で穏やかな日本社会にあって、若

者が死生観を持つことは本当に可能なのだろうか。

戦争や病気に取って代わる体験を意識的に計画でき

るのか。アントレプレナーシップ教育に携わる者の

創造力と想像力が問われている。 

（VENTURE REVIEW No.25掲載） 
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（3）月例委員会（2014年 6月 23日） 

「中小･ベンチャー企業への知財支援」 

秦 信行（制度委員会委員長、國學院大學教授） 

佐藤 辰彦（制度委員会委員、特許業務法人創成 

国際特許事務所所長・弁理士） 

1. はじめに 

中小･ベンチャー企業、特にものづくり中小･ベン

チャー企業にとっては知的財産が事業を支える大き

な経営資源である。この知的財産の創造・保護・活

用を含めて支援する職業専門家として弁理士がいる。

その立場からその事業支援をどのように行っている

か、今後の課題を含めて本稿では報告する。 
 

2. 中小･ベンチャー企業と弁理士 

2.1 弁理士のコア業務 

弁理士は特許・実用新案・意匠・商標の権利の創

設と保護がコア業務であり、さらに著作権法・不正

競争防止法・種苗法などの権利保護の業務を行って

いる。通常業務は大学や企業が開発した発明等につ

いて特許庁への出願の書類を作成し代理して出願を

行うことがメインン業務である。これに関連して、

特許庁の出願審査の処分に対して不服があるときに

は特許庁の審査・審判で争い、さらには知財高裁、

最高裁まで代理して争う。成立した産業財産権が侵

害されたときには、弁護士と共同訴訟代理人として

または補佐人として法廷で争う。 
知的財産に関する権利は国際的には各国独立のも

のであり、日本で特許があっても他の国で特許がな

ければ、その国では保護されない。このため、通常

は各国の弁理士・弁護士がそれぞれの国での知財の

保護活動を行っており、国際的には各国の弁理士・

弁護士が提携して出願などを相互に依頼しあい国際

的な知財の保護活動を支援している。 
 

2.2 弁理士の周辺業務 

弁理士の業務が拡大している。特許等の知的財産

を事業に生かすためには研究開発段階からその支援

として、特許等の先行技術調査が必要であり、また、

他社対策として他社の特許や他の権利を侵害しない

ようにするためのクリアランス調査などを行い、ま

た研究開発を支援するために研究開発テーマに関す

る特許出願状況を可視化したパテントマップを作成

することも行う。知的財産の活用の面では、知的財

産についてのライセンスや知財評価、知財信託など

についても専門家として支援している。 
 

2.3 企業との連携 

中小・ベンチャー企業では研究開発を支援し知財

をマネジメントする人材が不足していることが多い。

この点については弁理士が伴走しながら支援するこ

とが重要である。常に開発動向について情報交換し、

必要に応じてアドバイスをしながら開発を進め、適

切な知財化を支援することが必要である。ある程度

の規模になり始めたら、社内の知財人材育成も支援

することが相互の活動を効果的にするために重要で

ある。その方法として知財担当者が決められたとき

には、特許事務所にインターシップのために派遣し、

効果的に知財に関する事項を処理するためには、特

許事務所がどのように活動し、企業が何を準備すれ

ば効率的に処理できるかなどを OJT で学習する機

会を持つことも有効である。 
 

2.4 弁理士に求められているもの 

弁理士の主たる業務は知財財産の権利化業務であ

り、これは弁理士のみが専権として代理できる業務

（弁護士を除く）であり、また、このスキルは弁理

士業界が培ってきたものである。この業務なくして

弁理士の業務は語れない。また、この権利の創設を

行っているからこそ、その創設過程を通じて権利の

強さ・弱さをよく知り、その後の活用・係争にもそ

の知見を活かすことができる点で、他の専門家に対

して優位性をもっている。より戦略的に知的財産を

考えると、権利の創設の業務も単に1つの権利を強

く広いものにするなどだけではなく、複数の権利を

総合的に構築して、意匠及び商標も含めて事業を支

えることができる知財ポートフォリオを構築するこ

とが求められている。事業を支える知財ポートフォ

リオの構築のためには、権利創設前の研究開発段階

から適切な知財の創出を目指すための活動が求めら

れ、いま弁理士に求められているものは、研究開発

から事業化までの知財に関する総合支援である。 
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図 1 中小・ベンチャー企業への知財活動 

 
2.5 求められる弁理士像 

このように弁理士に求められているニーズは研究

開発から事業化までの知財総合サービスである。し

かしながら、大部分の弁理士は前記したコア業務を

専業としており、その業務を拡大して知財の総合サ

ービスを目指しているものは多くはない。そこで求

められる弁理士像は総合サービスの各場面で活躍す

る弁理士の多様化であり、それにより弁理士の業務

範囲のウイングを拡大することである。 
コア業務においては先端技術分野や国際ビジネス

の専門性の高い弁理士、知財問題の解決力のある弁

理士、経営や会計に明るいコンサルタント型弁理士、

人材教育指導型弁理士、など、多方面の能力を備え

ている弁理士が求められてきている。 
中小・ベンチャー企業を知財の面から支援する場

合、弁理士を中心とする特許事務所の戦力では総合

的な支援をすることは限界があり、これを克服する

ためには、他の士業との提携や金融や情報処理企業

などとの連携が必要である。 

図 2 求められる弁理士像 

 
 

3. 中小・ベンチャー企業への知財分野からの支援

の事例 

3.1 中小企業のニッチ分野の知財支援 

産業廃棄物の焼却技術として乾溜ガス化燃焼技術

がある。これは産業廃棄物の焼却を無公害で焼却で

きる技術として世界で最初に確立したもので、2005
年発明協会全国発明表彰で㈱キンセイ産業(群馬県

高崎市)が日本商工会議所会頭賞を受賞したもので

ある。 
平成 24 年にはその知財活動が評価されて知財功

労賞（経済産業大臣賞）を受賞した。 
基本特許が開発された 1986 年の段階では未だ産

業廃棄物の焼却について環境規制が厳しくなく直燃

式の焼却が一般的であった。しかし、公害問題が重

視されており、将来大気汚染防止の規制が厳しくな

ることを予測して基本特許完成まで約 10 年の歳月

を掛けて新たな焼却技術の開発に取り組んだ。当時、

この種の技術について他社は関心がなく先行技術も

なく一人独自に開発する状況にあった。 
その結果、乾溜ガス化燃焼の基本特許を中心に大

企業でも驚く完璧に近い他社参入を阻止する特許群

を形成することができた. その理由は基本特許の出

願の段階で先行技術を調査したところ、自社技術以

外に先行技術となるものがないことが分かった。こ

のため、自社出願が公開されない限り先行技術とさ

れるものがない以上、自社の先行出願が出願後公開

されるまでに先行出願に関する改良発明の出願をす

ることで自社の先行出願が障害とならないようにし

た。これを 18 ヶ月ごとに繰り返すことで自社出願

が障害とならず基本特許の周辺を特許化することが

できた。このためには基本特許に基づく開発計画を

立て要素技術となるものから開発成果を検討し出願

の優先順位を考慮して出願するポートフォリオが実

現した。その結果、基本特許に続く後続周辺特許が

基本特許と時間差を持って成立し、今後基本特許が

存続期間満了して消滅しても周辺の後続特許が乾溜

ガス化燃焼技術を支配しているため他社参入を阻止

する期間を延長する構造となっている。このように

基本特許に続く周辺特許を効率よくまた他社参入を

阻止する構造の特許群（図 3）として形成できれば

特許による市場優位を確立することができる。同時

に、この技術は、特許以外に焼却制御に必要なプロ

グラムのブラックボックス化が他社の模倣を排除し

ている。 
実際のところ基本特許成立後に一時的に乾溜ガス
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化燃焼技術の産業廃棄物焼却炉の技術分野に参入者

があったもののその後は全くキンセイ産業の寡占状

態にある。 
キンセイの知財戦略としては次の点が指摘できる。 

①特許ポートフォリオの実行 
基本特許を中心としたパテントマップを構築して

いる。その製品の差別化と知的財産により、模倣品

への対抗が可能となっている。これにより乾留ガス

化燃焼炉において世界でオンリーワンの企業となる。 
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図 3 中小企業の特許群の形成事例 
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3.3 個人発明家の知財支援 

米国国務省・NASA・米国国際開発局・NIKE社

が組織する「LAUNCH：BEYOND WASTE」は、

『地球と宇宙のゴミ問題を解決するイノベーショ

ン』を世界から公募したが、日本から応募した小松

道男氏の生分解性樹脂の量産成型技術が最終9の一

つとして選ばれた。さらに7月20日から22日まで、

NASA「JET PROPULSION LABORATORY」で

開催された Forum において、それぞれプレゼンテ

ーションを行い、投票の結果、小松氏が「Innovator 
of Innovators (グランプリ)」に選出された。 
この開発は、インシャルの開発資金を NEDO 提

案型公募研究で、その後の資金を戦略的基盤技術高

度化支援事業（サポイン事業）から得て、実証実験

は豊橋の中小企業とタイアップし、技術開発の支援

のために、射出機メーカー、金型メーカー、材料の

専門家である大学の研究者、弁理士などを組織して

研究開発委員会を運営し、事業全体を地域技術開発

事業団が管理することで、開発事業が順調に進めら

れ技術を完成した。 

図 6 個人ベンチャー企業の技術開発への知財支援 

 
そこでは、毎月の研究開発会議で知財に関する検

討会を行い、開発の状況を踏まえて先行技術調査を

行い、権利化を進めた。その結果、技術の完成度と

知財ポートフォリオの構築で事業性が高く評価され

た事例である。 
個人の発明家がエジソンのように成功することは

極めて稀である。しかし、この事例に見られるよう

に、国の資金を活用し、実証実験ができるパートナ

ーを得て、さらに、研究開発を支援する専門家集団

を組織し、開発のロードマップをしっかり管理して

開発を進めれば、個人発明家でも事業を立ち上げら

れることを示している。知財については、全て個人

帰属にして集中させ、一部上場会社にライセンスし

て製品を生産している。この事例でも、初期の研究

開発段階から弁理士と連携し、特許調査などを受け

ながら開発を進めることで、開発が順調に進展し、

また、効率よく知財のポートフォリオを構築するこ

とができた。 
 

3.4 地域コンソーシアムの知財支援 

福島の中小企業のコンソーシアムが 1 年間で 1m
Ωの抵抗の量産技術を完成した。この開発事業は経

済産業省の戦略的基盤整備事業（サポイン事業）に

採択されて、国の補助金を活用し福島県の中小企業

4 社と山形大学・ハイテクプラザ（福島県公設試）

が協力して開発したものである。開発企画をしたの

は、いわき市のシンテックという企業である。この

開発には抵抗を作る合金が必要である。二本松市に

この合金の生産とその成形ができる合金製造企業が

あり、成形品を絶縁するために熱硬化性樹脂のアウ

トサート成形が必要であるが、この技術がある企業

が矢吹町にあり。この製品の品質を管理できる企業

が玉川村にいて、地域の中小企業群が開発のコンソ

ーシアムを形成して開発に成功した事例がある。 
個々の参画企業は中小企業の技術集団で自ら技術

開発の経験が乏しいところを、ハイテクプラザがこ

れを支援し、熱硬化性樹脂のアウトサート成形の量

産技術を山形大学工学部が支援して開発を促進した。

この事業では当初、開発技術について特許調査をし

たところ、先発企業の特許が障害になることが判明

し、その後、特許事務所の指導で障害を回避すると

共に、さらに新規な独創技術の開発に成功した。 

図 7地域中小企業のコンソーシアムによる開発事業

の支援 

 
多数のプレーヤーが参加した開発事業であるが、

弁理士の指導で、そこで創出された発明等の知財の

権利は中心たるシンテックに帰属を集中して権利を

一体として取り扱えるようにすると共に、各プレー
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ヤーに実施権を与え、互いに制限されないようにし

ている。 
この成功の背景には、選択された技術シーズが良

かったこともあるが、独立した中小企業のプレーヤ

ー、大学、公設試を組織し、毎月の開発会議（研究

開発委員会）を指導して開発を推進したプロデュー

サーの力が大きい。 
地域にも技術力のあるプレーヤーはたくさんいる。

このプレーヤーの力を結集すれば、1 社ではできな

い新しい技術を開発し事業化ができることを示す事

例である。そのためには、地域の企業の力を知り、

多くのプレーヤーをマッチングしコーディネートし、

研究開発をドライブし、それを取りまとめ、新たな

事業創出に努力する人(プロデューサー）が必要であ

ることを示している。 
 

3.5 課題解決型の企業と病院との連携事業の知財

支援 

「日本発の高性能医療機器を世界へ」との目標で

ベンチャーが福島県立医大と手術用機材を共同開発

した。これは経済産業省の平成 25 年度の「課題解

決型医療機器の開発・改良に向けた病院企業間の連

携支援事業」に採択されて開発事業を進めたもので

ある。 
この開発対象の製品は、これまで日本で製造され

たことがなく多くが海外からの輸入品であり、これ

までの他社の開発状況が不明なため、まずは自らの

開発技術の先行技術調査を行い、そのパテントマッ

プを作成し、今後の開発の方向を決定することから

始めた。その結果、意外とこの製品に関する他社の

開発状況は未だ初期の段階であることが判明し、今

後の市場参入のタイミングとしては悪くないことが

分かった。パテントマップの解析では、自社技術と

競合する他社技術は見当たらず、自社技術の開発を

進めることに優位性があることが判明した。（図8）
その後、技術開発を進めて製品を完成した。 
このようにベンチャーなどにとって開発を進める

ためには知財情報を解析し、自社の技術の開発の評

価を行うことは有用である。 
 
 
 
 
 
 

図 8 パテントマップによる開発技術の解析事例 

 

4．今後の支援活動への課題 

中小・ベンチャー企業への知財支援を行うについ

て、2つの課題を指摘できる。 
1 つは開発した技術の知財化には多くの費用が必

要である。国内のみならず海外での権利化を目指す

ためには高額の費用が必要となり、さらに、知財係

争などに巻き込まれると膨大な費用が掛かる。 
最近の国の研究開発支援事業でも知財の予算を計

上することができるようになり、さらに、国内出願

への中小・ベンチャー企業への特許庁の費用の軽減

処置、海外出願や海外での模倣品対策のための補助

金制度などが整備されてきているが、未だ十分でな

く結局は途中で断念してしまう事例などが多くみら

れる。 
国の補助金などには支援の限度があるのはやむを

得ない。これを克服するのはなかなか難しいが、こ

れまでの成功事例を見ると、技術の開発と事業の成

長がうまくリンクしている。この点で研究開発をい

かに事業成長に結びつける好循環にする知財マネジ

メントの深化が必要である。 
2 つ目は開発した成果を市場に結び付けるところ

で多くの中小・ベンチャーが苦労している。特に新

規の製品の場合には、市場に認知され受け入れても

らうまでに多くの労力と時間を要すると事業を継続

できなくなることが多い。どこまでを自前の事業と

して成長させるか、ライセンスして他社の力を借り

るか、時には早期にM&Aなどで事業化力のある企

業へ売却するなどの選択が必要となるであろう。そ

の際には、しっかりした知財ポートフォリオがない

と、受け入れる企業を探すことが難しくなる。中小・

ベンチャー企業の知財支援では、この点を充分に意

識したものを目指すことが重要であるが、このよう

な経験の蓄積を増加させることが期待される。 
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論点整理 

＜論点整理について＞ 

2012‐2013 年度「制度委員会」では、起業家か

らお聞きした話を「ケーススタディ」のための「ケ

ース」として会報に掲載した上で、制度委員会委員

長である私・秦が巻末にそのケースを学ぶ際のディ

スカッション・ポイント及び補足コメントを「ティ

ーチングノート」として書かせて頂いた。 
2014年度から始まった「制度委員会」の新たなテ

ーマである「日本における起業家・ベンチャー支援

の現状と課題」の下での制度委員会の議論について

は、ゲスト講師の話を「事例紹介」の「事例」とし

て掲載すると同時に、前回までの「ティーチングノ

ート」に代わって「論点整理」を付けさせて頂いた。

それは、日本における起業家・ベンチャー支援活動

に関して、「事例」をお読み頂いた方々にも考えて頂

きたい論点を挙げさせて頂き、私なりのコメントも

付け加えることで、皆さんと一緒に議論を深めてい

きたいと考えているからである。 
そうしたプロセスを通じて、日本での起業家・ベ

ンチャー支援活動に対する理解が深化し、活動自体

がより効率的なものになる中で、新たな支援組織や

団体、そして新たな支援者が数多く生まれることを

願っている。 
 

論点整理 

今回のケースは、特許業務法人創成国際特許事務

所所長で弁理士の佐藤辰彦氏の知財支援についての

ケースである。特許業務法人、弁理士というと一般

的には馴染みが薄い法人であり専門家なのではない

だろうか。しかし、ベンチャー企業、とりわけエレ

クトロニクスやバイオベンチャーなど製造業の技術

系ベンチャー、最近では様々なソフトエェアなど無

形の知的財産をベースにしたベンチャーにとっても、

知財という事業のコアになる経営資源を戦略的に経

営に生かしていく上で、特許業務法人や弁理士とい

った専門機関・専門家は、ベンチャー支援者として

極めて重要な存在であり、貴重な役割を担ってくれ

ているのである。 
このケースで著者の佐藤辰彦氏は、一般的に馴染

みが薄いと思われる弁理士の業務について、特に中

小企業・ベンチャー企業を念頭に置いた上で、基本

的な業務内容から最近必要とされている業務内容ま

で、丁寧な説明を行ってくれている。加えて、知財

支援の実際の事例を紹介しつつ、最近の幾つかの事

例を通じて、知財支援の具体的なあり方、成功する

支援の進め方などについて学ぶことが出来よう。 
 

論点 1 弁理士の業務とは 

論点の第一は、弁理士の業務とは何なのか、とい

う点である。 
まず佐藤氏は、弁理士のコア業務は「特許・実用

新案・意匠・商標の権利の創設と保護」にあるとさ

れる。同時に、「著作権法・不正競争防止法・種苗法

などの権利保護の業務を行っている」とされる。 
より具体的には、まず大学や企業が開発した発明

などについて、特許庁への特許出願の書類を作成し

代理人として出願を行う。これがメインの業務であ

るとする。 
上記のメイン業務に関連して、「特許庁の出願審査

の処分に対して不服があるときには、特許庁の審

査・審判で争い、さらには知財高裁、最高裁まで代

理して争う。成立した産業財産権が侵害されたとき

には、弁護士と協同訴訟代理人として法廷で争う」。 
このように、弁理士の中心的な業務は、技術発明

などの開発者の代理人として特許などの権利を認め

てもらうべく出願審査を申し出て権利を創設するこ

とであり、その結果に不服があれば代理人として知

財高裁、さらには最高裁まで争い、また認められた

知的財産権が侵害された時にも代理人として法廷で

争うことなのである。 
事実、弁理士、ないしは弁理士事務所の多くは、

以上のコア業務の遂行だけを請け負ってきたといっ

てよいようだ。 
しかし、最近ではその業務を拡大させ、知財を経

営戦略の一つとするために、業務依頼企業の研究開

発段階から支援に加わり、依頼企業が権利申請を考

えている技術分野の先行技術調査や、他社の権利を

侵害しないためのクリアランス調査なども行うとこ

ろも出てきている。同時に、そうした弁理士事務所

では依頼企業の研究開発を効率的に進めるためにパ

テントマップの作成も行う。 
中でも中小・ベンチャーを対象とした業務に関し

ては、知財戦略のマネジメントに長けた人材が不足

している場合が多いため、弁理士が研究開発の早い

段階から支援を開始し、研究開発についての情報交

換を依頼企業と行い適切なアドバイスをしながら技

術の知財化をはかることも行う。加えて、中小・ベ

ンチャーの場合は、知財人材育成といったことも行

い、依頼先の企業からインターンシップを弁理士事
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論点整理 

＜論点整理について＞ 

2012‐2013 年度「制度委員会」では、起業家か

らお聞きした話を「ケーススタディ」のための「ケ

ース」として会報に掲載した上で、制度委員会委員

長である私・秦が巻末にそのケースを学ぶ際のディ

スカッション・ポイント及び補足コメントを「ティ

ーチングノート」として書かせて頂いた。 
2014年度から始まった「制度委員会」の新たなテ

ーマである「日本における起業家・ベンチャー支援

の現状と課題」の下での制度委員会の議論について

は、ゲスト講師の話を「事例紹介」の「事例」とし

て掲載すると同時に、前回までの「ティーチングノ

ート」に代わって「論点整理」を付けさせて頂いた。

それは、日本における起業家・ベンチャー支援活動

に関して、「事例」をお読み頂いた方々にも考えて頂

きたい論点を挙げさせて頂き、私なりのコメントも

付け加えることで、皆さんと一緒に議論を深めてい

きたいと考えているからである。 
そうしたプロセスを通じて、日本での起業家・ベ

ンチャー支援活動に対する理解が深化し、活動自体

がより効率的なものになる中で、新たな支援組織や

団体、そして新たな支援者が数多く生まれることを

願っている。 
 

論点整理 

今回のケースは、特許業務法人創成国際特許事務

所所長で弁理士の佐藤辰彦氏の知財支援についての

ケースである。特許業務法人、弁理士というと一般

的には馴染みが薄い法人であり専門家なのではない

だろうか。しかし、ベンチャー企業、とりわけエレ

クトロニクスやバイオベンチャーなど製造業の技術

系ベンチャー、最近では様々なソフトエェアなど無

形の知的財産をベースにしたベンチャーにとっても、

知財という事業のコアになる経営資源を戦略的に経

営に生かしていく上で、特許業務法人や弁理士とい

った専門機関・専門家は、ベンチャー支援者として

極めて重要な存在であり、貴重な役割を担ってくれ

ているのである。 
このケースで著者の佐藤辰彦氏は、一般的に馴染

みが薄いと思われる弁理士の業務について、特に中

小企業・ベンチャー企業を念頭に置いた上で、基本

的な業務内容から最近必要とされている業務内容ま

で、丁寧な説明を行ってくれている。加えて、知財

支援の実際の事例を紹介しつつ、最近の幾つかの事

例を通じて、知財支援の具体的なあり方、成功する

支援の進め方などについて学ぶことが出来よう。 
 

論点 1 弁理士の業務とは 

論点の第一は、弁理士の業務とは何なのか、とい

う点である。 
まず佐藤氏は、弁理士のコア業務は「特許・実用

新案・意匠・商標の権利の創設と保護」にあるとさ

れる。同時に、「著作権法・不正競争防止法・種苗法

などの権利保護の業務を行っている」とされる。 
より具体的には、まず大学や企業が開発した発明

などについて、特許庁への特許出願の書類を作成し

代理人として出願を行う。これがメインの業務であ

るとする。 
上記のメイン業務に関連して、「特許庁の出願審査

の処分に対して不服があるときには、特許庁の審

査・審判で争い、さらには知財高裁、最高裁まで代

理して争う。成立した産業財産権が侵害されたとき

には、弁護士と協同訴訟代理人として法廷で争う」。 
このように、弁理士の中心的な業務は、技術発明

などの開発者の代理人として特許などの権利を認め

てもらうべく出願審査を申し出て権利を創設するこ

とであり、その結果に不服があれば代理人として知

財高裁、さらには最高裁まで争い、また認められた

知的財産権が侵害された時にも代理人として法廷で

争うことなのである。 
事実、弁理士、ないしは弁理士事務所の多くは、

以上のコア業務の遂行だけを請け負ってきたといっ

てよいようだ。 
しかし、最近ではその業務を拡大させ、知財を経

営戦略の一つとするために、業務依頼企業の研究開

発段階から支援に加わり、依頼企業が権利申請を考

えている技術分野の先行技術調査や、他社の権利を

侵害しないためのクリアランス調査なども行うとこ

ろも出てきている。同時に、そうした弁理士事務所

では依頼企業の研究開発を効率的に進めるためにパ

テントマップの作成も行う。 
中でも中小・ベンチャーを対象とした業務に関し

ては、知財戦略のマネジメントに長けた人材が不足

している場合が多いため、弁理士が研究開発の早い

段階から支援を開始し、研究開発についての情報交

換を依頼企業と行い適切なアドバイスをしながら技

術の知財化をはかることも行う。加えて、中小・ベ

ンチャーの場合は、知財人材育成といったことも行

い、依頼先の企業からインターンシップを弁理士事
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務所に受け入れることも行っている。 
先述したように、多くの日本の弁理士は知的財産

の権利化、つまり権利の創設というコア業務だけを

行っているようだが、佐藤氏はこれからの弁理士の

業務は、企業の研究開発から事業化までの知財に関

する総合的な支援である必要があるとしている。 
弁理士業務のコアは確かに知的財産の権利化業務

であるとしても、その権利化業務の過程で対象技術

についての様々な要素を深く理解することになる。

それは、その知財の活用や係争に対する備えをする

ことに繋がり、戦略的には、その知財一つを強化す

るだけではなく、周辺の複数の技術を総合的に権利

化すること、つまり知財ポートフォリオの構築を通

じて事業を支えることに繋がる。そうした知財ポー

トフォリオの構築を実現するために弁理士は、権利

創設前の研究開発段階から企業に入り込んで活動を

開始し、事業化までを支援する総合支援が求められ

ている。 
弁理士の総合支援を言い換えると、弁理士の権利

化業務の水平・垂直展開によるウイング拡大という

ことになる。より具体的には以下のように説明され

よう。 
第一は、支援する技術領域を先端技術にまで拡大

し、同時に国際的な権利化業務をグローバルに展開

すること。第二は、開発や生産現場のみならず対象

を経営層にまで拡大し、経営や会計にも明るいコン

サル型弁理士を目指すこと。第三は、権利化業務だ

けに留まらず、知財戦略の指導や知財人材育成指導

業務にも踏み込むこと。最後は、知財問題の解決能

力に加えて交渉能力も強化し、ソリューション提供

型弁理士を目指すことである。 
 

論点 2 中小・ベンチャーへの知財支援の事例から学

ぶもの 

第二の論点は、このケースに書かれている中小・

ベンチャーへの知財支援の5つの事例から学べる点

は何かという点である。 
事例 1 特許ポートフォリオ構築の意義 

環境規制の強化を予測し、直燃式焼却に代わる産

業廃棄物の新しい焼却技術＝乾留ガス化燃焼技術を

開発したのが㈱キンセイ産業、その基本特許完成ま

でには約10年の歳月を要している。 
直燃式焼却が主流であった当時、他社の新たな焼

却技術についての関心は薄く、乾留ガス化燃焼技術

についても先行技術はなく、開発はキンセイ産業の

独壇場の状況であった。つまり、乾留ガス化燃焼技

術の基本特許出願時に先行技術調査をした所、自社

技術以外に先行技術がないことが分かったのである。

そのため、自社技術の特許出願が公開されない限り

先行技術とされるものがない以上、自社の技術が公

開される前に次々と周辺技術を権利出願し、基本特

許のみならず、その周辺技術をも特許化することを

狙った。周辺技術の権利化にあたっては、基本特許

に基づく開発計画を立て、要素技術の開発成果の評

価を行った上で優先順位をつけながら出願する形が

採られた。その結果、基本特許に続く周辺技術の特

許が時間差を持って成立し、基本特許が存続期間満

了で消滅しても、周辺技術の特許で長期に亘って乾

留ガス化燃焼技術への他社参入を阻止する構造が出

来上がった。 
この事例は、基本特許と後続する周辺特許を独占

できる特許群＝特許ポートフォリオが形成できれば

市場優位を確立できることを示す事例といえよう。

特許群の形成には約 20 年という長い年月がかかっ

たが、その間製品開発は順調に進展し事業も順調に

発展した。 
この事例は、初期の開発から、開発者の社長と弁

理士の連携が上手くいった事例といえよう。 
事例 2 ブラックボックス戦略の意義 

次の事例は、技術特許を申請するよりも技術をブ

ラックボックス化することで成功した事例である。 
技術特許を申請し認められるとその技術は公開さ

れる。その場合、その技術そのものには権利が発生

し他社が模倣することは出来ないが、他社が特許化

され公開された技術を見て周辺技術を開発しそれを

特許化した場合、当初に権利化した技術が事業に生

かされないケースもあるのである。その場合は、当

初の技術を特許化し公開するより、ブラックボック

ス化した方が事業的に意味があることになる。 
第二の事例は、そうした事例である。具体的には

分析機器クロマトグラフィーの部品・付属品の開発

会社で、従業員 30 名程度、生産設備を持たないフ

ァブレス先端企業の事例である。この企業は開業以

来弁理士と連携しながら開発技術の知財ポートフォ

リオの構築を行っている。この結果、製品は知財に

守られており大手でも手が出せない。その結果、世

界の有力分析機器メーカーが当該社の製品を委託販

売してくれている。 
ただ、この企業の「ピャピラリーカラム」は、製

造方法を特許化することなくブラックボックスの形
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にしている。特許化するか、ブラックボックス化か、

この意思決定も弁理士との相談の上に行った。この

企業においてもリバースエンジニアリングで製法が分

かる製品については特許出願して権利化を図っている。 
技術を特許化してオープンにするか、ブラックボ

ックス化してクローズにするかは、特許戦略の重要

な課題の一つだといってよい。 
事例 3 個人発明家の発明を事業開発に結びつける

知財支援 

次のケースは、個人の発明を弁理士の指導の下に

事業化に結びつけた事例である。 
具体的には、発明家である小松道男氏が開発した

「生分解性樹脂の量産成形技術」の事業化である（こ

のケースは「日本ベンチャー学会 会報 Vol.58」で

紹介した）。 
この技術は、ケース本論にもあるように、米国国

務省・NASA・米国国際開発局・NIKE社が組織す

る「LAUNCH：BEYOND WASTE」が公募した「地

球と宇宙のゴミ問題を解決するイノベーション」の

グランプリに選ばれた技術である。 
この技術は、ケース本論にあるように開発資金を

NEDO提案型公募研究から、その後の資金を戦略的

基盤技術高度化支援事業（サポイン事業）から得た

上に、事業開発においては、射出機メーカー、金型

メーカーなど関係者が組織する研究開発委員会が設

けられ、事業全体を地域技術開発事業団が管理する

ことで進められた。加えて実証実験も地域の中小企

業とタイアップして行われた。 
毎月の研究開発委員会では知財に関する検討会も

行われ、開発状況に応じて先行技術調査を行い権利

化が進められた。その結果、知財ポートフォリオの

構築もあり、よりその事業性が高く評価された。現

在では、上場会社にライセンス生産を行ってもらう

ことで事業化が進められている。 
この事例は、個人の発明家が開発した技術におい

ても、弁理士が当初の研究開発段から手を貸すこと

によって、事業化に向けた様々なコーディネートが

図られ、事業開発体制が整備されることを示している。 
事例 4 地域コンソーシアムにおけるプロデューサ

ーとしての知財支援 

先の事例3では個人が開発した技術の権利化と事

業化に成功した事例であった。事例4は、それに対

して個人ではなく、地域の中小企業数社がコンソー

シアムを形成し開発事業に成功した事例である。こ

の場合も弁理士が重要な役割を果たしている事例は、

福島県の中小企業4社のコンソーシアムが山形大学

及びハイテクプラザ（福島県公設試）の協力の下に

進めた 1mΩの抵抗の量産技術開発である。中心と

なったのが福島県のいわき市にあるシンテックとい

う企業で、同じく福島県内に立地する中小企業3社

と組んで開発に成功した。 
この開発事業では当初先発企業の特許が障害にな

ることが分かり、その障害の回避のために弁理士の

指導を仰いだ。結果的には、障害の回避が出来たと

同時に、新規の独創技術の開発にも成功した。 
この開発事例では、知財の権利は中心的な存在で

あったシンテックに帰属を集中させ権利を一体とし

て取り扱えるようにすると同時に、コンソーシアム

各社には実施権を与える形にしている。 
地域には技術力のある企業は少なくない。ただ、

単独の企業だけでは大きな技術開発を行って事業化

に持っていくのは難しい。地域の企業の力量をよく

知るプロデューサーがその中の数社をマッチングし

て研究開発をドライブし、取りまとめることは大き

な意味を持つ。この事例は、そのプロデューサー役

に弁理士があたり成功した事例といえる。 
事例 5 ベンチャーにとって意味のあるパテントマ

ップの作成と開発の方向性の決定 

最後の事例は、ベンチャーが医科大学と組んで手

術用機材を共同開発した事例である。この場合の弁

理士の役割は、開発技術の先行技術調査を行い、そ

のパテントマップを作成、それによりその後の開発

の方向を決定することにあった。 
事例の手術用機材の開発においては、他社の開発

状況の調査によって他社も開発は初期段階であるこ

とが分かった。また、パテントマップの解析で自社

技術の開発を進めることに優位性があることも分か

った。 
このように、弁理士によって知財情報の解析を行

い自社技術の開発の評価を行うことは、リスク負担

力の小さなベンチャーにとっては重要な作業の一つ

だといってよかろう。 
 

論点 3 弁理士による知財支援の課題 

論点の3つ目は、これからの中小・ベンチャーへ

の知財支援の課題は何かという点である。ケース本

文を読めば分かるように、佐藤氏は2点の課題を挙

げている。 
第一は、技術の権利化、知財化には相当な資金が

必要となる。中でも知財係争にでも巻き込まれると
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にしている。特許化するか、ブラックボックス化か、

この意思決定も弁理士との相談の上に行った。この

企業においてもリバースエンジニアリングで製法が分

かる製品については特許出願して権利化を図っている。 
技術を特許化してオープンにするか、ブラックボ

ックス化してクローズにするかは、特許戦略の重要

な課題の一つだといってよい。 
事例 3 個人発明家の発明を事業開発に結びつける

知財支援 

次のケースは、個人の発明を弁理士の指導の下に

事業化に結びつけた事例である。 
具体的には、発明家である小松道男氏が開発した

「生分解性樹脂の量産成形技術」の事業化である（こ

のケースは「日本ベンチャー学会 会報 Vol.58」で

紹介した）。 
この技術は、ケース本論にもあるように、米国国

務省・NASA・米国国際開発局・NIKE社が組織す

る「LAUNCH：BEYOND WASTE」が公募した「地
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事例の手術用機材の開発においては、他社の開発

状況の調査によって他社も開発は初期段階であるこ

とが分かった。また、パテントマップの解析で自社

技術の開発を進めることに優位性があることも分か

った。 
このように、弁理士によって知財情報の解析を行

い自社技術の開発の評価を行うことは、リスク負担

力の小さなベンチャーにとっては重要な作業の一つ

だといってよかろう。 
 

論点 3 弁理士による知財支援の課題 

論点の3つ目は、これからの中小・ベンチャーへ

の知財支援の課題は何かという点である。ケース本

文を読めば分かるように、佐藤氏は2点の課題を挙

げている。 
第一は、技術の権利化、知財化には相当な資金が

必要となる。中でも知財係争にでも巻き込まれると
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中小・ベンチャーでは手におえない額になる危険性

もある。様々な知財関連の公的資金はあるものの十

分ではない。こうした資金の問題を克服するために

は、技術開発を事業成長にどのように上手く結び付

けられるか、つまり、研究開発・技術開発をできる

だけ効率的に事業開発に繋ぎ、無駄な費用をかけず

に新しい事業創造を行うか、そのための知財マネジ

メントの深化が課題の第一。 
第二は、中小・ベンチャーの場合、知財開発の成

果が市場に認知され受け入れられリターンを生むま

でには一般的に時間がかかる。そのため時として、

自前での開発を続けるべきか、ライセンスすべきか、

あるいはM&Aで売却すべきか、選択を迫られるこ

とがある。 
その場合、しっかりとした知財ポートフォリオが

構築されているならば受け入れ企業を探すのも簡単

になる。その意味でも、知財ポートフォリオ構築を

強く意識した支援活動を行うことが第二の課題とな

ると指摘している。 

（日本ベンチャー学会会報Vol.68掲載） 
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（4）月例委員会（2014年 7月 28日） 

「実践型インターンシップを定着させた

NPO法人 ETIC.の 20年間 

～日本におけるソーシャルアントレプ

レナー育成のインフラに成長～」 

秦 信行（制度委員会委員長、國學院大學教授） 

松田 修一（制度委員会オブザーバー、早稲田大学

名誉教授） 

田村 真理子（制度委員メンバー、日本ベンチャー

学会事務局長） 

ケース作成協力 

ケースは、2014年度制度委員会（7月 28日、秦

信行委員長）において、学会顧問松田修一の紹介で

講演をしていただいたNPO 法人ETIC.（エティッ

ク）代表理事宮城治男氏のプレゼン及び資料、その

後の委員会での質疑応答、 ETIC.20 周年

（2014.4.20）関係資料等に基づき作成したものであ

る。なお、当該委員会での情報収集だけでは不足し

ていた内容については、宮城氏からの情報提供によ

り作成した。ご協力いただいた宮城氏及びETIC.の
方々に感謝いたします。なお、ケースは、 ETIC.
及び宮城氏の事業活動の軌道を整理したものであり、

その良否を論じたものではない。 
 

ケース概要 

1993 年 4 月早稲田大学学生でアントレプレナー

勉強会からスタートした現在の NPO 法人 ETIC.
（代表理事宮城治男氏）は、1990年平成のバブルが

崩壊し、産官学が一体となった運動体が始まった日

本の第三次ベンチャーブームやビットバレーの渦中

で、一貫して「人をつくる、社会をつくる、日本を

つくる」を目指して、学生とアントレプレナーを結

ぶ長期実践型インターンシップの推進を全国で展開

してきた。この全国的な活動は、行政や地域自治体

からも注目され、公と民の役割分担を担うソーシャ

ルビジネスリーダーの育成に協力してきた。彼らの

機動力ある行動が最も力を発揮したのは、2011.3.11
の東日本大震災直後からである。発生の3日後には、

「緊急支援（つなプロ）」である、被災者とNPOを

つないで支える合同プロジェクトに参画し、東京の

事務局を引き受けた。5年後も10年後も若者たちが

集い、起業家精神溢れる東北のための支援を次々と

行っている。支援参加者は、ETIC.の各種プロジェ

クトにかかわった 30 歳代の若者たちである。この

ケースでは、学生の勉強会時代から、一緒に活動し

ている鈴木敦子氏(理事・事務局長)や山内幸治氏(理
事・事業統括ディレクター)氏と共に歩んだ 20 年間

の宮城治男氏の軌道と ETIC.の活動を、宮城氏や

ETIC.の志、その当時の時代背景、バックアップし

ている協力者、具体的な活動内容と共に整理した。 
 

１. NPO法人 ETIC.（エティック）の沿革と概要 

1972年、ETIC.の創立者宮城治男氏は、徳島県で

地場スーパーマーケットを営む宮城家の次男として

生まれた。9歳年上の長男がスーパーを継いだので、

次男である宮城治男氏は、何者にも拘束されない自

由な行動が可能であった。メディアの持っている社

会的影響力に興味のあった宮城氏は、早稲田大学第

二文学部に進学し、昼間マスメディアでアルバイト

をし、夜大学に通う生活をしていた。アルバイトの

スタート後まもなく、メディアが社会を変えられる

ような場所ではないと気づき、子供塾のような私塾

に夢中になった。早稲田大学2年生で学生のアント

レプレナー勉強会をスタートしたのが 1993 年 4 月

である。早稲田大学アントレプレヌール研究会（代

表世話人松田修一）がスタートした時でもあり、大

学教員や実務家の研究会と学生との交流が始まった。

その後現在に至るまでのETIC.の簡単な軌道と現在

の法人概要を示すと、次の通りである。 

図表 1 NPO法人 ETIC.の軌道と現在の概要 

 
2. ストイックとも仙人とも言われる宮城治男氏の志 

長期実践型学生インターンシップの草分けである
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ETIC.は、インターンシップ生の中から多くの IPO
を果たした起業家を輩出してきた。宮城氏は、メン

ターとして多様かつ多くの起業家のスタートアップ

期にかかわってきたが、エンジェルとして資本参加

をしてキャピタルゲインを得ることもなかった。日

本におけるアントレプレナーのインフラづくりの場

を提供することに専心して、ETIC.を20年間発展・

維持させてきた。このような宮城氏の有りようは昔

と変わることなく、周りの者は、親愛と敬愛の念を

込めて、ストイックなヒトとも仙人とも呼んでいる。

熱弁を振るうでもなく、飄々とした容貌で、淡々と

「人生のやりがいとは何か、人間が進化し、世の中

が変わるということはどういうことか」に興味があ

ったと語る姿こそが、経済的利害関係にかかわらず、

多様な方々の協力を得る根幹かもしれない。 
早稲田大学卒業者で先輩の福島正伸氏が行ってい

た就職予備校（1988年設立）の講演活動の勧誘のア

ルバイトをしていたことが、宮城氏が多くの大学生

とのつながりができた第一歩である。当時は、ファ

ックス普及前であり、夜遅くもっぱら電話勧誘であ

る。男女学生を問わず勧誘の電話を入れていたので、

変な男から電話と女子学生の親から勘違いされたこ

とが多々あった。また福島氏が、就職予備校をアン

トレプレナーセンター（1995年）に衣替えをし、ベ

ンチャーエンタープライズセンター（VEC）の起業

家精神涵養事業（委員長松田修一）の一環で全国セ

ミナーを受託していた。宮城氏はこの再受託で全国

各地を講演したことが、ETIC.の全国ブランドづく

りに役立ったと述懐している。 
 

3. ETIC.スタート時を支えた先輩起業家 

日本が世界を制覇したと勘違いした平成のバブル

が 1990 年に崩壊したが、日本の経済危機を乗り越

え、ベンチャーを成長軌道に乗せた若き起業家達は、

大企業の苦戦をしり目に、後進としての学生に対し

て気軽にエールをおくってきたのである。1994年3
月に発足した「学生アントレプレナー連絡会議」は、

「就職ちょっと待ったシンポジウム」等を開催し、

約200人の学生を集め、学生の自律を促す起業支援

セミナーや勉強会を開催した。このような学生対象

のセミナーや勉強会に、気軽に講師として参加した

のが、当時の日本ソフトバンクの孫正義氏、ワタミ

の渡邉美樹氏、CCCの増田宗昭氏等の若き起業家達

である（図表2）。 
 

図表 2 初期の ETIC.を支援した主たる起業家 

 
少し前まで学生であった先輩起業家達は、現役の

学生の活動には、理解を示し、全面的に協力する姿

勢がある。彼らは、新たな事業や市場を切り開いて

いく過程に、多くの障害や規制・抵抗にあっている。

後輩たちに少しでもこの障害を取り除き、乗り越え

る手法を伝えたいという意識は強い。また、この時

代に日本では「ベンチャー企業」に関する講座を持

っている大学は十数校にしかすぎず、多くの学生も

手探りで、自ら情報を収集しなければならない時代

であった。 
 

4. 学生アントレプレナー連絡会議から ETIC.へ 

1995年は、平成のバブル崩壊が明確になり、産官

学が一体となって創業・ベンチャー企業を支援する

スキームが動き始め、第三次ベンチャーのスタート

した年である。出る杭をさらに伸ばすことを目的と

して中小企業創造活動促進法（正式には「中小企業

の創造的事業活動の促進に関する臨時措置法」）が施

行された。従来の中小企業行政は、中小企業全体の

底上げを目的としていたが、研究開発やその事業化

を目指す「創造的事業活動」をする中小・ベンチャ

ー企業を認定し、支援を加速しようとする法律であ

る。 
このような戦後の中小企業行政の大きな転換期に、

学生の横連携組織としてのネットワークをスタート

した「学生アントレプレナー連絡会議」には、経済

産業省(現経済産業審議官の石黒憲彦氏ほか)も注目

し、公的支援も得ながら、多くのプロジェクトや事

業を立ち上げた（図表3）。 

図表 3 学生アントレプレナー連絡会議の活動 

 



 44 

学生アントレプレナー連絡会議」は、このような

経緯で学生のクラブ活動からスタートした。学生サ

ークルは、先輩の卒業と同時に後輩が引き継ぐのが

普通であるが、気が付いてみると周りの学生は卒業

し、宮城代表の代わりをする学生もいなかったのが

現実である。発足当時から「志とニュートラル」を

活動の軸とし、理事の鈴木敦子氏が発足当時から事

務局機能を一手に引き受け、多くの方々の支えで、

資源が集まり、活動を充実してきた。学生団体から、

1997年6月、NPO事業団体へ移行するために、「学

生アントレプレナー連絡会議」からETIC.（エティ

ック）に名称を統一した。NPO法人化は、2000年

3月である。 
収益を上げないと維持が困難であるETIC.は、有

料のセミナーやインターンシップの斡旋業務、経済

産業省などの調査委託業務等の活動で収益をあげて

きた。その後、出版物（「インターンシップ活用術」

日経事業出版、1998年7月）、人材育成対象プログ

ラムを食・農・環境等へ拡大した。 
ETIC.は、1997年から現在まで続いている「アン

トレプレナー・インターンシッププログラム」を日

本で初めてスタートさせた。これは、起業家予備軍

の直接支援よりも、ベンチャー企業とは具体的にど

のような活動をしているかを、学生を中心に若者に

広く実践体験させることが、アントレプレナーが社

会的に正当に評価され、ベンチャー企業に挑戦する

起業家予備軍を増加させることになると気づいたか

らである。単にベンチャー企業にアルバイトとして

紹介するのではなく、大学と提携し、ベンチャー企

業とのネットワークを活用して、学生を長期滞在型

で、ベンチャー企業の構成員としての役割を分担さ

せるプログラムである。インターンシップを終えた

学生有志を中心に「プロを目指す学生たち」という

メルマガ(2000年)を創刊し、インターンOBのネッ

トワークも形成されてきた。 
 

5. ビットバレー事務局長を経て、「社会を良くする、

未来 

本来、「社会を良くする、未来を切り拓く人材育成」

に興味があった宮城氏は、長期滞在実践型のインタ

ーンシップを学生向けに軌道に乗せたが、これは「ゴ

ッコ」ではないか、社会を進化させ、未来を切り拓

く人材を育成するには、土を耕し、種をまく地道な

活動が必要で、さらに一歩踏み込んだ活動をすべき

でないかと思いつつも、1999年から始まったネット

バブルの嵐に巻き込まれる。 
1999 年末、赤字でも IPO ができる東京証券取引

所のマザーズ市場が開設され、2000年JASDAQが

大阪証券取引所に開設された。くしくもインターネ

ットが急激に普及し、ビジネスモデル特許が比較的

容易に取得できるような時代であった。インターネ

ット活用型ベンチャーを中心に、年間200社の IPO
時代が始まった。この若者のエネルギーを吸収した

のが、渋谷を中心として始まったBit Valleyであり、

全国的な広がりを見せていた。Bit Valley 
Association の事務局長を、宮城氏が引き受けるこ

ととなった。同世代の若者で、組織を動かす経験を

持った人間がいなかったのが実情である。 
渋谷を中心とした若者の行動が BitStyle と呼ば

れたが、お祭り騒ぎであり、一回のイベントで1,000
～2,000 人がすぐ集まった。宮城氏は、ビジネスと

しての期待感と現実のバブル状況のギャップを感じ

ていたが、渦中に居ながらニュートラルなスタンス

で傍観者的にかかわっていた。ETIC.の本来の活動

をしていた仲間からは白眼視されていた。2000年2
月2日、BitStyleというイベントで2,200人が六本

木ヴェルファーレに集まったが、ここで、活動休止

宣言をした。この日を最後に、宮城氏は活動から手

を引いた。その後、Bit Valleyのお祭り騒ぎは、急

速に縮小していったが、宮城氏には、借金のみが残

った。 
渋谷マークシティーで、前日本オラクル社長のア

レン・マイナー氏が、多くの起業家や新規事業に挑

戦する大企業の方々が入居するオープン・インキュ

ベーションオフィスを開設した。宮城氏は、2000
年4月からここに活動拠点を移し、無料且つ自由に

オフィスを使うことができた。この頃を振り返り、

ネットバブルは新技術・新市場の勃興期に必要であ

り、2000年前後で、プレーヤー（起業家）の質が格

段に変わってきたと、宮城氏は評価している。2000
年ネットバブル時代には、大成功するかしないにか

かわらず、青天井の入れ食い状況であったと述懐し

ている。 
大学発ベンチャー1000 社構想が政策目標に掲げ

られた 2001 年から、国民運動体としてスタートし

た「創業・ベンチャー国民フォーラム」（会長江崎玲

於奈氏、副会長清成忠男氏・高原慶一氏）の企画運

営委員会委員として宮城氏も参画した。ETIC.が、

「実践型インターンシップ普及推進シンポジウム～

次世代リーダー育成・輩出のために大学は今、何を
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なすべきか」という委託事業を受けた。この委託事

業によって、単なる学生の学びの延長線上であった

ETIC.は、日本のイノベーションの調査や実践を行

うNPO法人として認知されるようになった。 
各大学との連携も進み、長期実践型インターンシ

ップ・プログラムの学生参加者は、次のように増加

(累計)し、多くの起業家や経営者を輩出した。 
 
2002年 1,000人突破 
2007年 2,000人突破 

（うち、起業家や経営者となった卒業生

100名突破） 
2013年 3,000人突破 

（うち、起業家や経営者となった卒業生

150名突破） 
 

6. ETIC.の持続的活動としてのキャリア教育の広がり 

大学生中心の支援であった活動を、1999 年 1 月

から小学生・中学生・高校生のキャリア教育支援へ

と拡大し、「キャリア・ナビゲーション・プロジェク

ト」をスタートさせた。また、このような活動が、

大学生という個々人を超えて、大学にも認知される

ようになり、早稲田大学や中央大学などとのインタ

ーンシップに関する協働や講演活動を開始した。 
特に、1999 年の 8 月から開始した社会的課題に

挑む起業家によるトークセッション＆交流会「cafe 
～挑戦者たちが集う真夏の夕べ」は、第1回が開催

され、現在まで継続している。2013年15回目の「社

会的課題に挑む起業家によるトークセッション＆交

流会」の開催は、3,000 円の会費で、150 人定員で

ある。基本プログラムは、Talk Session と

Entrepreneurs Gathering Party であり、参加

Guestの一部を紹介すると、次の通りである（図表

4）。 

図表4 cafe15th社会的課題に挑む起業家によるトー

クセッション＆交流会ゲスト 

 
実践型インターンシップ・プログラムは、長期的

な起業家型リーダーの育成のエコシステムのスター

トである。インターンシップ先を確保し、参加希望

の方々、あるいはその卒業生の交流、問題意識の共

有を兼ねた場を提供しているのが cafeである。真夏

の夜に、未来を描き、行動していく挑戦者たちが語

り合う場、それぞれの原点を振り返る機会、そして

またあらたな出会いとチャレンジの契機となるため

の場を提供し続けている。 
2001年12月社会的課題に挑戦する起業家を支援

する「ETIC.ソーシャルベンチャーセンター」を立

ち上げ、研究や情報発信等をスタートしたことを契

機に、2002 年 6 月から日本初のソーシャルアント

レプレナー育成プログラム「NEC 学生 NPO 起業

塾」（現在の社会起業塾イニシアティブ）を開始した。

これは、事業を通して社会的課題の解決に取り組む

若き起業家達を、先輩経営者によるメンタリング、

同期の起業家同士の切磋琢磨によって、半年間で成

長軌道に乗せるための、未来を切り拓くソーシャル

ベンチャー創出プロジェクトである。NEC、花王、

電通及び各自治体が資金とリソースを提供してきた。

2013年までに、全国42地域、50大学、2万人の学

生、2,000 社の地域起業家のネットワークをつくっ

てきたのである。 
さらに、2004年4月から、高齢化社会が進行し、

都心部と地域との経済格差が拡大する中、若者の挑

戦の連鎖を全国に広げる「チャレンジ・コミュニテ

ィー創成プロジェクト」を、経済産業省との協働に

より開始した。このコミュニティー展開事業は、現

在日本全国 61 カ所の基礎自治体と連携し、地域と

若者を繋ぐ、新たな事業づくりを支援している。 
このような活動により、2006年1月ETIC.は、「第

一回 JNB 新事業創出大賞支援部門 経済産業大臣

賞」を受賞した。 
 

7. 右腕派遣プロジェクト等にみる 2011.3.11 以降

の ETIC.の活動 

学生や子供達、さらに社会人のインターンシップ

への拡大、若者と地域との連携、ソーシャルアント

レプレナーの育成等、幅広い活動を行っている時期

に、2011.3.11 の東日本大震災と福島原発事故が発

生した。ETIC.のこれまでの活動が、どのように東

北地方に拡大したのかを取り上げる。 
経済社会の活性化は、必ずしも効率性や規模を追

うだけではないというETIC.のイノベイティブな社

会を目指す社会起業家育成やその活動が、いかんな

く力を発揮したのが、2011年3月11日の東日本大
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震災及び福島原発事故直後からの支援活動である。

ETIC.が行動した「震災復興リーダー支援プロジェ

クト」を時系列に見ていく。 

図表 5 震災復興リーダー支援プロジェクト 

注：FUTURE of TOHOKU ( March11.2011~2014)
の「人材による支援を通した、復興に挑むリーダー

との歩み」から要約 
 
このように大震災や原発事故という複合型災害に

見舞われた直後から、まず現状把握の活動や緊急的

な救済活動を開始し、3 年経過した現在、長期に若

者たちが集い、起業家精神溢れる東北に変革するた

めの、息の長い人づくりの仕組みを組み込むような

支援を行っている。 
このような息の長い支援をするにあたり、若者の

集団に何ができるのかという疑心暗鬼を払拭するた

めに「右腕派遣プロジェクト」の果たした役割は大

きい。多くの人と施設を失った東北の復興に取り組

むリーダーの元に、その右腕になるような主として

30 歳代の若手人材を派遣した。その実績（2014 年

1 月現在）は、182 名を、102 プロジェクトに派遣

し、「地元には少ない能力やスキルを持った人材をプ

ロジェクトに投入できた」「困った時に相談できるパ

ートナーができた」という評価を地元から頂いた。

同時に、会社を休職し、或いは会社の中に復興支援

室をつくり、右腕になった若者は、復興へ貢献する

機会となったと同時に、自らのキャリア開発の場を

得たといえる。また、ETIC.は、地道に活動が持続

するような仕組みである社会起業家エコシステム

（生態系）を形成しようと活動している。 
 

8. 20周年を記念して開かれた謝恩の会 

2014 年 4 月 20 日（日曜日）、イトーヨーカ堂の

創業者伊藤雅俊・伸子両氏の寄付によって建設され

た東京大学の国際学術研究センターの B2F 謝恩ホ

ールで、ETIC.の20周年謝恩の「ギャザリングセッ

ション」と「記念懇親パーティー」が、1,000 人を

集めて、開催された。 
「人をつくる、社会をつくる、日本をつくる」と

いう理念のもとに、アントレプレナーやその担い手

を下支えし続けたETIC.の創業期には、第二次ベン

チャー時代（1980 年前半）の主役の方々が ETIC.
の活動に賛同して協力した。20年後には第三次ベン

チャー時代（1995～2000 年初頭）に活躍を始めた

一世代若い起業家や NPO 法人のリーダーが協力し

ていることが理事構成からも分かる。この 20 年間

で、東京中心の学生のキャリアの選択肢を拡大する

支援や、学生ベンチャーの起業支援から、ソーシャ

ル・アントレプレナーや地域創業支援に大きく舵を

切って、主として国の政策的な社会ニーズに対応し

ながら、20年目を迎えたのである。 
さて、20 周年謝恩のギャザリングセッションは、

午後 4 時間半にわたり、オープニングセッション、

協働提案プレゼンテーション、 Entrepreneurs 
Pitch（起業家の売り込み）、クロージングセッショ

ンがあった。 
「オープニングセッション」では、理事鈴木氏の

挨拶に始まり、創業時から共に活動している佐藤真

久氏（東京都市大学環境情報学部教授）のメッセー

ジに続いて、川北秀人氏（NPO法人 人と組織と地

球のための国際研究所代表）をモデレーターに、理

事の孫氏や松本氏、さらに南場智子氏（㈱DNA 取

締役ファウンダー）、野坂英吾氏（㈱トレジャーファ

クトリー代表取締役）、牧大介氏（㈱西粟倉・森の学

校代表取締役）の祝辞があった。 
ETIC.の支援活動を知るためには、「協働提案プレ

ゼンテーション」と「Entrepreneurs Pitch」を見

るとよく分かる。その内容の一部を個別に紹介する

と次の通りである。 

図表 6  20周年ギャザリングセッション（協働提案

プレゼンテーション） 
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震災及び福島原発事故直後からの支援活動である。
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図表 7 20周年ギャザリングセッション

（Entrepreneurs Pitch） 
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SUSANOO のスタートに当たり、この制度で自

らのキャリアを社会貢献で挑戦したい方々の量や質

が飛躍的に向上していると実感している。通常であ

れば、トップ学歴を持ち、ビジネスキャリアをスタ

ートさせた方々が、ソーシャルアントレプレナーに

転身している。公募の 35%は東大卒業生であった。

採択されたプロジェクト概要を見ても、何も勝算が

ないままの挑戦である。既存のルールではなく、自

分の持っているスキルを社会に活かしたい。このた

めに能動的に自らアクションを起こす方達である。

彼らが、アクションを起こさないで、立ち止まった

まま家にこもる集団の真逆である。 
このようなETIC.の新たな活動に参加するソーシ

ャルアントレプレナーを通して、宮城氏は、2013
年のアベノミクスの成長戦略の中で、新たなウネリ

が始まったと認識している。2000年代の先輩方の成

功や失敗も教訓とし、いわゆる起業家的生き方をし

たい若者層が右肩上がりに増加している。特に2011
年の東日本大震災以降顕著で、ソーシャルビジネス

の比重が高まりつつ、起業家のすそ野が確実に広が

っていると実感をしている。 
ステレオタイプ的に日本の若者は保守化している

といわれるが、若者の志を、地域や社会・企業・個

人と繋ぐ支援をするETIC.の活動は、超高齢化・ハ

イコスト国家日本が乗り越える「場」と「方法」を

提供してくれているといえる。 
 

＜ティーチングノート＞ 

＜ケース活用の基本的考え方＞ 

ケースは、何らかのビジネス活動の先行事例を対

象にし、活動の主体者（人や企業などの団体）の「思

いを実現」するための多様な判断と活動の連鎖を、

ある程度見える化し、ケースを通して考え、討議す

るための資料である。 
ケースの活用は、個人がケースを入手し、個々人

が活用することもあるが、ここでは、大学等で同時

に多数の学生（ケース利用者）が、講師（ケース運

用者）のもとに、ケースで提供される場面から、な

ぜそのような「判断や行動」が行われたかを「考え、

討議する場」を想定している。 
ケース運用者は、考え、討議する場を円滑に運営

する役割を担うので、ケースでの判断や行動の良否

を一定の方向に導くことがあってはならない。ただ

し、ケース利用者の討議の場で、ケースで取り上げ

た場面で時代背景を常に念頭に置くことは重要であ

る。討議や発表後のコメントの際に、参加者から「あ

なたの見解を教えていただけませんか？」と言われ

た時に、「ケース運用者に過ぎない私は、適任ではあ

りません」と言い切れない現実がある。ここでは、

ディスカッションポイントと共に、コメントとして

の追加情報を示す。 
＜4つのディスカッションポイントと補足コメント＞ 

ケースを活用する場と時間によるが、事前に配布

し、参加者全員が読み込んできているという前提で、

「グループ討議・発表整理」と、「グループ発表と討

議」との時間配分をする。なお、ディスカッション

についての、正解はありません。可能な限り事実を

正確に整理したETIC.及び関係者のケースではどう

であったか、あなた及びグループではどのように考

えるかについて、討議ください。 
 

1. ETIC.の創業者宮城治男氏をソーシャルビジネス

支援に駆り立てたものは、何であったか？ 

ストイックとも仙人とも言われる宮城氏は、自ら

自己の主張を理論整然と論破するタイプではなく、

学生の時から、「飄々とし、良く聞く、世話をする、

繋ぐ」というタイプであった。生まれ育った地域や

家庭環境の影響、大学生時代の世を変えたいという

思いと行動、達成できないという壁や挫折、今を時

めく日本を代表するベンチャー起業家との出会いと

その後の栄枯盛衰を最も多く真近で見ている人物で

ある。特に、2000年当時のネットバブル時代には、

心ならずもBitStyleの真っただ中に居ながら、自分

の求めているモノとは違和感を覚え、突然活動中止

を宣言した。ネットバブル時代に熱狂して追い求め

ていたネットベンチャー社会とは異なる、その底流

にある「人生のやりがいとは何か、人間が進化し、

世の中が変わるということはどういうことか」に興

味があったのである。 
ソーシャルアントレプレナーで、映画にまでなっ

た葉っぱビジネスの起業家、（株）いろどり（設立

1989年）の横石知二社長がいる。地方活性化の切り

フダで、農商工連携を成功させ、葉っぱが町を変え

た。高齢者比率50%近くの徳島県の上勝町が本社所

在地である。もともとミカンの産地であったが、

1981年の寒波でミカンの木が立ち枯れ、再起不能に

なった時に、農協の職員であった横石氏が、苦労の

末軌道に乗せたビジネスである。宮城氏の母方の実

家がすぐそばで、葉っぱビジネスを軌道に乗せるま

での20年間の横石氏と直接接触があった影響もある。 
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2. ETIC.のようにソーシャルビジネスの支援を長期

持続的に維持する秘訣は、何でしょうか？ 

多様な人間や社会の進化を促すことに関心のあっ
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する同志による運営の実践こそ、ソーシャルビジネ

ス支援の NPO 法人を長期持続的維持できた原点で

あるといえる。その証は、学生時代から 20 年間活

動を共にしている現理事の鈴木敦子氏（事務局長 兼
任）と山内幸治氏（事業統括ディレクター 兼任）に

見ることができる。平成のバブルが崩壊し、少子高

齢化社会が進む日本の経済社会の変革期に、時代が

求めている、若くて志の高い若者集団であるETIC.
を、多くの先輩起業家や行政が期待し、育て活用し

たといえる。ケースに出てくる先輩起業家や行政関

係はほんの一部にすぎない。 
特に、大学が研究と教育に専念して、均質な卒業

生を世に送り出せば良かった時代から、自ら考え行

動する問題解決型の実践的人材育成を、学生に求め
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全国展開で大学や学生にインターンシップ先を紹介

し、フォローアップをしていくことのできた日本初

の団体であり、大学或いは大学生にとって実践型イ

ンターンシップのインフラとなりつつある。 
学生の実践型インターンシップの卒業生が社会人

になっても、就社以外の交流を求めるニーズに対応

して、交流会 cafe等も立上げてきた。これは、ソー

シャルアントレプレナーのエコシステム（生態系）

を回していく地道な活動である。 
 

3. ソーシャルアントレプレナー（社会起業家）エ

コシステムは、どのような仕組みで構築できるので

しょうか？ 

ETIC.の長期活動は、ソーシャルアントレプレナ

ーのエコシステムの構築で可能になったといえる。

この事例の一つである「右腕派遣プロジェクト」を

見ると、次のように質を維持しながら、エコシステ

ムを構築していることが分かる。 
 
①有望なプロジェクトの選抜 

3.11の一時期の緊急支援期を終え、本格的な復

興期を迎え、地域に求められるプロジェクトの

内容にも変化がある。社会的意義があるかに加

えて、事業の継続性や地域への波及的効果など、

常に求められている目線を重視し、優れたミッ

ションやビジョンを描いているプロジェクト

を選抜する。 
②互いの目的を合致させたマッチング 
課題の高度化や多様化に伴い、求められる右腕

人材も多岐にわたる。ETIC.の担当コーディネ

ーターが地域のリーダーにヒヤリングしながら

必要な人材ニーズを明確にしていくプロセスを

経て、様々なバックグラウンドや動機を持つ人

材に対して適切なマッチングを行う。 
③派遣後のフォローアップ・研修体制 
単身で地域に入った右腕人材の抱える課題や悩

みを担当コーディネーターが定期的に面談する

体制を確立する。また、年 4回、合宿を 1泊 2
日で行い、右腕がお互いに課題を解決し合い、

ネットワーク構築の機会を設定している。この

ほか大手企業の知見を活かした研修も開催し、

社会起業家としてのキャリアや能力向上に貢献

し、自らエコシステムの一員になれるように支

援している。 
 
入口で目的を明確にし、解決すべき課題との整合

性をとり、派遣過程でのフォローアップ体制がある。

右腕派遣プロジェクトの中で支援したビジネスは、

被災地域で、ツーリズムを通してのコミュニティー

再生、お弁当宅配サービス等の医療福祉、間伐材を

使ったバイオマスエネルギー等の産業復興、学習指

導や心のケアなどの教育、寄付による地域基金新設

などの中間支援等である。また、右腕人材は、Uタ

ーン（生まれ育った地域に帰ること）や Iターン（都

会に育った者が田舎に帰ること）、学生、ビジネス経

験のあるアクティブシニア等多様であり、長期に継

続的に応援している。 
 

4. 成熟した豊かな時代の若者が挑戦したいソーシ

ャルビジネスの活動にはどのような内容が考えら

れますか？ 

国家（公）は、すべての国民が最低限の生活を営

む仕組みと保証をする義務がある。何らかの理由で

個人又は集団が機会や権利を均等に享受できない社

会的排除者には、公的支援が必要である。しかし、

社会全般に届かない公の役割がある。この届かない



 50 

公の役割を、民の活力によって公の補完機能を果た

そうとする「公から民への動き」を実践する人をソ

ーシャルアントレプレナーと呼んでいる。豊かな社

会で、格差が拡大する社会における課題に取り組み、

ビジネスとしても自立する民の活動をソーシャルビ

ジネスと呼べる。 
ソーシャルビジネスの自立のためには、事業内容

に社会性があり、顧客に受け入れられる市場性、コ

ストに見合う収益性、社会的課題を解決できるイン

パクトがなければならない。株式会社で行う場合で

も、 NPOはどの非営利法人で行う場合も、これら

の4つの条件は、事業活動を長期持続的行うために

は最低の条件である。 
さて、ETIC.の現理事の孫泰蔵氏のプロデュース

で始まった、SUSANOOプロジェクトは、8課題（教

育、介護福祉、農業、食、働き方、自然環境、コミ

ュニティー、公共サービス）の領域に挑戦するソー

シャルスタートアップを支援する。これらの領域に

挑戦するゼロ期生として選抜された方々の一部を紹

介すると、次の通りである。 

SUSANOOの０－Founderのプロジェクト 

出典：2014年7月28日の制度委員会での資料より

整理 
 
SUSANOO のスタートに当たり、この制度で自

らのキャリアを社会貢献で挑戦したい方々の量や質

が飛躍的に向上していると実感している。通常であ

れば、トップ学歴を持ち、ビジネスキャリアをスタ

ートさせた方が、ソーシャルアントレプレナーとし

て転身している。公募の 30~40%は東大卒業生であ

る。採択されたプロジェクト概要を見ても、何も勝

算がないままの挑戦である。既存のルールではなく、

自分の持っているスキルを社会に活かしたい。この

ために能動的に自らアクションを起こす方達である。 
 

5. 公の役割を担う民の支援を行政も行っている。

NPO制度の変遷を整理してみましょう。 

ETIC.は、現在、スタッフ70名（うち専従36名）

までの規模になっている。総事業予算5億円弱で運

営し、収入のうち過半が助成事業や委託事業から成

り立ち、他は多くの支援者からの寄付金で運営され

ている。 
さて、NPO法人（特定非営利活動法人）とは、「特

定の公益的・非営利活動を行うこと」を目的とする

法人であるが、収益をあげないと、法人の維持が困

難である。「非営利」とは、収益を上げることを制限

するものではないが、団体の構成員には収益を分配

せず、主たる事業活動にあてることを意味する。 
日本における NPO 法人制度の変遷と、ETIC.の

対応を整理すると、次の通りである。 
1998年施行の「特定非営利活動促進法（NPO法）」

により法人格を認証された民間非営利団体を認定

NPO法人といい、2000年ETIC.は、内閣府所管の

認定 NPO 法人（認定特定非営利法人）となった。

現在4万法人を超えている。 
なお、特定非営利活動法第 2 条 2 項に規定する

NPO 法人のうち、財政基盤の脆弱な特定非営利活

動法人に対し、その運営組織や事業活動が適正かつ

公益の増進に資することにつき一定の要件を満たし

ている法人について、寄付が集まりやすいようにと

いう配慮がなされ、国税庁長官の認定を受けるとい

う制度が設けられた。ただし、認定を受けるための

条件（パブリックサポートテスト）が厳しく、NPO
法人全体のうち、2011 年 3 月時点で 198 法人に過

ぎなかった。そこで、新認定特定非営利活動法人制

度が 2012 年 4 月から施行され、国税庁長官の認定

に代わって、諸官庁（都道府県又は政令指定都市）

が認定する制度に代わったのである。認定 NPO 法

人と、新たに仮認定 NPO 法人が導入されたのであ

る。ETIC.は、区切りの良い20周年である2014年

から新制度のもと、新体制で運営されることになっ

た。 

（日本ベンチャー学会会報Vol.70掲載） 
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（5）月例委員会（2014年 9月 22日） 

「ベンチャーキャピタリストとしての 

ベンチャー支援」 

秦 信行（制度委員会委員長、國學院大學教授） 

村口 和孝（日本テクノロジーベンチャーパート  

ナーズ代表） 

１. はじめに 

ベンチャーキャピタル（以下 VC）ないしはベン

チャーキャピタリストがベンチャーへのリスクキャ

ピタルの供給者というだけでなく、経営全般につい

てのメンター＝支援者としても重要な役割を担って

いるのはご承知の通りである。 
私は 1984 年に当時日本最大の VC であった株式

会社ジャフコに入社し、約 15 年間に亘って投資活

動を行なった。しかし、その間米国のシリコンバレ

ーのベンチャー・コミュニティやイスラエルの VC
を訪問する機会を得て色々な人と話をするなかで、

日本の VC、所謂金融機関系列の組織型と言われる

VC の在り方に疑問を持つようになった。そこで

1998 年に独立、それ以降自らベンチャーキャピタ

ル・ファンド（以下VCF）を組成し個人としてファ

ンドの投資運用に当たる GP（General Partner ゼ

ネラルパートナー＝業務執行組合員）として活動し

てきた。独立するにあたって米国のある専門家に日

本では個人で VCF の GP になることは出来ないと

言われたのだが、よく調べてみるとそれは間違いで、

実は法的には可能であった。最近ようやく日本でも

株式会社以外の形態（例えばLLP（Limited Liability 
Partner＝有限責任事業組合）といった形態）での

VCFのGPが登場しているが、依然として個人での

GPとなるとほとんどいない。 
このように、ジャフコへの入社から数えると約30

年、私はベンチャーへの投資活動を行なってきてお

り、その経験を踏まえて本日は、ベンチャー及びベ

ンチャー起業家の支援者であるVCないしはベンチ

ャーキャピタリストの役割や日本のVCの問題点と

いったことについて話をしてみたい。 
 

2. 経験値の低い日本のキャピタリスト－コア・リ

スクキャピタル不足の悲劇 

上記したように私はジャフコを離れてからでも約

15 年、VC 投資を行なっており、最初の 1998 年の

1 号ファンド組成回収を 1 周目とすると、2 周目の

ファンドがそろそろ回収しクローズする段階に来て

おり、3周目に入りかけている状況だ。 
ジャフコのような組織型の VC は、最初の VCF

が組成されたのが 1982 年であるから、かなり長い

期間ファンドを組成し運用する経験を積んでいるが、

それはあくまで組織としての単なる時間とプロセス

の経過であり、必ずしもベンチャーキャピタリスト

個人が経験しているわけではない。次の節で触れる

ように、私も 15 年という長い期間ジャフコにいた

が、組織型VCの場合、投資先企業で起こってくる

様々な問題全てについて投資担当者が個人として責

任を持って深く関わることはない。それぞれの場面

で、専門的なミッションを担った部署、専門家が対

処するからである。そうした組織型VCの対処の仕

方は良い面も勿論あるが、キャピタリストが本来的

に持つべき専門能力の養成という面では問題がある。 
少なくとも個人型VCが大半である米国において

は、キャピタスト個人が全ての問題に対応するのが

常識になっている。米国では、ベンチャーキャピタ

リスト個人が最初のファンドの立ち上げから、2 周

目、3 周目とファンド運用を自分自身で経験する中

で、VCF運用に伴う様々な問題にぶつかり、その解

決を図ることで経験値を増やし優秀なキャピタリス

トに育っていっている。 
日本においては、2周目、3周目のVCF運用を一

貫して経験したベンチャーキャピタリストが残念な

がらほとんどいない。この問題は、投資先の経営支

援における経験不足の問題のみならず、コア・リス

クキャピタル不足の問題にも繋がる。 
VCFにおいて、ファンド資金を提供するのは專ら

LP（Limited Partner=出資者）であるが、GPであ

るならGP自身も出資する必要がある。このGP自

身が VCF に出資する資金をコア・ベンチャーキャ

ピタルという。日本の投資事業有限責任組合法では

VCF を組成する場合、 GP は 1 口以上という金額

的には曖昧に規定されている規定に従って出資して

いるが、世界的にはファンド総額の 1％を GP が出

資するのが常識となっている（実際米国ではGPの

出資比率の規定はない）。つまり一般的にコア・ベン

チャーキャピタルは VCF 総額の 1％以上と考えて

よい。 
この常識に従うと、10億円のVCFを組成する場

合、GPは1,000万円、100億円のVCFだと1億円、

1,000億円VCFだと10億円をGPは準備する必要

が出てくる。それだけの金額を、個人がGPになっ

た場合、個人で準備することは簡単なことではない。
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とは言え、米国のようにGP組織を税金のパススル

ーが認められている LLC（Limited Liability 
Company）といった法的形態で作る場合は、所謂

carried interest（成功報酬）が組織ではなく個人に

支払われ、尚且つその個人の収入についてはキャピ

タルゲイン課税での課税（所得税より税率は低い）

となるため、1周目、2周目、3周目と運用期間を経

過しながらも、だんだんと成功報酬を生むような運

用成績を上げていくことが出来さえすれば、税引き

後の成功報酬がそれなりの大きなものになり、結果

的に次の VCF を設立するために、個人の GP が次

の周で出資できる金額も大きくなり、ファンド規模

も大きくすることが出来る。  
米国の VCF が歴史的に見てファンド規模を大き

くすることが出来たのも、このコア・ベンチャーキ

ャピタルが増殖していく、税金を含める社会の仕組

みがあったからだと考えられる。 
しかし、日本の場合、最近まで金融機関系の組織

型VCが大半で、 GP組織は税金のパススルーが認

められない株式会社となっている。ただ、組織型VC
の場合は、親会社の資金的支援を受けて大規模な

VCFの組成が出来ないわけではないが、最近日本で

も増加しつつある若手が中心の個人型VCについて

は、まだ1周目を走っているVCが多く、VCFの規

模は残念ながらGP手持ちのコア・リスクキャピタ

ル不足のためもあって、規模を大きく出来ず、小さ

なものになっている。だから、日本で VCF 規模が

小さいのは、世の中にリスク資本が少ないと一般的

にいわれるが、原因は日本のベンチャーキャピタリ

スト個人の手元資金（コア・リスクキャピタル）が

乏しいから、というのが現場の実感である。 
 

3. Are you a venture capitalist? 

ジャフコ時代、私は休暇を利用して時々シリコン

バレーに視察を兼ねて訪問していた。最初は学生時

代だが、出かける直前に取った国際免許で、サンフ

ランシスコ空港でレンタカーを借り、VC 事務所が

集積しているという情報を得てサンドヒルロードを

目指した。まだ、メールも携帯電話も普及していな

い時代、事前にアポイントを取る余裕もなく、全て

ドアノックによる突然の訪問を実行した。とはいえ、

当時、上手くないジャパニーズ・ブロークン・イン

グリッシュしか喋れない私の話を、会ってくれたベ

ンチャーキャピタリスト達はよく聴いてくれた。以

来、ジャフコに就職してからは休暇を利用して、何

度もシリコンバレーを訪ねた。 
私が日本でベンチャーキャピタリストをやってい

る者だ、と自己紹介すると、彼らから図表1にある

ような質問が浴びせられた。 

図表 1 米国での質問事項 

出所）村口氏提供資料より筆者作成 
 
まず、「貴方はGPですか？」と聞いてくる。私の

答えは、「No、ジャフコが GP であって、私はその

ジャフコという株式会社の1社員に過ぎません」。 
次は「ファンド組成の経験は？」。私の答えは、

「No」。「ファンド組成は会社の別の部隊が行なって

1.  貴方はGPか。 
2.  LP を募ってファンドを組成したことがある

か。 
3.  LP契約書を設計したことがあるか。 
4.  ファンド決算書を作って監査を受けたことが

あるか。 
5.  創業会社の一員となったことがあるか。 
6.  会社設立登記の経験はあるか。 
7.  会社の定款を作ったことはあるか。 
8.  取締役選任に関わったことがあるか。 
9.  新規事業開発に関わったことはあるか。 
10. 事業撤退に関わったことはあるか。 
11. 特許戦略に関わったことはあるか。 
12. 投資先幹部社員の採用、解雇に関わったことは

あるか 
13. 未上場の投資先の取締役経験はあるか。 
14. 上場会社の取締役経験はあるか。 
15. 資本政策に関わったことはあるか。 
16. 優先株式の設計経験はあるか。 
17. 投資先の上場作業に関わったことはあるか。 
18. 投資先の一括売却に関わったことはあるか。 
19. 投資先の倒産を経験したか。 
20. 社長を交代させた経験はあるか。 
21. 訴訟を起こされる危険を感じたことはあるか。 
22. GPとして自ら税務確定申告をしたことはある

か。 
23. 成功報酬をどう運用していいいか困ったこと

はあるか。 
24. 社会貢献活動に資金を投じたことはあるか。 
25. 税務署と税金のことで自ら交渉したことはあ

るか。 
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いて携わったことはありません」。当然次の質問への

解答も、「LP契約書、ファンド決算書についても自

分が関わったことはありません」。 
質問の5～14辺りは、会社設立時の作業への関与、

加えて投資先企業の経営への関与に関する質問で、

私の答えは、「私はあくまでファインディング・チー

ムのメンバーです。既に出来ていて動いている会社

の中で投資に値すると思われる会社を探し出して投

資することが仕事であって、経営にタッチすること

はインサイダーと見做される恐れもあり、むしろ投

資先会社とは距離を置くべきだと言われてきました。

従って、取締役になるなどということは禁止されて

いました。ましてや投資先が上場した後に取締役と

して残ることは、正にインサイダーと見做されてし

まうことになると考えていて、そんなことは想像も

していませんでした」、というものであった。 
続く資本政策や優先株式の設計、投資先の上場作

業のお手伝い、投資先売却作業などについての質問

には、一部関わることもあるが、基本的には会社内

にそれぞれの作業を専門的に担当する部署があり、

私が関わったことは殆ど無いと答えた。 
19～21の質問についての答えは、「私が投資した

会社で倒産した会社はありましたが、倒産の危険性

が出てきた段階で出来るだけ関わらないようにしま

した」というものであった。 
最後の成功報酬について私は、「私が投資した会社

で何社も上場に至った会社はありましたが、その場

合には社長賞だったか、副社長賞だったか、特別表

彰されて高島屋のお仕立券付きワイシャツ生地を何

回か貰った覚えはあります。ただし、資金運用に困

るようなこと、社会貢献活動への参加、税務対策な

どとは全く無縁でした」と答えた。 
そういったやり取りの後で彼らから発せられた言

葉は、“You are not a venture capitalist”だった。 
 

4. 主要な投資先企業 

私はジャフコ入社以来VCに関して色々と私なり

に勉強してきた積りであったが、ジャフコでやって

きたことはベンチャーキャピタリストではないとシ

リコンバレーで言われ愕然とした。その中でも特に、

株式会社組織がGPであるためにベンチャーキャピ

タリストという個人が全面的に現場に関われない点

が最も米国のVCの世界では常識的ではないという

ことを知った。それなら個人でGPをやり、投資プ

ロセス全てに関わった形の投資をやってみようとい

う思いが強くなり、ジャフコを辞めた。 
前述したように米国では専門家に、日本では個人

でGPになることは出来ないと言われたのだが、日

本で調べてみると、日本の法律の下、設立が出来る

という。それなら、ということで個人投資家何人か

に話を聞いてもらって賛同を得、組成したのが

NTVT1号ファンドであった。そこから私の個人GP
としてのベンチャー投資活動が始まる。 

図表 2 主要投資先会社一覧（ジャフコ時代も含む） 

※：上場、（※）：上場予定、＃：M&A 
出所）村口氏提供資料より筆者作成 

 
改めてジャフコ時代を含めて私が投資した主だっ

た会社を紹介してみよう（図表2参照）。 
ご覧のように、私の投資先の業種は多岐に亘る。

業種を絞るのではなく、起業家の情熱とやろうとす

る事業の将来性を見ながら投資を行なってきた。 
ジャフコ時代の 15 年はどちらかと言うと中堅企

業への投資が多かった。それは当時の日本のVCと

呼ばれていた投資会社の多くがベンチャー投資と称

して実際に行なっていた投資の中身でもあった。と

はいえ、創業ベンチャーへの投資も何件かは実施し、

医療分野のアインファーマシーズや介護事業者の先
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駆的存在のジャパンケアサービスといった当時未だ

評価が固まっていないような会社への投資も実行し

た。 
1998年に独立してからは、まず1周目にDeNA、

インフォテリア、エイケアシステムズ（現エクスペ

リアンジャパン）といった会社が投資回収され、2
周目にはウォーターダイレクトという水の会社、阿

波製紙、近々上場予定のジャパンケーブルキャスト、

日本フネンといった会社に投資し回収段階を迎えて

いる。これから本格的に3周目に入ろうとしている。 
 

5. VCの法的位置付けとインサイダー取引規制の問題 

日本でのVCは、ファンド投資を行っている事業

者として金融商品取引法（以下金商法）に取り込ま

れることになった。ただし、金商法においてVCは、

広い意味のPE（Private Equity）の取り扱いとは一

部異なった、例外的な措置が取られている。とはい

え、金商法の規制がかかることで様々な問題が生じ

ているように私には思える。 
その最たる問題が、ベンチャーキャピタリストが

行う経営関与（支援）＝ハンズオンとインサイダー

取引規制の問題であろう。 
会社設立当初から関与することもある VC、ベン

チャーキャピタリストは、通常は設立後においても

資金提供すると共に、色々な経営支援活動、所謂ハ

ンズオン活動を行うわけで、正にインサイダーの位

置に立つことになる。 
未上場の段階においてはともかく、その会社が上

場した場合、問題はややこしくなる。加えて、上場

後もVCがその会社の株式をかなり高い比率で保有

し、VC が株主として残るような場合には問題は更

に複雑になる。 
教科書などでは、VC は投資先企業が上場した場

合、ファンド出資者の利益も考えて出来るだけ速や

かに市場で売却することが原則のように書かれてい

る。確かにそれは間違いではないが、例外が多いこ

とも事実である。特に新しいフロンティアを切り開

いているようなベンチャーの場合、上場後の更なる

飛躍も期待できるわけで、ファンド出資者も上場後

直ぐの売却に反対するケースは少なくない。 
同時に、そのフロンティアを起業家と一緒になっ

て切り開いてきたVCないしはベンチャーキャピタ

リストが、上場後も株主としてだけでなく取締役と

しても残ってくれた方が経営にとってプラスである

ケースも多い。 

しかし日本では、証券取引所がインサイダー取引

規制と上場会社の独立性の観点からそうしたVCな

いしはキャピタリストが上場後も株主、取締役とし

て残ることに疑念をもって見ていることは事実であ

る。例えば、ある投資先会社が上場する際に、上場

後にも取締役を続ける予定の私に対して、取引所か

らは「過度な影響を会社に与えることになりません

よね。会社の独立的な運営を妨げることになりませ

んよね」といった質問が寄せられた。 
インサイダ－の問題と並んで、キャピタリストが

取締役になることで生まれる問題に競業避止義務の

問題もある。競業避止義務とは、ある会社の取締役

になると、取締役はその会社の利益をまず第一に考

えるべきだという意味で、その人がその会社の競争

相手の会社の株主や取締役になったり、関わってい

る別の会社が、取締役になった会社と競合する新製

品や新サービスの開発することなどは避けなければ

ならないというルールの事である。ベンチャーキャ

ピタリストは一つのフロンティアで幾つもの会社に

投資をしていうケースも多く、競業避止義務を守る

ことは確かに難しい。 
米国シリコンバレーを見ると、VC やベンチャー

キャピタリストに関係するインサイダーの問題や競

業避止義務の問題を上手く処理している。 
確かに米国でもVCに対する規制はあるが、日本

のように金商法の例外措置といった扱いではなく、

VC は PE の中に含まれるとはいえ、独自の位置付

けがされているようだ。そのため、未上場の創業時

に投資を行い、その後もハンズオン支援を実施して

いた会社に、上場後においても株主ないしは取締役

であり続けることが歓迎され、日本のように大きな

問題になっていないように思われる。シリコンバレ

ーでは、ハンズオンとは高度・高等なインサイダー

による経営支援であって、ベンチャーの発展にとっ

て重要だと認識されている。 
競業避止義務で思い出す有名な話が、アップルの

社外取締役の一人にグーグルの創業者が入っていた

という話である。そのためもあって、グーグルがア

ンドロイドを開発したと聞いてアップルのスティー

ブジョブズが激怒したという話が伝わっているが、

このケースはキャピタリストの競業避止義務の話で

はないが、シリコンバレーでは、経営に資するなら

ば、競業避止義務違反の危険があってもなお、競合

相手の起業家でも社外取締役して、会社を発展に貢

献させようとしている。スティーブジョブズはアン
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駆的存在のジャパンケアサービスといった当時未だ

評価が固まっていないような会社への投資も実行し

た。 
1998年に独立してからは、まず1周目にDeNA、

インフォテリア、エイケアシステムズ（現エクスペ

リアンジャパン）といった会社が投資回収され、2
周目にはウォーターダイレクトという水の会社、阿

波製紙、近々上場予定のジャパンケーブルキャスト、

日本フネンといった会社に投資し回収段階を迎えて

いる。これから本格的に3周目に入ろうとしている。 
 

5. VCの法的位置付けとインサイダー取引規制の問題 

日本でのVCは、ファンド投資を行っている事業

者として金融商品取引法（以下金商法）に取り込ま

れることになった。ただし、金商法においてVCは、

広い意味のPE（Private Equity）の取り扱いとは一

部異なった、例外的な措置が取られている。とはい

え、金商法の規制がかかることで様々な問題が生じ

ているように私には思える。 
その最たる問題が、ベンチャーキャピタリストが

行う経営関与（支援）＝ハンズオンとインサイダー

取引規制の問題であろう。 
会社設立当初から関与することもある VC、ベン

チャーキャピタリストは、通常は設立後においても

資金提供すると共に、色々な経営支援活動、所謂ハ

ンズオン活動を行うわけで、正にインサイダーの位

置に立つことになる。 
未上場の段階においてはともかく、その会社が上

場した場合、問題はややこしくなる。加えて、上場

後もVCがその会社の株式をかなり高い比率で保有

し、VC が株主として残るような場合には問題は更

に複雑になる。 
教科書などでは、VC は投資先企業が上場した場

合、ファンド出資者の利益も考えて出来るだけ速や

かに市場で売却することが原則のように書かれてい

る。確かにそれは間違いではないが、例外が多いこ

とも事実である。特に新しいフロンティアを切り開

いているようなベンチャーの場合、上場後の更なる

飛躍も期待できるわけで、ファンド出資者も上場後

直ぐの売却に反対するケースは少なくない。 
同時に、そのフロンティアを起業家と一緒になっ

て切り開いてきたVCないしはベンチャーキャピタ

リストが、上場後も株主としてだけでなく取締役と

しても残ってくれた方が経営にとってプラスである

ケースも多い。 

しかし日本では、証券取引所がインサイダー取引

規制と上場会社の独立性の観点からそうしたVCな

いしはキャピタリストが上場後も株主、取締役とし

て残ることに疑念をもって見ていることは事実であ

る。例えば、ある投資先会社が上場する際に、上場

後にも取締役を続ける予定の私に対して、取引所か

らは「過度な影響を会社に与えることになりません

よね。会社の独立的な運営を妨げることになりませ

んよね」といった質問が寄せられた。 
インサイダ－の問題と並んで、キャピタリストが

取締役になることで生まれる問題に競業避止義務の

問題もある。競業避止義務とは、ある会社の取締役

になると、取締役はその会社の利益をまず第一に考

えるべきだという意味で、その人がその会社の競争

相手の会社の株主や取締役になったり、関わってい

る別の会社が、取締役になった会社と競合する新製

品や新サービスの開発することなどは避けなければ

ならないというルールの事である。ベンチャーキャ

ピタリストは一つのフロンティアで幾つもの会社に

投資をしていうケースも多く、競業避止義務を守る

ことは確かに難しい。 
米国シリコンバレーを見ると、VC やベンチャー

キャピタリストに関係するインサイダーの問題や競

業避止義務の問題を上手く処理している。 
確かに米国でもVCに対する規制はあるが、日本

のように金商法の例外措置といった扱いではなく、

VC は PE の中に含まれるとはいえ、独自の位置付

けがされているようだ。そのため、未上場の創業時

に投資を行い、その後もハンズオン支援を実施して

いた会社に、上場後においても株主ないしは取締役

であり続けることが歓迎され、日本のように大きな

問題になっていないように思われる。シリコンバレ

ーでは、ハンズオンとは高度・高等なインサイダー

による経営支援であって、ベンチャーの発展にとっ

て重要だと認識されている。 
競業避止義務で思い出す有名な話が、アップルの

社外取締役の一人にグーグルの創業者が入っていた

という話である。そのためもあって、グーグルがア

ンドロイドを開発したと聞いてアップルのスティー

ブジョブズが激怒したという話が伝わっているが、

このケースはキャピタリストの競業避止義務の話で

はないが、シリコンバレーでは、経営に資するなら

ば、競業避止義務違反の危険があってもなお、競合

相手の起業家でも社外取締役して、会社を発展に貢

献させようとしている。スティーブジョブズはアン
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ドロイドの件で怒ったかもしれないが、それ以上に、

アップルにとってグーグルを立ち上げた創業者の経

営上の知恵は必要だったということなのだ。 
シリコンバレーでは、そうしたコンプライアンス

上の厄介な問題を上手く抱え込みつつ処理する仕組

み・文化が、起業家、ウィルソンシーニを始めとし

た弁護士事務所、会計士等の間に出来上がっている。

厳格なファンド資金の活用と同時に、ライバル同志

すら場合によっては協力し合い、フロンティア＝新

規事業の立ち上げに最適に対応するための有効な装

置として生かす、という認識があるからであろう。 
残念ながら日本では、余りにコンプライアンスば

かり重視して、そうしたシリコンバレーの上手な創

業支援の在り方が、関係者に未だ十分に理解されて

いない所に問題があるのではないか。 
 

6. VCのやるべきこと 

ジャフコ時代、私もそうだったが、組織型VCが

主としてやっていたこと（今もやっているところは

少なくない）は、まず事業計画をもらい審査する。

審査してOKが出れば投資をするわけだが、投資後

には、会社が作成する事業計画から落とし込んだ財

務予測を予算統制し、その結果業績が上手く伸びれ

ば上場に持って行って資金回収する。 
しかし、これでは VC・キャピタリストが目的と

する新しいフロンティアの開発＝新事業創出には結

びつかない。 
見なければならない点の第一は、投資先企業家＝

経営者（経営陣）が相応しいかどうか。その彼らの

評価は、事業構想を結実させる上で彼らがそれにフ

ィットした経営者（経営陣）であるかどうかをチェ

ックするところから始まる。 
その事業構想は、環境要因の分析というか事業機

会の探索というか、そうしたものから得られる。環

境要因分析、事業機会探索は通常ビジョナリストと

呼ばれる人達がセミナー等で発表したりするもので、

キャピタリストは起業家と一緒になって事業機会を

探り、そこから事業構想を導き出し、スタートアッ

プの資本政策が立てられビジネスモデル、事業計画

に仕立てられていく。こうした一連の作業が創業支

援型、個人型キャピタリストに求められている。 
最近KPI（Key Performance Indicators）なる指

標が流行のようだが、事業機会探索にあたって私は、

OPI（Opportunity performance Indicators）が重

要だと考えている。 

何もないスタートアップスの資本政策が出来て個

人型VCは投資をするが、続くBラウンドやCラウ

ンドになると立上げ実績もでき、組織型のVCが投

資をしてくることが可能になる。更にそれが終わり、

組織が出来、予算統制制度がワークしてくるといよ

いよ上場準備が整ったということになる。 
これを法人組織の進化プロセスに置き換えてみる

と、まず私企業を設立し、定款を作成し取締役会を

設置する。同時に、銀行口座を開設し事務所を探す、

といった街の商店と同様の私企業経営の段階から、

次には事業の立ち上げに入る。やがて本格的商品を

市場投入する。この段階を私は「花を咲かせる段階」

と呼んでいるが、ここで多くの会社は試行錯誤を繰

り返す。つまり、手がける事業が思ったように社会

に受け入れられないことが多いため、立ち上げる事

業そのものを変更する必要に迫られることがむしろ

多い。 
DeNA もこの段階で苦労することになった。

DeNAの場合、DeNA自身の内部指数、例えばオー

クションサイトの会員数などは伸び悩んでいたが、

環境要因、例えばインターネットやブロードバンド

の普及率などの OPI は予想通りに伸びていたため

投資を決断した。 
この試行錯誤期が全くない会社は、苦労を知らな

いで育った人間のように、経験的に言って後で経営

的に苦労することになるように思う。ただ、この段

階で 10 回も浪人するようだと流石に困る。そうし

た会社が私の投資先にないわけではない。 
試行錯誤期が長いと困るのは、当然の事ながら資

金が枯渇することである。その場合は、乾坤一擲残

りの資金を掛けて新事業で大勝負にでるか、ダウン

ラウンドでの投資を実行するか、となる。 
ダウンラウンドでの投資を計画すると、多くの株

主が逃げてしまい、価格調整型の優先株などで投資

してきた我々のファンドの持ち分が、結果的に

100％に近いものになることもある。そうなった会

社、つまりVCが大株主の会社を、日本で上場でき

るのかどうか。日本ではまだ上場に関し未知数のと

ころがあるが、米国ではダウンラウンド投資も含め

てそうした経験が豊富にあり、そういうケースを日

本も学ぶ必要があろう。 
それと日本では試行錯誤期を早めに切り上げて、

VC による予算統制的な支援を始めて早期に上場し

てしまう会社も多いように思う。そうなると、予算

統制をすることによって、潜在的に伸びる可能性が
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ある会社も伸びなくなってしまい上場後業績が停滞

するケースも散見されるように思う。 
 

7. VCのバリュエーション 

最近日本でのベンチャー投資のバリュエーション

がかなり高くなっているという声をよく聞く。確か

に昨年は IPO社数も多くなり、投資金額も一昨年を

かなり上回った。バリュエーションが高くなる環境

にはあったわけである。 
ただ、VC のバリュエーションは、通常のコーポ

レートファイナンスで説明されるバリュエーション

とは少し異なることは理解しておいてもいいように

思う。 
コーポレートファイナンスで教えられるバリュエ

ーションは、余り根拠の無い財務的な将来キャッシ

ュフローの予測をもとに計算される。勿論将来キャ

ッシュフローの予測は別にして、それはそれで合理

的なのだが、VC のバリュエーションはそれとは異

なる。 
VC の場合は、ビジョニスト的なバリュエーショ

ンと言ったらいいのか、先に述べた事業機会探索を

行う中で、ある新事業・新業界が将来社会に受け入

れられて新しい市場として成立し、そこに上場会社

が何社か生まれるとするとどのくらいの市場規模、

同時に株式市場での時価総額になるかを想定する。

そうした上で、その業界のトップ企業ならどの程度、

2 番手、3 番手ならどの程度のバリュエーションに

なるかを考えることになる。シリコンバレーのキャ

リアのあるキャピタリストたちは大体このように考

えてバリュエーションを行なっている。そこには、

ビジョニストとしてのセンスと、バリュエーション

についての過去経験を踏まえた土地勘が求められる

ことになる。 
最近日本で注目されるようになった独立系個人系

で若手のベンチャーキャピタリスト達は総じてよく

勉強をしており、ネットを通じて海外、とりわけシ

リコンバレーの情報が得易くなったことも手伝って、 
VC のバリュエーションに関しても理解が深まって

いるように思う。 
 

8. スタートアップス・エコノミーの健全化 

私は自分のミッションをどう考えているのか。 
それは、創業ベンチャー、最近は米国に倣ってス

タートアップスと言うようになっているが、そのス

タートアップスのエコノミー、エコシステムの健全

化に貢献することだと考えている。 
ファンドを預かる VC としては、出資者＝LP の

利益を考えなければならない。日本の株式市場では

上場後2ヶ月間は高値がつくが、その後は傾向的に

株価が下落することが経験的に知られている。従っ

て、投資先企業が上場すると上場後2ヶ月以内に売

れ、と言われる。しかし、私としてはスペキュレー

ションをして上前を撥ねるようなことはしたくない。 
上場後もさらに伸びる会社であれば社外取締役と

してその会社に関わり、新しい事業の潜在的伸び代

を実現させるために貢献したいと思っている。 
残念ながら日本のスタートアップス・エコノミー、

スタートアップス・エコシステムは、近年改革・改

善が進んだとはいえ、まだまだ問題があると思う。 
今回の話の前段でも既に触れたが、VC の法的な

位置付けについても、キャピタリストのハンズオン

支援のコンプライアンス上の問題についてもそう思

う。 
最近、ファンド詐欺被害の増加を背景に VCF へ

の個人投資家の出資を厳しく制限しようという動き

が金融庁から出たため、反対運動を若手のキャピタ

リスト達と行なった。確かに詐欺被害は問題だが、

そのために VCF への個人出資を厳しく制限すると

若手のキャピタリストが組成する VCF が生まれな

くなり、新しいスタートアップスの育成が滞るから

だ。 
志を持ってキャピタリストになろうとする人達に

とって、自身の VCF を資金的に支援してくれる人

達は、その彼の周りの人達、その彼をよく知ってい

て応援しようとする人達であることは想像に難くな

い。常識的に考えてそうした人達が何億円もの投資

を行なって金融資産を持っているわけがないではな

いか。従って、個人投資家の出資を厳しく制限する

と資金が集まらずにキャピタリストになる志は頓挫

することになる。それは日本にとってマイナスだと

思い反対したのだ。いずれにしても、スタートアッ

プス・エコノミーの健全化に対しては、まだまだ問

題が多いように思う。 
私としては、3 周目に入る VC 投資活動を続ける

中で、過去 30 年の経験を活かしながらスタートア

ップス・エコノミーの健全化に貢献していくことが

私のミッションだと考えている。既に述べたように、

日本は現状でも過度のコンプライアンス重視で、イ

ンサイダーとしての活動がやりにくい状況にはある。

そうだとしても、当面はコンプライアンスの白線を
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ある会社も伸びなくなってしまい上場後業績が停滞
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プス・エコノミーの健全化に対しては、まだまだ問

題が多いように思う。 
私としては、3 周目に入る VC 投資活動を続ける

中で、過去 30 年の経験を活かしながらスタートア

ップス・エコノミーの健全化に貢献していくことが

私のミッションだと考えている。既に述べたように、

日本は現状でも過度のコンプライアンス重視で、イ

ンサイダーとしての活動がやりにくい状況にはある。

そうだとしても、当面はコンプライアンスの白線を
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踏まないように上手く活動を続けていきたい。 
 

論点整理 

＜論点整理について＞ 

2012‐2013 年度「制度委員会」では、起業家か

らお聞きした話を「ケーススタディ」のための「ケ

ース」として会報に掲載した上で、制度委員会委員

長である私・秦が巻末にそのケースを学ぶ際のディ

スカッション・ポイント及び補足コメントを「ティ

ーチングノート」として書かせて頂いた。 
2014年度から始まった「制度委員会」の新たなテ

ーマである「日本における起業家・ベンチャー支援

の現状と課題」の下での制度委員会の議論について

は、ゲスト講師の話を「事例紹介」の「事例」とし

て掲載すると同時に、前回までの「ティーチングノ

ート」に代わって「論点整理」を付けさせて頂いた。

それは、日本における起業家・ベンチャー支援活動

に関して、「事例」をお読み頂いた方々にも考えて頂

きたい論点を挙げさせて頂き、私なりのコメントも

付け加えることで、皆さんと一緒に議論を深めてい

きたいと考えているからである。 
そうしたプロセスを通じて、日本での起業家・ベ

ンチャー支援活動に対する理解が深化し、活動自体

がより効率的なものになる中で、新たな支援組織や

団体、そして新たな支援者が数多く生まれることを

願っている。 
 

論点整理 

ご承知のように日本では、1972年に始めてベンチ

ャーキャピタルと称する組織・機関が生まれた。そ

れが京都の経済同友会のメンバーで立ち上げた京都

エンタープライズ・ディベロップメント（KED）だ

った。その後、1974年までの3年間でKEDを入れ

て 8 社ベンチャーキャピタル会社は設立された。

1973年秋の第一次石油危機に伴う不況で1975年以

降のVC設立は滞っていたが、1980年代に入り地銀

系 VC を中心に再び活発化、2000 年までには 200
社前後のVCが誕生した。ただ、こうした日本のVC
のほとんどが金融機関、証券会社、生命保険会社等

が出資する系列型VCで、かつ組織的に投資運用さ

れる組織型VCであった。 
その中にあって、今回のケースの講演者村口和孝

氏は、元々は株式会社ジャフコで約 15 年投資活動

を行なった後 1998 年に独立、ファンドを組成し、

村口和孝個人がそのファンドの GP(General 
Manager=業務執行組合員)となり、以来約 15 年、

ベンチャー投資活動を行なっている。日本のVCが、

先述したように大半が系列型・組織型のVCである

中で、ジャフコを離れた後の村口氏の場合は、独立

型・個人型のVCといってよく、日本では大変珍し

い先駆的な VC、ベンチャーキャピタリストなので

ある。 
その村口氏に今回は、30年に亘るベンチャーキャ

ピタリストとしての経験談を中心に、VC とは何な

のか、キャピタリストの役割、日本でのVC投資の

問題点等について自由に語ってもらった。以下、村

口氏の話から皆さんで議論して頂きたい、学んで頂

きたい、幾つかの論点について整理することにした

い。 
 

論点 1 VCの役割と意義、本質 

まず、VC とは何か、という点である。その役割

は何で、意義は何か。 
この点は日本でも既にかなりの人がある程度ご存

知のことだと思う。筆者が大学に移った1995年頃、

実は経済学部の教員でもVCを知らない人がいたこ

とは事実である。あれから 20 年、日本でも VC が

ベンチャーという革新的な事業を行おうとしている

企業に資金提供する機関、組織であることくらいは

多くの人が知るところとなった。しかし、資金提供

を行うからと言って、VC が金融機関かというとそ

れは間違いだと言わざるを得ない。というか、VC
を金融機関と捉えると、その本質を見誤ってしまう。 
確かに、VC はハイリスクであるが故に金融機関

が資金提供できないベンチャーという創業企業にエ

クイティ資金（簡単にいえば会社が株式を発行して

調達した資金のこと）を提供する役割を担っている

のであるから、広い意味では金融機関と言えなくも

ないが、事例本文を読めば分かるように本質は違う。 
VC は通常、ファンドと称せられる入れ物（日本

では投資事業有限責任組合という組合形態の入れ物

が主流。米国でもLPS（Limited Partnership）と

いう日本の組合形態と同様の入れ物がほとんど）を

用意し出資者（LP＝Limited Partner）を募って投

資資金を出資してもらい、その資金で投資を行う。

出資者達はファンドからのリターンを期待して出資

をするのであるから、VC はそれに答えて高い運用

収益を上げるべく努力をすることになる。VC は、

そうした意味では資金運用の専門機関という色彩も



 58 

持っている。 
とはいえ、VC の運用対象は未上場段階のベンチ

ャーの株式であり、投資をしてもすぐに短期間で結

果が出るものではない。さらに、投資対象であるベ

ンチャーの株式は買ってもすぐには売れない、つま

り流動性が低いものであり、かつ、その価値を高め

運用リターンを大きくするためには、ベンチャーそ

のものの企業価値を高めることが必要で、それはす

なわち、ベンチャーが進めている新規事業を社会に

定着させ、収益化を図ることに他ならない。それは

ベンチャーの起業家・経営者がやることだと言われ

るかもしれないし、確かにその通りなのだが、ベン

チャーの事業開発の段階はケース本論にもあったよ

うに試行錯誤の時期であり、VC のサポートも必要

な時期なのだ。加えて、VC の立場、利害得失は基

本的には起業家・経営者と同じであるため、VC の

運用リターンを高めるためにも起業家を支援するこ

とは意味がある。 
ただ、事業を遂行するのは勿論ベンチャー起業家

でありキャピタリストではない。しかし、逆にキャ

ピタリストは事業に直接深く入り込む必要がないだ

けに、より幅広い立ち位置から、大局的に起業家を

アドバイスすることも出来るとも考えられる。 
以上をまとめてみると、VC の役割は、事業フロ

ンティアの開発を目指す起業家の後ろ盾となって、

資金を提供することと同時に大局的な観点に立った

上で、起業家と一緒になって事業フロンティアの開

発を成功裡に導くことだと言えるように思う。それ

が出来た段階では、当然ファンドの運用成績も向上

し、出資者を満足させることで次のファンド出資に

つなげることも出来る。 
このように見てくると、VC の本質はただ単なる

金融機関ではない。その本質は、新しい事業、産業

創出のプロデューサー、コーディネーター、ないし

は触媒＝カタリストといえるようにも思う。 
 

論点 2 系列・組織型 VCと独立・個人型 VC 

2 つ目の論点は、ケース本文にもしばしば出てき

た日本での系列・組織型VCと独立・個人型VCの

違い、そのメリット・デメリットである。 
米国でも銀行・証券といった金融会社やインテル

など事業会社の子会社形態のVC 組織や政府が間接

的に資金提供する SBIC （ Small Business 
Investment Company）という形態のVCが存在し

ないわけではないが、900 社弱ある米国VC の大半

は、数人の個人が LLC 組織を作って GP となって

VCFを運用する形のVCとなっている。加えて、そ

の当初の米国VCの投資資金は、富裕層の資金が中

心であったと思われる。つまり、米国のVCは、事

業フロンティアに通じた投資銀行などの専門家が、

お金持ちから資金を預かって投資し、上手く行けば

高いリターンを分配するといった形のものだったと

考えられる。その意味で米国VCは、元々個人型で

あったと思われる。 
その米国VCが資金規模を拡大してきたことに関

しては、ケース本論で村口氏が語っているようにコ

ア・リスクキャピタルが投資を継続するに伴い拡大

していったことも要因と考えられるが、それに加え

て、 1980年前後に年金資金の運用規制が緩和され、

年金資金が VCF に出資されるようになったことも

大きな要因の一つに挙げていいだろう。いずれにし

ても米国では、独立・個人型VCが一般的であり、

系列・組織型VCとの相違や問題点が議論されるこ

とは殆どなかった。 
しかし日本では、VC を金融機関の一つと見た歴

史的な経緯や資金量の問題などから、日本では VC
が出来た 1972 年当初から、系列・組織型 VC がほ

とんどであった。 
ケース本論にあるように、1998年に村口氏がジャ

フコから独立、個人でGPを始めた頃からようやく

日本でも独立・個人型のVCが出始めた。 
では、日本の従来の系列・組織型VCと独立・個

人型VCは何が違うのか。 
ケース本論で村口氏も語っているように、系列・

組織型VCでは、 VC投資のプロセスに沿って専門

部署が設けられており、そこにはその機能を遂行す

る専門家が配置されている。そのため、投資を担当

する人間は、村口氏自らがファインディングチーム

にいたと言っているように、案件発掘を專らの業務

として、投資実行は行うとしても、投資後の経営支

援等は別の専門家に任せ、資金回収にしても投資担

当者自らが行うのではなく、常日頃株式市場を見て

いて株式の売り時を探しているスタッフに、M&A
での資金回収の場合はまた別のスタッフ・専門家に、

といった形で分業的な体制が採られるわけである。 
そうした系列・組織型VCの発想は、分業体制を

採ることで案件数を増やそうという発想があるよう

に思う。すなわち、量産化の発想といえる。 
加えて系列・組織型VCのメリットとして挙げら

れる点は、親会社の資金力を利用できる点であろう。
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持っている。 
とはいえ、VC の運用対象は未上場段階のベンチ

ャーの株式であり、投資をしてもすぐに短期間で結

果が出るものではない。さらに、投資対象であるベ

ンチャーの株式は買ってもすぐには売れない、つま

り流動性が低いものであり、かつ、その価値を高め

運用リターンを大きくするためには、ベンチャーそ

のものの企業価値を高めることが必要で、それはす

なわち、ベンチャーが進めている新規事業を社会に

定着させ、収益化を図ることに他ならない。それは

ベンチャーの起業家・経営者がやることだと言われ

るかもしれないし、確かにその通りなのだが、ベン

チャーの事業開発の段階はケース本論にもあったよ

うに試行錯誤の時期であり、VC のサポートも必要

な時期なのだ。加えて、VC の立場、利害得失は基

本的には起業家・経営者と同じであるため、VC の

運用リターンを高めるためにも起業家を支援するこ

とは意味がある。 
ただ、事業を遂行するのは勿論ベンチャー起業家

でありキャピタリストではない。しかし、逆にキャ

ピタリストは事業に直接深く入り込む必要がないだ

けに、より幅広い立ち位置から、大局的に起業家を

アドバイスすることも出来るとも考えられる。 
以上をまとめてみると、VC の役割は、事業フロ

ンティアの開発を目指す起業家の後ろ盾となって、

資金を提供することと同時に大局的な観点に立った

上で、起業家と一緒になって事業フロンティアの開

発を成功裡に導くことだと言えるように思う。それ

が出来た段階では、当然ファンドの運用成績も向上

し、出資者を満足させることで次のファンド出資に

つなげることも出来る。 
このように見てくると、VC の本質はただ単なる

金融機関ではない。その本質は、新しい事業、産業

創出のプロデューサー、コーディネーター、ないし

は触媒＝カタリストといえるようにも思う。 
 

論点 2 系列・組織型 VCと独立・個人型 VC 

2 つ目の論点は、ケース本文にもしばしば出てき

た日本での系列・組織型VCと独立・個人型VCの

違い、そのメリット・デメリットである。 
米国でも銀行・証券といった金融会社やインテル

など事業会社の子会社形態のVC 組織や政府が間接

的に資金提供する SBIC （ Small Business 
Investment Company）という形態のVCが存在し

ないわけではないが、900 社弱ある米国VC の大半

は、数人の個人が LLC 組織を作って GP となって

VCFを運用する形のVCとなっている。加えて、そ

の当初の米国VCの投資資金は、富裕層の資金が中

心であったと思われる。つまり、米国のVCは、事

業フロンティアに通じた投資銀行などの専門家が、

お金持ちから資金を預かって投資し、上手く行けば

高いリターンを分配するといった形のものだったと

考えられる。その意味で米国VCは、元々個人型で

あったと思われる。 
その米国VCが資金規模を拡大してきたことに関

しては、ケース本論で村口氏が語っているようにコ

ア・リスクキャピタルが投資を継続するに伴い拡大

していったことも要因と考えられるが、それに加え

て、 1980年前後に年金資金の運用規制が緩和され、

年金資金が VCF に出資されるようになったことも

大きな要因の一つに挙げていいだろう。いずれにし

ても米国では、独立・個人型VCが一般的であり、

系列・組織型VCとの相違や問題点が議論されるこ

とは殆どなかった。 
しかし日本では、VC を金融機関の一つと見た歴

史的な経緯や資金量の問題などから、日本では VC
が出来た 1972 年当初から、系列・組織型 VC がほ

とんどであった。 
ケース本論にあるように、1998年に村口氏がジャ

フコから独立、個人でGPを始めた頃からようやく

日本でも独立・個人型のVCが出始めた。 
では、日本の従来の系列・組織型VCと独立・個

人型VCは何が違うのか。 
ケース本論で村口氏も語っているように、系列・

組織型VCでは、 VC投資のプロセスに沿って専門

部署が設けられており、そこにはその機能を遂行す

る専門家が配置されている。そのため、投資を担当

する人間は、村口氏自らがファインディングチーム

にいたと言っているように、案件発掘を專らの業務

として、投資実行は行うとしても、投資後の経営支

援等は別の専門家に任せ、資金回収にしても投資担

当者自らが行うのではなく、常日頃株式市場を見て

いて株式の売り時を探しているスタッフに、M&A
での資金回収の場合はまた別のスタッフ・専門家に、

といった形で分業的な体制が採られるわけである。 
そうした系列・組織型VCの発想は、分業体制を

採ることで案件数を増やそうという発想があるよう

に思う。すなわち、量産化の発想といえる。 
加えて系列・組織型VCのメリットとして挙げら

れる点は、親会社の資金力を利用できる点であろう。
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日本の系列 VC、特に金融系の VC はファンドを親

会社との2人組合にしているところもあり、資金の

点での不安は小さい。 
さらに言えば、親会社の資金力を直接利用できる

可能性があることと同時に、親会社の信用力を活用

することも出来る。この点は、系列・組織型VCに

とって、ファンド募集の局面では実際に大きな力に

なっていると思われる。 
一方の独立・個人型VCの場合は、個人のキャピ

タリストとしての能力は様々な局面を経験するため

磨かれることになり、起業家と協力しての形にせよ

新しい事業創造という面でもノウハウの蓄積が系

列・組織型VCより短期間に可能となろう。 
とはいえ投資資金調達の面では非力であり、案件

によっては資金力の面で投資が出来ないような案件

も出てくる危険性はある。 
このように両VCともそれぞれ一長一短あるが、

新規事業創造、フロンティア開発への関与というこ

とを考えると、これからの日本では、独立・個人型

VCの増加を望みたい。幸い現状独立・個人型VC、
しかも若手のキャピタリストが出てきており、彼ら

が出来るだけ早期に経験を積んでくれることを願い

たい。 
 

論点 3日本のスタートアップス・エコノミー活性化

の条件 

ケース本論に書かれているように、村口氏はこれ

からの自分自身のミッションについて、ベンチャー

キャピタリストとしてスタートアップス・エコノミ

ーの健全化に貢献することだと発言されている。 
そのミッションは大変重要である。 
が、そもそも健全化以前の問題として、日本のス

タートアップス・エコノミーは現状、活性化してい

るといえるのか。そのことをまずは考える必要があ

るように思う。 
ご存知のように、アベノミクスの第三の矢である

成長戦略のなかでは、開業率を現状の 5％から欧米

先進国並みの 10％以上に引き上げることを目標に

している。とはいえ、依然その目標に対して具体的

な策が出てきているようには見えないし、現実に開

業率が上昇過程に入ったようにも見えない。 
確かに ITC分野では、若い人たちの起業が増加し

ていると聞くが、開業率を大きく引き上げるだけの

起業数とは見えない。また、今まで深かった大企業

と中小・ベンチャーの間の溝も、大企業側が新規事

業開発のために中小・ベンチャーのM&Aや提携の

必要性に迫られる中で、確かに少しずつ埋まってい

る感はあるが、まだまだ本格的とは言えない。 
承知のように現在の日本における大きな問題の一

つに、新しい事業・産業が育たないことが挙げられ

る。20数年に亘る長期の日本経済の停滞の原因の1
つがそこにある。 
新しい事業の創出、新しいフロンティアの開拓に

あたって、VC 事業の拡大は日本において喫緊の課

題といえる。どうすればVC事業は拡大するのか。 
承知のように、日本のVC投資資金額は世界各国

と比較して遥かに小さい。2013年の年間VC投資額

を見ると、欧州が約 4,400 億円（1 ユーロ＝130 円

換算）、米国が約 2 兆 9,000 億円（1 ドル＝98 円換

算）、対して日本は約 1,800 億円（VEC『ベンチャ

ー白書2014』より）と欧州の半分以下、米国との対

比では 20 分の 1 近くにしか過ぎない。しかも、日

本の投資額1,800億円の内、実は半分以上は海外へ

の投資なのである。日本国内への投資はわずかに

700億円強に過ぎない。 
スタートアップス・エコノミーの活性化とVC事

業の拡大は、リンクした課題と言ってよい。その 2
つの課題に向けて何を行う必要があるのか。3 つ目

の論点として改めて皆さんで考えて欲しい。 

（日本ベンチャー学会会報Vol.71掲載） 
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（6）月例委員会（2015年 4月 27日） 

「九州大学の起業家教育と福岡における

起業家支援活動について 

～ロバート・ファン／アントレプレナーシ

ップ・センター（QREC）の事例を中心に～」 

秦 信行（制度委員会委員長、國學院大學教授） 

谷川 徹（九州大学ロバート・ファン/アントレプレ

ナーシップ・センター（QREC）特命教授） 

はじめに 

本日は、ベンチャー支援活動をテーマに話をして

欲しいという日本ベンチャー学会制度委員会のお申

し出があり、1 時間程度話しをすることにしたい。

九州大学では数年前からベンチャー支援の中でも起

業家教育（アントレプレナーシップ教育）に力を入

れており、私からは、九州大学で展開している広い

意味の起業家支援活動である起業家教育を中心に話

をすることにさせていただきたい。 
具体的には、2011年度から本格的な活動が始まっ

た九州大学ロバート・ファン/アントレプレナーシッ

プ・センター（QREC）が行なっている起業家教育

を中心にお話し、九州大学の産学官連携本部が担当

している起業家支援活動についても簡単に触れるこ

とにしたい。 
 

1. QRECの概要 

まず、九州大学の起業家教育を担っているQREC
であるが、2010 年 12 月に設立され、2011 年 4 月

からカリキュラムの運営が開始された。 
この組織は、九大の卒業生である台湾出身のロバ

ート・ファン氏の寄付をきっかけに、元々あった九

大のVBL（ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー）

を改組・再構築して作られた。 
ロバート・ファン氏は、九州大学の工学部電子工

学科を卒業後米国に留学、米国の半導体開発会社

AMDなどで働いた後独立、EMSなどIT分野で様々

なビジネス・サービスを展開するシネックス・コー

ポレーションを創業してNY市場に上場させた経歴

を持つ。シネックス社は現在シリコンバレーで売上

ランキング10位以内の会社になっている。 
QRECのミッションは、ベンチャーの実務的支援

ではなく、リーダー人材、積極的に新しい価値創造

にチャレンジする人材という意味での広義のアント

レプレナー、イノベーション人材の育成にある。従

って、その育成する人材は、単なるベンチャー起業

家というわけではなく、大企業で新規事業開発に挑

戦する人材、社会的課題の解決に挑戦する社会起業

家、開発途上国で課題解決に挑戦する人材、官僚に

なって新政策の創造と実現にチャレンジする人材等、

幅広い分野での多様なリーダー人材、アントレプレ

ナー人材、イノベーション人材である。 
育成対象の学生は学部生から大学院生まで、九大

で学ぶ約2万人の学生（一部社会人、他大学生にも

拡大中）で、学部・大学院一貫の体系的教育を実施

している。次に述べるカリキュラムに見られるよう

に、学部の低学年から順次高学年・大学院に向けて

内容は基礎‐応用‐実践と高度化し、早い段階から

の意識改革を行うと同時に、スキルアップも目指し

ている。加えて、専門的な分野についての知識、知

見を有すると同時に、幅広い教養も身につけたT字

型人間の育成を目標としている。 
 

2. カリキュラムと授業内容 

教育内容については、図 1 を参照して頂きたい。 

図 1 教育内容と体系 

 
平成26年度は正規の授業として約30の授業を実

施した。授業科目は、前述したように基礎編、応用

編、実践編と分けており、学生には出来るだけ順番

に履修するように指導している。 
最初の基礎編では、「気付き」を与え、それを契機

に「モーティベーション（やる気）」を引き出すよう

な授業を中心に編成しており、座学を主体とした約

100 人のクラスもあるが、ロールモデルたるアント

レプレナーを招いてのディスカッションなど、気づ

きと刺激を与える授業を展開している。次の応用編

では、組織論、マーケッティング、経営戦略、ファ

イナンスといった、新事業創造に必要な経営学の基
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幹的な授業を置いている。双方向のディスカッショ

ン主体の授業重視のため、応用編以降ではクラス規

模は基礎編と違って30人程度と小さくなっている。

最後の実践編は基礎編、応用編を総合化する形で、

フィールド・スタディや、具体的な課題をもとにそ

の解決の実現提案を目指す授業（PBL）など、学生

が新事業創出の疑似体験を行う内容となっている。 
最近注目されている、イノベーション創出手法た

るデザイン思考の考え方も取り入れている。デザイ

ン思考とは、現場でユーザーを仔細に観察すること

で生まれる気付き＝インサイトを基に問題を発見し、

そこからアイデアを出してプロトタイプを組み立て

てユーザーにぶつける、という作業を何回も繰り返

すことで最終的により良いものと作り上げていく手

法である。いわゆるリーンスタートアップの考え方

と類似している。最初に課題ありきで解決策を考え

るのではなく、課題そのものをゼロから考えた上で

そこから解決の道筋を考える、といった高いクリエ

イティビティが求められる思考方法で、その考え方

を導入している。 
具体的な授業としては、まず体験型授業として、

開発途上国でのアントレプレナー育成のための授業、

「新興国アントレプレナーシップ」という科目を設

けている。これは途上国の農村などに実際に出掛け、

現地における教育問題や環境問題など幾つかの領域

について、デザイン思考を取り入れた PBL
（Problem Based Learning）授業を行うものであ

る。2013年にバングラディッシュでフィールド・ス

タディを行った。 
次の体験型授業が「ソーシャル・アントレプレナ

ーシップ・プログラム」で、2014年度は東日本大震

災の被災地南三陸町で実施、地域振興と教育をテー

マに 20 人がデザイン思考の手法を活用し、現地の

課題解決に関するアイデアとビジネスプランを提案

した。 
また同様に、体験型授業の一つとして「QREP（九

州大学／ロバート・ファン／アントレプレナーシッ

プ／プログラム）」がある。これは、 QREC設立以

前からロバート・ファン氏の寄付で毎年実施してい

る正課授業で、九大生と提携校の早稲田生 20 数名

を対象に、イノベーションのメッカたるシリコンバ

レーで行う研修プログラムである。1 月から事前授

業を開始、3月にはシリコンバレーに出向き1週間、

現地の起業家やベンチャーキャピタリスト、NPO
主宰者、エンジニア、研究者、留学生などとのディ

スカッションを行い、多様な分野で自らの夢実現に

向けて挑戦している人達と自分を比較しながら、学

生自身がどう生きるべきかを考え、モーティベーシ

ョンを高めるカリキュラムである。 2005年から始

めているこのQREPは既に10回実施、学生の自己

発見、そして自己実現に向けた歩みのための良い機

会になっている（図2参照）。 

図 2 QREP‐劇的な効果 outcomeの例 

 
その他のプログラムとしては、学生に企画・運営

を行わせ、各界で活躍する多様なアントレプレナー

を招き、話を聞くと同時に議論する「アントレプレ

ナーシップ・セミナー」、アイデア創出の楽しさを体

験させる「アイデアラボⅠ・Ⅱ」、世界的デザインコ

ンサルティング会社アイデオ（IDEO）社東京オフ

ィスのメンバーを招いて、デザイン思考の実践的活

用法を学ぶ授業「戦略的デザイン思考」、現場のニー

ズの即した具体的政策実現に挑戦する行政マンの育

成に向けた「地域政策デザイン論」などが用意され

ている。 
正課の授業の教育手法は、出来るだけ教員と学生

が議論する形の双方向授業とし、大半の授業はワー

クショップ方式を採用している（図 3 参照）。授業

時間は2コマ連続の180分、クラスの多様性を確保

する意味で全授業において全学部・大学院学生のミ

ックス・クラスとしている。 
また、課題解決型教育（PBL）を多数のクラスに

導入し、既に述べたような体験型授業を設けると共

に、実務家ゲストを積極的に活用している。更には、

ユーザー観察から新たな課題を発見し、その解決案

を提案するデザイン思考の手法も､多くの授業に取

り入れている。 
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図 3 教育手法と内容 

 
その他、正課授業ではないが、正課授業の補足的

な意味合いと QREC の情報発信による認知度向上

のために幾つかの教育関連プログラムも実施してい

る。 
その 1 つが「C＆C（チャレンジ＆クリエーショ

ン）」で、これは学生のビジネスアイデアを 1 年掛

けてプロジェクトとして実現させようとするもので、

毎年春の審査会で選ばれた 8 件のプロジェクトに 1
件 50 万円を提供、アイデアを具体的な成果にさせ

た上で､再度翌年の3月に審査会を行っている。 
2 つ目が「九大祭起業体験プログラム」で、他大

学でも既に行われているが、九大祭という大学祭を

舞台に模擬店を1つの株式会社に見立て、資金提供

者としてベンチャーキャピタルも加わって、創業か

ら決算、その後の分配、そして会社（模擬店）の解

散までを疑似体験させ、最も成果を上げた会社（模

擬店）を表彰するプログラムである。 
その他正課授業以外のプロジェクトとしては、海

外の組織と提携した教育プロジェクトも用意されて

いる。 
 

3. 起業家教育の評価と成果 

以上述べてきた九州大学での起業家教育の実践に

ついては、当然のことながらその自己点検及びその

評価も実施している。 
具体的には、QRECが提供している全授業・講義

について、毎回授業後に授業アンケートを実施して

おり、さらに毎年授業終了時に学生からアンケート

を取り、その結果を全学のアンケート結果と比較す

ることも行なっている。 
加えて、年2回、前期・後期毎に講義評価のため

学生との意見交換会を開いている。 

また、隔週でコア教員（6~7名）の会議を設け、

教育内容や教育手法についての改善を議論している。

同時に、非常勤講師も含めた全 QREC 担当教員に

よる教育内容懇談会も年1回実施している。さらに、

講義録画による講義レビューが可能な体制も整えて

いる。 
QRECのカリキュラム構築に当たっては、アント

レプレナーシップ教育を行う欧米の大学を訪問調査

し、サンクトガレン大学やスタンフォード大学など、

世界の有力大学のアントレプレナーシップ・プログ

ラムを参考にした。今後は現状不足する知識や経験

の補完などの目的に、それらの大学等との連携強化

を更に図っていきたい。 
それと共に、QRECの学内認知度と理解を高める

ため、九州大学内の学内他部局との連携（共同授業

や授業の相互協力）を順次拡大している。具体的に

は、他学部・他学科の学生が共通して履修できる科

目を増やし、かつ QREC の担当教員が他の学部・

学科でも教えるようにしている。また他学部からの

協力教員をお願いして教員不足を補っている。こう

した活動は、QRECの授業科目を履修する学生を増

やし、引いては QREC の認知度や評価の向上にも

繋がると考えている。加えて、IT技術の活用を積極

化し、分散している九州大学の他のキャンパスの学

部・学科、大学院へのTV 授業や遠隔講義が可能と

なるシステムの導入も図っている。QRECの活動を

更に情報発信することも評価向上に資することにな

ろう。 
正課授業の受講学生数は一昨年（2013年度）で約

600人、聴講生の約200人を含めると全体で約800
人であり、毎年増加している（前年はそれぞれ約500
人と約 80 人）。QREC 設立以降の累計で見ると 3
年間で約2,000人が受講したことになる。2014年の

実績はまだ確定していないが、聴講生を含め 1,000
人程度と見込まれ更に増加している。 
個々の成果については、米国エネルギー省主催の 

“Hydrogen Student Design Contest 2013”で、

QREC の授業を受講した大学院生グループが 2013
年 6月に最優秀賞受賞、また 2014 年 8月、文部科

学省「グローバルアントレプレナー育成促進事業

（EDGEプログラム）」に採択（応募機関は55機関、

内採択機関は 13）、2014年 11月にニュービジネス

協議会連合会と中小企業振興機構主催の「第9回ニ

ッポン新事業創出大賞」支援部門で 2014 年度最優

秀賞受賞及び経済産業大臣賞受賞、平成 25 年度版
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散までを疑似体験させ、最も成果を上げた会社（模

擬店）を表彰するプログラムである。 
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いる。 
 

3. 起業家教育の評価と成果 

以上述べてきた九州大学での起業家教育の実践に

ついては、当然のことながらその自己点検及びその
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について、毎回授業後に授業アンケートを実施して

おり、さらに毎年授業終了時に学生からアンケート

を取り、その結果を全学のアンケート結果と比較す

ることも行なっている。 
加えて、年2回、前期・後期毎に講義評価のため

学生との意見交換会を開いている。 

また、隔週でコア教員（6~7名）の会議を設け、

教育内容や教育手法についての改善を議論している。

同時に、非常勤講師も含めた全 QREC 担当教員に

よる教育内容懇談会も年1回実施している。さらに、

講義録画による講義レビューが可能な体制も整えて

いる。 
QRECのカリキュラム構築に当たっては、アント

レプレナーシップ教育を行う欧米の大学を訪問調査

し、サンクトガレン大学やスタンフォード大学など、

世界の有力大学のアントレプレナーシップ・プログ

ラムを参考にした。今後は現状不足する知識や経験

の補完などの目的に、それらの大学等との連携強化

を更に図っていきたい。 
それと共に、QRECの学内認知度と理解を高める

ため、九州大学内の学内他部局との連携（共同授業

や授業の相互協力）を順次拡大している。具体的に

は、他学部・他学科の学生が共通して履修できる科

目を増やし、かつ QREC の担当教員が他の学部・

学科でも教えるようにしている。また他学部からの

協力教員をお願いして教員不足を補っている。こう

した活動は、QRECの授業科目を履修する学生を増

やし、引いては QREC の認知度や評価の向上にも

繋がると考えている。加えて、IT技術の活用を積極

化し、分散している九州大学の他のキャンパスの学

部・学科、大学院へのTV 授業や遠隔講義が可能と

なるシステムの導入も図っている。QRECの活動を

更に情報発信することも評価向上に資することにな

ろう。 
正課授業の受講学生数は一昨年（2013年度）で約

600人、聴講生の約200人を含めると全体で約800
人であり、毎年増加している（前年はそれぞれ約500
人と約 80 人）。QREC 設立以降の累計で見ると 3
年間で約2,000人が受講したことになる。2014年の

実績はまだ確定していないが、聴講生を含め 1,000
人程度と見込まれ更に増加している。 
個々の成果については、米国エネルギー省主催の 

“Hydrogen Student Design Contest 2013”で、

QREC の授業を受講した大学院生グループが 2013
年 6月に最優秀賞受賞、また 2014 年 8月、文部科

学省「グローバルアントレプレナー育成促進事業

（EDGEプログラム）」に採択（応募機関は55機関、

内採択機関は 13）、2014年 11月にニュービジネス

協議会連合会と中小企業振興機構主催の「第9回ニ

ッポン新事業創出大賞」支援部門で 2014 年度最優

秀賞受賞及び経済産業大臣賞受賞、平成 25 年度版
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の『科学技術白書』において QREC の活動が紹介

される、といった点が上げられる。 
中でも、グローバルアントレプレナー育成促進事
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は海外まで、といった3段階で広げる事業として展

開している。その中で QREC は従来の教育の基礎

から応用､実践演習までの実績に加えて、現実にビジ

ネス化するステージの教育強化を図っている。この

プログラムに関しては、PBL型イノベーション教育

を担う教員養成システムの構築が課題と考えている。 
EDGE プログラムでの九州大学の実績としては、
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ノベーション人材育成事業、QRECがイノベーショ

ン・コンサルティング企業のリパブリックと野村総
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業者、VC、エンジェルなどの投資家、中心的な大企

業（シリコンバレーで言うとヒューレット・パッカ

ードやアップル、シスコ・システムズといった企業）、
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とはいえ、現状の福岡は支援人材や資金、インフ

ラの厚みに欠け、過去に目立った成功ベンチャーも

数少ない。さらには創業を目指す人達の国内外での

経験は不足しており、構想力に欠ける。総じて人材

の問題を中心に残念ながら起業家、ベンチャー輩出

活動はもの足らない。 
ただ、2014年に福岡市は創業特区に指定されてお

り、今後外国人創業人材受入手続きの簡素化や雇用

規制の緩和、法人税の引き下げなどの施策が国とし

て打たれようとしている。加えて、福岡市独自でも

スタートアップ奨学金の創設や開業手続きのワンス

トップ化などの支援策が図られる動きになっている。

その意味で、今後より強力に起業家を生み出すプル

型の施策が打たれるならば、福岡が創業特区指定を

契機にベンチャー輩出の拠点になる潜在的な可能性

は大きいと考えられる。 
 

5. QRECの今後の方向性と課題 

今後の方向性として強調したいのは、前述したカ
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リキュラム体系の中の基礎編‐応用編‐実践編の中

で実践編に含まれる事業化ステージ教育の強化を図

っていきたい。事業化ステージとして、具体的な社

会的価値を実現するための実践的な教育の部分を厚

くする事を考えている。更にはグローバル教育強化

という面で、英語での授業を増やし、学生の多くが

海外でのビジネスプラン・コンテストに挑戦する形

になるような支援を行なっていきたい。 
課題としては、まずは QREC の九州大学内での

位置付けをより明確なものにし、全ての学部・大学

院での認知度を上げることである。残念ながら、現

状の QREC の学内での認知度、評価はまだそんな

に高くはない。それが故に QREC の専任教員は 1
名にとどまっており、人材の不足感は否めない。加

えて、学内での評価が依然定まっていないが故に財

源確保の問題も必ずしも万全ではない。当面の資金

はファン氏からの更なるコミットがあり、国の予算

も EDGE プログラム獲得で余裕があるものの、そ

の先は学内での認知度、評価の向上にかかっている。 
 

論点整理 

＜論点整理について＞ 

2012‐2013 年度「制度委員会」では、起業家か

らお聞きした話を「ケーススタディ」のための「ケ

ース」として会報に掲載した上で、制度委員会委員

長である私・秦が巻末にそのケースを学ぶ際のディ

スカッション・ポイント及び補足コメントを「ティ

ーチングノート」として書かせて頂いた。 
2014年度から始まった「制度委員会」の新たなテ

ーマである「日本における起業家・ベンチャー支援

の現状と課題」の下での制度委員会の議論について

は、ゲスト講師の話を「事例紹介」の「事例」とし

て掲載すると同時に、前回までの「ティーチングノ

ート」に代わって「論点整理」を付けさせて頂いた。

それは、日本における起業家・ベンチャー支援活動

に関して、「事例」をお読み頂いた方々にも考えて頂

きたい論点を挙げさせて頂き、私なりのコメントも

付け加えることで、皆さんと一緒に議論を深めてい

きたいと考えているからである。 
そうしたプロセスを通じて、日本での起業家・ベ

ンチャー支援活動に対する理解が深化し、活動自体

がより効率的なものになる中で、新たな支援組織や

団体、そして新たな支援者が数多く生まれることを

願 っている。 

今回の事例は九州大学での起業家・ベンチャー支

援活動、中でも中心は九州大学 QREC の起業家教

育実践の事例である。お話は、QRECの創設当初か

ら中心的に動いてこられた特命教授の谷川徹氏（前

QREC長）に行っていただいた。 
以下、5つの論点を指摘しておきたい。 
 

1. 教育プログラムの評価 

1点目は、QRECで実施されている起業家教育プ

ログラムの評価である、このプログラムを起業家教

育、その目的、そして日本のみならず世界の大学で

行われている起業家教育からみてどう評価できるの

か。 
本論で示した谷川氏の話から分かるように、2011

年度から始まった九州大学 QREC の起業家教育の

取り組みは、海外での起業家教育の事例の広範な調

査など、事前の周到な準備を踏まえて実施されてお

り、受講生も年毎に増加、昨年度は正課として受講

している学生が約 600 人、聴講している学生が約

200人、合計で約800人となっている。開始からの

延べ受講生は約2,000人になっている。 
カリキュラムは基礎－応用－実践という形で教育

のレベルによって段階別に構成されており、体系的

な取り組みがなされている。正課で実施されている

授業科目が 30 科目、その他正課外でも様々な体験

学習プログラムが設けられている。 
QRECの起業家教育の目標は、本論でも触れられ

ているように単なるベンチャー起業家の育成にある

わけではない。目標は、組織的なしがらみを克服し、

日本の大企業で大胆な新規事業開発に取り組む人材、

発展途上国で開発支援に従事し、その国の解決困難

な課題解決に積極的に挑戦するような人材、日本で

政策立案を通して日本の課題解決に挑戦する人材な

ど幅広く設定されている。 
正課外の教育プログラムも含めると、教育現場は

九州大学キャンパス内に留まらず、日本の各地、さ

らにはバングラディッシュやシリコンバレー、加え

て QREC 単体のプログラムではないが、九大の他

の部局との連携で欧州フィンランドの大学との提携

プログラムも動いている。 
行われている授業は、できるだけ教員・学生がイ

ンターラクティブに議論する形で、最近注目されて

いるグループ・ディスカッションなど学生が自主的

に授業に参加する課題解決型授業（PBL）やデザイ

ン思考の考え方を取り入れた授業が展開されている。 
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担当教員は専任の 1 名を含めて 6～7 人と少ない
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3. 大学内での理解と教員・資金の確保 
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かといった意識、それはそれで間違っているわけで
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学で全学的な理解を深め、位置付けを明確にする困

難さは大きいと思う。 
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それは現実に QREC において、設立後 5 年目に

なりながら、まだ専任教員は1名しか確保できてい

ないことや、学生の履修に関しても、学生が所属す

る大学院、学部の指導教員に気兼ねしながら履修し

ている様子が見られるといったことにも現れている。 
QREC という組織及び教育プログラムの大学内

での位置付けの明確化、安定化は、QREC自身もこ

れからの課題の1つに挙げられている。確かに、そ

れが実現できない場合は、組織自体及び教育プログ

ラムの継続性や存続の問題に関わってくる。 
学内での理解を深めるためにも上述した QREC

が実践している起業家教育の成果を明確にし、それ

を学内にアピールする必要がある。同時に、既に行

われているようだが、他の部局に QREC をより理

解してもらうために連携プロジェクトを様々に工夫

することも意味があると思う。 
いずれにしても、教員や資金といった資源の学内

配分を有利に進めていくためにも、教育目的の明確

化と出来るだけ客観的な成果や達成度の測定、把握

が必要といえる。 
資金に関しては、ロバート・ファン氏の寄付と国

家予算の獲得で当面は問題なさそうではあるが、そ

の先を考えると大学内での理解をより深めることが

求められる。 
 

4. より実践的なベンチャー・起業家支援活動との

相乗効果 

九州大学では既に述べたように、2010 年以降は

様々なベンチャー・起業家支援活動の中で、起業家

教育に重点を置く形の実践を行ってこられた。限ら

れた資源の下で九州大学が起業家教育に重点をシフ

トされたことは戦略としては合理的な判断だといえ

よう。 
とはいえ、QRECの起業家教育がより学内で理解

され、安定的な位置付けがなされていくためには、

やはり実践的な成果を如何に上げていくかも重要な

ことだと思う。 
その点は QREC 自体でも、事業化ステージの教

育強化という形で提起されている。ただ残念ながら、

今後重点的に強化されようとする事業化ステージの

教育の具体的な内容については、時間の制約もあり

谷川氏からは詳しくは聞けなかった。その点で重要

なことは、ベンチャー創造、起業家育成の具体的な

実例を作り出すことであろう。 
現状起業家教育に重点を置いている九州大学では

あるが、今後、 QREC が学内で安定的な組織、プ

ログラムとしての位置付けが出来たならば、資源の

許す範囲で改めて産官学連携事業や従来のVBL（ベ

ンチャー・ビジネス・ラボラトリー）といった活動

を強化し、九大発ベンチャーや起業家の創出を拡大

していくことも求められよう。それは、QRECの起

業家教育の具体的な成果にも繋がり、相乗効果を生

むことになる。 
 

5. 大学での起業家教育のあり方 

論点の第5は、QRECの起業家教育自体について

の問題ではないのだが、読者の皆さんにも考えてい

ただきたいという意味で提起をしておきたい問題が

ある。 
それは、そもそも起業家教育、それも QREC が

究極の使命・目的として表明している他者に頼るこ

となく生きていく自立心や向上心、物事に果敢に挑

むチャレンジ精神といった、人間の基本的な生き方

といったものに関わるような教育、加えて実務的で

基礎的な経済や経営の問題を、大学という教育機関

で行うことの意味についての問題である。 
私見では、そうした人間の基本的な生き方に関わ

る教育や実務に関わる基礎的な教育はもっと小さい

頃から行われてしかるべきだと思う。残念ながら戦

後の日本では、そうした人間の生き方といった問題

や職業教育的、実務的な問題についての教育が、大

学までの段階で必ずしも十分に行われてこなかった。

そのためそうした教育も大学で引き受ける状態にな

っているように思う。 
QREC のプログラムに問題があるわけではない。

ただ、学生諸君が大学でそのプログラムを受講する

前に、小・中・高校段階で何らかの起業家教育なる

ものを受けているなら、大学で学ぶ起業家教育の効

果はもっと大きくなるのではなかろうか。 
これも私見ではあるが、大学での起業家教育は本

体的にはもっと実務的なものに偏ったものでいいの

ではなかろうか。 
起業家教育を人間の成長段階のどの段階で、どの

ように行うのが適切なのか、皆さんも改めて考えて

いただきたい。 

（日本ベンチャー学会会報Vol.72掲載） 
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 67 

（7）月例委員会（2015年 5月 25日） 

「社会貢献から始まる福島の復興 

～東洋システム㈱及び庄司秀樹社長の 

実践～」 

秦 信行（制度委員会委員長、國學院大學教授） 

松田 修一（制度委員会オブザーバー、早稲田大学

名誉教授） 

田村 真理子（制度委員メンバー、日本ベンチャー

学会事務局長） 

ケース作成協力 

東洋システム㈱社長庄司秀樹氏（日本ベンチャー

学会理事及び制度委員会委員）には、2012 年 5 月

18 日の制度委員会において、「リチウムイオン二次

電池開発を支える東洋システム㈱～エネルギー産業

の技術開発で世界に貢献するイノベーションの軌道

～」でお話をいただき、ケースを作成しています。 
福島県いわき市に本社がある東洋システムは、

2011年3月11日の東日本大震災で甚大な影響を受

けたにもかかわらず、素早く顧客に対応し復興を果

たしました。同時に、地域や子供達に対するイベン

トを主催する等長期にわたり地域・日本のイノベー

ションの風土づくりに貢献してきました。 
制度委員会では、2015 年 5 月 25 日に、「社会貢

献から始まる福島の復興」というテーマで講演をし、

討議いただきました。本ケースは、庄司秀樹社長の

プレゼン資料及び当該委員会での情報収集だけでは

不足していた内容については、庄司氏からの情報提

供により、作成しました。ご協力いただいた庄司秀

樹氏及び会社の方々に感謝いたします。なお、ケー

スは、東洋システム及び庄司氏の事業の軌道を整理

したものであり、その良否を論じたものではありま

せん。 
 

検査装置事業のケース概要 

東洋システム㈱は、2011年3月11日の東日本大

震災、その後の福島原発事故現場から50kmのいわ

き市に本社があります。二次電池（リチウムイオン

電池等）検査装置の製造開発及び検査受託サービス

の事業では、世界トップ水準にあります。庄司秀樹

社長が、未曽有の危機に対して、いかなる行動をと

り、「社員と協力会社・その家族を守り、お客様への

供給責任を果たし、さらに社会貢献をする」という

会社の責任を果たしてきたかを整理したものです。

不可能である、困難であるという地域や関係者を説

得し、強固な賛同者を得ながら、「福島の復興は、心

の復興なくしてありえない」という信念のもとに、

実践し、継続し、社会風土までも変えつつある一起

業家の魂を事例として整理しました。 
 

1. 藍綬褒章・紺綬褒章の 2つの褒章受章 

褒章とは、社会や公共の福祉、文化などに貢献し

た者を顕彰する日本の栄典の一つであり、対象とな

る事績により、紅綬褒章、緑綬褒章、黄綬褒章、紫

綬褒章、藍綬褒章、紺綬褒章の 6 種類があります。 
2014年春に、東洋システム㈱と庄司秀樹社長は、

2つの褒章受章の栄誉に浴しました。 
① 藍綬褒章は、公衆の利益、公共の事業で事績著明

な人に授与される褒章ですが、「革新的な経営に

より斯業の発展に寄与」したとして、代表取締

役社長の庄司秀樹氏が個人として受章しました。 
② 紺綬褒章は、公益のために私財を寄付した者に授

与される褒章ですが、消防車や防犯活動車両等

の寄付をした功績顕著な者として、東洋システ

ム㈱が会社として受章しました。 
藍綬褒章の受章にあたり、対象は中小企業（資本

金3億円以下又は従業員数300人以下の会社及び個

人）で、全国 8 つの地域経済産業局の管轄から各 1
社が推薦され、うち全国1社を選び出す作業が行わ

れます。東北経済産業局が選んだ東洋システムは、

事業内容及び公益的な活動という意味で、他を圧倒

していたそうです。日本の最先端技術を担うと同時

に、地域の産業・人材育成の顕著な貢献があったの

が、受章理由です。 

いわき市のホテルで開かれた受章記念パーティー

で、起業時に共に金策に走り回った奥様やご家族、

地域のボランティアを行っているご兄弟の家族の皆

様を始め、ほほえましい光景を目のあたりにし、出

席者一同幸せな気分になりました。 
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しかし、受章の重みと、社会的責任を果たすこと

を今後とも続けていくという、庄司社長及び東洋シ

ステムの方々の覚悟の決意表明の場でもあったわけ

です。 
 

2. 強い社会貢献意識の芽生え 

庄司社長は、小学校時代からラジオ（無線機）を

組み立て、ロシア等からの日本語放送を聞くような

少年でありました。電気関係を勉強したかったので、

福島県立勿来（なこそ）工業高等学校（いわき市）

に入学し、応援団に入部しました。 
1980 年卒業後㈱日立サービスエンジニアリング

に就職し、電気技術屋として福島原発関連や上下水

道制御検査に携わりました。ここで、「高卒はただの

部品である」と言われ、大変なショックを受けまし

たが、社内教育は週8時間にも及び、体系化された

しっかりしたものでした。技能職の基本を学ぶこと

ができました。 
1984年地元いわき市に戻り、計測器販売の仕事に

従事したが、自分の目指す方向とは異なり、違和感

がありました。この頃、現在の携帯の原型ともいえ

る「ショルダーフォン」、改良型の「ハンディフォン」

が発売され、固定型から携帯型へ消費者の関心が高

まっていました。また、福島には、電池の集積地で

ある大阪では成功しなかったソニーが工場移転をし、

製造主力をリチウム金属電池からリチウムイオン電

池（LIB）に切り替えました。しかし、リチウム金

属電池を搭載したハンディフォン向け電池が、1989
年に爆発し、火災を起こしました。開発途上のリチ

ウムイオン電池は、化学反応に伴うエネルギーを電

気エネルギーに変えるデバイスであるが、刻々変化

する生き物であり、コントロールが困難であるとい

う現実がありました。ただし、電池が、小さくなり

安全であれば、大きな携帯機器は、小さく、軽くな

り、普及すると確信しました。 
生き物である LIB のメカニズムの技術解析が可

能な電池試験装置を開発すれば、LIBの開発支援に

なると考え、「将来携帯機器を小さくするためには、 
LIBのメカニズムを測定する電池試験装置が必要だ。

日本には装置メーカーがない。俺が装置の開発をや

るしかない！」と 1989 年に東洋システムを設立し

たのです。 
しかし、技術ベンチャーの設立は、思いや勢いで

可能であるが、その経営は、思いもしなかった危機

に次々と遭遇します。 

・設立資金の苦労：当時の株式会社の最低資本金は

1,000 万円でした。自己資金500 万円、借入金 500
万円を予定しました。商工会議所の無担保・無保証

で500万円の借入制度を利用しようと相談に訪れる

と、「電子関連は、事業の立ち上げも遅く、御社は商

工会議所の会員でもない」という理由で、融資を断

られました。その後やっと地元の信用金庫から実家

を担保に入れて、500 万円を借入れて、設立しまし

た。 
・開発資金の苦労：1991 年設立 2 年後、充放電評

価装置の開発第一号（TOSCAT-2000）の製造のた

めの運転資金借り入れで、感触の良かった地銀から

「取引実績もない中小企業で、個人担保もない」と

いう理由で、借入申請を拒否されました。購入品の

支払期限は、納入と共に来るため、目の前が真っ暗

になったそうです。その当時、多くの金に困った者

が行っていた、キャッシングカード（1人カード30
万円限度時代）を夫婦で6枚つくり、建屋建設資金

を支払い、乗り切りました。 
・大口受注のキャンセル：はじめて大手電池メーカ

ーよる充放電試験装置の大口の注文があり、信用し

ていただくために詳細設計まで開示しました。その

後、「東洋システムのような小さい会社は信用できな

いので、これと同じものを大手計測器メーカーに作

らせることにした」と言われ注文が取り消されまし

た。技術に関する機密保持契約を交わしていません。

訴訟をする長期間耐える資金もありません。この案

件では、泣き寝入りせざるを得ませんでしたが、「大

手計測器メーカーが製品を市場に出す前に、その倍

の性能で価格が半分という高性能な製品を完成させ、

大手計測器メーカーを圧倒する」という開発姿勢の

基本ができました。創業当時からのメンバーが力を

あわせ、毎日夜中遅くまで、開発・製造し、目標通

りの製品を仕上げて、キャンセルされた大手メーカ

ーの注文を取り返しました。この時、従業員のチー

ムワークの大切さと、さらに資本力をつけ事業規模

を拡大させる必要があることを痛感しました。 
2004 年には科学技術の発展に貢献したことが認

められ、文部科学大臣賞の受賞により、銀行借り入

れの条件が緩和され、安定的に資金調達ができるよ

うになったと、庄司社長は振り返ります。庄司社長

は、「妻と子供が 2 人おり、創業資金はほぼ無いに

等しい状況の中、1989 年 11 月 27 歳の時、プレハ

ブ小屋からスタートしたが、なかなか売上が伸びず、

苦しい状況が長く続いた中で多くの理解者・支援者
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しかし、受章の重みと、社会的責任を果たすこと
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たが、社内教育は週8時間にも及び、体系化された
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がありました。この頃、現在の携帯の原型ともいえ
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が発売され、固定型から携帯型へ消費者の関心が高

まっていました。また、福島には、電池の集積地で

ある大阪では成功しなかったソニーが工場移転をし、
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池（LIB）に切り替えました。しかし、リチウム金

属電池を搭載したハンディフォン向け電池が、1989
年に爆発し、火災を起こしました。開発途上のリチ
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安全であれば、大きな携帯機器は、小さく、軽くな
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能な電池試験装置を開発すれば、LIBの開発支援に

なると考え、「将来携帯機器を小さくするためには、 
LIBのメカニズムを測定する電池試験装置が必要だ。

日本には装置メーカーがない。俺が装置の開発をや

るしかない！」と 1989 年に東洋システムを設立し

たのです。 
しかし、技術ベンチャーの設立は、思いや勢いで

可能であるが、その経営は、思いもしなかった危機

に次々と遭遇します。 

・設立資金の苦労：当時の株式会社の最低資本金は

1,000 万円でした。自己資金500 万円、借入金 500
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で500万円の借入制度を利用しようと相談に訪れる

と、「電子関連は、事業の立ち上げも遅く、御社は商

工会議所の会員でもない」という理由で、融資を断

られました。その後やっと地元の信用金庫から実家

を担保に入れて、500 万円を借入れて、設立しまし

た。 
・開発資金の苦労：1991 年設立 2 年後、充放電評

価装置の開発第一号（TOSCAT-2000）の製造のた

めの運転資金借り入れで、感触の良かった地銀から

「取引実績もない中小企業で、個人担保もない」と

いう理由で、借入申請を拒否されました。購入品の

支払期限は、納入と共に来るため、目の前が真っ暗

になったそうです。その当時、多くの金に困った者

が行っていた、キャッシングカード（1人カード30
万円限度時代）を夫婦で6枚つくり、建屋建設資金

を支払い、乗り切りました。 
・大口受注のキャンセル：はじめて大手電池メーカ

ーよる充放電試験装置の大口の注文があり、信用し

ていただくために詳細設計まで開示しました。その

後、「東洋システムのような小さい会社は信用できな

いので、これと同じものを大手計測器メーカーに作

らせることにした」と言われ注文が取り消されまし

た。技術に関する機密保持契約を交わしていません。

訴訟をする長期間耐える資金もありません。この案

件では、泣き寝入りせざるを得ませんでしたが、「大

手計測器メーカーが製品を市場に出す前に、その倍

の性能で価格が半分という高性能な製品を完成させ、

大手計測器メーカーを圧倒する」という開発姿勢の

基本ができました。創業当時からのメンバーが力を

あわせ、毎日夜中遅くまで、開発・製造し、目標通

りの製品を仕上げて、キャンセルされた大手メーカ

ーの注文を取り返しました。この時、従業員のチー
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を拡大させる必要があることを痛感しました。 
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がいて、今の自分があると年々、身にしみて痛感す

る」ようになり、東洋システムは、次の3つを社会

的責任として掲げるようになりました。 
① 社員と協力会社・その家族を守る 
② お客様への供給責任 
③ 社会貢献 
 

3. 日本の代表としてモナコで開催されたＷＥＯＹ

でのショック 

東洋システムの社員は、家族同然であるという考

え方のもとに、家族ぐるみの付き合いをするように

しています。その一環として、社員の子供たちが会

社訪問をする「家族参観日」を2009年からすでに6
回実施しています。「ブッキラボウの父さんのごつい

手で、携帯に使う電池をつくる装置を創っているの

だ」と、家族の見方が変わってきます。中小・ベン

チャー企業を理解いただくには、ご家族を説得する

のではなく、納得していただかなければなりません。

それには3年間はかかります。また、地域の中学高

校での模擬授業など、企業の地域密着の必要性につ

いては、日本の中小企業としては熱心な会社でした。

これは、庄司氏の「企業は社会的公器である」とい

う考えに基づくものでしたが、その意識をさらに大

きく変えたのが、日本の起業家代表として、世界の

起業家代表を選ぶ WEOY（モナコで開催）に参加

した、世界の起業家の方々との交流でした。 

起業家の功績を称える世界的な表彰制度 

（WEOY：モナコ） 

純粋に民間のボランティアベースで、長期かつグ

ローバルに顕彰制度を行っているのは、起業家表彰

制度EYアントレプレナー・オブ・ザ・イヤー・ジ

ャパン（Ernst & Young Entrepreneur Of The Year 
Japan：EOYJ）です。EOYJ は、世界 4 大会計事

務所の一つであるアーンスト・アンド・ヤンググル

ープの監査法人である新日本有限責任監査法人が、

モナコで翌年の 6 月に開催される世界約 60 カ国の

各国代表の中から世界 No.1 アントレプレナーを決

定する WEOY に日本代表を送り出す、顕彰制度で

す。1986年に米国で、 2001年から日本でも始まり

ました。 
顕彰の審査のポイントは、起業家精神、財務、戦

略性、国際性、新規性、社会貢献という6つの視点

です。特に、「社会貢献」は、事業自体のみならず、

起業家個人や帰属している構成員全体がいかなる活

動をしているかを問われます。WEOY には、設立

間もない売上規模数億円から1兆円を超える規模の

企業まで集まりますが、決して企業規模や業績のみ

では評価されません。特に、起業家としてのストー

リー、国際的又は社会的影響力、さらに後進のロー

ルモデルになるような社会的な取組みや社会貢献活

動を短時間に審査します。 
庄司社長は、経済大国と言われる国の代表の起業

家は、地域社会に対するボランティア活動を日常的

に組み込み、金銭的な寄付行為が経済活動の一部と

して定着している状況に接しました。また、国の産

業構造の変革や雇用創出にいかに貢献するかを熱っ

ぽく語るアジアやアフリカの国々の起業家のパワー

に驚きました。 
福島県いわき市という、のどかであるが閉鎖的な

地域性からは、ささやかな東洋システム社会貢献活

動が、若干奇異な目で見られていました。WEOY
に日本の代表として参加し、庄司氏は、「いかに自分

が小さい存在か」を肌で感じました。東京本社の出

先工場としての福島やいわき市という地方が、工場

誘致と工場撤退に翻弄される過去を何回も見てきま

した。 
「国を動かし、地域を豊かにする」ために、自社

製品や自社サービスで世界に発信できる企業を 10
社創ろう。まず、東洋システムがそのロールモデル

になろうと決意したのは、WEOY に参加したのが

キッカケです。WEOY には、改めて社会貢献とは

何かを考える大きなチャンスを与えていただいたの

です。 
 

4. 東洋システムの考える社会貢献 

CSR（Corporate Social Responsibility：企業の

社会的責任）は決して会社の価値を高める手段では

ありません。お金を提供するだけの単なる寄付では

ダメで、ベンチャー企業としての在り方を示したい。

そのためには、一つの投資（活動）で、最大の社会

的・経済的効果をもたらすべきではないかと考え、
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次のような社会貢献エコシステムを実践しています。 

 
東洋システムの社会貢献コストを財務諸表上から

捕捉すると、次のようになります。 

東洋システムの社会貢献額 

注：社会貢献支出は、寄付金、交際費・広告費から

成り立っている。 

この支出額は、日本のトップ企業トヨタの100億

円超、サントリーホールディングスの 43 億円から

すると微々たる金額かもしれません。しかし、経常

利益額に対する社会貢献支出額割合平均で、日本ト

ップのエステー化学の 3 年間平均の経常利益 12 億

円、支出額1.6億円、支出割合13.4％と比較しても、

ダントツの支出額です。 
福島県いわき市に本社がある未上場の中堅企業が、

2012年以降ここまで、社会貢献エコシステムに力を

入れているのは、WEOY で、世界の起業家達の国

や社会を思う社会貢献意識にショックを受けたこと

に加え、本社及び主力工場が、2011年3月11日の

東日本大震災に伴う津波被害を受け、その後の福島

第一原発水素爆発地点から 50 ㎞地点で、放射能被

害が低かったということと無縁ではありません。3
月末に受注納期を控えた時期での壊滅的な被害を受

けたにもかかわらず、周りにも助けられ、全社一丸

となって「一つの投資（活動）で、最大の社会的・

経済的効果をもたらすべきではないか」という経済

的な復興以上に重要な「心の復興」という一貫した

考え方が、「東洋システム流社会貢献エコシステム」

を構築したといえます。順を追ってその活動を紹介

します。 

 

5. 2011.3.11東日本大震災による新工場閉鎖とトヨ

タの協力 

東洋システムは、携帯電話用から自動車のハイブ

リッド用までの総合的なリチウムイオン二次電池

（LIB）の安全性評価装置の開発･販売、電池評価の

受託評価試験サービス、OEM 電池パックの設計･

生産等、二次電池（リチウムイオン電池等）試験総

合会社です。 
大学を含む研究機関、電池メーカー、材料メーカ

ー、機器・自動車メーカーと取引先を拡大し、2010
年初め、事業拡大に伴い本社工場の移転を考え始め

ていました。 
工業高校卒業の社長でも、ここまで世界に発信す

ることができます。東洋システムが、家電等の電気

機器、ハイブリッド・EV 等自動車、飛行機、再生

可能エネルギーの蓄電池等に使用する最先端のリチ

ウムイオン電池（LIB）開発のインフラ提供会社で

あることを、地域の若者、特に高校生に理解しても

らうために、常磐線の線路脇に本社工場を建設し、

移転をしたのが、 2010年5月です。2014年には、

さらにその横に朝夕の通勤通学に利用する方々が、

アレと振り向き、見た目でも分かるように前面ガラ

ス張りの 5 階建を建設し、1 階のエントランスには 
｢エネルギー産業における技術開発で世界に貢献す

る｣と大書きしてあります。また、1989年以来の本

社兼工場の拡大が一目でわかるように、会社設立当

初のプレハブ本社も移設しました。 
2011年3月11日の東日本大震災の揺れと津波で、

旧本社屋は、製造現場である1階が水に浸かりまし

た。もし、仕掛品のすべてが津波に浸かったとする

と、自社仕掛品の損失以外に、顧客先のリチウムイ

オン電池の開発にも影響する信用失墜になります。

当然倒産の危機に遭遇すると、本社工場の内部が地

震でグチャグチャになっている状況を見て思ったそ

うです。 
津波の被害は、旧本社屋に残されていた若干の部

品のみで事なきを得ました。製造現場である本社工

場は、いわき市の内陸部分に位置していたため津波

の影響はなかったものの、震災による工場内の機械

の毀損や停電により、月末に向けての追い込み期の

製造が全くできない状況に追い込まれました。東洋

システムで稼働可能な製造現場は、トヨタ向けに開

設された東海営業所のみです。庄司社長は、ワラを

もすがる思いで、不可能であると考えましたが、ト

ヨタに「他社仕掛品の受け入れと製造をしたい」と
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次のような社会貢献エコシステムを実践しています。 

 
東洋システムの社会貢献コストを財務諸表上から

捕捉すると、次のようになります。 

東洋システムの社会貢献額 

注：社会貢献支出は、寄付金、交際費・広告費から

成り立っている。 

この支出額は、日本のトップ企業トヨタの100億

円超、サントリーホールディングスの 43 億円から

すると微々たる金額かもしれません。しかし、経常

利益額に対する社会貢献支出額割合平均で、日本ト

ップのエステー化学の 3 年間平均の経常利益 12 億

円、支出額1.6億円、支出割合13.4％と比較しても、

ダントツの支出額です。 
福島県いわき市に本社がある未上場の中堅企業が、

2012年以降ここまで、社会貢献エコシステムに力を

入れているのは、WEOY で、世界の起業家達の国

や社会を思う社会貢献意識にショックを受けたこと

に加え、本社及び主力工場が、2011年3月11日の

東日本大震災に伴う津波被害を受け、その後の福島

第一原発水素爆発地点から 50 ㎞地点で、放射能被

害が低かったということと無縁ではありません。3
月末に受注納期を控えた時期での壊滅的な被害を受

けたにもかかわらず、周りにも助けられ、全社一丸

となって「一つの投資（活動）で、最大の社会的・

経済的効果をもたらすべきではないか」という経済

的な復興以上に重要な「心の復興」という一貫した

考え方が、「東洋システム流社会貢献エコシステム」

を構築したといえます。順を追ってその活動を紹介

します。 

 

5. 2011.3.11東日本大震災による新工場閉鎖とトヨ

タの協力 

東洋システムは、携帯電話用から自動車のハイブ

リッド用までの総合的なリチウムイオン二次電池

（LIB）の安全性評価装置の開発･販売、電池評価の

受託評価試験サービス、OEM 電池パックの設計･

生産等、二次電池（リチウムイオン電池等）試験総

合会社です。 
大学を含む研究機関、電池メーカー、材料メーカ

ー、機器・自動車メーカーと取引先を拡大し、2010
年初め、事業拡大に伴い本社工場の移転を考え始め

ていました。 
工業高校卒業の社長でも、ここまで世界に発信す

ることができます。東洋システムが、家電等の電気

機器、ハイブリッド・EV 等自動車、飛行機、再生

可能エネルギーの蓄電池等に使用する最先端のリチ

ウムイオン電池（LIB）開発のインフラ提供会社で

あることを、地域の若者、特に高校生に理解しても

らうために、常磐線の線路脇に本社工場を建設し、

移転をしたのが、 2010年5月です。2014年には、

さらにその横に朝夕の通勤通学に利用する方々が、

アレと振り向き、見た目でも分かるように前面ガラ

ス張りの 5 階建を建設し、1 階のエントランスには 
｢エネルギー産業における技術開発で世界に貢献す

る｣と大書きしてあります。また、1989年以来の本

社兼工場の拡大が一目でわかるように、会社設立当

初のプレハブ本社も移設しました。 
2011年3月11日の東日本大震災の揺れと津波で、

旧本社屋は、製造現場である1階が水に浸かりまし

た。もし、仕掛品のすべてが津波に浸かったとする

と、自社仕掛品の損失以外に、顧客先のリチウムイ

オン電池の開発にも影響する信用失墜になります。

当然倒産の危機に遭遇すると、本社工場の内部が地

震でグチャグチャになっている状況を見て思ったそ

うです。 
津波の被害は、旧本社屋に残されていた若干の部

品のみで事なきを得ました。製造現場である本社工

場は、いわき市の内陸部分に位置していたため津波

の影響はなかったものの、震災による工場内の機械

の毀損や停電により、月末に向けての追い込み期の

製造が全くできない状況に追い込まれました。東洋

システムで稼働可能な製造現場は、トヨタ向けに開

設された東海営業所のみです。庄司社長は、ワラを

もすがる思いで、不可能であると考えましたが、ト

ヨタに「他社仕掛品の受け入れと製造をしたい」と
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申し出ました。思いがけなく「他社製品の製造にも

活用してください」との回答でした。製造途上の仕

掛品をいわき市の本社屋から東海営業所に運び、3
月末以降の納品を予定通り果たすことができました。

さらに資金的にも大変であろうと、納入予定の金額

を前払いしていただきました。これで、津波の被害

を含め総額で約5億円の損失を出しながら、最大の

危機を乗り越えることができたのです。 
このような一地域集中の製造拠点リスクを分散す

るために、大震災前から企業活動に有効な場所とし

て関東圏に事業所立地を探していました。2011年6
月に相模原の工業団地の一角に、事業再編で不要に

なった大手 IT 企業の事業所の土地・建屋を借用し

ましたが、現在新横浜に横浜事業所を移しました。

さらに大阪営業所、滋賀県に関西評価センター、米

国オハイオ州にTOYO SYSTEM USA. Inc.を設立

し、顧客の拡大に対応しています。 
 

6. 東洋システムの社会貢献エコシステムの具体例 

1989年の会社設立以降、「社員と協力会社・その

家族を守る」「お客様への供給責任」「社会貢献」を

会社の責任として実践実行してきましたが、2010
年6月のWEOYモナコへの参加、さらに2011年3
月の東日本大震災による地域の混乱を目の当たりに

し、改めて東洋システムが行う社会貢献エコシステ

ムとは何かを明確にし、地域や国、大会社と共に社

会貢献を実践してきました。その具体例を整理しま

す。 
 

（1）東日本大震災と原発事故に関連した「人道・災

害」に対する社会貢献 

①子供たちを連れて、逃げられるだけ 逃げろ！ 

会社のモットーは、「モノづくりは、ヒトづくり」

です。中小企業の仕事の進め方は、現場の皆が多能

工になり、自分で工夫しながら新たに挑戦、スピー

ドがないと生き残れないと考えています。中途採用

から新卒中心の採用に切り替え、自社でゼロから育

成する方法を採用しているので、子供を持つ若い従

業員が多くいます。震災 3 日後の 3.13 の福島第一

原子力発電所事故による放射能漏れ情報を受けて、

幹部社員のみを残して、その家族に、「子供を連れて

すぐに西に逃げられるだけ、逃げろ」と指示を即時

に出しました。放射能情報が正確に把握されるまで

約1か月間続きました。 
 

②ガソリン無料配布 

震災当時いわき市内のガソリン不足が深刻で、給

油待ちの老人が亡くなる等報道がありました。懇意

にしていた国会議員・運送会社・地域の自動車学校

に協力を呼びかけ、ガソリン5,000リットルを集め、

自宅待機していた社員と共に、高齢者等の被災者、

特別養護老人ホームなどの医療従事者、避難所、病

院に、ガソリンを無料配布しました。 
③ちゃぶ台プロジェクト 

全てを津波で流された福島県内の方々は、狭い仮

設住宅に住み、床で食事をし、それまでの一家団欒

という姿が無くなっていました。他方、いわき市内

の木工集団「いわき遊牧民」の皆さんは、原発事故

の風評被害で受注が落ち込んでいました。一家団欒

を取り戻すために「ちゃぶ台プロジェクト」を発足

し、85㎝四方の組み立て式ちゃぶ台1,000台を発注

し、仮設住宅の方々に寄贈しました。ちゃぶ台は、

子供たちの勉強机になり、夜に布団を敷くときには、

狭い仮設住宅で、折りたたんで置くこともでき、重

宝されています。現在いわき遊牧民の方々は、新し

いアイディアを出す開発集団を取り戻しています。 
④大災害から会社・社員・社員の家族を守る準備 

21世紀は災害頻発の世紀であるといわれる中、社

員が全国どこにいても把握できる、次のような準備

をしています。 
・指示系統や連絡系統の整備のために、行動指針の

作成、緊急連絡網作成と配布、通信機器の準備 
・災害時の避難ルートの事前確認とシミュレーショ

ンの実施 
・災害時の安否確認システム（エマージェンシーコ

ール）の導入 
⑤社員・家族・地域住民1,000人分の生活物資の準備 

社員・家族・地域住民のために、毛布、簡易トイ

レ、保管用水、炊き出しアルファ米、パン缶詰等災

害常備品、1,000 人分を確保しています。東日本大

震災の経験で、普通車では物資搬送が困難であるこ

とを体験しました。物資搬送に適している4輪駆動

車を各事業所に配備しました。また、東海・関西地

区には、約2,000人分を備蓄し、南海トラフ地震の

準備を進めています。 
 

（2）震災時に教えられた「安心・安全」に対する社

会貢献 

原発事故現場から 50 ㎞離れている福島県いわき

市には、救援のための警察・消防・自衛隊の集積地
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でもあり、震災と原発事故での被災者2万4千人に

加え、第一原発で働く作業員を含めると約3万人が

住んでいます。交通事故を始め治安悪化に伴う不安

やトラブルが増え、しかも、全国の地価上昇率トッ

プ10は、いわき市が独占しました。 
東洋システムの「安心・安全」に対する社会貢献

は、震災時に教えられ、地域社会のために、次のよ

うな具体的な、社会貢献活動を行ってきました。 
①本社社屋と国道に感謝の横断幕を 1ヶ月出す 

警察・消防・自衛隊の皆様は、震災時及びそれ以

降も自らの危険を顧みず、県民の命を守るために、

安心安全に暮らせるまちづくりのために活動してい

ることに気づかされました。県民の有難う、を伝え

るべく、「警察・消防の皆様 治安救助活動を心から

感謝いたします」「自衛隊の皆様 災害派遣活動を心

より感謝いたします」という横断幕を、常磐線から

見える本社社屋と国道に設置しました。周りから言

われなき批判もありましたが、心からの感謝をこめ

て、1 ヶ月間続けました。あとから関係者から、あ

の横断幕で勇気づけられましたと言われました。 
②いわき市の治安維持のためにプリウス 8台や消防

ポンプ 3台の寄贈 

福島県内の緊急避難の基地化したいわき市ですが、

日常的な安心・安全な街づくりに貢献している交通

安全協会や防犯協会では、人も機材も不足し、予算

もなく20年前の車をそのまま使用し、GPSもない、

テープレコーダー使用の旧式のモノでした。いわき

市4地域の協会と福島県の防犯協会にプリウスとプ

リウスαを、2012～2014 年間で計 8 台を寄贈しま

した。市内などの見回りを機動的に行うようになり、

トラブル件数が激減した効果があります。 
また、消防署のポンプ車が津波につかり使用困難

になりました。2013年～2015年にかけて各1台ず

つ計3台を寄贈しました。 
③地元企業や市民がバックアップし、県民全員が目

を光らせる福島県へ 

警察や消防を中心に安心安全に市民が暮らせる街

づくりをバックアップし、地域の活性化・防犯力や

防犯意識の向上を高め、女性やシニア層、さらに子

供を見守る街づくりをめざして、②に示したように

消防車・広報車・資金の支援を東洋システムは行っ

ています。 
特に風評で旅行客が途絶え、温泉旅館は作業員の

宿泊所になっていました。地縁のない方々が多く流

入し、住民からの苦情が絶えない毎日でしたが、最

新の広報車による見回りに加えて、街への防犯カメ

ラの寄贈により、軽犯罪の抑止力効果が飛躍的に向

上しました。 
 

（3）産業活性化と子育てしやすい街のために「社

会・文化」に対する貢献 

子育てしやすい安心・安全の街づくりは、同時に

産業の活性化による雇用の促進と原発事故に伴う風

評被害を払拭することが不可欠です。このためには、

福島県を、そしていわき市を、日本の電池産業を支

え、世界の人々の幸せを願う知の交流の場にする必

要があると考えました。 
2014年4月より、社会技術革新学会と共同で、「知

の市場」共通講座を開催しています。2015年は全8
回からなる講座を開催しました。講師は、電池材料

メーカー・電池メーカー・各種研究機関等、多方面

の第一線で活躍されている方々です。学びのネット

ワーク「知の市場」は、「互学互教」「現場基点」「社

学連携」を基本理念とし、ボランティア活動で運営

され、誰でも参加自由な活動の場で、今後も継続し

ます。 
 

（4）心の復興で子供たちに夢を与える「人財育成」

に対する社会貢献 

2009 年から毎年 6 回開催している、社員の子供

達に親の仕事を見てもらう「家族参観日」による職

場体験は、社員のモチベーションと仕事に対する責

任感に大いに役立っています。 
震災を契機に、子供たちに夢を与え、20年後の福

島や日本のために、モノづくりは、ヒトづくり、「人

は財産！」という思いをますます強くしました。震

災と原発事故によって、物心両面で傷ついている中

学校や高校の学生に、ワクワク・ドキドキという刺

激を経験させ、夢・希望・未来に対してやる気を引

出さないと、「心（真）の復興」はあり得ません。日

本を背負う人財を一人でも多く生み出すために、会

社ができることはないか。世界の最高峰に触れても

らうことが最も近道です。 
日本が誇るオール・メイドイン・ジャパン技術の

粋は、トヨタが 10 年の歳月を費やして開発した

LEXUSの最高峰モデルで、最高時速325㎞/hを達

成したスーパースポーツカーLFAです。最高時速を

達成したレーシングドライバーの方々の運転する

LFAに子供たちを乗せることが出来ないか。この実

体験で、子供たちに夢をつくらせたいと、東洋シス
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でもあり、震災と原発事故での被災者2万4千人に

加え、第一原発で働く作業員を含めると約3万人が

住んでいます。交通事故を始め治安悪化に伴う不安

やトラブルが増え、しかも、全国の地価上昇率トッ

プ10は、いわき市が独占しました。 
東洋システムの「安心・安全」に対する社会貢献

は、震災時に教えられ、地域社会のために、次のよ

うな具体的な、社会貢献活動を行ってきました。 
①本社社屋と国道に感謝の横断幕を 1ヶ月出す 

警察・消防・自衛隊の皆様は、震災時及びそれ以

降も自らの危険を顧みず、県民の命を守るために、

安心安全に暮らせるまちづくりのために活動してい

ることに気づかされました。県民の有難う、を伝え

るべく、「警察・消防の皆様 治安救助活動を心から

感謝いたします」「自衛隊の皆様 災害派遣活動を心

より感謝いたします」という横断幕を、常磐線から

見える本社社屋と国道に設置しました。周りから言

われなき批判もありましたが、心からの感謝をこめ

て、1 ヶ月間続けました。あとから関係者から、あ

の横断幕で勇気づけられましたと言われました。 
②いわき市の治安維持のためにプリウス 8台や消防

ポンプ 3台の寄贈 

福島県内の緊急避難の基地化したいわき市ですが、

日常的な安心・安全な街づくりに貢献している交通

安全協会や防犯協会では、人も機材も不足し、予算

もなく20年前の車をそのまま使用し、GPSもない、

テープレコーダー使用の旧式のモノでした。いわき
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テムの社員から提案がありました。 
LFA は、限定 500 台、日本には 165 台しかない

スーパースポーツカーです。レクサスいわき店へ協
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する機会をいただけることになりました。庄司社長

は、街の外形は復興できても、地震・津波・原発事

故で傷ついた「子供たちの心の復興」はこれしかな
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自分が心をこめてつくった車が、子供たちの心の復
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あっていただき、全面的にご協力いただけることに

なりました。 
何と、トヨタから 4 台のLFA の提供とA級ドラ

イバー4 人も参加いただき、「LFA 試乗体験イベン

ト」を 2012 年に開催することができました。不可

能を可能にした瞬間です。 
福島県内のモノづくりを学ぶ学生を対象に 2012

年にスタートしたイベントを、3 年連続開催してい

る現在、試乗した学生は約 500 人になっています。

家族を失い、風評に翻弄され、信用できない大人た

ちの周辺で、自閉症気味になったり、逆にツッパリ

になっていた高校生が、 LFA に乗ることによって

笑顔が出てきました。LFAが人と人を繋ぎ、人の心

も動かした瞬間でした。 

 
子供たちを乗せて試乗したことのないドライバー

は、次のような感想を述べています。 
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を持った目をしている。 
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てくれればいい。 
この地域から逃げ出したいと思っていた試乗した
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てくれた庄司社長や社員のみなさんの温かい思い

を胸に、社会に出て “福島県・日本を支える人財” 
になりたい 

・日本のモノ作りのすごさを改めて感じ、自分で限

界をつくってはいけないと感じた。限界を超えら

れるような人間になりたい 
福島県内のモノづくりを学ぶ学生を対象にスター

トしたが、東洋システムの人材育成は、単なるイベ

ントだけではありません。毎年開催し、いつまでも

あの時の感動を思い出して欲しいと、アルバム、ド

キュメンタリーDVD、プラモデル、LFA チーフエ

ンジニア棚橋晴彦氏のサイン入り下敷きを、参加者

全員にプレゼントしています。 
 

（5）バッテリーバレー構想にみる「地方創生」への

発信 

東洋システムの顧客は、国内電池メーカーや自動

車メーカーがほとんどです。LIBの充放電試験装置

を世に送り出したが、顧客ニーズを先取りしながら、

LIBの事故を未然に防ぐための評価試験装置という

製品や、製品を活用したサービスを拡大してきまし

た。現在、会社と起業家庄司氏は、次のような夢を

描いています。 
エネルギーの地産地消、すなわち電力供給、LIB

による蓄電と活用により、スマートグリッドシティ

ーに貢献することです。IWAKI Battery Valleyを実

現し、会社の考えるビジネスを創出することです。

この実現のためには、電池関連メーカーの誘致、電

池メーカーの生産コスト低減、市場競争力と企業力

の強化、さらに雇用の創出がテーマとなります。こ

の前提条件として、電力の安価供給、設備加速償却、

電力特区による規制緩和と供給形態の多様化が不可

欠であるとしています。 
電池関連企業を集約した電力特区工業団地をつく

るという「新エネルギー都市いわきの創造」のため

の提案を、次のように精力的に続けています。 
2012.04.06 いわき市産業港湾振興課 
2012.06.01 東北経済産業局 
2012.09.10 経済産業省 情報通信機器課 
2013.02.27 いわき商工会議所から復興庁への要
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望書 
2013.07.01 甘利経済再生担当大臣 
2013.08.26 茂木経済産業大臣（いわき市来訪

時） 
2014.05.20 いわきバッテリーバレーコンセプ

ト具体化検討研究会設立 
2014.07.16 復興庁 産業復興参事官 
2015.04.01 いわきバッテリーバレー推進機構

設立 
いわきバッテリーバレー推進機構は、その提案と

して電池業界の強靭化のためにバッテリー関連企業

の集積をし、雇用の創出と次世代エネルギーのビジ

ネスモデルにすることを内容としています。これが

実現できれば、地域の全産業の活性化と風評被害の

払拭が可能になります。事業連携でも緊密なトヨタ

の後押しによって、福島県で初の「電池のチカラで

つくるいわき未来博」を 2015 年 3 月に開催しまし

た。蓄電池産業が未来の車を創るというテーマのも

とに、日本の四大自動車メーカーが揃いました。 
 

7. 東洋システムの会社概要 

炭鉱の町の終焉から、フラダンスによる癒しの里

で観光立国を目指した福島県いわき市は、2011年3
月 11 日の東日本大震災と津波による大被害を受け

ました。東洋システムの社会貢献エコシステムは、

福島県第一原発事故により放射能の影響をそれほど

受けなかったからできたといえます。しかし、会社

の事業規模等は、次のようないわき市の中小・ベン

チャー企業です。 

東洋システム㈱の概要（2015年 5月現在） 

 
1991年の平成のバブル崩壊後、金融の自由化、ネ

ットバブルと崩壊、リーマンショック、東日本大震

災と失われた 20 年の中で、蓄電池（バッテリー）

としてのリチウムイオン電池の将来を信じて、市

場・顧客との信頼関係を着実に積み重ねてきました。

東洋システムが構築し、実践している「社会貢献エ

コシステム」は、会社のモットーである「モノづく

りは、ヒトづくり」の真剣さが、多くの関係者の心

を突き動かしつつあるといえます。 
 

論点整理と解説 

社会貢献活動（CSR）は、公器としての会社とい

う意識が薄れがちな日本の経済社会の中で、会社の

活動や取引先、さらに地域までを巻き込んだ東洋シ

ステムの「社会貢献エコシステム」は、むしろ突出

した事例かもしれません。このような仕組みをエコ

システムの中心となろうと決意している庄司社長と

東洋システムの方々には、避けて通れない前提条件

があります。これを論点として挙げます。 
 

1. 社会貢献活動を持続するコストを維持するため

の会社規模 

日本の上場会社は、有価証券報告書等で社会的貢

献活動の内容を開示し、そのコストを報告していま

す。社会貢献支出額の2013年度総額ランキングと3
年間平均の経常利益支出比率ランキングのトップ

10社は、次の通りです。 

社会貢献支出額ランキング上位10社 （単位：億円、％） 

出典：東洋経済「CSR 企業総覧」2015 年版より作

成した東洋システム資料より 
 
CSRコストの絶対額は、トヨタを始め日本を代表

する業界トップの規模の大きい会社が挙がり、過去

3 年間徐々に金額を増加していることが分かります。

日本企業の社会貢献意識の高まりが分かります。な

お、どのような勘定科目の合計か否かは不明です。 
会社規模ではなく、過去3年間平均の経常利益に

対する社会貢献支出額の比率（%）でトップ10を見

ると、消臭芳香剤等で空気をかえようとの暮らしに

役立つ製品や情報を提供しているエステー化学がト

ップになっています。この中で、庄司社長が注目し

ている会社が、HIOKI（日置電機㈱、1952年設立、
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ジャスダック IPOから現在東証1部上場）で、社長

の町田正信氏は「人々が安心して幸せな生活を送る

ことができる、そんな社会の実現を支える計測器メ

ーカーでありたい。改めて「人間性の尊重」と「社

会への貢献」の企業理念に立ち返り、新たな一歩を

踏み出してまいります」（会社 HP より）と述べて

います。計測機器メーカーというモノづくりのイン

フラ提供会社で、社会貢献比率10.8％です。東洋シ

ステムが前述したように17.6％ですから、この時点

で IPOしているとすれば、日本トップということに

なります。現在、会社の資本投資効率ROIが重視さ

れ、株主重視の傾向が全面に出ていますが、社会貢

献意識の強い会社こそ、成熟している会社のあるべ

き姿ではないでしょうか。 
 

2. 地方創生の牽引車となる会社や人とは 

1992年に日本の人口ボーナス（生産労働人口とそ

れ以外の人口の割合）が日本ではピークを迎え、

2008年から日本の人口が減少し始めました。これは、

少子高齢化社会の必然で、日本が一番早い実験国に

なりました。この現象は、都心部と地方部を比較す

ると、地方ほど早く、消滅する基礎自治体も明確に

なりつつあります。 
地方の人口減を食い止め、出生率の多い地方に若

者を定着させるには、年収家族で 500～700 万円の

仕事をいかに作り出すかということです。政府は、

2013 年に第１次産業中心の地方の活性化のために

（株）農林漁業成長産業化支援機構（6 次産業化）、

日本の伝統的な文化や食、さらに地域の産品を海外

に売り込むための（株）海外需要開拓支援機構（ク

ールジャパン）を設立し、2014年に「まち・ひと・

しごと地方創生本部」を開設し、具体的な施策実行

に動き始めました。 
具体的には、震災前から東北の存続が危ぶまれた

地域交通機関の再生に乗り出した株式会社経営共創

基盤の代表取締役 CEO 冨山和彦氏を挙げることが

できます。みちのりホールディングスのもとに福島

から北関東までのバスグループを 100％子会社化し、

経営人材を送り込み、採算管理の仕組みを変え、コ

ストダウンと効率運営により、震災前の利益率を 2
倍に、一人当たり人件費11％アップを実現しました。

地方の活性化は、「ヨソ者、ワカ者、バカ者」が牽引

するという典型例です。 
ただし、このような地方の創生を可能にする素材

（経営資源）は、現場（地方）にあったわけです。

地方再生のためには、地方行政の地域割りや既得権
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とです。 
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身を挺してヒトを守るバカ者が存在すことを、庄司

社長が実践を通して実証しました。地方の活動が一

歩前進するためには、バッテリーに関係する世界的
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う理由で、拒否されてしまった現実があります。市

はさらに経済・社会的効果のある選択を放棄したと

言えます。 
東洋システムの本社所在地は、いわき市です。県
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3. 技術で勝ち、ビジネスでも勝つグローバル事業
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幸運さがあります。その後日本で最も早く高性能検

査装置を大手競合に先駆けて開発することによって、

蓄電素子の開発メーカーや機器メーカー、さらにこ

れらを活用する自動車メーカーの信頼を得て、エン

ジンのハイブリッド化という技術進化に対応すると

いう「市場獲得条件」を満たして「ローカルブラン

ド」の東洋システムが「ナショナルブランド」まで

拡大してきました。日本の顧客のグローバル化に伴

う東洋システムの海外進出は、緒に就いたばかりで

す。日本企業の後追い的な拡大だけでは、ナショナ

ルブランドの延長線上しかありません。 
「リチウムイオン二次電池は生き物」です。LIB

開発の安全性の評価から完成品の劣化情報の提供、

さらに事故の時の熱や放出されるガスをコントロー

ルするための、川上から川下までの総合情報産業と

して、世界の顧客はどこも東洋システムのサービス

を活用するというデファクトスタンダード企業に進

化することができて、初めて「グローバルブランド」

の会社となります。 
これまで幾多の経営危機を乗り越え、「モノづくり

は、ヒトづくり」という社会貢献エコシステムを、

ローカルで実行した東洋システムが、社会貢献活動

のネットワークを活用し、近未来にグローバルブラ

ンドの基盤づくりを期待します。 

（日本ベンチャー学会会報Vol.74掲載） 
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（8）月例委員会（2015年 7月 27日） 

「社会イノベーター公志園について」 

秦 信行（制度委員会委員長、國學院大學教授） 

大滝 精一（東北大学大学院教授） 

1. はじめに 

ご承知のように、ここ数年日本のみならず世界で

社会起業家＝ソーシャル・アントレプレナーと言わ

れる人達が注目されている。 
彼らを簡単に説明すると、世界各地で問題となっ

ている社会的な課題を自分たちで考え出した事業＝

ビジネスによって解決しようとする人達のことを指

す。勿論、通常のこれまでの事業＝ビジネスも、そ

の多くは何らかの社会的意義を有したものであるこ

とは事実であるが、社会起業家、社会起業といった

場合は、今までの起業家であれば採算ないしは収益

性の点で挑戦することに躊躇するような事業に対し

て、敢えて挑戦する起業家、起業を言う。彼らは、

通常の起業家、起業と違って、経済的・金銭的な成

果よりも、社会的な課題を解決できたかどうかとい

う点での成果をより重要視することになる。 
社会起業家、社会起業か、通常の起業家、起業か、

といった線引きは左程明確ではないし、その区別を

殊更問題にする必要はないと思うが、社会的課題を

発見し、それを意識した上で民間レベルでの新しい

事業＝ビジネスを創造することを通じて解決しよう

とする姿勢は、世界がますます複雑化し、新しい問

題が数多く生まれるであろう将来、未来に対して重

要な姿勢だといってよかろう。 
殊に日本では、ちょうど 5年前、2011年 3月 11

日に起きた東日本大震災を契機に、社会的課題に向

き合い、その解決に向けて活動をし始めた人達、社

会起業家を目指す人達が増えている。加えて喜ばし

いことには、その中に、今まで社会というものに目

を向けることが少ないと言われていた若者も数多く

含まれている。 
この動きを一過性のものに終わらせてはならない。

一過性のものに終わらせないためには、こうした活

動に関心を持ってくれる人々を増やし、実際に活動

している人々を応援し、支援していくことが必要と

なる。有難いことに、日本でも3.11以降、社会起業

家を応援し、支援していこうとする組織が幾つか出

てきている。 
「社会イノベーター公志園」もその一つである。

今回の制度委員会（2015年7月27日）では、創設

以来「社会イノベーター公志園」の副実行委員長を

務めておられる東北大学大学院教授の大滝精一氏に、

「社会イノベーター公志園」についてのお話を伺っ

た。 
 

2. 「社会イノベーター公志園」誕生の経緯 

ここ数年、2000年以降と言っていいかもしれない

が、社会起業家とかソーシャル・アントレプレナー

とか呼ばれる起業家、従来の起業家とは少しタイプ

の違う起業家が世界で生まれてきていることは皆さ

まご承知の通りかと思う。 
そうした中で、我々の「社会イノベーター公志園」

の活動は、経済社会の課題解決に斬新なアプローチ

で挑む社会イノベーターの発掘、育成、支援を目的

に、NPO法人アイ・エス・エル（ISL）理事長で現

在社会イノベーター公志園300人委員会副実行委員

長兼運営統括責任者である野田智義氏やせんだい・

みやぎ NPO センター代表理事で前・副実行委員長

であった故加藤哲夫氏などを中心に、2009年の企画

書作りからスタートした。その後 2010 年 7 月に発

足会を開催、2011年1月に東京の一橋大講堂で第一

回結晶大会を開くことが出来た（結晶大会の詳細は

後述）。 
第二回は東北復興と日本再生に願いを込め、2011

年にスタートし結晶大会は 2012 年 7 月に気仙沼で

開かれた。続く第三回は 2013 年 9 月スタート、翌

2014 年 3 月東京の立教大学で結晶大会を迎えた。

そして第四回は、今年 2015 年 5 月のキックオフ・

フォーラムから始まり、11月早稲田大学大隈講堂を

舞台に結晶大会を行う予定になっている。 
このように、「社会イノベーター公志園」は、ほぼ

毎年半年に亘る活動を中心に行われている。本日は、

そうした「社会イノベーター公志園」の活動の概要

を少し具体的に紹介してみたい。 
 

3. 「社会イノベーター公志園」の目的 

「社会イノベーター公志園」は半年間で1サイク

ルのある種のイベント（図表1参照）なのだが、私

たちはこの活動を社会イノベーション促進のための

プラットフォームと考えていて、このイベントを通

じて、社会イノベーションに挑むイノベーターを発

掘し、育成し、支援することを目的としている。 
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図表 1 第四回公志園のプロセス 

 

今年 2015 年の 5 月に東京からスタートした第四

回は、仙台、名古屋、名古屋は先日終わったばかり

なのだが、その後福岡、京都と巡り、11月にまた東

京に戻ってくるというスケジュールになっている。

全国各地を回るのはただ単に全国各地で開くことで

この活動を知ってもらうというだけでなく、地域の

中から社会起業家を発掘することも狙いとしている。 
各地で行われる2日間のワークショップでは、公

募した中から選ばれた社会イノベーター（毎回 15
人程度）に事業構想をブラッシュアップしてもらう

だけでなく、そのプランを考えた元々の志を再認識

してもらうことも意図している。加えて全国各地を

巡ることで発掘したイノベーターの応援団となって

もらえる人を募り、その活動をさらに盛り上げても

らうといった一連の流れを想定している。 
参加して下さる方々は企業の方、大学、行政など

様々なのだが、あくまで基本は個人、主体は個人だ

と考えている。企業、大学、行政といったそれぞれ

のセクターは垣根を超えてクロスセクターの形で、

共感に基づいてお互いに垣根を超えて協力し合いな

がら共働してもらうことをお願いしている。先ほど

話したように、公志園の目的は、あくまで個人で社

会的な課題解決に向けて挑戦しようとする社会イノ

ベーターのリーダーシップ開発・育成のためのプラ

ットフォーム構築であるわけで、その考え方は第一

回から変わっていない。 
 

4. リーダーシップ開発プログラム 

キックオフから全国を巡り各地で行われる具体的

なプログラムは、リーダーシップ開発、育成を目的

としたプログラムになっている。 
具体的な内容を紹介すると、各地域では2日間の

プログラムが用意されており、1 日目が集合ワーク

ショップ、2 日目が公開（相互）支援会となってい

る。 
1 日目の非公開の集合ワークショップ（図表 2 参

照）では、リフレクションリーダーシップ・ワーク

ショップ（現在から過去への振り返り、原点の確認、

未来への展望のためのワークショップ）、ビジョニン

グ/バックキャスティング・ワークショップ（未来か

らの演繹、現実とのギャップの確認のためのワーク

ショップ）、事業再構想ワークショップ（現在から未

来へ向けての事業構想再構築のためのワークシ ョ
ップ）、ソーシャルインパクト・ワークショップ（活

動がどう社会変革を起こすのか、何が変革の梃にな

るのかを再確認するためのワークショップ）、再統

合・ワークショップ（自身との改めて対峙するため

のワークショップ）の5つのワークショップが用意

されており、約 15 人のイノベーター達それぞれは

各地域毎で順番に行ってもらう。 

図表 2 非公開の集合ワークショップ 

 
参加する社会イノベーターは既に全国でイノベー

ターとしての活動実績のある人達である。そのため、

集合ワークショップで行われるワークショップの目

的としては、自身の活動を振り返り、自身がやりた

いこと、もともとの志を再確認した上で、その志に

対して現在の活動が持っている意味を再認識しても

らい、現在の活動の課題を発見してもらうと同時に

ブラッシュアップされた事業構想を考えてもらうこ

とにある。 
普通のベンチャー企業のビジネスプランとの最大

の違いは、イノベーター自身の振り返りを行っても

らい自分の原点を確認してもらうこと、あるいは未

来からのバックキャスティングを行って自分のやり
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たいことを見直してもらうことにあると考えている。

公志園のキャッチフレーズを “leads the self”（自

分への導き）、“leads the society”（社会への導き）

としているのもその点にある。 
2 日目が公開支援会で、各イノベーターはそれぞ

れ自身で作成した5分程度のショートムービーを流

し、その後で 10 分程度の事業構想プレゼンテーシ

ョンを行う。 
この公開支援会では、伴走者と呼ばれる 3～4 人

の支援者もイノベーターのプレゼンテーションに協

力する。この伴走支援システムも「社会イノベータ

ー公志園」の特徴の一つといえる。伴走者の 3～4
人は、イノベーターが半年に亘って各地を回るのに

同行し、各地でイノベーターを応援する。 
具体例を出すと、第三回にイノベーターとして選
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5. 「社会イノベーター公志園」を支えている人たち 
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野田氏はもともと日本興業銀行に勤務された後、
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その後ハーバード大学、マサチューセッツ工科大学

（MIT）で博士号を取得、欧州のビジネススクール

であるインシアードなどで教員をされた。1990年代

初めに日本の状況を憂い帰国、日本に社会的課題に

挑戦する本格的なリーダー人材を育成しないと日本

は沈没するとの思いに駆られ NPO 法人アイ・エ

ス・エル（ISL）を立ち上げられ、社会起業家育成

のための研修的な事業を始められた方である。 
加藤哲夫氏は残念ながら亡くなられたが、野田氏

と同様副実行委員長としてこの活動を前に進めた方

である。加藤氏は私・大滝と一緒に「せんだい・み

やぎNPOセンター」の代表理事をされた方で、NPO
という新しい組織形態のパイオニアとも言うべき方

でもある。 
同じく、残念ながら亡くなられたが、公志園の前・

共同支援委員長で、かつ当時労働者福祉協議会会長

で内閣府特別顧問も務められていた笹森清氏も最初

の公志園の構想段階から参加していただき本格展開

に進む道を切り開いていただいた。 
先述した全国を巡る2日間の活動を各地域の名前

を冠して「関西公志園」、「中部公志園」という形で

呼んでいるが、そこにはNPO法人の方のみならず、

大学、ビジネス、行政など様々にセクターの方々が

クロスセクターとして参加し、活動を支えてくれて

いる。 
全国レベルの活動の事務局的な運営については、

前述した野田智義氏が主宰する NPO 法人アイ・エ

ス・エル（ISL）の中に2008年に作られた社会イノ

ベーションセンターが運営事務局として責任を担っ

ている。とはいえ、様々な NPO 組織が応援してい

ることは確かである。 
 

6. 参加イノベーターの方々のプロフィール 

こうして第四回を迎えた「社会イノベーター公志

園」であるが、回数が増えるに連れ、参加者のプロ

フィールが変化してきている。最初は NPO 法人の

人達で30代、40代の若い方々が多かったが、最近

は企業セクターの人が増えており、年齢も幅広くな

ってきている。 
各大会で代表フェローに選ばれた方を紹介してみ

ると、第一回の代表フェローは武藤真祐氏。武藤氏

は東大医学部を出たお医者さんで、皇室医師も務め

た方。その後、コンサルタント・ファームのマッキ

ンゼーに移った後、高齢者を対象にした地域での包

括的なケアのための医療プラットフォームを構想、

現在は他の方にバトンタッチをされているが、東日

本大震災後の東北石巻でゼロから医療ケアの拠点を

立ち上げた方である。 
第二回の代表フェローはヤマト運輸にお勤めの松

本まゆみさん。彼女はヤマト運輸でセールス・ドラ

イバーをされていた。ある日ご老人の家に荷物を届

けた際返事がなかったのでそのまま荷物を置いて帰

ってしまったが、後で聞くとその後数日でそのご老

人が亡くなってしまわれていたというショッキング

な事件に遭遇、彼女はラスト1マイルを担う自分の

セールス・ドライバーとしての任務を全うできなか

ったと自分を責め、それをきっかけに買い物と高齢

者の見守りサービスの提供を「まごごろ宅急便」と

いうビジネスの仕組みとして会社に提案、企業内社

会アントレプレナーとして活躍している人である。 
第二回にはその他に、離島である九州の「おぢか」

を舞台に都会と島の共生モデル構築に取り組んでい

る高砂樹史氏や、休耕地や耕作放棄地の活性化を通

じて自然と人間の接点を改めて創り上げ工業・効率

化に行き過ぎた社会を元の姿に取り戻すための活動

をしている西辻一真氏などがフェローとして参加し

た。 
第三回の代表フェローが先ほど紹介した小児科医

の楠木重範氏。結晶大会の模様は DVD で見ること

ができる。参加フェローの方々は地方での「公志園」

で当初の志を再度確認し、伴走者やオーディエンス

の意見も取り入れて事業構想をブラッシュアップ、

「結晶大会」ではより迫力のあるプレゼンをされて

おり見ていて感激する。 
現在、第四回のプログラムについては、名古屋で

の「中部公志園」が終わったばかりだが、第四回の

出場イノベーターは特にバラエティに富んでいる。

最年少は、中学生の時に最初のホームレス支援団体

を作った川口加奈氏で24歳、その後50位のホーム

レス支援組織を作って活動している。最年長は 71
歳の谷川洋氏で総合商社の丸紅にいた方。東南アジ

アでの学校建設のための寄付集めなどの支援活動を

行っている。そして、建設した学校に日本の小学生

を連れていき交流を行っておられる。 
山上遊氏はLIXILの社員で「トイレで世界を変え

たい」との理念の下、水を使わないトイレの普及活

動をアフリカのケニアで行っている。 
変わり種は東北気仙沼の現役市長の菅原茂氏。

私・大滝も伴走者の一人を務めている。行政の方の

イノベーター参加は初めてで、気仙沼に地方創生の
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モデルケースを作るという目標を掲げて活動されて

いる。 
このように、公志園への参加イノベーターは、所

属するセクターで見ても、年齢で見ても、活動の内

容を見ても多様化が進んできている。 
第四回は約半分が終わり、次は、9 月に福岡で行

われるソーシャルインパクト・ワークショップとな

る。 
第四回での活動の話題を一つ紹介しておきたい。

それは、最初のリフレクションリーダーシップ・ワ

ークショップでのテーマの一つになった「不毛な多

忙からの脱却」という言葉である。この言葉は、先

に触れた野田智義氏のロンドンビジネススクールで

の恩師であるインドの経営学の大家の言葉で、「不毛

な多忙」とは、多忙にしているのに本質的なことを

見逃し、本質的なことに対する活動をしていない現

代人を揶揄する言葉といえる。英語では“active 
inaction”。 
現代人は「忙しい、忙しい」と言いながら、本当

に自分でやりたいこと、自分がやるべきことをやっ

ていないのではないか、もっと本質を見つめ直すこ

とが必要なのではないか、ということなのだ。日本

で「失われた 20 年」とよく言われるが、実はその

真の原因は、「不毛な多忙」を日本人全員が送ってき

たことにあるのではないか、そのことをもう一度考

え直してみようということでテーマに上がった。 
第四回の最後を飾る結晶大会は既に述べたように

11月に早稲田大学大隈講堂を予定している。そこで

15 人の社会イノベーターから選ばれた数人の方々

がプレゼンを行い、その中から第四回の代表イノベ 
ーターを選ぶことになる。 

 
7. 「社会イノベーター公志園」活動の 4つの課題 

一応順調にやってきたように見える「社会イノベ

ーター公志園」活動であるが、現状4つの課題があ

ると考えている。 
まず一つ目は、半年に亘り各地で2日間かけて行

われるリーダーシ ップ・プログラムに参加してもら

うイノベーター候補者を発掘するのが難しくなって

いるという点である。 
リーダーシップ・プログラムに参加してもらう

方々は既に述べたように、既に社会課題解決に向け

た活動を始めている方々であり、その人達を発見す

ることが難しいと同時に、スケジュール的に拘束す

る時間が長くなる点が問題となる。勿論、既に述べ

たように半年間の全時間を拘束するわけではないが、

地方での行われる「公志園」は5回あり、それに参

加してもらう必要がある。 
私・大滝は東北担当なので東北地方で見つけなけ

ればならないのだが、段々難しくなっているのが現

状といっていい。 
また、約半年に亘る活動になるため、途中で脱落

していく方もいるし、それと同時にプレッシャーも

意外と大きい。特に2日目の公開支援会では聴衆か

らかなり厳しい意見が出てくることもあり、その結

果脱落する方もいる。 
こうしたイノベーター候補者の発掘の困難性が課

題のまず一つである。 
二つ目は、社会起業家の場合、志を柱に活動して

きたであるだけに、往々にして基本的なビジネスの

センスがない人、そうしたことに無頓着で、事業の

永続性、サステイナビリティに欠ける場合がある点

である。原価計算が分かっていない、資金繰りが分

かっていないなど、最低限のビジネス感覚は持って

いて欲しいがそれがない方もいる。伴走者達で支援

するとはいえ限界もある。 
勿論、そうした感覚ばかりあってもともとの志の

ない人は困るのだが、そのバランスが難しい。組織
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各地での「公志園」や「結晶大会」を見てもらうの

が一番だと思っている。 
こうした課題はあるものの、ここまで良くやって

来れたなというのが実感である。折角ここまで来た

のであるし、多くの人達の支えもあるので、これか

らもこの活動を続けていきたいと考えている。 
 

論点整理 

＜論点整理について＞ 

2012‐2013 年度「制度委員会」では、起業家か

らお聞きした話を「ケ ーススタディ」のための「ケ

ース」として会報に掲載した上で、制度委員会委員

長である私・秦が巻末にそのケースを学ぶ際のディ

スカッション・ポイント及び補足コメントを「ティ

ーチングノート」として書かせて頂いた。 
2014年度から始まった「制度委員会」の新たなテ

ーマである「日本における起業家・ベンチャー支援

の現状と課題」の下での制度委員会の議論について

は、ゲスト講師の話を「事例紹介」の「事例」とし

て掲載すると同時に、前回までの「ティーチングノ

ート」に代わって「論点整理」を付けさせて頂いた。

それは、日本における起業家・ベンチャー支援活動

に関して、「事例」をお読み頂いた方々にも考えて頂

きたい論点を挙げさせて頂き、私なりのコメントも

付け加えることで、皆さんと一緒に議論を深めてい

きたいと考えているからである。 
そうしたプロセスを通じて、日本での起業家・ベ

ンチャー支援活動に対する理解が深化し、活動自体

がより効率的なものになる中で、新たな支援組織や

団体、そして新たな支援者が数多く生まれることを

願っている。 
今回の事例は 2010 年に始まった「社会イノベー

ター公志園」という社会起業家を発掘し、育成し、

支援する活動、イベントについて、その中心人物と

して活動しておられる東北大学大学院教授の大滝精

一氏に制度委員会でお話しいただいたものでる。 
ここでは、4つの論点を指摘しておきたい。 
 

1. 社会起業家の意義 

最大の論点は、社会起業ないしは社会起業家とは

何か、通常の起業ないしは起業家と何が、どこが異

なるのか、社会起業ないしは社会起業家独自の意義

はどこにあるのか、という点である。 
通常、起業ないしは起業家は、企業という組織が

生み出す経済的な利益ないしはその創業者である起

業家個人の金銭的利益の獲得を目的の第一として作

られ、営まれるものである。それに対して、社会起

業ないしは社会起業家は、それよりも社会変革に対

するインパクトを重要視し、事業を通じて社会変革

をもたらす、換言すると社会的課題を解決するため

に設立される企業組織ないしはその創業者を指すと

いえよう。 
つまり、通常の起業・起業家は、新しい技術開発の

成果や新しいアイデアを基に、それらを利用して生み

出される製品なりサービスの市場を想定してビジネ

スを始めるか、あるいは既存市場や人々のニーズを見

極め、新たなニーズが生まれるであろうと考えられる

市場に向けて事業の仕組みを考えて起業する。 
それに対して、社会起業・社会起業家の場合は、

起業家個人の原体験が重要であり、その原体験を基

に、社会的な課題を抽出する。そしてその社会的課

題に向けて事業を営むことで解決しようとする起業、

起業家を指すといってよかろう。社会起業・社会起

業家の最終的な目標は、通常の起業・起業家と違っ

て経済的な利益ではない。あくまでもその最終の目

標は、自らの原体験から導き出された社会的課題の

解決にある。 
経済的は格差問題、マイノリティ差別の問題、ト

ランスジェンダーの問題、学校でのいじめの問題な

どなど、社会的課題といえる問題は次から次に生ま

れている。こうした問題について、今までは公的部

門が解決する問題として政治や行政に任されてきた。

あるいは、それらの問題は民間が手を出すべき問題

ではないとして放置され、解決が先延ばしにされて

きたようにも思う。それに対して社会起業・社会起

業家は、民間部門としてそれらの課題に対峙し、継

続的な事業とすることで解決をしようというのであ

り、その意義は大きい。 
とはいえ、社会起業・社会起業家の場合も何らか

の事業を行うのであり、それが事業として軌道に乗

り継続していくためには、何らかの経済的な利益が

上がっていくことが求められる。逆に通常の起業・

起業家の場合も、その始めた事業が経済的な価値を

継続的に生み出して行くとすると、ある特定の社会

的課題を解決することにはならないとしても、社会

に対して何らかの貢献をしていることは間違いない。

その意味では、通常の起業・起業家と社会起業・社

会起業家の境目はかなり微妙であるといっていいよ

うにも思う。 
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以上は、筆者の社会起業・社会起業家に対する見

方である。皆さんはどう考えるのであろうか。社会

起業・社会起業家の意義についてまずは議論してい

ただきたい。 
 

2. 社会起業・社会起業家輩出の背景と今後 

こうした社会起業家は、2000年以降日本のみなら

ず世界的に注目されてきているように思われる。そ

の背景の一つは、2006年にバングラデシュでマイク

ロファイナンスを営むグラミン銀行とその創設者で

あるムハマド・ユヌス氏がノーベル平和賞に輝いた

ことであろう。このグラミン銀行とユヌス氏のノー

ベル賞受賞を契機に世界で社会企業、社会起業家が

特に注目を集めるようになってきた。 
ただ、それ以前にも社会起業ないしは社会起業家

と呼べる組織ないしは個人がいなかったわけではな

い。古くはフローレンス・ナイチンゲールの看護学

校やロバート・オウエンの協同組合組織なども社会

起業・社会起業家と言えよう。そうした人たちも特

定分野での社会的課題を解決すべく立ち上がり事業

を始めたわけあるが、そうした活動が世界的な広が

りを見せたわけでは必ずしもなかったように思う。 
しかし、2000年以降の動きは世界的な広がりを見

せている。日本においても、1980年代後半にスター

トし、1990年代に大きくマスコミ等でも取り上げら

れるようになった徳島県上勝町の「葉っぱ（和食の

「つまもの」）ビジネス」、横石知二氏の「株式会社

いろどり」は、過疎地の活性化、高齢化社会の活性

化、さらには社会起業・起業家のモデルとなった。

この「葉っぱビジネス」を契機に、全国的に社会起

業が盛り上がり、ここに取り上げた「社会イノベー

ター公志園」だけでなく、幾つかの社会起業家育成・

支援の組織が立ち上がったのは 2000 年以降のこと

であった。 
では、何故 2000 年以降こうした社会起業・社会

起業家が世界的にも、あるいは日本でも注目される

ようになってきたのであろうか。 
とりわけ日本では、2011年3月11日の東日本大

震災が社会起業・社会起業家輩出の大きな契機にな

っているように思われる。東日本大震災は特に若い

人たちの意識に大きな影響を与えたようにみえる。 
あの大震災以降、若い人達が数多くボランティア

で被災地に赴いている。そこで見た光景が何なのか、

何を教えてくれたのか、筆者には勿論分からないが、

多分大自然の脅威を目の前にして、自身の生き方を

振り返り、今一度生きることの意味を問うことでは

なかっただろうか。 
いずれにしても、日本でも若い人達の意識はかな

り大きく変わっているように思う。それは、東日本

大震災の影響だけでなく、1990年代以降の「失われ

た 20 年」といわれる日本経済、日本社会の停滞、

行き詰まりへの苛立ちといったものも影響している

のではないか。 
社会起業・社会起業家の動きとは少し離れるが、

ご承知のように先般の集団的自衛権を巡る騒動の時

には、高校生のデモが話題になった。また、18歳選

挙権が認められるようになったことで高校での政治

活動に関しても議論が起こっている。このように、

社会や政治に対しての若者の無関心さが喧伝されて

久しい中で、最近では少し変わった状況も生まれて

いるように思われる。このことと、若い人達の中か

らの社会起業・社会起業家の輩出・登場とは軌を一

にする出来事のように思われるがどうだろうか。 
こうした若者の一連の動向の背景にあるものは何

なのか、あるいは社会起業・社会起業家を取り巻く

盛り上がりの背景は何なのか、これが2つめの論点

である。 
こうした動きの背景を議論することはこうした活

動の今後を占う意味でも重要だと思われる。筆者の

ような団塊の世代には、60 年代、70 年代の学生運

動のある種苦い思い出がある。当時の活動の全てに

意味がなかったとは思わないが、ここで取り上げた

社会起業・社会起業家輩出の動きが、真の意味での

社会変革の起爆剤になっていくのかどうか、輩出の

背景の議論と同時に、その今後についても議論をし

ていただきたい。 
 

3. 社会起業・社会起業家の育成活動を持続・継続

するための方策 

本論の最初のところでも述べたように、社会イノ

ベーター公志園のような社会変革を目指した活動は

一過性の活動に終わっては意味がない。その活動が

社会に浸透し、変革をもたらすためには地道に続け

ていくことが求められる。ただ、過去の例を見ても、

こうした活動を持続・継続していくことは決してや

さしくはない。 
社会イノベーター公志園の活動に限ってみても、

参加者にはかなりの負担がかかっているように思わ

れる。 
まず社会イノベーターとして選ばれた人達は、そ



 84 

れぞれの場所で2日間ずつとはいえ約6か月に亘っ

て全国数か所を巡り自身の事業構想についてプレゼ

ンテーションを行うことが求められる。その間 5 分

間のショートムービーの作成も行わなければならない。 
社会イノベーターは、既に自身で活動を始めてい

る人達であり、その活動を一旦休止してその2日間

を過ごさなければならない。それをほぼ毎月半年に

亘って行うわけである。 
さらに、半年に及ぶ各地でのイベントでは、参加

者、オーディエンスから発せられる様々な意見を受

け止め、時には厳しい言葉にもさらされることにな

る。その精神的な負担・プレッシャーは決して小さ

いものではないと想像される。 
支援者である伴走者も、同様に社会イノベーター

候補者に付き合って約6か月間全国各地に赴き、そ

れぞれ2日間ではあるが事業構想のブラッシュアッ

プに協力し、ショートムービー作成の手伝いもしな

ければならない。 
社会イノベーターの人達は、半年のイベントが終

わっても公志園フェローとなって公志園ネットワー

クに入り、学生や若手の人達を対象にした次世代イ

ノベーター育成塾の講師やメンターとして参加する

ことになる。 
このように社会イノベーター公志園の場合は、社

会イノベーター自身にせよ、伴走者にせよ、参加者

の負担はかなり重い。参加者の負担が重いが故に、

参加者の意識は高く、従って活動の成果も大きいと

言えるのかもしれないが、この活動を今後も継続し

ていくことは相当大変そうだ。 
社会イノベーター公志園の場合は特に参加者の負

担が大きいのかもしれないが、他の同様の活動にお

いても活動を継続し持続させることは一般的に言っ

て難しいと思われる。 
3 つ目の論点は、こうした社会的活動を継続させ

るために何らかの工夫が考えられないであろうかと

いう点である。 
正論としては、活動の成果を明確に実現していく

ことで活動に対する社会的な認知を拡大し参加者を

増やし、活動をさらに盛り上げていくことであろう。

その意味では活動内容や成果についての情報発信を

きちんと積み重ねていくことがまず必要となろう。

加えて情報発信といってもただ漫然とした情報発信

ではなく、例えば中学・高校生や高齢者など、ター

ゲットを絞った情報発信を行うことが効率的である

ように思われる。 

いずれにしても、活動を継続・持続させるための

方策を考えてもらうことが第3の論点である。 
 

4. 実行可能性の高い事業構想にするためには 

本論で大滝氏も社会イノベーター公志園の課題の

一つとして挙げられているように、社会起業家が構

想する事業計画は、往々にして理念先行型で事業計

画として実現可能性に乏しいものが多いという点で

ある。それは、社会起業家たらんとする人達の多く

が原体験に基づいた志、理念は明確に持っているも

のの、事業活動そのものへの経験が乏しく、原価計

算とか資金繰りとか資金調達とか、特に財務に関す

る知識がない人が多いからであろう。これでは、い

ざ事業が始まったとしても事業が続かなくなる。反

対に、事業経験が豊富にあっても解決すべき社会的

課題が明確でない人が構想する事業計画では勿論困

るが、実現性に乏しく永続性に欠ける事業構想も問

題といえる。 
筆者が関与するある社会起業家育成のための組織

では、社会起業家を育てるためのカリキュラムが組

まれ、最後に自身の事業計画を構築することを目標

にした教育が行われている。この組織の教育プログ

ラムを受講する受講生が最終的に描く事業計画を見

ても、社会的課題を解決したいと言う思いや理念は

強く伝わってくるものの、事業計画としてみると特

に財務面で詰められていない計画が多い。 
4 つ目の論点は、こうした社会起業家の事業構想

の欠点を是正する方策を検討することである。 
社会イノベーター公志園に関していえば、伴走者

のなかに事業経験の豊富な人を必ず入れることが一

つの方策として考えられよう。あるいは、事業経験

のない人、あっても経営や財務に関する知見に乏し

い人が社会イノベーターに選ばれた場合は、別に本

部が用意する簡単な経営や財務に関する講座を受講

してもらうことも考えられよう。 
社会起業家を拡大していくための活動の持続性も

問題だが、個々の社会起業家の事業自体の継続性も

問題といえる。社会起業家の事業といえども資金が

回っていかないと破綻することになる。大きな利益、

リターンを上げる必要はないが、事業を継続させる

ための余剰は持続的に生み出さなければならない。

その点をどう社会起業家に理解させるか、そこを 4
つ目の論点として議論していただきたい。 

（日本ベンチャー学会会報Vol.76掲載） 
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2）セミナー／パネルディスカッション 
 

（1）セミナー（2014年 9月 1日） 

「21 世紀型の新たな地域イノベーションに

向けて－大学及び大学人の地域貢献－」 

21世紀型の新たな地域イノベーションに向けて 

～大学及び大学人の地域貢献～ 
松田修一（日本ベンチャー学会顧問、早稲田大学名誉教授） 
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齢化・ハイコスト国家日本を乗り越える「21 世紀の

新しい地域のイノベーションモデル」について、行政、

地域、中小企業など、色々な立場からお話いただき、

日本ベンチャー学会会員の情報共有と致します。 

 
戦後70年、東京オリンピックから50年が経つ現

在、経済の活力は右肩下がりの状態です。第一次ベ

ンチャーブームの70年代は、平均10％成長してい

ましたが、当時平均年齢 30 歳の会社などなかった

ように思います。その後 80 年代の第二次ブーム、

90年代の第三次ブームを経て、アベノミクスが始ま

ったときが第四次ブームと私は捉えていますが、現

在従業員の平均年齢は 45 歳くらいです。この状況

を考えたとき、 20世紀とは全く違う「21世紀型の

ビジネスモデル」を作る必要があると思います。 
現在、大企業のグループはほとんど海外ですが、

決算も、売上高伸び率も、利益も、親会社よりグル

ープの方が高い傾向にあります。投資は少なくてよ

く、リターンはもっと多いとなると、当然海外に行

くはずですね。海外に行った会社が日本に戻って来

ることは、ほぼありえません。この状況下で出来る

ことを考えたとき、「中小企業・ベンチャー企業の輩

出をどうするか」が重要だと思います。 

日本は地の利・人の利・時の利・技の利を生かし

てここまで発展してきました。最終的には、「人」が

動かしていくわけですから、「どういう風な人材を求

めていくか」が特に重要になります。現在は、行政

も大学も任された自己の領分という業務縦割りベー

スで動いている状況ですが、今後は業務横串し刺し

ベースで考え・行動出来るような人材が必要になる

でしょう。 
これらを踏まえて「21世紀型ビジネスモデル」を

確立しゆくためのポイントをまとめます。まず、経

営資源のフロー化です。次に、技術・若者の集積の

場である大学の活用法の見直しです。さらに、それ

を活かしきるようなプラットフォーム企業が次々と

出来てくる仕組み作りです。それから、ベンチャー

挑戦・支援のエコシステムの構築です。最後に、日

本で作ったビジネスモデルを海外に輸出し、世界に

貢献していく。これが「21世紀型のビジネスモデル」

ではないかと思うわけです。今後は、体力競争では

なく、知恵と仕組みの収益モデルをどう育てていく

かが重要になるでしょう。 
 

地域イノベーションとベンチャー創出にむけた政
策とは 
石井芳明（経済産業省経済産業政策局新規産業室調整官） 

アベノミクスの成長戦略、第三の矢が「日本再興

戦略」ということで、昨年6月閣議決定されました。

その中で、産業の新陳代謝と促進・ベンャーの加速

が大きな政策の柱になっています。これを一言でい

うと、「エコシステムを作っていこう」ということで

す。つまり、社会全体でベンチャーを育てる、新し

い起業が生まれる環境を作ろうということです。 
これには、大きな柱が3つあります。一つ目の柱

は、「社会を動かす大胆な制度改革」です。まず、ベ

ンチャーを応援するなら政府からやろうという動き

があります。政府がベンチャーの最初のカスタマー

として、ベンチャーに信用力を供与するなど、政府

調達を変えるということがあります。また、今年は

法人税を下げることに集中した税制改革を行うこと

になっています。さらに、公的資金をもっとベンチ

ャーに振り分けようという動き、規制緩和を進めよ

うという動きがあります。 
二つ目の柱は、「挑戦するベンチャーを支える意識
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改革・起業家支援」です。これは、ベンチャーの裾

野を広げようと、そこで起業家教育をもっと推進し

ようということです。現状、大学で起業家教育を行

っていますが、初等・中等教育から、起業家マイン

ドをもってもらうような教育を推進しようというこ

とで、文科省と話を進めています。具体的には、今

年度中に起業家教育の事例をまとめた起業家教育の

ガイドブックを作り、全国の小中学校に配りたいと

考えています。それから、地域でベンチャーを支援

できる人材をもっと増やすため、支援人材の支援の

プロジェクトも行っていきます。 

 
三つ目の柱は、「大企業も含めた日本経済全体での

ベンチャー創造」です。90年代からのベンチャー政

策の反省は、あまりにベンチャー企業のみにフォー

カスしすぎたということがあります。今後は大企業

も巻き込んで、経済全体でのベンチャー支援をした

いという考えのもと、「ベンチャー創造協議会」を創

設します。特に、大企業の中で活用されていない事

業・人材等をスピンオフ、カーブアウト、あるいは

ベンチャーとの提携という形で、何らかの新しい流

れをつくれないかと考えております。「ベンチャー創

造協議会」という場を作ることで、大企業と一緒に

新しいイノベーションをつくることができればと思

っています。それにともなって、M&Aをしやすくす

る環境作りや、ガバナンスを強化し、イノべーティブ

な起業が増えるようにしていきたいと考えています。 
 

現地の自立を育む復興～東北未来創造イニシアテ
ィブとは 
大滝精一（日本ベンチャー学会理事、東北大学大学院教授） 

震災の翌年、「東北未来創造イニシアティブ」の活

動が開始しました。当時の宣言には、「復旧ではなく、

復興、さらには未来にむけた創造」「人々の暮らしを

支える事業を創り、人々が誇りをもって暮らせる街

を創る、その行く末を希望をもって展望できる産業

を創る」「それも東北の人々が、自分たちの手で主役

となって創りだす」とあります。これにチャレンジ

しようというのが、活動を始めたきっかけです。 
東北未来創造イニシアティブは、被災地の復興と

未来創造の鍵を握る「人づくり」を、地域のクロス

セクター連携と、全国の民間有志の協働により実現

し、街づくり、産業づくりに寄与することを狙いと

する、5 年の時限つきのイニチアティブです。仙台

にメインオフィス、釜石・大船渡・気仙沼にサテラ

イトオフィス、東京にリエゾンオフィスを置き、各

サテライトにおいて経営者団体・行政・大学・市民

という垣根を越えた連携を実現しています。「復興計

画の具現化」を最重要視し、全国の民間企業から支

援チームを派遣しながら活動しています。 
活動には三本の柱があります。一つ目に、実践型

人材育成道場の開設・運営です。受講者は地域の中

堅中小企業が多いですが、NPO 法人のリーダー等

も参加しており、毎回 20 人近い塾生を半年かけて

育てています。座学よりメンタリングに力を注ぎ、

発表、修正、たたき、修正、たたきを繰り返しやりな

がら、企業・地域の双方にとって意味のある復興計画

を具現化させています。また、未来創造フォーラムの

開催や、ソーシャルビジネス・ソーシャルベンチャー

を支援する活動も同時並行で進めてきています。 

 
二つ目は街づくりや産業づくりにむけた復興計画

具現化の推進です。それぞれの復興計画の中から市

長にチョイスしてもらって復興計画のテーマを決定

し、そこに全力投球していくというのが大きな特徴

です。市長の片腕になって、民の発想を入れながら

計画を具現化します。発起人である全国の経営者が

それぞれの地域にはりつき、メンターとして復興計

画実現のサポートをする形で進めてきています。 
三つ目は、東北未来創造会議の運営です。被災地

だけでなく、全国ベースでいろんな方々から支援し

ていただいたり、東北の現状を知っていただいたり

する目的で、仙台・東京で東北未来創造会議を開催

しています。また、各地域においても、官民一体を

更に促進し、創造的復興への機運を醸成する為の地

域版未来創造会議を開催しています。 
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 87 

エネルギー産業の技術開発で世界に貢献 
庄司秀樹（日本ベンチャー学会理事、東洋システム㈱代表取締

役） 

約 20 年前、通常の電池の約 3 倍のエネルギーを

持つリチウムイオン二次電池が誕生しました。それ

に伴い、携帯電話やパソコン、電気自動車など、様々

な製品が開発されました。これは二次電池が「産業

イノベーション」を起こしたといえます。二次電池

は多くの産業におけるキーデバイスで、現在 3.3 兆

円の市場規模が 2020 年には 6.5 兆円の規模になる
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プリウス等に使用された二次電池のリユースによっ

て低価格電力を生み出し、夜間蓄電・昼間供給のサ

イクルで使用します。この特区に電池業界が集まれ

ば、世界に冠たる大阪と福島で電池産業を育成でき

ます。また、産業都市を創ることで、他の産業にお

いても雇用が創出されます。集約した産業構造を作

って世界から金・技術・人を呼び込み、地域を活性

化させたいと思います。 
また、震災後に福島を離れる人々が増えたことを

問題視し、「人財イノベーション」のための取り組み

を始めました。例えば、全ての部品に日本企業が関

わって生産された、世界に 500 台しかないトヨタ

Lexus LFAに、県内の高校生を毎年100～200名乗

せています。今年で3年目ですが、それに乗った学

生がモノづくりの会社に就職したり、自閉症の子が

学校に通い始めたり、非常に良い影響を生んでいま

す。また、消防団のモチベーションアップを目的と

したポンプ車の寄贈、若者に技術を伝授するボラン

ティア等も行っています。産業イノベーションとし

て「革新技術」、地域イノベーションとして「バッテ

リーバレー構想」、人財イノベーションとして「志の

高い人財の育成」、この 3 つを合わせることで、社

会イノベーションにつながり、地域の発展・復興・

再構築ができると考えています。 
 

“創業特区”福岡における起業家教育の役割とは 
谷川徹（日本ベンチャー学会理事、九州大学教授） 

福岡市は人口151万人、政令指定都市全国で7位

という規模の大きな都市です。アジアに近接してい

る上、充実した国際空港があるという強みをもち、

アジアの発展を取り込みながらますます発展してい

ます。創業支援にも熱心な福岡市は、今年 5 月に、

全国初の「創業特区」に指定されました。創業特区

の内容は、「規制改革」がポイントです。具体的には、

学生を海外に出して、福岡で創業するなら奨学金を

無料にする、全て英語で行うグローバル・ビジネス

プランコンペを開催する、市が中心となって雇用を

解決する、等の動きがあります。 

 
しかし、環境がいいだけではベンチャーは生まれ

ません。一番の問題は人です。福岡は暮らしやすい

から外に出たくないと考える人が多いのですが、創

業人材が国内外での経験をもたなければ、アイディ

ア不足につながります。実際、福岡には世界どころ

か日本で通用するベンチャーがまだまだ少ない状態

です。さらに、技術偏重の傾向が強く、マネジメン

トや事業戦略の知識が不足しているという課題もあ

ります。 
人を育てるため、県・大学では様々な取組みを行

っています。福岡県はロールモデルを見せる目的で、

県内の起業家を連れてシリコンバレーツアーを行っ
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ています。九州大学では、QRECのアントレプレナ

ーシップ教育として、「0からプロジェクトを作る」

プロジェクトを始めています。現在 28 のカリキュ

ラムを提供し、多くは一般市民に公開しています。

また、市民に対するサポート SAM 会を開催してい

ます。これは産官学の人々がビジネスプロジェクト

をチェックし意見を交換するもので、2004 年から

100 数十回開催しております。文科省の EDGE プ

ログラムも、一般市民にオープンにするということ

でやっております。 
福岡市は、尖ったビジネスのベンチャーを輩出した

いということで、外部機関に依頼してイノベーション

人材を育成すること等も検討しています。大学として

は、事業化教育を強化し、ソーシャルビジネス等の起

業にも力をいれています。何といっても、グローバル

に通用するものをやりたいと考えています。 
今後は産学官連携を強化し、九州大学と福岡地域

の他大学や企業等との連携で、福岡市で進める創業

支援を行おうと考えています。さらに、国際的なネ

ットワーク、アカデミックネットワークをつかって、

福岡に外から創業人材を連れてくる予定です。この

ように、内・外の両面から、大学が創業をサポート・

バックアップすることを考えています。 
 

地域社会の活性化と地場産業 
山田幸三（日本ベンチャー学会副会長、上智大学経済学部長・

教授） 

わが国の地域には、非常に長い間生き残って日本

ならではの様々な伝統工芸技術を蓄積している産業

がたくさんあります。私の問題意識は、地域の中に

埋め込まれていて、何らかの制約があるために、海

外にベクトルが向かなかったり、現代のライフスタ

イルに合うような変換ができていない伝統産業が多

いのではないかという点にあります。 
地場の伝統産業が存続する主要な要因は、伝統工

芸技術の影響力、中核組織の企業家活動、さらには、

伝統工芸を受け継ぐ人材育成に資する切磋琢磨と競

い合いの組み合わせと考えられます。近年は、伝統

産業の産地で新しい動きが見られます。まず、「伝統

工芸技術の汎用」です。例えば、有田や九谷では、

産地を担ってきた中核的な窯元が中心となり、伝統

工芸技術を活用した新たなジャンルの焼き物を作っ

ています。この七月に人間国宝の答申を受けた十四

代今泉今右衛門は、一子相伝の作家としての当主と、

職人集団の分業からなる工房組織でものづくりの棲

み分けを行っています。作家である当主は「美術品」

を作り、職人の工房は「高級な常用品」を作る、こ

うした棲み分けをしているわけですね。 

 
次に、伝統産地では「新たな協働の形」が生まれ

ています。例えば、有田での産地卸売商社主導の商

品開発が挙げられます。商社が関与することにより、

ものづくりの良さだけでなく使い手のニーズを意識

した商品開発を行い、今までにないチャネルを活用

できるようになりました。しかもこれは一つの窯元

でなく、いくつかの窯元が組むことによって、世の

中への訴求力を強めることに成功しているのです。

また、北陸では伝統産業と大学のコラボレーション

を通じ、現代的なプロダクトデザイナーと伝統工芸

事業とのマッチングや、人材育成が行われています。

さらに、日本ユニシスの「海外販路拡大支援プログ

ラム」に代表される、ジャパンブランド創出クリエ

イターの海外販路拡大支援の動きも始まっており、

個々の作り手だけでは解決できない問題解決が可能

となっています。 
伝統産業の産地は、個客への強い訴求力がないと

生き残っていけません。そのためには、重層的な競

争の組み合わせによるイノベーションの促進、外部

組織との連携・協働、個別商品開発グループ単位で

の公的な振興策などが必要です。小さな地場産業で

あっても、それが自分たちの気付かないジャパンブ

ランドを形成す

る可能性を秘め

ているというこ

とを申し上げ、

発表を終わりま

す。 

 

（日本ベンチャー学会会報Vol.68掲載） 
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（日本ベンチャー学会会報Vol.68掲載） 
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（2）セミナー（2014年 10月 27日） 

「期待される独立系 VCの活躍」 
 

 

秦：日本の VC、ベンチャー

キャピタルができて 40 年ぐ

らいが経っておりますが、最

初の 20 年ぐらいはいわゆる

金融機関系のVCを中心に、

組織型のベンチャーキャピタ

ルが非常に多く存在しました。

ようやく 90 年代の終わりご

ろから、その組織型のVCで経験を積んだ人たちが

独立し、個人でファンドをつくって運用をする、投

資をするという動きが出てきました。 
今日はそのような若いキャピタリストにお集まり

いただきました。まず、5 人の方々から自己紹介を

兼ねまして、運用中のファンドの現状とこれまでの

経緯を、差支えのない範囲でお伺いしたいと思って

おります。 
最初に村口さんからお話をしていただきますが、

彼は日本で最初の独立系のキャピタリストとしてや

ってこられた人物です。先ずは村口さん、よろしく

お願いします。 
 

村口：ファンドの規模は 100
億円前後です。ただ、もうだ

いぶ経っておりまして、新規

で投資をするファンドの余力

というのはあまりありません。

今、新しいファンドをつくっ

ているところです。出資者は

機関投資家と個人投資家。た

だ、発足当時は個人に絞ってやっておりました。投

資領域は先端領域と言っておいた方がよいと思いま

す。ステージはスタートアップからやろうというこ

とで限定してまいりました。それから、最初ファン

ドが3億3千万円と小さかったので、最初は私が個

人ひとりで始め、あと何人かスタッフはおりますけ

れども、私プラスアルファぐらいです。 
私は 84 年に慶応の経済から JAFCO に入社し、

ベンチャーキャピタル投資を特に地方の上場、それ

からスタートアップの新産業に力を入れてやりまし

た。ところが、シリコンバレーに行った際に、日本

での活動をシリコンバレーのキャピタリストに話を

しますと、アメリカでいうキャピタリストと日本の

定義があまりにも違うということで98年に独立し、

先ほどお伝えしたようなファンドをつくりました。 
 

伊藤：伊藤と申します。現在、

ファンドの方は、Genuine 
Startups という名前で活動

をしております。 
私は最初、三井物産からス

タートしておりまして、情報

産業本部におりました。ちょ

うど会社に入って 3 年目、4
年目ぐらいの時にシリコンバレーに出させていただ

く機会があったのですが、サンマイクロシステムズ

の創業CEOをやっていたVinod Khoslaという方に

話を聞いたのが一番のきっかけです。日本に戻って

きて、三井物産を辞めた後にMOVIDA JAPAN の

孫泰蔵と出会い、この先 20 年間にスタートアップ

がどんどん生まれ、新陳代謝が起き、より経済活性

化するような元気な日本に戻していきたいという話

から、立ち上げたのがシードアクセラレーションプ

ログラムです。これをやり始めたことにより、投資

をするということにもなり、結果、今の Genuine 
Startupsというファンドをつくりました。 
体制は支援のプログラムをつくっているときはス

タッフ 4～5 人でやっていますが、ファンド自体は

私が切り盛りしています。 
お金は一緒にやっていた孫泰蔵にも投資家として

入ってもらい、彼の持っている会社から投資をして

いるのと、あとは事業会社がメインです。実は僕は

この中では唯一だと思うのですけれどもケイマン・

ファンドを使っています。金額は5億円ぐらいです。 
 

佐俣：佐俣アンリと申します。ANRI という小さい

ベンチャーキャピタルを運営しております。ベンチ

ャーキャピタルを始めた理由はすごくシンプルで、
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村口さんがかっこいいなと思

って始めました。僕が大学生、

22 歳ぐらいの時に、JAFCO
内定者としてお会いしたのが

初めてかと思います。その後

JAFCO には行かず事業会社

に二年半いて、その後、松山

さんの元で1年間修業をさせ

ていただき、27歳の時に独立をしております。 
おそらく松沢先生にご指摘いただいた、若いキャ

ピタリストみたいなものの象徴でして、ベンチャー

キャピタルの経験が1年しかない時に独立をし、し

かもおおよそ投資の実績も何もない状態でスタート

しております。ファンドの規模は 1 号が 4 億円、2
号が今年の 6 月からスタートして、現在 15 億円ぐ

らいです。 
ファンド出資者は、基本的にはインターネット系

の上場企業の事業会社がほぼすべてです。あとはそ

の創業者の方と役員の方の個人マネー、1 号がスタ

ートした時にはほぼすべてそういった個人の方のお

金をお預かりしていて、2 号は多くの上場企業にご

出資いただいています。 
投資のステージはいわゆるシードといわれる会社

で、投資の象徴的なのは、22社中3分の1ぐらいは

そもそもビジネスがない、会社が無かったりすると

いう、あとは、スタートビジネスが失敗して潰れそ

うですというので、投資しますという、極めてなに

かざっくりとした投資をしております。当然メンバ

ーもいなくて、私ひとりの独断と偏見で投資をして

います。 
 

松山：East Venturesの松山

太河と申します。よろしくお

願いいたします。私の方はフ

ァンドとしましては、22歳で

アクセンチュアに入りまして、

23 歳で当時ネットエイジと

いう会社を創業した西川さん

の会社で取締役として参画さ

せてもらいました。それから数年はインターネット

サービスを作る側で働いていたのですが、今から10
年ぐらい前に 30 歳ぐらいの時にベンチャー投資を

始めました。クロノスファンドという当時ファンド

を一番初めに作ったのが、これが2億円ぐらいの小

さなファンドで、この時は個人のお金を中心にお預

かりしました。 
現在はEast Venturesというもう少し大きなファ

ンドをやっておりまして、それはだいたい 40 億ぐ

らいのファンドです。こちらの方も基本的には創業

者系の、起業家系の方が多く、だいたい1億円単位

でお金をお預かりしています。 
投資分野としましては、主にインターネット分野

のアーリーステージです。ただし、ミドルやレイタ

ーも自分がおつきあいをしていて取締役になってい

るような会社であればそれに沿ってフォローオンし

ていくケースもあります。 
メンバーとしましては、私ともうひとりがGPと

してやっております。 
ベンチャー投資を行うようになった経緯ですが、

私がちょうどネットエイジの取締役をやらせていた

だいた時にグロービズの仮屋薗さんにご出資をいた

だいていて、身近なかたちで一番初めにお付き合い

したのが仮屋薗さんでした。その後、自分でやろう

と思った時に村口さんがメディアを通して、個人で

初めて組合を作ったというニュースを拝見し、それ

に刺激を受けました。 
 

村田：インキュベイトファン

ドの村田と申します。2010
年にスタートして現在運用中

のファンドの金額は170億円

ぐらいです。この 4 年間で 4
本集め、つい最近大きめのフ

ァンドを組成したばかりです。 
ファンドの出資者は政府系

の機関投資家といわゆる国内外の機関投資家、それ

から事業家、個人の方にも入れていただいていると

いうかたちです。投資の対象分野ですが、ゼロイチ

にこだわってやっております。 
現在、4 人でやっているのですけれども、我々の

やるパターンの半分ぐらいは、こちらからこれをや

らないかという事業を、自分たちでそれぞれやりた

い事業、スケールしそうな事業モデルというのを持

っていて、これを一緒にやる人を探して、こちらか

らピッチをして、チームをつくるところからやると

いうのが最近では非常に多いと思います。ステージ

としてもシードにこだわってやっています。 
投資の対象分野は、インターネットが中心ですが、

主要基幹産業に大きくイノベーションを起こせる分

野というのを掘っている最中という状況です。 
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メンバーは、4 人が共同代表パートナーというか

たちでおりまして、それぞれ全員ベンチャーキャピ

タルバックグランドの人間です。 
ベンチャー投資を行うようになった経緯ですが、

私自身はもともとスタートアップをやっていた側で

した。99年に自分でスタートアップを起こしたので

すが失敗し、もう1回スタートアップやりたいなと

思っていたのですが、もっとスケールさせるために

はベンチャーキャピタリストだと思い、2003年にエ

ヌ・アイ・エフベンチャーズに拾っていただいたと

いうところからスタートしています。ベンチャーキ

ャピタリストをやっている中で、事業を一緒にゼロ

から起こしていくということをやっているうちに、

ベンチャーキャピタリストとしてスタートアップの

立ち上げにかかわっていくことが自分にとって、非

常に面白いのではないかなと思い始め、2010年に独

立しました。 
 

秦：ありがとうございました。 
次の大きなテーマとして、みなさんは一応独立系

というか、個人型のVCだということなのですが、

その日本のベンチャーコミュニティにおける意義み

たいなものについてどのように考えておられるかお

聞きしたいと思います。やはり最初に個人型の VC
をつくった村口さんから、まず口火を切っていただ

きたいと思います。 
 

村口：いくつかあると思うのですけど、印象として

はレコード業界が昔、レコード会社があって、レコ

ードの製造機が動いていて、その下に歌手が属して

いるというスタイルがあったと聞いているのですが、

それが 1970 年代になってレコードの製造設備の無

いレコード会社をつくるようになり、それでミュー

ジシャンというのがプロダクションをつくって独立

し、しまいには、歌手そのものよりもプロデューサ

ーの方が大事になっていくという、歴史があると思

うのですが、それと同じようなことが日本のベンチ

ャーキャピタル社会でも起こっているのかなという

ことが一つ目です。二つ目としては、よくリスクマ

ネーの供給というのですけれども、日本政府はリス

クマネーを出さないからファンドができないのだろ

うということで、リスクマネーを一生懸命出せ出せ

と言っているのですが、実際のところはベンチャー

キャピタリストのポケットが寂しいというのがあり

ます。シリコンバレーでは、成功すると拡大してフ

ァンドがビバレッジをきかしてつくっていけるとい

う、動的構造があるのですが、日本の場合はそれが

ないということです。 
 
秦：村田さんはエヌ・アイ・エフに一時おられたわ

けですが、そういう組織型のVCとは何が違います

か。あるいは今度新しく 4 人で立ち上げられた VC
と比べて、ベンチャー企業に対する貢献度みたいな

ところをどのように考えられていますか。 
 
村田：私がエヌ・アイ・エフにいたときに、5 年目

ぐらいからネット系の投資部隊の責任者をやらせて

いただいて、非常にやりやすい環境であったという

こともあって、問題にはまったく実感がありません

でした。独立してよかったのは、私もそれなりにか

なりの金額を突っ込んで、起業家と同じようなリス

クを取ってスタートをしているので、同じような目

線で話ができるのは、大きいなと思っています。 
 
佐俣：あまり大局のところは分からないのですけれ

ども、一般的に見ると失敗するかもしれないなとい

う会社に明るく投資ができるといいますか、自分の

意義というのは、日本においてまだ存在しないエン

ジェル・インベストメントみたいな市場になってい

るかと思っております。本来は日本のエコシステム

がもっと大きくなってきたら、エンジェルが担うべ

きところだと思うのです。個人でやっていると僕の

責任でお金を集めて僕の責任で投資をしているので、

ダメだったらよりよい案件で実績を出せばよいと、

僕はそれが現場でやっていると一番大きいかなと思

っています。 
 
秦：伊藤さんは物産におられたということで、金融

機関系のVCではないですが、やはり組織としての

投資をやられた多少のご経験があるということも含

めて、今の独立系ということに対しての何か思い入

れみたいなことはございますか？ 
 
伊藤：物産の頃にやっていた投資が今何かに影響し

ているかというと、居た環境とかシリコンバレーを

見てきたというのが、一番影響があると思います。

日本で投資をやるようになって、何が違うのだろと

考えると、エンジェル・インベスターがまず足りな

いということです。そもそも数を増やさないと駄目

じゃないかということが、シードアクセラレーショ
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ンを始めたきっかけですし、アントレプレナーは、

何回でもチャレンジさせたら成功確度があがります。

僕は今50社に投資をしていますけれども、50人い

れば 50 人だけのチャンスがあって、こいつら絶対

いつかは成功するだろうと思っていて、そういうこ

とをやれている方が、僕にとっては意義が大きいと

思っています。 
 
秦：50人というのはどういう人が起業家として来て

いるのですか？ 
 

伊藤：応募してきたのが 500 件あって約 50 件をそ

こから選んでいますが、30 代半ばまでの人が約 7
割ぐらいです。ほとんどの人が学生か 20 代で、20
代の人を中心にやっています。 
 
秦：彼らは大手企業からのスピンオフ組というか、

今大企業から出てしまうと不安になるだろうなとい

う人が必ずしも出てきているわけではないのでしょ

うか。 
 
伊藤：そもそも終身雇用という概念が無い企業の人、

つまり外資系の会社の人というのは飛び出してきま

す。あとは、もともと会社がベンチャーの会社です

ね、でも、それ以外の大手の会社というのは、今僕

の投資しているところでは、あまりいないと思いま

す。 
 
秦：やっぱりまだそこまでは、切り崩していないと

いう状況なのでしょうね。 
 

伊藤：はい。そういうところからはなかなか出てこ

ないなという話はよくしています。 
 

秦：独立系のVCあるいは個人型のVCということ

が、どこまで意味があるのかということをご自身は

どう考えていらっしゃいますか。松山さんはどうで

すか。 
 
松山：僕は組織型の投資会社も必要だと思っていま

して、要はステージかなと思っています。アメリカ

とやはりかなり離れてしまっているのはVCの規模

感です。日本だとその IT 第一世代のキャピタルゲ

インがないので、本当に周りの友達からお金を集め

て投資していくという流れしかありません。しかし、

僕はそこを悲観的に話すのはやめました。そういう

状況下であるという認識のもとで、貧乏な家に生ま

れたと、あとは頑張って上がるしかないと思ってお

ります。 
 
秦：それも含めてですが、次の話題に移りたいと思

います。 
日本のVC投資、ベンチャーキャピタル投資活動

において、やはりこれは困るなと、今までの話題以

外で何か気になることというのはございませんか。

村口さんどうですか。 
 
村口：ベンチャーキャピタルは未上場株ファンドで

はないということをはっきりと認識する必要がある

のと、アメリカでは実現不確実な未来の可能性に向

かって、日夜努力を延々と続ける、その中から大き

なものが出てくるという世界を担っている、その活

動として、金融商品取引法の除外になっているわけ

です。しかし、日本はどうしても歴史が浅いので、

なかなかそのファンドの形が整っていません。様々

な会社法の制約に基づいて活動を余儀なくされてい

るうえに、さらに金商法で本当に身動きが取れなく

なってくるのではないかという危機感を持っており

ます。 
 
秦：ベンチャーキャピタルは決して金融の仕事では

ないのですよね。その認識を社会全体にもう少し持

ってもらうという必要があるだろうということなの

ですが、村田さんどうですか。 
 
村田：ファンドそのものよりもスタートアップが新

しくその立ち上げる事業に対する規制をかけるとい

う動きはやめていただきたいというのはありますが、

規制がどうのこうのというよりも規制を緩和する窓

口になる人たちというのが我々の中からしっかり出

ていかないといけないと思いますし、それに対する

理解というのも関係者と詰めていく必要があるなと

思います。 
 
松山：日本はやはり種銭が少ないと思います。もう

少し初めの種銭が大きくなるような施策なりという

のをやってほしいと思っています。 
 
秦：要するにお金の問題ですよね。それは伊藤さん

も同じ感想をお持ちですか。 
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伊藤：やはりお金を集めるのは常にスタートアップ
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税もしないで、分配もしないで再度投資させてほし
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秦：確かに今まで欧米というか特にアメリカのスト

ラクチャーについては、それがスタンダードだと思

いながら日本のVCもやってきたのですけれども、

ここにきてその辺も日本の実情に合わせる必要もあ

るかもしれません。その場合、ファンドの成功報酬

も分配するのではなく、それを再投資するかたちも

当然あってもいいと思います。それはその LP が納

得してくれていたら、その提案はできるのではない

ですか？ 
 
松山：僕の1号目も2号目もそうですけれども、基

本的にはすごいお金を持っている人から集めている

ので、分配するとたまに怒られたりします。きちん

と節税を色々と考えてやっているのに、数千万のリ

ターンは困ると。そのような人もいると考えると、

これは再投資で回した方が本当はベストなのかなと

思います。 
 
村田：再投資みたいなところができるのは、かつて

組織型のベンチャーキャピタルでものすごくうまく

いった事例があるのは知っているのですが、それが

どこか凄くいいなということ、色々なやり方がある

ということはいつも議論をしていますし、それこそ

コーポレートベンチャー機関、自分たちで別でキャ

ッシュフローが回る仕組みがあっても良いじゃない

かと、そのうえでそれを投資で回していくというの

も新しいファンドの調達方法の一つであると思って

いて、そういうのを発明していけると面白いかと思

います。 
 
秦：ご存知の通り、日本は起業家が尊敬されない社

会ということでずっと続いています。いずれにして

も、そのあたりを私は大きく変えていく必要がある

し、これはベンチャー学会のひとつのミッションで

もあろうと思っています。 
最後になりますが、お一人ずつ、将来をどのよう
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に考えていらっしゃいますか。 
 

村口：社会のフロントに何か新しいものを生み出し

ていくということの追求、もう一段最高のものを生

み出せていけないのかなと思い、いくつかのテーマ

で突っ込んでやっていますが、やはりそれに尽きる

と思います。何か新しいフロンティアのものをひと

つでも多くつくりたいという思いです。 
 
伊藤：最初に 60 歳ぐらいまでの間にどんどん新し

いスタートアップが生まれていくのが当り前な感じ

にしたいと話をしたのですが、それに向かって頑張

っていきたいなと思っています。 
あと、どちらかというとすぐ日本は失敗の方に目

が行くのですけれども、うまくいった方を称賛する、

そのような世の中にその時に変わっていればいいな

と思っています。 
 

秦：伊藤さんは自分で起業家になろうとは思ってい

なかったのですか。 
 
伊藤：最初は思っていたのですけれども、僕は向い

ていなかったのだなと思っています。でも僕にとっ

ては、今言っているようなことをつくり上げるとい

うのも、ひとつの僕にとっての事業かなと思ってい

ます。 
 
佐俣：世界一になりたいなとずっと思っていまして、

7年後の37歳ぐらいの時に世界で一番になって、そ

の頃にはベンチャーキャピタルの概念も変わってい

ると思うので、その先何をやるかなというのはずっ

と考えています。 
 
松山：そうですね、まだ自分の中では、ファンドを

大きくやっていくのか、それともシード、アーリー

に特化してやっていくのかというところは、考え中

なのですけれども、アメリカを見ているとやはり、

投資の時のエントリーの時価総額が数100億ぐらい

から入っていく、もしくは、もっと数千億ぐらいの

バリエーションでも入っていくような、投資家が出

てきていて、そこを垣根なくやっているグロースを

ベンチャーから、本来だったら上場しているスケー

ルの会社も投資していくと、そういうような新しい

流れにも興味があります。 
 

秦：松山さんにも同じ質問をするのですが、ご自身

が起業家になるということは考えなかったのですか。 
 

松山：僕はもともとネットエイジという会社にいま

して、サービスをつくるところも7年ぐらいはやっ

ていました。そういう意味でいうと、最近はスター

トアップスタジオという流れがシリコンバレーにあ

って、普通のベンチャーキャピタルではなく、創業

メンバーとしてコミットしていく、かつ、お金も少

し出すという、そういう新しい流れもあるので、そ

ういうチャンスがあればやっていこうかと思ってい

ます。 
 
村田：世界を代表する会社を生み出すというところ

に関わりたいなというのが前からあって、大きなプ

レゼンスを発揮されている会社がまったく日本から

生まれてないので、日本から生み出したいというの

はあります。その中で色々なアプローチはあるのだ

と思うのですが、それがヘッジファンドをやりなが

ら自分も起業するとか、多分そういうところをもっ

と模索しながら先ほどお話したようなところが実現

できる道を手繰っていきたいなと思っています。 
 
秦：ありがとうございました。 
今日はこのような5人の独立系のベンチャーキャ

ピタリストに来ていただいて大いに盛り上がってい

ただきました。私は個人的にもやはりこれから組織

型のVCがいらないというわけではないのですが、

それプラスやはりこういう独立型の個人型のVCが

やはり大きな存在感を示していただきたいと祈って

おります。それが多くの若い起業家を育てるうえで、

非常に重要なことになるのではないかと思っており

ます。ご清聴どうもありがとうございました。 

（日本ベンチャー学会会報Vol.71掲載） 
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（3）セミナー（2015年 3月 23日） 

「公認会計士・監査法人による IPO支援 

エコシステムの役割」 
 

1. はじめに 

2010 年、制度委員会では 1 年間の委員会研究活

動の成果として「付加価値創造エンジンとしてのコ

ア技術をベースにした成長ベンチャーの輩出」の報

告書を作成しました。その報告書は、「IPO 産業の

入口と出口の一体的システム」として、「ベンチャー

支援のエコシステム」を構築するに当たっての課題

を整理し、解決策をダイナミックに提案したもので

す（図表1）。 

図表 1 IPO産業の入口と出口の一体的システム 

 
入口として、大学等の「コア技術」、エンジェルや

キャタルの「リスク資金の提供」、監査法人や証券会

社、あるいはコンサルティングなどの「IPO産業」

による高い志のグローバル起業家に率いられたベン

チャー企業を育成支援します。 
出口としては、ベンチャー起業家が、新興市場に

IPOし、或いはM&Aにより、確保した資金を活用

して、技術開発を支援し、メンターやエンジェルと

なる好循環の「ベンチャー支援のエコシステム」を

構築することを提言しました。 
さて、本セミナーは、ベンチャー支援のエコシス

テムを担っている公認会計士及び監査法人によるベ

ンチャーエコシステムの

現状と将来展望を、日本

ベンチャー学会会員と共

に共有化する目的で、秦

信行制度委員会委員長の

開会の挨拶と問題提起に

続き、松田修一制度委員

会オブザーバーのコーデ

ィネイトで、開催されました。 

2. 公認会計士・監査法人のベンチャー支援エコシ
ステム 

制度委員会では、ベンチャー起業家やその支援の

活性化に関する各種の提言や報告書を作成してきま

した。ベンチャー基点のイノベーションエコシステ

ムの構築に当たって、公認会計士又はその組織とし

ての監査法人の役割が極めて重要です。会計及び企

業情報の適正性に関する意見の表明や、この前提と

しての内部統制システムの整備・運用支援を行い、

株式譲渡に関する企業価値評価など、公認会計士等

は、多様な役割を担っています。創業時点から、IPO
やM&Aを念頭に置いたベンチャー企業が多くなり、

彼らは、スタートアップ時点から、会計専門家の門

をたたきます。制度委員会では、JASVE の活動に

協力いただいている監査法人等の中でも IPO 等の

支援を、長期間にわたり専門的に行っている公認会

計士の方々（図表 2）に、

支援の現状・役割・課題等

について説明・討議してい

ただき、会員の方々とベン

チャー支援エコシステムと

しての公認会計士や監査法

人の役割を共有したいと考

えます。 
 

図表 2 パネラーの公認会計士及び監査法人の方  々

 
日本の監査法人は、2010 年まで GDP 世界 No.2

の経済規模を誇りながら、世界の技術面でデファク

トスタンダード（事実上の標準）をリードすること

ができませんでした。 
特に会計基準においては、米国及び欧州の基準作

りの一角に参画するのみで、会計後進国の域を脱す

ることができなく、世界の会計事務所の再編に翻弄

されました。過去のビ ッグ 8 はビッグ 4 に再編さ

れました。再編後の現在ビッグ6と言われるように

なっています。この影響を受けた日本の監査法人は、

スタッフ5,000人規模の監査法人が3社、数百人規

模の監査法人が5社と再編され、寡占化が進んでい

ます。日本のビッグ 3 の IPO 監査数は、過去 3 年
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間集中する傾向があります（図表3）。 
 

図表 3 過去 3年間の監査法人の IPO数の推移 

 
ベンチャー企業の経営にはそれぞれ個性があるよ

うに、ベンチャーを支援する公認会計士や監査法人

にも、IPOに対する取り組み方にも個性があります。

パネラーとしてお越しいただいた 3 大法人＋2 法人

の責任者の方々に、ベンチャー支援の現状と特徴を

説明いただき、会場からの質問を受けました。各パ

ネラーの方々からのプレゼンを要約します。 
 

（1）齊藤直人氏（新日本有限責任監査法人、シニ
アパートナー、企業成長支援サポートセンター 副
センター長） 

英文名称：Ernst & Young ShinNihon LLCの新

日本有限責任監査法人は、メンバーファームである

EY新日本クリエーション（株）（EYC）100人のメ

ンバーを中心に、地域も含む各監査部門 150 名の

250 名体制で、企業成長支援サポートセンターを構

成し、ベンチャー支援体制をとっています。 
基本的な考え方は、①上

場後の持続的成長を視野に

入れたベンチャー支援と②

成長のためのプラットフォ

ームの提供です。 
①ベンチャー支援体制 
株式上場は企業成長の

「手段」であり、「目的」で

はありません。上場後を視野に入れた監査及び IPO
支援チームを構築し、業種専門家を加え、ベンチャ

ーの成長ステージに合わせた内部管理体制の構築を

アドバイスしています。 
②プラットフォーム提供 
行政と組んだインキュベーションハブの運営参加、

ベンチャーと大企業とのマッチングイベントの開催、

モナコで開催される世界の起業家表彰制度に向けて

日本代表を選ぶ EOY ジャパンの主催、雇用創出ベ

ンチャーの表彰、女性起業家ネットワークの支援を

行っています。 
このような活動を通して、ベンチャーの IPOの成

功、ビジネスの成長、人材の成長にコミットしてい

ます。 
 

（2）齋藤祐馬氏（トーマツベンチャーサポート㈱、
事業統括本部長） 

英文名称：Deloitte 
Touche Tohmatsu LLC
の有限責任監査法人トー

マツのベンチャー支援体

制は、グループ企業であ

るトーマツベンチャーサ

ポート（株）（TVS）で

行い、証券会社（審査部

門及び公開引受部門）や IPO準備会社への出向経験

者を含むスタッフ366名です。経験豊富な専門性の

高いチームによるワンストップサービス、法人内の

品質管理部門と連携した IPO 業務チームへのノウ

ハウ提供、 準備に至るまでの事業拡大支援という支

援体制をとっています。TVSは、ネットワークやノ

ウハウを活用したベンチャー支援、毎週行う大企業

とベンチャーの協業を創出するイノベーション創出

支援、集積した知見を活かしたベンチャー政策立

案・実行支援を行っています。 
トーマツの提供した支援サービスを項目別に体系

化したトーマツ IPO 支援アプローチのポイントは、

次の通りです。 
①上場準備サービスを提供する際のツール（道具）

であり、ベンチャー企業が上場審査を視野に入れた

内部管理体制を構築する際に必要なノウハウの具体

化 
②上場準備の各ステージで提供できるトーマツの

「サービスメニュー」のラインナップ 
③オールトーマツで実施した株式上場準備案件での

ノウハウ（支援事例、質問事例、チェックリスト等）

の共有 
④内部用及び外部向けの教育研修プログラムを整理

し、知識レベルを拡充することによる高品質の株式

上場準備サービスの提供 
さらに、世界に通用するメガベンチャーを創出促
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間集中する傾向があります（図表3）。 
 

図表 3 過去 3年間の監査法人の IPO数の推移 
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進のために、販路拡大、PR 支援、資金調達、支援

人材紹介、海外進出支援、育成人材紹介を行ってい

ます。 
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後、IPO支援を目的とし

て設立された監査法人で、

法定監査1社、パートナ

ー3 名からスタートしま

した。現在150人のスタッフを擁する業界内ベンチ
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名のお客様 廣渡嘉秀氏に

向けて、会計や税務のみな

らず、IPO やM&A、事業

再生、国際業務や事業承継

といった幅広いサービスを
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特に IPO 支援では、2015年2･3月で4社の上場

に携わ っており、現在は東京 40 名、支社 20 名の

組織体制で、約 30 社のサポートに取り組んでいま

す。 
IPOエコシステム内には証券会社、監査法人、VC

など多数のメインプレーヤーが存在します。私ども

AGS はそれらメインプレーヤーではありませんの

で、逆に全体を俯瞰できる立場を利用してサポート

を行っています。 
具体的には、クライアントの経営管理部門のスタ

ッフと一緒になって、上場会社にふさわしい内部管

理体制をスピ ーディに構築するとともに、その内部

管理体制が上場後も維持できるような実質的なアド

バイスを行っています。 
 

（5）山本守氏（有限責任あずさ監査法人、パート
ナー） 

英文名称： KPMG 
AZSA LLC の有限責任

あずさ監査法人は、IPO
支援のサービス会社とし

て独立会社を設立してい

ません。企業成長支援本

部は、IPO専門サポート

チーム、KPMG グロー

バルネットワークと連携し、大企業から特徴あるベ

ンチャー企業まで、IPOから上場後のサポートまで

ワンストップでカバーしています。IPO専門サポー

トチームは、様々な業態や分野に精通した約 80 名

の公認会計士から構成され、豊富な経験と事例に基

づいてあらゆる業種に対応するとともに、ベンチャ

ー企業のニーズに合わせて、包括的なサービスを提

供するためのサポート体制を整えています。また、

IPO業務を中心とした支援業務は、企業の成長をト

ータルで支援するために、各地域事務所と連携しな

がら、課題解決のためのアドバイザリー業務を提供

しています。 
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特に当法人は、オープンイノベーションの推進に

より、革新的な事業創出に向けた取り組みを積極的

に応援するために、次の2点を重視しています。 
①アントレプレナーの先端的なテクノロジーシーズ

の発掘手段としての産学官連携 
②大学の研究開発シーズの事業化を推進する手段と

してのテクノロジーベンチャーと大手企業の事業と

の融合支援 
なお、2004～2012 年にかけて、新規上場後 3 年

以内における不適切な会計事件件数は、50社に上っ

ているが、本法人の関係は1社のみです。これは上

場までのベンチャー支援の期間において、有効な内

部管理体制構築の指導をした結果によるものであり、

リスクに応じた効率的な品質重視の監査結果である

と自負しています。 
2010 年以降市場活性化のため上場基準が緩和の

方向で改正され、規制の緩和期に入っており、これ

までも上場規制は振り子のように、規制強化と規制

緩和を繰り返しています。今後 IPOする会社が規制

強化の引き金とならないように、公認会計士として、

公器である証券市場を守るために取り組んでいきま

す。 
 

3. パネラーと会場との意見交換 

以上のようなパネラーからのプレゼンを受けて会

場から、元起業家のベンチャー支援者から、次の 3
点の質問がありました。パネラーからのコメントを

整理すると、次の通りです。 
①中国ベンチャーに投資をし、IPO をしたが直後に

破綻しました。中国の監査はどうなっているのでし

ょうか？ 

個別案件について判断しかねるが、米国市場に

IPO している中国企業が約 100 社で、粉飾企業が

30～40%あるのではないかと噂されています。中国

企業のガバナンスや監査制度が、日欧米と比較して

未整備であると考えます。 
②各監査法人のベンチャー支援については、監査の

独立性という視点から問題があるのではないです

か？ 

監査法人には、厳しさと信頼が重要です。IPO支

援サービスを別会社や別部門で行い、上場準備監査

は他の部署が行う等グループ内で、組織や担当者間

でファイアーウォールを明確にして独立性を保って

います。2001年のエンロン問題以降、監査法人内の

品質管理が厳しくなっています。ベンチャー企業側

からすればシームレスな支援を望んでいますので、

どこまで限定してサービスを行うのか悩ましい問題

が残るのは確かです。また、監査法人の業務上、IPO
後のベンチャーの成長と継続監査を行うので、必然

的に長期の独立性保持が必要であると認識していま

す。 
③会社の粉飾等の経済事件に関して、企業や監査法

人に対する制裁はきついが、会社や証券取引所の処

分はあまり聞きません。監査法人としてどう思いま

すか？ 

ベンチャー企業の IPO可能性について、ベンチャ

ー企業がすべてに第一次責任を負い、証券会社や取

引所からの質問事項 200～500 項目について一定期

間以内に回答する体制を要求されます。他方監査法

人は会計監査及び内部統制システムに限定して責任

を負います。証券会社は、業界環境や競争の優位性

の判断、特に事業計画に記載された成長可能性の確

認や経営者の経営姿勢を中心に実質的及び形式的基

準に基づき審査を行います。監査法人と証券会社が

IPOの審査基準に達成していると判断しても、取引

所が自動的に IPO 申請を受理することはありませ

ん。申請書類を読みこなし、社長面談を経て承認し

ています。このように何重にもチェックしていても、

IPO 時点からの粉飾が、現在も発生していますし、

上場直後の決算で赤字決算に転落し、株価の暴落が

2015年に入って起きています。上場直後に株式を購

入した個人投資家は、自己責任のもとに、売買損を

負担している現状があります。悪質な粉飾・倒産の

場合には、証券取引法違反による刑事責任を社長や

CFOさらに、粉飾教唆で担当公認会計士も責任を問

われることがありますが、審査をした幹事証券会社

や取引所が責任を法的に問われることはめったにあ

りません。審査は監査よりも責任が軽く、聞き取り

や面談は責任がないのであれば、もっと役割分担を

明確にする必要があります。ちなみに、損害賠償が

発生した場合に、監査法人のパートナーは無限連帯

責任から有限責任法人に組織が変更され、ベンチャ

ー企業の社外取締役は責任限定契約で責任限定があ

る程度可能になり

ました。なお、情

報の非対称性によ

るリスク全額を負

担するのは株主の

みであるという疑

問は残ります。 
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ー企業がすべてに第一次責任を負い、証券会社や取

引所からの質問事項 200～500 項目について一定期

間以内に回答する体制を要求されます。他方監査法

人は会計監査及び内部統制システムに限定して責任

を負います。証券会社は、業界環境や競争の優位性

の判断、特に事業計画に記載された成長可能性の確

認や経営者の経営姿勢を中心に実質的及び形式的基

準に基づき審査を行います。監査法人と証券会社が

IPOの審査基準に達成していると判断しても、取引

所が自動的に IPO 申請を受理することはありませ

ん。申請書類を読みこなし、社長面談を経て承認し

ています。このように何重にもチェックしていても、

IPO 時点からの粉飾が、現在も発生していますし、

上場直後の決算で赤字決算に転落し、株価の暴落が

2015年に入って起きています。上場直後に株式を購

入した個人投資家は、自己責任のもとに、売買損を

負担している現状があります。悪質な粉飾・倒産の

場合には、証券取引法違反による刑事責任を社長や

CFOさらに、粉飾教唆で担当公認会計士も責任を問

われることがありますが、審査をした幹事証券会社

や取引所が責任を法的に問われることはめったにあ

りません。審査は監査よりも責任が軽く、聞き取り

や面談は責任がないのであれば、もっと役割分担を

明確にする必要があります。ちなみに、損害賠償が

発生した場合に、監査法人のパートナーは無限連帯

責任から有限責任法人に組織が変更され、ベンチャ

ー企業の社外取締役は責任限定契約で責任限定があ

る程度可能になり

ました。なお、情

報の非対称性によ

るリスク全額を負

担するのは株主の

みであるという疑

問は残ります。 
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4. 地方創生と公認会計士・監査法人のエコシステム 

松田コーディネーターから、現在「まち・ひと・

しごと創生会議」が政府に設置され、人口減少下の

日本のリスクを分散化するための動きが出ています。

各地域に支社を持ち、地域経済活性化や IPO予備軍

を含め中堅・ベンチャー支援のエコシステムを担っ

ている公認会計士・監査法人の思いと課題や対応に

ついて、質問致しました。パネラーの方々の意見は、

次の3つに集約されました。 
①地方部のベンチャー支援専門家の不足をカバー 

行政チャネルは、省庁（中央）・地方局・各県・各

町村というヒエラルキーになっており、中小・ベン

チャー企業の公的支援体制も、中央から市町村に

徐々に降されていきます。民間の IPO支援産業であ

る監査法人は、5～20 カ所の地方支社を持っていま

すが、県単位で見ると、多くの空白地域があります。

各監査法人等は、地方でも、ベンチャーによる地域

活性化のための大企業とのマッチングイベント、ベ

ンチャーのピッチ会、顕彰制度、相談窓口を定期的

に行 っています。県や自治体、大学の空白地帯につ

いては、ベンチャー支援専門家の不足をカバーする

ために、本部や近隣の支社から支援専門家を派遣・

担当させて対応し、地方のニーズに応える努力をし

ています。 
②オンリーワン企業を含めユニークな企業の多い地

方の活性化に活用 

大学発ベンチャー企業の設立・成長支援や伝統的

な中小企業によるオンリーワン企業への変革という、

監査法人の IPO 支援部隊の力を必要とする地方の

ニーズは多く、経営資源の宝庫ともいえます。監査

法人のネットワークは、新たな販売方法の提案によ

る販路開拓支援、成長する海外市場へのコンサルテ

ィング、また、銀行と協力した業績不振企業の再生

等、地方の多様な経営資源に付加価値を付け、国内

外でマネタイズする支援を通して、地方の活性化に

活用されています。 
③地方企業が多様な資金調達を可能にする新たな取

引所形態を 

東京証券取引所及び大阪取引所が日本取引所グル

ープに再編されたことにともない、中央集権化し、

地方の活性化を担うべき札幌・名古屋・福岡の取引

所の役割が薄くなっている感があります。IPOを考

える地方の中堅・ベンチャー企業が多くなった現実

がありますが、2006年からの長期にわたる証券市場

低迷により、地場証券会社の統廃合も進んできまし

た。地方に限定したリスクファンド、クラウドファ

ンディングが組成され始めた中で、これらからの中

堅・ベンチャー企業への投資の出口として、新たな

取引所形態による地方の資金調達の多様性の道を開

く必要があり、監査法人等はエコシステムとして十

分に貢献できる体制にあります。 
 

5. まとめ 

公認会計士や監査法人が、志の高いベンチャー企

業の成長を支援するエコシステムを構築し、さらに

地方の創生へかかわっているかを、その第一線で活

躍されているパネラーの方々に話していただきまし

た。ベンチャー企業にリスクマネーを提供するベン

チャーキャピタルが、出口としての IPOやM&Aに

よって投資回収をするに当たっても監査法人等が、

多様なかかわりを持っていることが理解できました。 
監査法人等が中心になって行う経営管理体制の整

備支援については、ベンチャー企業の成長ステージ

によって異なりますが、次のように整理することが

できます。監査法人等が、監査を引受けるか否かを

決定するために行う、ショ ートレビュー時点の経営

管理体制と、IPO時点までの整備状況を5ポイント

示すと、次の通りになります。 

 
このような経営管理体制を整備し、現実に制度が

運用されるように監査法人等が支援していくわけで

す。ベンチャ ー企業は、起業家個人の志からスター

トしたMy Companyであっても、IPO時点には、

Our CompanyやYour Companyに脱皮します。 
現在第 4 次ベンチャーブームと言われるように、

ここ 2 年で急激に官民ファンドや CVC ファンドが

組成され、株式市場が規制強化期から緩和期に入り、

年間 IPO 数が年間 19社時代から、100社時代にな

ってきました。地方創生を含め「日本再興戦略」が、

現実のものとなりつつあるのは確かです。 
しかし、株式市場の好調につられ、ベンチャー企

業の企業価値が高く評価され、株式投資価額が高騰

しているのも確かで、1980年当時から繰り返されて



 100 

いる、また来た道を彷彿とさせます。IPO支援エコ

システムを担う者は、た った 4 年前の 2010 年 12
月の IPO後、6か月目にして倒産した半導体製造装

置メーカーの売上高 97％の水増し粉飾決算事件を

忘れてはなりません。IPO産業を形成するベンチャ

ーキャピタル、銀行などの金融機関、会計監査人、

幹事証券会社、東京証券取引所すべてが、粉飾を見

破れなか った事実もあります。 
超高齢者社会がもたらすハイコスト国家の運営を、

貿易収支が赤字でも所得収支で大幅黒字を達成し、

経常収支をプラスに転換できるために、ビジネスモ

デル輸出国家を目指す必要があります。このために

は、世界に通用する技術をベースに、成長市場の顧

客視点でビジネスモデルを構築できる人材を育成す

ることが不可欠です。一過性ではなく長期持続的に、

最低限年間 IPO 数 100 社を輩出できるように IPO
支援エコシステムを定着させたいものです。日本経

済活性化にとって、公認会計士や監査法人が重要な

役割を果たしていることが理解できました。ベンチ

ャー企業やアントレプレナーの研究者が、もっと緊

密に監査法人等と情報共有し、ベンチャー教育に活

かしていただくことを願っています。 
最後に、パネラーの皆様方が、日本の経済活性化

のエンジンとなるベンチャー企業の健全な発展のシ

ームレス支援エコシステムの中核サービス事業とし

て、ご活躍することを期待して日本ベンチャー学会

制度委員会のセミナーを終わります。 

（日本ベンチャー学会会報Vol.73掲載） 
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（4）セミナー（2015年 6月 22日） 

「アレン・マイナー、日本のベンチャーを

語る 

ー日本での 15 年に亘るベンチャー・起

業家支援活動の経験ー」 

秦 信行（制度委員会委員長、國學院大學教授） 

アレン・マイナー（サンブリッジ グループ CEO） 

この事例は、2015年6月22日（月）に行われた

「アレン・マイナー、日本のベンチャーを語る」と

題した日本ベンチャー学会、日本ベンチャー学会制

度委員会主催のセミナーにおける（株）サンブリッ

ジのグループ CEO であるアレン・マイナー氏の講

演記録である。 
アレン・マイナー氏は、講演で話されていたよう

に、モルモン教の宣教師として最初に日本に来られ

た後、米国オラクル社に入社された。マイナー氏が

入社された当時のオラクル社はナスダックに上場し

た頃であり、売上はまだ数十億円の時代であった。

日本法人であった日本オラクル社は既に出来ていた

ようだが陣容が整っておらず、マイナー氏は日本で

の業容拡大のために日本に派遣された。日本オラク

ル社はその後佐野氏を社長に迎えて順調に業績を伸

ばし日本のマザーズ市場への上場も果たした。マイ

ナー氏は日本オラクルが上場したことを契機にオラ

クル社を去り、日本でベンチャー支援、起業家支援

を事業として行うことを決意、それから約 15 年、

現在も自身の拠点をシリコンバレーに移したものの

日本での支援活動を行っている。 
そのアレン・マイナー氏に、日本でのベンチャー・

起業家支援を振り返ってもらい、何故日本でベンチ

ャー支援活動を行おうと考えたのか、日本のベンチ

ャーがどのように変わってきたのか、あるとすると

課題は何か、加えて、最近のシリコンバレーの状況、

といった点についても簡単に触れてもらった。 
 

はじめに 本日の話の内容 

本日の話は3つのパーツに分かれます。 
一つは、何故日本でベンチャー支援を行うことに

なったのか、その経緯について、二つ目は日本のベ

ンチャー及び起業家のここ 15 年間での変化につい

て。中でも1つは、元々日本のベンチャーや起業家

を取り巻く環境で良かった所と短期間に良い方向に

変った所、2 つ目はまだ良い方向に完全には変って

いないが、変ろうとしていて時間の問題だと思われ

る所、3 つ目は変る必要のある所、変るべき所、4
つ目は日本では変らなければならないと思っている

けれども、自分の目から見ると変ってはいけない所、

こうした諸点について自分なりの意見を述べたいと

思います。最後に時間があれば、最近のシリコンバ

レーの変化について、これも良い点と悪い点につい

て触れてみたい。 
 

1. 自己紹介とベンチャー支援活動の概要 

1）オラクル時代 

アレン・マイナーです。

2000 年前後から日本で

ベンチャー支援活動を行

っています。数年前に私

の拠点はシリコンバレー

に移しましたが、活動は

続けています。 
私が最初に日本に来たのはモルモン教の宣教師と

してでした。その後米国に戻り、1990年代半ばにシ

リコンバレーでオラクル社に入社しました。当時の

オラクル社はナスダック市場に上場したばかりの頃

で、従業員数は400人位、売上は伸びていましたが、

金額はまだ数十億円程度の頃でした。 
その頃オラクル社は既に日本に拠点＝現地法人を

設けていましたが、日本語が話せるスタッフも少な

く、私は入社後1年して日本の拠点の本格的な整備

のために日本オラクル社に派遣されることになりま

した。当時日本ではプロジェクトが次々に持ち込ま

れており、また新しく社長に就任した佐野社長の米

国とは異なった経営に対する考え方、経営戦略、経

営方法にも興味を持ちました。 
また、当時日本では、革新的な製品やサービスを

生み出せるような教育システムが整備されていない

が故にソフトウェアの分野で世界市場を席巻するよ

うな会社は出て来ないだろう、といった自己否定的

な見方が一般的で、日本オラクル社でもそう考えて

いる社員もいるような状況でしたが、私は日本と米

国を比較して人々の能力も変らないし、それなら世

界で活躍するソフト会社も日本で生まれると考えて

いましたので、暫く日本で仕事をすることにしまし

た。 
2）ベンチャー支援に向かった契機 

そうこうする内に 1999 年、日本オラクル社は日

本でナスダック市場に上場することになりました。

当時、日本でもネットバブルの時代、ネット企業へ
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の投資家の注目度は高く、日本オラクル社の時価総

額は当時のソニーを上回るまでになりました。その

果、私自身の財産も出来ました。 
当時日本では、米国と同様にネット事業や関連す

るエレクトロニクス事業が盛況で、ITやエレクトロ

ニクス系の経営者がベンチャーキャピタル事業へ進

出することが続きました。例えば、マイクロソフト

の成毛氏、インテルの西岡氏、コンパックの村井氏

といった人たちです。 
振り返って考えてみると、この 2000 年頃が日本

のベンチャーキャピタル・シ ーンが変り始めた時期

だったように思います。それまでの日本でのベンチ

ャーキ ャピタルは金融系の子会社・関係会社が多く、

ベンチャーキャピタリストも金融機関で仕事をして

きたファイナンシャーが大半だったのですが、そこ

に IT やエレクトロニクスといった事業会社での経

験を持った人たちが参入してきたわけです。彼らは

ただ単に投資をして資金をベンチャーに提供するだ

けでなく、その事業会社での経験を生かして事業支

援を本格的に行うベンチャーキャピタルでした。 
そうした流れの中で私も、一つはオラクル社での

事業経験が生かせるのではないか、特に富士通との

仕事を通じて日本での IT 系の人脈も出来ていたの

でそれも力になるだろう、また、二つ目に米国では

IT 系の人材は豊富であるが故にベンチャーキャピ

リストとして経営戦略面のアドバイスを行うとして

も特徴を出すのは難しいだろうが、日本ではまだそ

の分野の経験者が少なく投資先ベンチャーに対して

戦略面のアドバイスに特色を出せるのではないか、

三つ目に投資家になれる財産は日本で出来たわけで、

その還元を日本ですべきではないかといった倫理的

な要因もあって、1999年末に日本で株式会社サンブ

リッジというベンチャーキャピタル会社を立上げ、

投資と同時にベンチャーへの経営面での支援も行う

ことを決意したわけです。 
3）日本でのベンチャー支援の考え方 

とはいえ、実は私は米国でエンジェルとして2～3
件の投資を行ったことはあったのですが、ベンチャ

ーキャピタルについてはその仕組みも十分理解して

いるとはいえない状態でした。加えて、日本の株式

会社設立の仕組み等についても良くは知りませんで

した。当時、日本の株式会社の株式には通常「額面」

（当時の「額面」は 50,000 円）というものが存在

し、その額面株式を200株式発行することで資本金

1,000 万円用意しないと株式会社が作れないなど、

米国から見ると不思議だらけの制度がありました。

それらを回りの人たちから教わりながらやってきま

した。 
サンブリッジを立ち上げる時に幾つか仮説があり

ました。 
一つは日本の若い起業家はインターネット・ビジ

ネスの経験のない人も多い、そのため米国の IT 系

ベンチャーの起業家なら分かっているような WEB
ベースの事業が通常陥りやすい落とし穴に日本の

IT 系ベンチャーの起業家の多くは気が付いていな

いのではないか、という点。その点を日本のVCも

指摘しない事が多いのだが、そこを指摘したい。 
もう一つは、日本のベンチャーは、営業が得意な

人達のベンチャーは技術開発に関係する業務は全て

外部に業務委託してしまって余り力を入れない、逆

に技術者集団のベンチャーであれば営業やプロモー

ション、マーケッティングにカネをかけない、加え

て経営に必要な機能を専門的に担うファンクショ

ン・リーダーがいないのではないか、という点。そ

こでサンブリッジを立ち上げる際には、投資会社の

ほかに、その子会社として技術開発とマーケッティ

ングを支援する会社2社も同時に作り3社体制にし

ました。 
しかし、今となってはベンチャーはそうした支援

会社に頼るのではなく、資金調達した上でベンチャ

ー内部に技術開発やマーケッティングの機能を自ら

で持つべきだと考えていまして今はそういう方向で

指導しています。 
日本でのベンチャー支援にあたっては、シリコン

バレー流のベンチャー支援は日本に合わない、とい

うか、シリコンバレー流がすべて正しいわけではな

い、日本の丁寧さとか細かさといったカルチャーも

生かしつつシリコンバレーの良いところも取り入れ

た謂わば「おいしいところどり」のベンチャー支援

を考えました。 
実は現在では皆さんもよく使っておられる「ベン

チャーハビタット」という言葉を使ったのは私が最

初だと思いますが、「ベンチャーハビタット」から出

てきた次の言葉であるベンチャーの「エコシステム」

でもいいのですが、日本なりの「ハビタット」「エコ

システム」を作り出すための触媒になりたいと考え

ていました。 
では、自分が始めるベンチャー投資や支援の成果

を何に置いたのか。 
1 つは、投資実績に置きました。当時米国の私の
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の投資家の注目度は高く、日本オラクル社の時価総
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友人たちに日本でベンチャーキャピタルを始めるよ

といったら日本に起業家はいるの？ベンチャーなん
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言してきました。NPO 法人の ETIC.のスタッフが

まだ5人くらいの時から宮城代表を応援し理事もや

ってきました。 ETIC.は現在では既にサンブリッジ

より売り上げで大きくなっているのではないでしょ

うか。ベンチャーのデータベースの必要性を感じて

JVR（Japan Venture Research）という組織も設立

しました。 
2008年に米国に戻りはしましたが、今も色々と日

本のベンチャー・起業家支援は行っています。一つ

はシリコンバレーなど海外で行われているピッチコ

ンテストに出場するベンチャー起業家のための支援

です。 
米国に戻って知ったのですが、シリコンバレーで

行われるピッチコンテストに日本のベンチャーは参

加したことがないと。海外の他の地域からは多くの

起業家が参加しているのにです。その原因として日

本では、シリコンバレーのピッチコンテストに出る

ベンチャーはすごいベンチャーばかりで到底太刀打

ちできないと思われているのではないか。 
日本ではシリコンバレーのベンチャーはみんなす

ごいと思われているようです。しかし、そんなこと

はない。何故そう思われているかというと、日本に

来るシリコンバレーのベンチャーしか見ていないか

らです。確かに日本に進出してくるような米国ベン

チャーはすごい。ただ、彼らが全てではない。シリ

コンバレーで資金調達できなくて消えていくベンチ

ャー、一度は調達できたとしてもその後うまくいか

なくなるベンチャー等々、すごくないベンチャーも

数多いのです。 
英語の問題も少しはあると思いますが、日本のベ

ンチャーも少しコーチングすれば、十分シリコンバ

レーで戦えるようになるのです。要は、日本のベン

チャーの多くは英語の問題というより話し方、プレ

ゼンテーションのやり方に問題があると思います。

短い時間でのプレゼンですので、自己紹介を長々や

っても意味がないのです。どうすれば聞き手がもっ

と聞きたいと思ってもらえるか、聞き手の心をつか

む話し方、そうした点に重点を置いてコーチングす

るとすごくよくなる。現にシリコンバレーで行われ

たコンテストに参加し私がコーチングした日本のベ

ンチャーはいい成績を上げましたし、その後、その

評判を聞いて日本での資金調達ができた会社も出ま

した。 
 

2. 日本のベンチャー及びベンチャー・エコシステ

ムの変化 

1）日本の良いところ、変わる必要のないところ 

日本では一般的に起業家精神が不足しているとか、

起業家がいないとか言われていますが、私はそんな

ことはないと考えています。起業家としてのクリエ

イティビティ、経営能力、情熱＝パッション、世界

観などなど、といった面で世界に劣っているとは私

は考えていません。 
日本で起業家というとすぐにソニーの盛田さんや

井深さん、ホンダ技研の本田さん、さらにはユニ・

チャームの高原さんあたりがあげられますが、例え

ば最近ではアスキーの西さん、ソフトバンクの孫さ

んなど何人か優秀な起業家としてあげられる人が出

てきています。アスキーそのものはうまくいきませ

んでしたが、アスキーに繋がる人達、アスキー・チ

ルドレンと言える起業家やベンチャーはたくさん生

まれていますし、日経新聞が毎年表彰しているアン

トレプレナー・オブ・ザ・イヤーなどを見ても優秀

な起業家がかなり生まれていると思います。 
2）2000年以降日本でいい方向に変わったところ 

ただ、確かにシリコンバレーの人口は日本の福岡

県と同じくらいで、東京ないしは首都圏ではその15
倍くらいの人口があるのにそこから生まれる起業家、

ベンチャーの数はシリコンバレーと比較すると少な

いといえます。 
そこで日本でも起業家、ベンチャーを育てたい、
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そうした問題意識の下に、ベンチャーを数多く輩出

するための制度整備、環境作りの検討が 1990 年代

の末頃から本格的に始まりました。 
サンブリッジの計画段階で実際に設立する1年く

らい前、1990年代後半私はシリコンバレーに戻って

いたのですが、経済産業省から商法改革担当の石黒

さんが訪ねて来られました。その時話に出たのが既

にシリコンバレーでは取り入れられていた優先株式

利用やストックオプション制度など、彼らはそれら

の制度が本当にシリコンバレーのベンチャーで機能

しているのかを調査し、2～3年後には日本で実行し

たいと考えていると話していました。 
それから数年、2000年以降になると日本で様々な

変化が現れました。それらを列記すると以下の諸点

になります。 
（1）商法改革： 

既に述べた優先株式の利用促進やストックオ

プション制度などなど。それとかなりインパク

トがあったのが資本金規制緩和です。時限立法

でしたが資本金１円でも株式会社が設立でき、

その後増資で資本金を増やせる制度、これによ

って確かに株式会社の設立件数は増えました。 
（2）大学発ベンチャー1000社構想： 

この構想を考えた人たちは大学からピカピカ

のベンチャーが1,000社出てくると考えていた

ようです。 
それに対して私は、米国での事例を踏まえて、

1,000 社生まれるとしてもその内の 900 社は所

謂ライフスタイル・ビジネス（自営業的な会社）

になり、残り 100 社の内の 90 社はエンジェル

などの投資対象にはなってもベンチャーキ ャ
ピタルの投資対象にはならないが、そこそこ成

長する会社になり、10社がベンチャーキャピタ

ルが相手になる投資対象で 2～3 社が大きな成

果を上げる会社になる、といった成功モデルを

想定していましたから、日本のこのプロジェク

トは成功だったと考えています。 
現在大学発ベンチャーへの支援策として4国

立大学にファンド資金を1,000億円を政府が出

して投資を行うプロジェクトがスタートしまし

たが、これについては担当者は大変だと思いま

す。 
（3）大学側の考え方： 

従来の象牙の塔といった考え方からビジネス

を作り出すことに対する嫌悪感がかなり薄まっ

たと言っていいように思います。 
（4）シリアル・アントレプレナーの出現： 

シリコンバレーでは、ベンチャーの立ち上げ

を専門的に行っている起業家がかなりの数存在

する。彼らは連続した起業家という意味でシリ

アル・アントレプレナー（serial entrepreneur）
と呼ばれる。こうした人材が日本でも 2000 年

以降出始めています。 
私が最初に自分自身をシリアル・アントレプ

レナーと称した人として知った日本人は、イン

ディゴやガンホー、MOVIDA といったベンチ

ャーを立ち上げた孫泰三さんです。その後日本

でも、起業家として次々にベンチャーを立ち上

げるだけでなく、起業家として資金を得た後に

ベンチャーキャピタリストとしてベンチャー支

援者に転ずる人材も増えているように思います。 
いずれにしても、シリコンバレーでシリア

ル・アントレプレナーが評価されるのは、ベン

チャーの世界で得た利益・資金をベンチャーの

世界に再度投じ、ベンチャー世界のサイクルを

回しているからです。その意味では、日本でも

ようやくベンチャー・サイクルが回り始めたと

いっていいように思います。 
（5）産業革新機構（INCJと略）の設立： 

2008 年に INCJ が設立されたことはかなり

大きな出来事であったと思います。それ以前、

日本でのバイオベンチャーへの資金供給を考え

る日本ベンチャーキャピタル協会と中小企業革

新機構共同の会議で、日本ではバイオベンチ ャ
ーに 10 億円まではベンチャーキャピタルが出

すが、その後の成長を支える 20 億円以上の資

金供給が日本では難しいという問題を議論して

いる時に、私はその場合はシリコンバレーでの

調達を考えたらどうかと発言したのですが、そ

の時期に INCJが出来ました。 
ただ最初の内 INCJは、大手のジョイント企

業や外資とのジョイント案件などに投資しベン

チャーへの投資を行わず、そのため文句を言っ

ていたのですが、ようやくルース駐日大使が来

られたころからベンチャーへの投資、それも所

謂グロース・ファイナンスを実施するようにな

っています。 
（6）J‐ソックス： 

米国のSOX法に倣って日本でも2008年にJ
‐ソックスと言われる内部統制強化策が実施に



 104 

そうした問題意識の下に、ベンチャーを数多く輩出

するための制度整備、環境作りの検討が 1990 年代

の末頃から本格的に始まりました。 
サンブリッジの計画段階で実際に設立する1年く

らい前、1990年代後半私はシリコンバレーに戻って

いたのですが、経済産業省から商法改革担当の石黒

さんが訪ねて来られました。その時話に出たのが既

にシリコンバレーでは取り入れられていた優先株式

利用やストックオプション制度など、彼らはそれら

の制度が本当にシリコンバレーのベンチャーで機能

しているのかを調査し、2～3年後には日本で実行し

たいと考えていると話していました。 
それから数年、2000年以降になると日本で様々な

変化が現れました。それらを列記すると以下の諸点

になります。 
（1）商法改革： 

既に述べた優先株式の利用促進やストックオ

プション制度などなど。それとかなりインパク

トがあったのが資本金規制緩和です。時限立法

でしたが資本金１円でも株式会社が設立でき、

その後増資で資本金を増やせる制度、これによ

って確かに株式会社の設立件数は増えました。 
（2）大学発ベンチャー1000社構想： 

この構想を考えた人たちは大学からピカピカ

のベンチャーが1,000社出てくると考えていた

ようです。 
それに対して私は、米国での事例を踏まえて、

1,000 社生まれるとしてもその内の 900 社は所

謂ライフスタイル・ビジネス（自営業的な会社）

になり、残り 100 社の内の 90 社はエンジェル

などの投資対象にはなってもベンチャーキ ャ
ピタルの投資対象にはならないが、そこそこ成

長する会社になり、10社がベンチャーキャピタ

ルが相手になる投資対象で 2～3 社が大きな成

果を上げる会社になる、といった成功モデルを

想定していましたから、日本のこのプロジェク

トは成功だったと考えています。 
現在大学発ベンチャーへの支援策として4国

立大学にファンド資金を1,000億円を政府が出

して投資を行うプロジェクトがスタートしまし

たが、これについては担当者は大変だと思いま

す。 
（3）大学側の考え方： 

従来の象牙の塔といった考え方からビジネス

を作り出すことに対する嫌悪感がかなり薄まっ

たと言っていいように思います。 
（4）シリアル・アントレプレナーの出現： 

シリコンバレーでは、ベンチャーの立ち上げ

を専門的に行っている起業家がかなりの数存在

する。彼らは連続した起業家という意味でシリ

アル・アントレプレナー（serial entrepreneur）
と呼ばれる。こうした人材が日本でも 2000 年

以降出始めています。 
私が最初に自分自身をシリアル・アントレプ

レナーと称した人として知った日本人は、イン

ディゴやガンホー、MOVIDA といったベンチ

ャーを立ち上げた孫泰三さんです。その後日本

でも、起業家として次々にベンチャーを立ち上

げるだけでなく、起業家として資金を得た後に

ベンチャーキャピタリストとしてベンチャー支

援者に転ずる人材も増えているように思います。 
いずれにしても、シリコンバレーでシリア

ル・アントレプレナーが評価されるのは、ベン

チャーの世界で得た利益・資金をベンチャーの

世界に再度投じ、ベンチャー世界のサイクルを

回しているからです。その意味では、日本でも

ようやくベンチャー・サイクルが回り始めたと

いっていいように思います。 
（5）産業革新機構（INCJと略）の設立： 

2008 年に INCJ が設立されたことはかなり

大きな出来事であったと思います。それ以前、

日本でのバイオベンチャーへの資金供給を考え

る日本ベンチャーキャピタル協会と中小企業革

新機構共同の会議で、日本ではバイオベンチ ャ
ーに 10 億円まではベンチャーキャピタルが出

すが、その後の成長を支える 20 億円以上の資

金供給が日本では難しいという問題を議論して

いる時に、私はその場合はシリコンバレーでの

調達を考えたらどうかと発言したのですが、そ

の時期に INCJが出来ました。 
ただ最初の内 INCJは、大手のジョイント企

業や外資とのジョイント案件などに投資しベン

チャーへの投資を行わず、そのため文句を言っ

ていたのですが、ようやくルース駐日大使が来

られたころからベンチャーへの投資、それも所

謂グロース・ファイナンスを実施するようにな

っています。 
（6）J‐ソックス： 

米国のSOX法に倣って日本でも2008年にJ
‐ソックスと言われる内部統制強化策が実施に
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移されました。これにより日本でも IPOに影響

が出ており、ひいてはベンチャーキャピタル投

資にもマイナスの影響を与えています。 
米国でも SOX 法制定で 2002 年以降 IPO は

激減したのですが、ただし米国のベンチャーキ

ャピタル投資に大きな影響を与えたとは考えら

れません。何故なら、IPO が減少してもM&A
による投資の出口はあるわけですし、ベンチ ャ
ーキャピタル投資の成果が現れるのには時間が

かかるからです。米国では足元の IPOの減少で

確かに資金回収の機会は減るのですが、将来は

回復する可能性もあるわけですし、IPOの減少

で投資が影響されることはないわけです。 
ところが日本ではJ‐ソックスによるIPO減

少ですぐさま投資に影響が出てしまいました。

さらに言えば、日本では株式市場の状況をベン

チャーキャピタルやキャピタリストが気にし過

ぎているのではないでしょうか。それは、キャ

ピタル会社の人材の多くが未だに金融系の人材

に占められているからなのでしょう。確かにベ

ンチャーのバリュエーションという意味では株

式市場の動向を気にする必要もあろうかと思い

ますが、過度に気にするのもおかしいように思

います。 
（7）アクセラレーター、インキュベーターの増加： 

最近日本でアクセラレーターとかインキュベ

ーターと称される業者が増えています。アクセ

ラレーターとかインキュベーターとか称される

業者は、アイデアの具現化に手を貸したり、立

ち上げ資金を提供してくれたりします。そうし

た業者が 2000 年頃もいなかったわけではない

のですが、現在はそうした支援者がより身近に

なっていると思います。私たちがサンブリッジ

を立ち上げたころはインキュベーターと呼べる

業者がサンブリッジも入れて東京で 3～4 社で

したが、今は増えています。 
（8）政治家の関心の高まり： 

最近は政治家がベンチャーに興味を本気で示

し始めています。安倍政権下での 3 本の矢の 3
本目もそうですし、地方でも福岡市の高島市長

などもベンチャーの事がよく分かっておられま

すし、その上で福岡をスタートアップのメ ッカ

にすべく真剣に検討を始めておられます。 
3）日本で今変わる必要があるところ－middle is 

missing 

2005年当時、これから本格的に官もベンチャー支

援を検討しなければならないと考え始めていた頃、

経済産業省の課長がヒヤリングに来られた時の最初

の発言が、「日本ではシードマネーが手に入らないか

らベンチャーが育たないのですよね」という発言で

した。私はそれは違うのではないですかと申し上げ

ました。現にその当時ジャフコや大和証券系のベン

チャーキャピタルはビジネスプランの段階、つまり

シード段階での資金供給競争を行っていました。そ

うした実態を見るとシードマネーがないからベンチ

ャーが生まれない、育たないというのは違うと思い

ました。 
その当時、IPO市場も順調で、ベンチャーキャピ

タルの資金回収にも大きな問題はないような状況で

した。 
ただ、そこでふと考えたのが、資金の面でのベン

チャーの問題は、入口と出口ではなくその真ん中、

特に製品も出来、開発製品も売れ始めた時期に営業

体制の整備・拡大のための数十億円の先行投資資金、

加えて次の製品開発のための比較的大きな開発資金

が未上場の段階でないというのが問題ではないかと

思ったのです。つまり、middle is missingではない

かと。 
このことは早すぎる IPO としても解釈できるよ

うに思います。未上場段階で営業体制の拡大や最初

の製品に続く2つめ製品開発といった先行投資資金、

つまり本格的な成長のための資金の調達が難しいこ

ともあって、ベンチャー起業家も周りのベンチャー

キャピタルや証券会社なども日本では IPO を急ぐ

わけです。勿論、ベンチャーキャピタルはできるだ

け早い資金回収を望むでしょうが、証券会社も同様

の傾向があるように思います。そこでベンチャー側

も少し無理をしても小さな利益を出し、ともかく上

場する。しかし、上場して公募増資で得た資金を先

述の営業拡大投資や開発投資に回すとその負担で赤

字になり、株主から怒られてしまうのでそれは出来

ない、従ってその資金は銀行で眠らせるか、他社の

会社の投資

に回して自

社の短期的

な損益に影

響が出ない

ように配慮

する、とい

うことにな
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っているように思います。 
シリコンバレーでは、資金量が豊富であることも

あって、その本格的な成長段階にベンチャーキャピ

タルが資金提供し、大きな成果を得ているわけです。

要は、米国では本格的なグロース・ファイナンスが

未上場の段階で行われているが、日本ではそれがな

いのです。 
ごく最近になって幾つかの日本のベンチャーキャ

ピタルがそれに気付き、そうした資金提供を行う動

きもあるようですが、まだまだ不十分のように思い

ます。 
4）日本が今変わり始めているところ 

今日本のベンチャーの世界で変わり始めているこ

とを上げるとすると、何とい ってもグローバル化だ

と思います。 
残念ながら日本から本格的なグローバルベンチャ

ーはまだ生まれていませんが、ベンチャーのグロー

バル化は進んでいます。一部の日本人ベンチャー起

業家はシリコンバレーで人材を調達し、さらには資

金の調達も行おうとしています。安倍首相は、5 月

のシリコンバレー訪問に際して、日本からベンチャ

ーを連れてくることを約束していますし、その具体

化が図られようとしています。私が取締役を務めて

いるソフトウェア開発会社ミドクラは日本、アジア、

米国と3地域に同時に営業所を出しました。ただし、

ミドクラではまず東南アジアへの本格進出の後に米

国への本格進出、というステップを考えています。

同様に他のベンチャーで海外への進出を考えている

ところの多くはアジアに目をつけています。 
先般、何が目的だったか明確に覚えていないので

すが、3 日かけて世界のクラウド・ビジネスでのト

ップ300社の進出事務所の地域・都市をホームペー

ジからリストアップする作業を行ってみました。そ

の結果を見ると、当たり前かもしれませんが、いず

れの会社も自社が事業展開している母国から近いと

ころ、文化的に近いところにまず事務所というか営

業所を出して事業していることが分かりました。 
そうした事例を見ると日本のベンチャーがまずア

ジアに目を向け始めたことは正しい判断だと改めて

思いました。現在、繰り返しになりますが日本のベ

ンチャーの幾つかはアジアに目が向き始めています。

まずアジアに進出して、それから次の地域へ、最後

に世界へというステップを踏むことは理に適ってい

ると言えるように思います。ただし、私としてはも

っと早く米国、さらには世界にチャレンジしてほし

いと思っています。 
最後になりますが、東京は既にかなり良い形のベ

ンチャーのための生態系が出来上がっていると思い

ます。次が大阪と福岡ではないでしょうか。 
今、変わらなければならない点は早すぎる IPOの

是正、本格的なグロース・ファイナンスの実現だと

思います。それが出来た暁には、まだまだ潜在能力

が十分に発揮できていないイノベーション王国とし

ての日本ブランドの発揮と起業家の日本というブラ

ンドの発揮だと考えています。 
 

3. 最近のシリコンバレー 

最後に最近のシリコンバレーについて簡単に触れ

ておきたいと思います。 
最も象徴的な現象はユニコーンと呼ばれる未上場

で時価総額が1,000億円を超える企業が増えている

ことです。調査してみると世界で100社、内シリコ

ンバレーのベンチャーが60～70社、中国11社、韓

国 2 社、英国 3 社、イスラエル 2 社、インド 5 社、

日本にはない、といった社数になっています。その

中でも空いている自家用車をタクシー代わりに利用

する仕組み、システムを開発するシリコンバレーの

ウーバー社が有名で、時価総額は4兆円くらいにな

っています。こんな現象は今までは考えられなかっ

た現象で、だからこそユニコーンという架空動物の

名前が付けられているわけです。このことの意味す

るものは何でしょうか。日本にも出てくるべきなの

でしょうか。 
こうしたユニコーンと呼ばれるベンチャーは未上

場の状態で100億円、200億円といった資金を調達

しているわけですが、資金提供しているベンチャー

キャピタル、投資資金は最早リスクマネーでなくな

っているように思います。最近のベンチャーキャピ

タルの中には、創業期のベンチャーのリスクを嫌っ

て、既にお客が付き流行っているサービスを提供し

ているような会社に、「後出しジャンケン」とでもい

うべきか、価格は幾らでもいいのでともかく投資さ

せて欲しいと言って資金を出しているということで

す。 
ここでクイズです。現在全米のベンチャーキャピ

タルの年間投資額は約4兆円くらいなのですが、そ

の何％がシリコンバレーで投資されているでしょう

か。20年前の1996年、すなわち全米のベンチャー

キャピタルが最も高いパフォーマンスを上げた年は

33％でしたが、現状は 46％、約 5 割に上昇してい
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っているように思います。 
シリコンバレーでは、資金量が豊富であることも

あって、その本格的な成長段階にベンチャーキャピ

タルが資金提供し、大きな成果を得ているわけです。

要は、米国では本格的なグロース・ファイナンスが

未上場の段階で行われているが、日本ではそれがな

いのです。 
ごく最近になって幾つかの日本のベンチャーキャ

ピタルがそれに気付き、そうした資金提供を行う動

きもあるようですが、まだまだ不十分のように思い

ます。 
4）日本が今変わり始めているところ 

今日本のベンチャーの世界で変わり始めているこ

とを上げるとすると、何とい ってもグローバル化だ

と思います。 
残念ながら日本から本格的なグローバルベンチャ

ーはまだ生まれていませんが、ベンチャーのグロー

バル化は進んでいます。一部の日本人ベンチャー起

業家はシリコンバレーで人材を調達し、さらには資

金の調達も行おうとしています。安倍首相は、5 月

のシリコンバレー訪問に際して、日本からベンチャ

ーを連れてくることを約束していますし、その具体

化が図られようとしています。私が取締役を務めて

いるソフトウェア開発会社ミドクラは日本、アジア、

米国と3地域に同時に営業所を出しました。ただし、

ミドクラではまず東南アジアへの本格進出の後に米

国への本格進出、というステップを考えています。

同様に他のベンチャーで海外への進出を考えている

ところの多くはアジアに目をつけています。 
先般、何が目的だったか明確に覚えていないので

すが、3 日かけて世界のクラウド・ビジネスでのト

ップ300社の進出事務所の地域・都市をホームペー

ジからリストアップする作業を行ってみました。そ

の結果を見ると、当たり前かもしれませんが、いず

れの会社も自社が事業展開している母国から近いと

ころ、文化的に近いところにまず事務所というか営

業所を出して事業していることが分かりました。 
そうした事例を見ると日本のベンチャーがまずア

ジアに目を向け始めたことは正しい判断だと改めて

思いました。現在、繰り返しになりますが日本のベ

ンチャーの幾つかはアジアに目が向き始めています。

まずアジアに進出して、それから次の地域へ、最後

に世界へというステップを踏むことは理に適ってい

ると言えるように思います。ただし、私としてはも

っと早く米国、さらには世界にチャレンジしてほし

いと思っています。 
最後になりますが、東京は既にかなり良い形のベ

ンチャーのための生態系が出来上がっていると思い

ます。次が大阪と福岡ではないでしょうか。 
今、変わらなければならない点は早すぎる IPOの

是正、本格的なグロース・ファイナンスの実現だと

思います。それが出来た暁には、まだまだ潜在能力

が十分に発揮できていないイノベーション王国とし

ての日本ブランドの発揮と起業家の日本というブラ

ンドの発揮だと考えています。 
 

3. 最近のシリコンバレー 

最後に最近のシリコンバレーについて簡単に触れ

ておきたいと思います。 
最も象徴的な現象はユニコーンと呼ばれる未上場

で時価総額が1,000億円を超える企業が増えている

ことです。調査してみると世界で100社、内シリコ

ンバレーのベンチャーが60～70社、中国11社、韓

国 2 社、英国 3 社、イスラエル 2 社、インド 5 社、

日本にはない、といった社数になっています。その

中でも空いている自家用車をタクシー代わりに利用

する仕組み、システムを開発するシリコンバレーの

ウーバー社が有名で、時価総額は4兆円くらいにな

っています。こんな現象は今までは考えられなかっ

た現象で、だからこそユニコーンという架空動物の

名前が付けられているわけです。このことの意味す

るものは何でしょうか。日本にも出てくるべきなの

でしょうか。 
こうしたユニコーンと呼ばれるベンチャーは未上

場の状態で100億円、200億円といった資金を調達

しているわけですが、資金提供しているベンチャー

キャピタル、投資資金は最早リスクマネーでなくな

っているように思います。最近のベンチャーキャピ

タルの中には、創業期のベンチャーのリスクを嫌っ

て、既にお客が付き流行っているサービスを提供し

ているような会社に、「後出しジャンケン」とでもい

うべきか、価格は幾らでもいいのでともかく投資さ

せて欲しいと言って資金を出しているということで

す。 
ここでクイズです。現在全米のベンチャーキャピ

タルの年間投資額は約4兆円くらいなのですが、そ

の何％がシリコンバレーで投資されているでしょう

か。20年前の1996年、すなわち全米のベンチャー

キャピタルが最も高いパフォーマンスを上げた年は

33％でしたが、現状は 46％、約 5 割に上昇してい
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ます。つまり、約2兆円の資金が日本の福岡と同様

の人口しかいない地域に投じられているわけです。

それも 10 数年継続しています。インフレにならな

いわけがないのです。今やシリコンバレーの不動産、

家賃は高騰し、通常のサラリーマンは住めない状況

になりつつあります。この状態がいつまでも続くと

は思えません。何とかする必要があるように思いま

す。日本でもユニコーンが騒がれていますが、ユニ

コーンは日本には不要なものだと思います。 
近年ベンチャーキャピタルとしてのサンブリッジ

のパフォーマンスは良好で、設立時に目標とした一

つ、つまりシリコンバレーのベンチャーキャピタル

のパフォーマンスを超えるという目標は達成できた

ように思います。ただ、グローバルベンチャーの輩

出についてはまだ目標は達成されていません。 
今後は、未達成のグローバルベンチャーの創出を

引き続きの目標としながら、現状資金過剰でインフ

レ状態にあるシリコンバレーの資金を日本に持って

くるためのお手伝い、日本のベンチャー・エコシス

テムの充実への支援も行っていきたいと考えていま

す。 
 

（以下は、アレン・マイナー氏の話の後に 30 分程

行われた質疑応答の模様である。） 
 

質問  ：米国では投資に際しての個人保証や、投

資契約に買い戻し条件を付けるといったことは行わ

れていないのでしょうか。 
マイナー：米国でもミディアム・グロース企業への

貸付の際には担保や個人保証を要求することは行わ

れているが投資契約で買い戻し条件をつけることは

ありません。ただ、米国の場合、ベンチャーキャピ

タルが投資をするベンチャーについては、通常数回

のベンチャーキャピタル投資によって、投資家であ

るベンチャーキャピタルが過半の株式を保有するこ

とが一般的で、IPOが出来る状態にあるのに起業家

＝経営者が IPO しないといった判断をした場合に

は元々の起業家＝経営者を交代させるなどの手段で

リスクヘッジをすることになります。一方、日本で

は起業家が持分に拘る結果、ベンチャーキャピタル

はマイノリティ株主に留まることが多い結果、リス

クヘッジの手段として買い戻し条件を契約に盛り込

んでいるとも考えられるわけです。つまり、日米で

はビジネス・カルチャーが異なるが故にリスクヘッ

ジの方法も異なっているとも考えられます。 

マイナー：2 つ目のクイズを出します。毎年インク

という雑誌で全米で成長している企業5,000社が発

表されますが、さて、その内でシリコンバレーの企

業は何社でしょうか。答えは220社、約4％しかあ

りません。全米のベンチャーキャピタル投資の46％
がシリコンバレーであるのと比較すると随分小さい。

売上 1,000 億円以上でハイ・グロース企業 20 社の

中でも2社しかありません。そのシリコンバレーの

2 社のうち最も成長している企業は実は不動産業者

なのです。インクの成長企業5,000社をみると、成

長市場に位置し、新しい製品開発、といっても例え

ばここ数年ランキングトップのロサンジェルスの成

長企業のように、アップルの iPad を手直しして子

供用の教育的なタブレットを作って売上を伸ばす、

といったことに取組み、根拠のない自信を持ち続け

られる起業家に率いられた企業が多いということで
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たことで最近の米国のベンチャーキャピタルのパフ

ォーマンスは確実に低下しています。 
マイナー：最近のシリコンバレーの意義を考える際

のエピソードを紹介します。グーグルとフェイスブ

ックがサンフランシスコに在住する社員向けに、グ

ーグルはシリコンバレーのマウンテンビュー行きの、

フェイスブックはメンローパーク行きの通勤のため

の料金只のバスを走らせることにしたのですが、他

の住民から反対運動が起こりました。彼らがサンフ

ランシスコに住むことで賃貸料が引き上げられてい

ると考えている人が多いなどの理由で嫌われている

ためです。そのため、両社はサンフランシスコの一

般の高校生のための学バスを CSR として用意せざ
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めに、IPOできる状態になると、その時点で IPOを

してしまう、させてしまう、もう一段の成長のため

の投資を行おうとするベンチャーキャピタルがいな

いということになるのではないでしょうか。 
質問  ：米国での日本企業の IPOを手伝ったりし

ている弁護士なのですが、最近米国で公開を引き受

けてくれるインベストメント・バンクがなかなか見

つからない、その点についてのアドバイスは何かな

いでしょうか。 
マイナー：確かにその通りで、そのことは米国のベ

ンチャーキャピタル協会でも問題視しています。

SOX法、それから金融危機と続いて現在のインベス

トメント・バンクは時価総額が 100 億円でなくて、

IPO 時の公募増資の調達額で 100 億円以上の IPO
でないと興味を示さなくなっています。だから、未

上場段階で資金調達ができるなら IPO しないでお

こう、ということでユニコーンがたくさん出てきて

いるともいえるでしょう。IPOしてくれないと投資

回収が遅れることになるわけですが、そのことに対

していえば、会社の内部関係者の株式が流動化でき

るような仕組みも生まれているようです。いずれに

しても、それが今の米国の現状で、インベストメン

ト・バンクの姿勢を変えさせるための手立てについ

て、申し訳ありませんが私も良い案が思いつきませ

ん。 
 

論点整理 

＜論点整理について＞ 

2012‐2013 年度「制度委員会」では、起業家か

らお聞きした話を「ケーススタディ」のための「ケ

ース」として会報に掲載した上で、制度委員会委員

長である私・秦が巻末にそのケースを学ぶ際のディ

スカッション・ポイント及び補足コメントを「ティ

ーチングノート」として書かせて頂いた。 
2014年度から始まった「制度委員会」の新たなテ

ーマである「日本における起業家・ベンチャー支援

の現状と課題」の下での制度委員会の議論について

は、ゲスト講師の話を「事例紹介」の「事例」とし

て掲載すると同時に、前回までの「ティーチングノ

ート」に代わって「論点整理」を付けさせて頂いた。

それは、日本における起業家・ベンチャー支援活動

に関して、「事例」をお読み頂いた方々にも考えて頂

きたい論点を挙げさせて頂き、私なりのコメントも

付け加えることで、皆さんと一緒に議論を深めてい

きたいと考えているからである。 
そうしたプロセスを通じて、日本での起業家・ベ

ンチャー支援活動に対する理解が深化し、活動自体

がより効率的なものになる中で、新たな支援組織や

団体、そして新たな支援者が数多く生まれることを

願っている。 
 

論点整理 

ご存知のように、今回ゲスト講師として講演いた

だいたアレン・マイナー氏は、彼の話にもあったよ

うに 2000 年前後から日本でインキュベーションと

言ってもいいベンチャーキャピタル会社を立ち上げ、

その後一貫して日本のベンチャーを資金的に経営的

に支援してきた人物である。2008年にシリコンバレ

ーに居を移されたが、引き続き日米を往復され日本

のベンチャーを応援すると同時に、日本のベンチャ

ー・コミュニティに新たな刺激を与え続けておられ

る。 
今回の講演を通じて、筆者も改めて日本のベンチ

ャー・コミュニティ、ベンチ ャー・エコシステムに

ついて考えさせられる所が幾つかあった。それらを

整理した上で以下4点を論点として示しておきたい。 
 

論点 1 日本のベンチャー及びベンチャーキャピタ

ルの歴史の再認識 

筆者の認識では、日本のベンチャー・エコシステ

ムが本格的に整備され始めたのは 1990 年代後半だ

と考えている。勿論それ以前 1970 年代前半には既

に日本型のベンチャーキャピタルも登場しており、

それなりのエコシステムが生まれていたことは事実

ではあるが、ただ残念ながらそれは、本格的なベン

チャーを生み出すためのエコシステムとは言えない

ものだったと考えている。それが、ハイ・リスクで

はあるものの急成長を旨とする本格的なベンチャー

のためのシステムとして整備されていくのは 1990
年代後半を待つ必要があった。 
今回の講演者アレン・マイナー氏が日本でのベン

チャー支援活動に本格的に取り組み始められたのは、

正にその1990年代後半の時期だった。 
今回の講演でアレン・マイナー氏は、本文にある

ように 1990 年代末以降の日本のベンチャー・コミ

ュニティの変容について彼なりの見方と評価を示さ

れている。 
例えば、2000年前後には従来の金融系のベンチャ

ーキャピタルに加えて、マイクロソフトやインテル、
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コンパックといった米国で生まれた IT やエレクト

ロニクス関連の外資の日本法人で経営手腕を振るわ

れた日本人トップ経営者の何人かがベンチャーキャ

タル事業に参入され、キャピタリストに転進された

ことに触れられている。そしてそれらのベンチャー

キャピタルは、従前の金融系ベンチャーキャピタル

と違って資金供給と同時に、自らの経営経験を生か

してベンチャー起業家への事業面、経営面の支援を

強く打ち出したことを指摘されている。本文にある

ように、それは正に日本のベンチャーのシーンが大

きく変わる一つの出来事だったといってよかろう。 
加えて、アレン・マイナー氏は2000年代以降次々

に起こった日本のベンチャーを取り巻く制度変更、

環境整備にも触れられている。 
それらに対する彼の評価はともかくとして、我々

も日本でベンチャーという特異な中小企業、新規開

業企業が登場してきた背景や彼らを取り巻く環境変

化、制度整備の状況、さらにはそもそも日本でベン

チャーと呼ばれている企業の構造的特徴や起業家の

あり方といったことについて正確に振り返り、それ

らが持つ意味について改めて考えてみる必要がある

ように思う。そうした議論を皆さんにも是非行って

いただきたい。 
 

論点 2 日本のベンチャー起業家とベンチャー・エコ

システムの評価 

本文を読んでいただくと分かるように、アレン・

マイナー氏の日本の起業家やエコシステムについて

の評価は、日本人からするとかなり甘いように感じ

る。 
本文の 2 章の第 1 節、「日本の良いところ、変わ

る必要のないところ」や他の場所でも話されている

ように、日本人の起業家のクリエイティビティ、経

営能力、情熱、世界観といったことについては決し

て世界と比較して劣ってはいないと断言されている。 
確かに我々日本人は、よく言われるように自己否

定的な物言いをすることが多いとは思うので、マイ

ナー氏の評価も分からないこともないのだが、さて

どうなのだろうか。 
マイナー氏は、日本のベンチャー・エコシステム

に関しても現状をみると、特に東京はかなり整備さ

れたと評価している。加えて日本のベンチャーのグ

ローバル化についても、あるいは大学発ベンチャー

についても評価は低くない。尤も日本におけるベン

チャーと起業家の輩出の数については、シリコンバ

レーと比較して現状でも少ないと考えておられるよ

うだが。 
いずれにしても、我々も改めて現状の日本のベン

チャーや起業家、さらにはベンチャー・エコシステ

ムについて正確に評価をし直す事は重要だと思われ

る。 
その際には、講演でアレン・マイナー氏が行って

くれたように、シリコンバレーを模範とした上で日

本の状況を評価するのではなく、今後ベンチャーや

起業家を日本で数多く生み出し育てていくという目

標・目的を達成する上で、元々日本ないしは日本人

が持っている良いところ、変わる必要がないところ

と、逆に変わらなければならないところ、制度的に

さらに整備しなければならないところをきちんと整

理して議論することが求められる。 
マイナー氏の評価も参考にしながら、改めて日本

のベンチャー・コミュニティ全体について議論して

いただきたい。 
 

論点 3 middle is missing について 

今回の講演でアレン・マイナー氏が日本の現状に

ついて変わる必要性を強調されたのが、ベンチャー

が立ち上がり最初の製品開発が完了し売上もたち始

めた後、本格的に営業体制を整備し、マーケッティ

ングに注力し、製品ラインアップを整えるための開

発投資も行い、場合によってはグローバルな展開を

行わなければならない時期にベンチャーキャピタル

等から資金供給が行われないという問題である。ア

レン・マイナー氏が講演で述べたmiddle is missing
の問題であるこの問題は裏を返せば、ベンチャーが

最初の製品開発に成功し、売上が伸長し、上手くい

けば利益が出始めた頃に早々と IPOしてしまう、な

いしは周りから IPO を急がされるという問題でも

ある。 
そのために、日本の多くの IPOベンチャーは大き

く成長することが出来ないのではないか、ないしは

IPO 後の成長の限界が早く来てしまうのではない

か、ひいてはそれが日本でグローバルなベンチャー

が育たない原因ともいえるのではないかという問題

である。更に言い換えればそのことは、上場後に上

記のような営業体制やマーケッティング、製品開発

などへの先行投資を行うと、その先行投資負担のた

めに赤字経営が長く続くことになる可能性が出てく

る。それをやると上場後の一般株主から経営は突き

上げを受けてしまうので出来ない、という問題とも
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いえる。 
確かにこの話を聞いた時、筆者も経験的にはその

問題は事実のように思えたが、しかしこの問題は正

確に実証してみる必要があろう。同時に何故そうし

た問題が日本で起きるのか、一つは日本のベンチャ

ーキャピタルの資金量が小さいことが原因であろう

し、IPOを急ぐことに関しては、日本のベンチャー

キャピタルの考え方が影響しているであろうし、幹

事証券会社の考え方も影響していよう。さらにベン

チャー起業家の考え方やベンチャーのガバナンス構

造の問題も関わっているかもしれない。いずれにし

てもこの問題は日本のベンチャーや起業家にとって

大きな問題であるし、日本のベンチャーキャピタル

においても考えるべき問題といえよう。 
読者の皆さんには、とりあえず周りで IPO＝上場

したベンチャー企業を事例に取って検証してみてい

ただきたいと思う。 
 

論点 4 シリコンバレーの将来とベンチャーキャピ

タルの役割について 

アレン・マイナー氏は最近のシリコンバレーの動

向、中でもウーバー社を筆頭に数多く現れているユ

ニコーンという未上場で時価総額1,000億円を超え

るベンチャーについて触れている。そして、この現

象の背景についても彼なりの説明を行っている。 
彼の意見を結論的に述べると、インフレがもたら

したものであり、要はバブルだということだ。それ

は、シリコンバレーへの資金流入が拡大し（全米の

ベンチ ャーキャピタル投資年間約40兆円の半分近

くがシリコンバレーで投資されている）、その結果金

額的に大きなファンドを運用しているベンチャーキ

ャピタルがリスクマネー足りえなくなっていること

でもある。その結果、既に経営的に出来上がり、事

業運営も上手く行っているが故にリスクも小さな企

業へ100億円、200億円といった大きな資金を提供

するようになっていることに起因していることも指

摘している。 
加えて、米国では2002年のSOX法による内部統

制の厳格化によって上場することのコストがかなり

上昇していることから IPO が嫌われていることと、

コスト面から IPO の幹事証券会社が小規模企業の

IPO を引き受けなくなっていることなどの要因も

挙げている。 
つまり、シリコンバレーで成長している未上場企

業は、未上場の段階で資金調達が出来るならばなる

べく上場しないでいることを選択しているわけであ

る。 
マイナー氏は、数多くのユニコーンの出現に続い

て、グーグルやフェイスブックといったシリコンバ

レーに本拠を構えるベンチャーが周りの住民から嫌

われているエピソードを話してくれた。それは、住

民のやっかみ、妬みに起因するのであろうが、とは

いえ今後更にこの動きが過熱化するなら、ベンチャ

ーの経営そのものにもかなりの影響が出て来ないと

も限らない。 
いずれにしてもシリコンバレーの現状については、

先々かなりの不安要素があると言わざるを得ないで

あろう。こうした状況をどう考えるべきか。 
日本から見ると遠い世界の話と受け止められるか

もしれないが、シリコンバレーは何といっても現在

はベンチャーのメッカであり、そこの評価が低下す

ることは日本のベンチャーの世界にも影響が出てく

ることが心配される。 
現状のシリコンバレーでは、ベンチャーキャピタ

ルがリスクマネーでなくなってきているようであり、

加えてマイナー氏もインク5,000社の内容の紹介で

述べているように、ベンチャーキャピタルという資

金がなくてもベンチャーは成長できるのである。で

は、ベンチャーキャピタルとは一体どんな役割を社

会に果たしているのか、改めてここで考えてみるこ

とも必要になっているのではないか。 
シリコンバレーは今後はどうなるのか、加えて改

めてベンチャーキャピタルの役割とは何なのか、を

4つ目の論点として挙げておきたい。 

（日本ベンチャー学会会報Vol.75掲載） 
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2）学会全国大会での制度委員会セッション 
 

（1）制度委員会（2015年10月31日） 

「ミャンマーで次世代教育支援 

～私立女子大学を目指す～」 

土屋 昭義（ミャンマー・ストーリー・メイキング

（Myanmar Story Making Co., Ltd.）会長、 

ヤンゴン学院（Yangon Gakuin Language Academy）

学長） 

「私は将来、ミャンマーの大統領になりたいで

す。」 
ミャンマーのホテルロビーで私に堂々と宣言した

女性、エイミーとの出会いはこんなものでした。 

アウンサンスーチー解放後の 2012年 2月、私は
何のコネもなくミャンマーの地に降り立ちました。

これまで世界 60 か国以上回っていましたが、ミャ
ンマーには来たことがなく、とりあえず話題の国と

いうことで訪問しました。しかし、これまで各国で

見てきた国々の情勢が私の判断材料となり、最初の

訪問で会社設立の手続きを開始していました。そこ

で現地スタッフが必要となり、さっそく求人を出し

ました。条件は日本語が喋れる秘書ということで募

集した結果、3 名の候補者が集まりました。見た目
と会話での評価でしかない中、ごくごく一般的な「将

来何になりたいか」という質問をしたところ、一人

の女性が真剣な眼差しでこう答えたのです。 

「私は将来、ミャンマーの大統領になりたいで

す。」 

久しく感じなかった言葉の衝撃と重みを受け、大

きく感心したのを今でも覚えています。はたして、

今の日本に冗談でも国を背負いたいというような若

者がいるだろうか。そしてこの女性はこの意味を分

かっていっているのか。様々な思考が頭をめぐりま

したが、気づけばこのエイミーは私の秘書として働

きだしたのです。こうして私のミャンマーでの会社

「ミャンマー・ストーリー・メイキング（Myanmar 
Story Making Co., Ltd. MSM）」の物語が始まった
のです。 

このような大志を抱いているエイミーは日本に 6
年滞在して日本語一級を取得しており、会話と読み

書きは全く問題ありませんでした。その気の強さを

武器に相手が政府の高官だろうと臆せず抜群の交渉

力を発揮し、私のミャンマーでの活動に大きく貢献

してくれています。ただ、やはりミャンマー人の感

覚は日本人の感覚とは違いたびたび私と衝突するの

です。最初の3ヶ月で4回会社を辞めると宣言して
いましたが、私はそのたびに「お前の日本語能力は

非常に高い、機転もきく、日本人との会話も問題な

い。だがな、お前にはこれからミャンマーに多く訪

れる日本人の社長たちを納得させるような対応の仕

方がわかっていない。ビジネスはその社長たちにか

わいがられ、さらに交渉が出来て初めて成功する。

俺はいまお前にそんな代えがたい教育をしているこ

とはわかっているのか」と問うのです。当時の彼女

は感情のコントロールは得意ではなかったですが、

私の言わんとすることを理解できるぐらいの聡明さ

はありました。そうして落ち着いた次の日には自分

の過ちをしぶしぶ認めて謝ってくるのです。 

ミャンマーで日本語学校を始めようとしたのは、

そんなエイミーを通してミャンマーを体験した結果、

まずはミャンマーで何の事業を始めるにしても従業

員の教育が不可欠と確信したからでした。ミャンマ

ーの成人はすでにミャンマー特有の固定概念をもっ

ていて国際ビジネスに適応が難しい状況でしたが、

私が行う日本関係のビジネスではまず日本語を教え

ないことには、そのビジネスが何なのかを教えるこ

とも困難だと考えたのです。そしてほどなくしてヤ

ンゴン市内に日本語学校「ヤンゴン学院」を開設し

ました。 

私はもともと静岡県浜松市の建設会社をしていま

したが、学校事業は全くの素人です。学校のことは

よくわかっておらず、学校教育で事業をする方法も

わかっていませんでした。しかし、学校開設の本当

の目的は、自分の会社で採用できるような人材を探

し育成することでした。確かにそれは回りくどく遠

回りな道かもしれません。通常、日本では会社を作

って従業員をその会社特有の教育をしますが、私が

まずは人材を育ててから会社を形にしたいと考えた

のです。そして、ヤンゴン学院を運営してわかった

ことはミャンマーの女性は男性よりも真面目で真剣

に日本語を学ぶ傾向があるということでした。しか
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し、ミャンマーでの女性の社会進出はまだまだ先の

話です。ここで私は日本の高度経済成長期には女性

の力が大きく影響したことを踏まえ「ミャンマーで

初めての私立女子大学を作ろう」と決心しました。

日本で津田塾が小さな私塾から女子大学になったよ

うに、まさに明治維新が起きているこのミャンマー

では同じストーリーが書けるのではないかと思った

のです。 

ある時、知り合いが日本人のお客さんが日本語学

校を見たいというので案内してもいいかと話があり

ました。こういう話は可能な限り対応し情報収集を

することを常としていたので即答しました。そこで

出会ったのが、当時昭和女子大学理事長の平尾光司

さんでした。これ幸いにと将来ミャンマーで女子大

学を作りたいと話しました。正直、笑い飛ばされる

かと思っていましたが、意外にも平尾さんは「それ

はいいことに気付いた」と私の考えに賛同してくれ

たのです。そこから平尾さんとの付き合いは始まっ

たのですが、平尾さんには別の形で私はすでに出会

っていたのをその時は気づかなかったのです。私が

人生のバイブルにしているビジネス本『ベンチャ

ー・ビジネス』という本があります。40年前に購入
したこの本の内容にいたく感動した私は、その後、

建設業でベンチャー企業を設立しました。ベンチャ

ー・ビジネスをそのまま行動に移し今の私がありま

す。平尾さんにそんな話をしたところ、「土屋さん、

私はその本の共著者だよ」と言われ、大変驚きまし

た。私は 40 年間バイブルにしていた本の著者の一
人が自ら海を渡り、ミャンマーで会うことになった

のです。そこで私はすかさず「それでは私は先生の

教えを一番実行に移した生徒ですね」と切り返した

のです。二人して大笑いをしていましたが、そんな

奇跡のような出会いがミャンマーという異国の地で

起きたのです。平尾さんはその後もう一人の共著者

である清成忠男先生をご紹介くださり、清成先生が

学長を務める事業構想大学院大学で自分のベンチャ

ー人生とミャンマーについて講演する機会も頂きま

した。 

そして2015年10月、ヤンゴン郊外に1.4万坪（約
東京ドーム1個分）の土地を用意し、「MSM国際女
学院」を開校しました。この学校は都市部にある「ヤ

ンゴン学院」とは違い、全寮制の日本語学校です。

技能実習制度で日本に行くことを目的とし、将来的

には女子大学にできるように着々と準備を進めてい

ます。そこでは私の秘書であったエイミーが学長と

なり、平尾さんは顧問として日本の各界の人脈を紹

介するなど、この女子大学プロジェクトに協力して

くれています。 

そこで私はエイミーに言いました。 
「お前は大統領にはなれないかもしれない、いや

かなり難しいだろう。しかしだ、お前はこの学校の

学長として生徒たちを教育し将来の大領領を育てる

ことが出来るかもしれない。それは大統領になるこ

とよりも意義のあることじゃないか？」 

（日本ベンチャー学会会報Vol.74掲載） 
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第 4章 ベンチャーに携わる人々への提言 

一柳良雄（株式会社一柳アソシエイツ代表取締役＆CEO） 
 

自分がベンチャーに興味を持ったのは、1993 年
に近畿通産局長として大阪に赴任した時のことです。

その当時、関西は元気が無く、どうすれば関西が元

気になり活気に溢れる街に戻るのかと堀場雅夫さん

らと色々議論しました。それから月日が経ち、 1998
年に 30 年の通産省の役人生活を締めくくり、自ら
ベンチャーをしたいとの思いから、個人商店ではあ

るが株式会社一柳アソシエイツを設立しました。倒

産しないで今年で 16 年目。もがき続けなんとかや
っています。立ち上げ当初は地獄のような世界でし

た。役人時代、あれだけ一柳さん、一柳さんと言っ

ていたのが、いざ個人商店になると、誰も会ってく

れません。95％以上は潮が引くように去っていきま
した。その時の経験で思ったのが、ベンチャーが夢・

志・情熱を持っていたとしても、それだけでは足ら

ないという事です。というのは、ベンチャーに優れ

た商品や画期的なサービスがあっても、日本では実

績と肩書が重要視され、それが無い者にとってビジ

ネスを拡大していくことは非常に困難だという点が

あるのです。また、ベンチャーには、ひと・もの・

カネ・情報・信用・ブランドが無い。つまり、とて

も脆く危うい存在なのです。 
それを補うために、1998 年に大阪でベンチャー
コミュニティーを設立し、日本で初めての大企業に

よる「買うて、試して、評価して」（トライアル発注

制度）をはじめました。ベンチャーのマーケットに

出るインターンシップみたいなものを、大企業に手

伝 ってもらいました。これは、その後広がりをみせ
て、今や日本の多くの自治体でも採用されるように

なりました。 
今日、地域の活性化は大きな課題です。12年前、
役人時代の友人、石井富山県知事から、廃業率が開

業率より高い富山の現状をなんとか改善したいので、

「とやま起業未来塾」の責任者になってもらいたい

と頼まれました。この塾では、11 年で卒業生 264
名のうち、これまでに起業したのが 189 名。この
70％を超えるという数字は立派なものです。自分の
おカネを出して、リスクをとるという第一歩がベン

チャーなのです。富山では、ベンチャーを育成する

エコシステムが出来つつあります。ベンチャーをや

りたいという人がいたら、行政も地元経済界も関係

する士（サムライ）業の人達も、積極的に応援しよ

うという連携が育ってきました。複雑系の中で、み

んなが相互作用を働かせながら潤っていく、という

エコシステムです。 
役人からベンチャーに身を投じ、自らベンチャー

を行ってきましたが、私が経験して得たことからベ

ンチャーに関係する人々へ申し上げたいことがござ

います。まず日本ベンチャー学会へ。リーマンショ

ック以降日本経済も徐々に回復し新規株式公開数も

増加してきました。ベンチャー界隈も活気を取り戻

してきていると思います。この流れを継続させるた

めにも日本ベンチャー学会は、これまで以上に“行
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最後に、過去と他人は変えられないけれど、未来と

自分は変えられるのです!! 自分を信じて頑張って
下さい。 

（日本ベンチャー学会会報Vol.74掲載） 
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おわりに 

秦委員長の下で、2014年からの 2年間にわたる制度委員会の実践的ベンチャー支援に関する研究成
果のとりまとめにご協力いただき、ご担当した具体的な発表とケースの執筆に担当していただいた

方々に、オブザーバーの一人として、心から感謝申し上げます。 
さて、欧米に追い付け追い越せとキャッチアップ経営を追求した経営努力と金融緩和で、平成のバ

ブルに突入しましたが、1990 年を境にバブルが崩壊し、失われた 20 年が始まりました。市場スター
ト期には世界をリードしていた日本の半導体・液晶・太陽光発電・電池等が、「技術には勝ったが、ビ

ジネスで負けた」状況が現在も続いています。市場の急拡大期においても、フロントランナーとして、

世界の第一線に立ち続けるビジネス環境の構築とビジネスをけん引する企業のリスクをぎりぎりまで

計算しつくし、果敢に挑戦するスピードが不可欠であることを思い知らされました。 
このような反省に立って、表層的な海外の成功モデルの移入ではない、足元からの制度設計の見直

しが産官学・地域で行われつつあります。この一つが、日本の産業構造の将来を担う大学等技術ベン

チャーに対する本格的な取り組みです。 
2001年平沼プランとして発足した大学発 1000社計画は 3年後に達成し、関係各位の努力もあり、

2000 社を超えるまでになりましたが、2008 年のリーマンショックからの低迷で、整理清算した会社
もあり累計会社数は減少し続けていました。しかし、2015年には前年増と上向きはじめました。 

2016年 4月に経済産業省の産業技術環境局大学連携推進室から、大学発ベンチャーの調査報告が発
表されました。313社の調査結果に、次のような興味深い報告があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2004年と比較して、単年度黒字化、すなわち業績が損益分岐点を超えた会社が 2014年 43.1%、2015

年 55.6%に達しています。これは、次の 5つの要因があると考えます。 
① 経営陣の努力：バイオ及びナノテク等の長期の研究開発や多額な先行投資が不可欠なベンチャ
ーの研究者と経営者との経営努力による成長ステージのアップ 

② 設立のタイミング：大学研究に対する多様なギャップファンドが創出され、資金調達面で研究
成果の事業化が確実になったタイミングでの会社設立 

③ 産学連携の意識変革：大学と企業との連携機運が高まり、革新的新製品の開発やアイディアを
ベンチャーに求める大企業のオープンイノベーション意識の変化 

④ コーディネート機能の充実：弁理士・ベンチャーキャピタリスト等による「技術視点＋市場視
点」で研究成果を事業化するコーディネート機能を発揮する人材の増加 

⑤ 大学の意識改革：本来機能としての研究と教育機能に加えて、大学自体が主体となる社会貢献
意識が向上し、世界で勝ち残るための学産官・地域・海外連携の意識改革 

大学発ベンチャーのステージ推移 

 

注：2015年末推進室が把握した大学発ベンチャー1,773社 

アンケート発送し、有効回答 313社回収 
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さらに、顕彰制度は、新たな産業や事業に挑戦するベンチャー企業や起業家を高く評価するという

社会的風土に影響を与えます。2014年から始まった次世代を担う可能性のある「大学発ベンチャー大
賞」の表彰が始まりました。設立おおむね 10年以内の未上場企業で、日本や世界の産業構造を変える
可能性がある会社が対象です。2015年から始まった内閣総理大臣が自ら表彰する「日本ベンチャー大
賞」では、2 年連続して時価総額 1 千億円をはるかに超え、日本の産業に強いインパクトを与えてい
る大学発ベンチャーが表彰されました。 
出る杭となるロールモデルの大学発ベンチャーを育成するエコシステムが定着しつつあり、ビジネ

スモデル輸出国家日本の可能性が見えてきました。日本ベンチャー学会の本報告書が、ベンチャー支

援に興味のある方々、ベンチャーエコシステムの一翼を担っている方々の日々の実践的な活動にとっ

てお役に立てれば、望外の喜びです。 
 
 

日本ベンチャー学会 制度委員会 
オブザーバー  松田 修一 
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